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第１ 生活困窮者自立支援制度・生活保護制度の見直し等について  

（生活困窮者自立支援室、保護課、地域共生社会推進室） 
 

１ 生活困窮者自立支援制度・生活保護制度の見直しの背景について 

両制度については、平成 30 年に生活困窮者等の一層の自立の促進を図るための改

正が行われるなど、人々の暮らしを支えるセーフティネットとしての役割を着実に果

たしてきた。他方で、令和２年以降の新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響によ

り、生活困窮に関する相談者数が急増するとともに、相談者層の複雑化・多様化等が

見られた。また、単身高齢者世帯の増加や持ち家比率の低下等が進み、今後、高齢者

や生活困窮者等に対する住まい支援のニーズの更なる増加が見込まれている。 

こういった状況を踏まえ、令和４年６月より「社会保障審議会生活困窮者自立支援

及び生活保護部会」において両制度の見直しについて議論を行い、同年 12 月に「中間

まとめ」が、令和５年 12 月に「最終報告書」がとりまとめられた。 

「最終報告書」においては、「中間まとめ」を踏まえた制度見直しの具体的な方向

性に加えて、居住支援の充実について具体的な方向性が示された。 

 

２ 生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律について 
「最終報告書」で示された方向性等を踏まえた、生活困窮者自立支援法等の一部を

改正する法律（令和６年法律第 21 号）が令和６年４月に成立した。 

本改正法の主な内容は以下のとおりである。なお、各改正内容の詳細や関連する予

算事業、今後各自治体に求められる対応等については、生活困窮者自立支援制度は第

４を、生活保護制度は第３を、重層的支援体制整備事業は第２を参照いただきたい。

各改正項目の施行日は、特筆している場合を除き、令和７年４月 1 日である。 

施行に向けて、各自治体におかれては、令和６年６月 26 日と同年９月６日に実施し

た説明会等の資料及び動画をご覧いただき、改正の趣旨について理解を深めていただ

きたい。 

 

（１）居住支援の強化のための措置 

① 自立相談支援事業等における居住に関する相談支援の明確化等 

・ 住まいに関する課題を抱えた生活困窮者が相談支援を受けやすくなるよう、自

立相談支援事業の機能として「居住の支援」を法律上明確化 

・ 生活困窮者自立支援法に基づく各事業等の実施に当たって、居住支援法人との

連携を努力義務化 

・ 重層的支援体制整備事業の実施に当たって、居住支援協議会等と連携しつつ、

地域住民の居住の安定の確保のために必要な支援を行うよう努めるものとすると

ともに、参加支援事業において、現在居住している住居において日常生活を営む

のに必要な援助を行うことを法律上明確化 

② 一時生活支援事業の努力義務化等 
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・ 一時生活支援事業について、地域における安定した居住の確保の重要性が増し

ていることも踏まえ、「居住支援事業」に改称し、同事業のうち、地域の実情に

応じて必要な事業の実施を努力義務化 

③ 住居確保給付金の拡充 

・ 収入の著しい減少により経済的に困窮し、家計を改善するため新たな住居を確

保する必要があると認められる者に対して、転居費用を支給する仕組みを創設 

④ 無料低額宿泊所に関する規制の強化 

・ 市町村が無届施設の疑いがある無料低額宿泊所を発見した場合には、当該施設

の所在地の都道府県知事に通知するよう努めるものとする 

・ 国、都道府県、市町村及び社会福祉法人以外の者が社会福祉住居施設の設置に

係る届出をせず、又は虚偽の届出をした場合には、30 万円以下の罰金に処するも

のとする 

 

（２）子どもの貧困への対応のための措置 

 ① 子どもの進路選択支援事業の法定化 

生活保護受給世帯の子ども及び保護者に対し、訪問等により学習・生活環境の改

善、奨学金の活用等に関する情報提供や助言を行うための事業を法定化（令和６年

10 月１日から施行） 

② 生活保護世帯の高卒就職者等への新生活立ち上げ費用の支給 

生活保護受給世帯の子どもが高等学校等を卒業後、就職して自立する場合等に、

生活基盤を確立できるよう、新生活の立ち上げ費用に充てるための一時金を支給（公

布日（令和６年４月 24 日）から施行し、令和６年１月 1 日から遡及適用） 

 

（３）支援関係機関の連携強化等の措置 

① 就労準備支援事業・家計改善支援事業の全国的な実施の推進等 

   生活困窮状態から脱却するためには、収入面と支出面の両面から生活を安定させ

ることが必要不可欠であることから、生活困窮者が全国どこに住んでいても、両事

業による必要な支援を受けることができるよう、以下の改正を行った。 

・ 家計改善支援事業の国庫補助率を２分の１から３分の２に引き上げる 

・ 就労準備支援事業又は家計改善支援事業の実施に当たっては、自立相談支援事

業と一体的に行う体制を確保し、効果的かつ効率的に行うものとする 

・ 国は、就労準備支援事業や家計改善支援事業等の全国的な実施や支援の質の 

向上を図るための体制整備に関する指針を策定する  

② 生活困窮者自立支援制度と生活保護制度の連携等 

  両制度の間を移行する者も一定数いることから、本人に対する切れ目のない連続

的な支援を行うことができるよう、以下の改正を行った。 

・ 被保護者向けの就労準備支援事業、家計改善支援事業及び地域居住支援事業を

任意事業として法定化 

・ 保護の実施機関が必要と認める場合には、生活困窮者向けの就労準備支援事業、

家計改善支援事業及び地域居住支援事業を被保護者が利用できることとする 
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③ 生活困窮者及び被保護者の自立支援の強化 

  生活困窮者や被保護者が抱えている課題が多様化、複雑化する中で、自立相談支

援機関や生活保護のケースワーカーが、単独で対応方針を検討することが困難なケ

ースも多数存在する。これを踏まえ、地域の関係機関が情報共有を図り、連携して

支援を行う体制整備を進めるため、以下の改正を行った。 

・ 生活困窮者自立支援法に基づく「支援会議」の設置を努力義務化 

・ 保護の実施機関が、被保護者に関する関係機関との支援の調整や情報共有、体

制の検討を行うための「調整会議」を設置できることとする 

・ これら２つの会議体と社会福祉法に基づく「支援会議」は、構成員や議論する

地域課題が共通する場合も多いことから、相互連携を図ることを努力義務化 

また、生活困窮者の中には、自ら相談窓口に訪れることが困難な者もいることか

ら、生活困窮者自立支援法に基づく「支援会議」の開催や、関係機関や民間団体と

の緊密な連携を図りつつ、地域の「居場所」等との連携や家庭等への訪問等により、

生活困窮者の状況把握（アウトリーチ）に努めることを規定した。（公布日（令和

６年４月 24 日）施行） 

  

【関連資料の掲載先】 

○生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに関するこれまでの議論の整理

（中間まとめ）（令和４年 12 月 20 日） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_29894.html 

○生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに関する最終報告書（令和５年

12 月 27 日） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37149.html 

 ○生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律の関係資料の掲載先 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/topics/bukyoku/soumu/houritu/213.html 

 ○「居住支援強化等のための生活困窮者自立支援制度等の見直しに関する説明会（福

祉部局・住宅部局向け）」（令和６年６月 26 日開催）の説明資料の掲載先 

※動画の掲載先は令和６年７月 10 日に調査・照会（一斉調査）システムで周知済み 

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000206134_00014.html 

○「生活困窮者自立支援制度・生活保護制度・住宅セーフティネット制度等の見直し

及び令和７年度概算要求状況に関する説明会（福祉部局・住宅部局向け）」（令和

６年９月６日開催）の説明資料の掲載先 

※動画の掲載先は令和６年９月 25 日に調査・照会（一斉調査）システムで周知済み 

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000206134_00035.html 

○第 176 回市町村職員を対象とするセミナー「「持ち家のない単身高齢者数の増加を

見据えた居住支援の強化を考える」～福祉部局と住宅部局で今何ができるか～」（令

和６年 10 月４日実施） 

包括的な住まいの支援体制に取り組む先進自治体の事例等の掲載先 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_43988.html 
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３ 住宅セーフティネット法等改正法について 

 単身高齢者の増加、持ち家比率の低下等により、住まい支援のニーズが今後さらに高

まることが想定されている。他方、単身高齢者などの住宅確保要配慮者（以下「要配慮

者」という。）の入居については、賃貸人（大家等）の一定割合は拒否感を有している。

これは、孤独死や死亡後の残置物処理等への賃貸人の不安が背景にある。このように住

宅の確保に困難を抱える者がいる一方で、民間賃貸住宅の空き室は一定数存在する。 

 このため、「全世代型社会保障構築会議」や「住宅確保要配慮者に対する居住支援機

能等のあり方に関する検討会」（国土交通省・厚生労働省・法務省の３省合同で開催）

における議論も踏まえ、要配慮者の居住の一層の安定の確保を図るため、住宅確保要配

慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律等の一部を改正する法律（令和６年法

律第 43 号。以下「住宅セーフティネット法等改正法」という。）が令和６年５月に成立

した。 

 住宅の確保が困難な者は、生活困窮や障害、高齢など、福祉的な課題も有しているこ

とが多いと考えられることから、住宅セーフティネット法等改正法においては、 

・ 国土交通大臣及び厚生労働大臣は共同で、要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促

進に関する基本方針を策定することとする 

・ 都道府県及び市町村が基本方針に基づき作成する「都道府県賃貸住宅供給促進計

画」及び「市町村賃貸住宅供給促進計画」において「賃貸住宅に入居する住宅確保

要配慮者に対する日常生活を営むために必要な援助その他の福祉サービスの提供体

制の確保に関する事項」を記載することとする 

・ 居住支援法人等が要配慮者に、安否確認、見守り、適切な福祉サービスへのつな

ぎを提供する「居住サポート住宅」を、福祉事務所設置自治体が認定する制度を創

設する 

・ 「居住サポート住宅」に被保護者が入居する場合、住宅扶助費等の代理納付を原

則とする 

・ 「居住支援協議会」の設置の努力義務化 

などが規定された。住宅施策と福祉施策の連携による包括的な居住支援を推進してい

くため、これらの規定については、国土交通省と厚生労働省で共管することとなった。

なお、住宅セーフティネット法等改正法は、一部の規定を除き、令和７年 10 月の施行を

予定している。 

施行に向けて、各自治体におかれては、令和６年９月に実施した「令和６年度 改正

住宅セーフティネット法等に関する全国説明会～住宅と福祉のより一層の連携に向けて

～」の説明資料及び動画をご確認いただき、改正の趣旨について理解を深めていただき

たい。 

居住サポート住宅の認定申請・審査の担当や窓口が決定していない自治体におかれて

は、住宅部局と福祉部局で連携しながら、速やかに検討・調整いただくようお願いした

い。検討・調整に当たっては、令和７年１月８日付け事務連絡「居住サポート住宅の認

定事務等に係る担当と窓口の検討について」により周知した窓口の調整経緯や決定理由

の事例を参照いただきたい。 
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【関連資料等の掲載先】 

○住宅確保要配慮者に対する居住支援機能等のあり方に関する検討会 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk7_000043.html 

○住宅セーフティネット法等改正法の関係資料の掲載先 

https://www.mlit.go.jp/policy/file000003.html 

○「令和６年度 改正住宅セーフティネット法等に関する全国説明会～住宅と福祉の

より一層の連携に向けて～」（令和６年９月実施）の説明資料及び動画の掲載先 

https://krs.bz/koushuu-setsumeikai/m/r6_safetynet  
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第２ 地域共生社会の在り方検討会議における議論等について  

（地域福祉課） 

 

１ 「地域共生社会」の実現に向けて 

高齢化や人口減少が進み、地域・家庭・職場といった、人々の生活領域における支え

合いの基盤も弱まっている。加えて、多くの地域では、社会経済の担い手も減少してお

り、地域社会そのものの存続も危ぶまれている。 

そこで、 

・ 生活における人と人とのつながりを再構築し、誰もが役割と生きがいを持ち、互

いに支えたり、支えられたりする関係が循環する地域社会 

・ 社会・経済活動の基盤として、人と資源が循環し、地域での生活を構成する幅広

い関係者による参加と協働により、持続的発展が期待できる地域社会 

の２つの視点からなる、「地域共生社会」の実現が求められている。 

この実現に向けて、平成 29 年の社会福祉法改正において、市町村が社会福祉の観点か

ら行うべきこととして、包括的な支援体制の整備が努力義務として定められた。また、

令和２年の社会福祉法改正においては、包括的な支援体制の整備を重層的支援体制整備

事業（以下「重層事業」という。）が創設され、令和３年４月から施行された。 

 

２ 「地域共生社会の在り方検討会議」における議論等について 

 令和２年の社会福祉法改正においては、附則として、施行後５年後を目途として施行

状況について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずることとされた。 

このため、地域共生社会の実現に向け、改めてその概念を整理するとともに、包括的

な支援体制の整備、重層的支援体制整備事業等の今後の方向性や、身寄りのない高齢者

等が抱える課題等への対応や総合的な権利擁護支援策の充実等について、検討すること

を目的として、令和６年６月から「地域共生社会の在り方検討会議」を実施している。

(令和６年 12 月末時点で第７回まで終了しており、６年度末までに中間的な論点整理を、

７年夏を目途に取りまとめを行う予定。) 

同検討会議では、包括的な支援体制の整備及び重層的支援体制整備事業の在り方につ

いて、その運用状況等を踏まえ、以下の論点が提示されている。 

 ・ 包括的な支援体制の整備が基本で、重層的支援体制整備事業は手段という枠組み

としている中で、重層的支援体制整備事業を実施する市町村が大幅に増加している

現状について、どう考えるか。 

 ・ 包括的な支援体制の構築や重層的支援体制整備事業の開始にあたって、必ずしも、

組織的な検討を経ていない場合や、地域資源やニーズを把握する等のプロセスを経

ていない場合がある現状について、どう考えるか。また、定期的な PDCA の実施につ

いて、どう考えるか。 
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・ 多機関協働事業について、各相談支援機関に負担感がある中で、その役割を超え

て運用されているケースがあることや、市町村によって運用方法にばらつきがある

現状について、どう考えるか。 

こうした運用状況等を踏まえ、説明資料において「地域共生社会の実現－包括的な支

援体制の整備－重層的支援体制整備事業」の関係性や、「重層的支援体制整備事業実施

要綱」等に定める、同事業を実施するにあたってのプロセス、多機関協働事業の役割等

を改めて示しているので、 

・ すでに重層的支援体制整備事業を実施している市町村においては、同事業実施に

あたってのプロセス等が適切であったかを確認し、必要に応じて事業の見直し等の

検討を行うとともに、 

・ 同事業の実施を検討している市町村においては、各地域において、地域資源の分

析等を行い、その状況や特性を把握するとともに、同事業を実施することで目指す

方向性や取組内容について、多様な地域の関係者と十分な対話や合意形成を図った

上で行う 

ようお願いする。 

３ 令和７年度予算案等について 

令和７年度予算案においては、地域共生社会の実現に向けた取組を推進するため、

以下の４事業に対する予算として、728 億円を計上した。 

・ 重層的支援体制整備事業：718 億円 

・ 重層的支援体制構築に向けた都道府県後方支援事業：１億円 

・ 重層的支援体制整備事業への移行準備事業：８億円 

・ 重層的支援体制構築推進人材養成事業：0.2 億円 

このうち、重層的支援体制整備事業の多機関協働事業等にあっては、前年度に示し

たとおり基準額の見直しを行う方針である。 

具体的な方針は追ってお示しするが、方針の如何に関わらず、各市町村において、 

・ 同事業が重層的支援体制整備事業を実施する市町村のみを対象として設けられ、

追加財源が交付されていることの趣旨（人口減少が進展し、行政のリソースも減

少する中で「わがまち」において包括的な支援体制を整備・維持し続けるため、

既存の相談支援や地域づくりに係る事業の課題を解決する／より実施しやすくす

る／不足する取組を補うための方策として活用されること）を、同事業実施要綱

により今一度確認し、 

・ 重層的支援体制整備事業実施計画も活用しながら、計画に基づいた事業実施、

費用対効果の観点も含めた事業実施結果の評価・検証、実施結果等を踏まえた事

業の見直しといったＰＤＣＡサイクルを行うことにより、 

同事業の効果的・効率的な活用に努めることとされたい。 
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また、令和６年度補正予算として、以下２事業に対する予算を計上している。 

・ 重層的支援体制整備事業のうち多機関協働事業等：1.5 億円 

 ※ 住まい支援を行う者等に対する研修、支援対象者と地域とを円滑につなげる

ための社会資源の把握や関係者のネットワークづくり等を行うものとして計上。 

・ 重層的支援体制構築に向けた都道府県後方支援事業：0.5 億円 
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第３ 生活保護制度について（保護課、自立推進・指導監査室） 

 

１ 生活保護を取り巻く現状について 

  

（受給者数について） 

令和６年10月時点の生活保護受給者数は約201万人（保護率：1.62％）であり、対前

年同月伸び率は平成27年９月以降、約９年２ヶ月連続でマイナスとなっており、減少

傾向にある。 

近年の受給者数の動向を年代別の構成割合でみると、高齢者の占める割合が大きく

なっており、生活保護受給者の半数（令和５年７月末時点で約53％）は65歳以上の者

となっている。 

 

 （世帯数について） 

令和６年10月時点の生活保護受給世帯数は約165万世帯であり、対前年同月比は２

ヶ月連続でプラスとなっている。 

近年の世帯数の動向を世帯類型別にみると、 

・「高齢者世帯」は、増加率が縮小し、令和４年１月以降は増加率０のあたりを横ば

いで推移 

・「母子世帯」は、対前年同月比が約12年間連続でマイナスとなっており、減少傾向 

・「その他の世帯」は、コロナ禍となった令和２年６月以降、対前年同月比がプラス

に転化などの状況となっている。 

 

 （申請件数について） 

生活保護の申請件数の動向について、各月単位で見ると増減を繰り返しているとこ

ろであるが、年度単位でみると世界金融危機以降、約10年連続で減少が続いていたと

ころ、コロナ禍を境として増加傾向に転じている。 

 

 

２ 令和７年度の生活保護基準について 

（１）生活扶助基準について 
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  生活扶助基準については、前回の令和５～６年度の臨時的・特例的な対応の措置時

から（令和４年末）から一定期間が経過し、その間も物価・賃金などが上昇基調にあ

ることを背景として消費が緩やかに増加していることも考慮し、社会経済情勢等を総

合的に勘案して、見直しを行うこととしている。 

具体的には、当面２年間（令和７～８年度）の臨時的・特例的な対応として、 

・ 令和４年の生活保護基準部会の検証結果に基づく令和元年当時の消費実態の水準

に世帯人員一人当たり月額 1,500 円を加算するとともに、  

・ 加算を行ってもなお従前の基準から減額となる世帯について、従前の基準額を保

障する 

こととし、令和７年 10 月から施行することとしている。 

ただし、入院患者・介護施設入所者については、食費・光熱費等が現物給付されて

いる状況等を踏まえ、現行の加算の額（一人当たり月額 1,000 円）を維持する。 

 

令和９年度以降の生活扶助基準については、今後の社会経済情勢等の動向を見極 

めつつ、一般低所得世帯の消費実態との均衡を図る観点から必要な対応を行うため、

令和９年度予算の編成過程において、改めて検討を行うこととしている。その際、年

齢階級・世帯人員・級地別の分析が可能な５年に一度の生活保護基準部会での定期検

証について、１年前倒しでの実施を図り、その検証結果を適切に反映することとす

る。 

 

（２）生活扶助基準の見直しに伴う他制度への影響 

 上記のとおり、令和８年度までは基準額が引上げか据置きとなるため、生活扶助基準

の引下げに伴う他制度への影響は生じない。 

 

（３）生活保護事務処理システムの改修について 

生活扶助基準の見直し等に伴う生活保護事務処理システム等の改修については、所要

の経費を補助する予定であるので、詳細は追ってお知らせする。 

 

（４）その他の扶助・加算について 
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その他の扶助・加算のうち、住宅扶助（住宅維持費）、出産扶助、生業扶助（技能

修得費）等については、扶助等の性格を踏まえ、費用の実態等を勘案し、所要の改定

を実施することとしている。 

 

 

３ 自立支援の充実について 

（１）改正生活保護法の施行関係 

① 調整会議の組織・運営 

  改正法により、生活困窮者自立支援制度の「支援会議」と同様、生活保護制度にお

いても、法定の会議体として「調整会議」を組織することができることとなった（令

和７年４月１日施行）。  

調整会議は、地域における福祉、就労、教育、住宅その他の被保護者に対する支援 

に関する業務を行う関係機関など被保護者に対する支援に関係する者として福祉事

務所が認めた者により構成され、多様で複雑な課題を抱える被保護者に関して情報の

交換や、地域において日常生活及び社会生活を営むのに必要な支援体制に関する検討

を行うこととされている。 

多様で複雑な課題を抱える被保護者の支援に当たっては、福祉事務所のみならず他

法他施策や関係機関と連携して取り組むことが重要である。こうした連携関係を構築

・強化していくためには、日頃から、福祉事務所と関係機関との間で、各々が実施し

ている被保護者に対する支援等に関して情報交換を行い、互いの業務・状況を理解し、

信頼関係を構築していくことが重要であり、そのためには「会議体」を定期的に開催

することも有効であると考えている。（なお、生活困窮者自立支援法に基づく支援会

議、社会福祉法に基づく支援会議など、他の会議の議事の一部とすることや、他の会

議との合同開催とすること等、効率的な運用を図ることも重要である。） 

こうした信頼関係の中で、個々の被保護者に対する支援に関しては、必ずしも会議

体の開催に拘ることなく、随時、当該被保護者の支援に当たり関係し得る関係機関と

の間で必要な情報共有を図り、支援方針・内容について検討を進めるなど、緊密に連

携していくことが重要と考えている。 

本改正は、形式的な「会議体の開催」ではなく、各種関係機関との連携強化を主目 

的としている。詳細については３月にお示しする予定としているが、各福祉事務所に
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おかれては、庁内外の関係機関との連携体制が現状どの程度構築できているか等を確

認いただいた上で、特に、連携体制に課題感のある福祉事務所におかれては、今回の

法定化を契機として、前向きに取組を検討いただきたい。 

 

② 地域居住支援事業等の法定化 

居住の安定を図るための支援が必要な被保護者に対し、入居支援や訪問による見守

り、必要な情報の提供・助言等を行うため、改正法により「被保護者地域居住支援事

業」が創設された（令和７年４月１日施行、国庫補助率２／３）。詳細について３月に

お示しする予定としている。なお、コロナ感染症対策として臨時的に実施していた「居

住不安定者等居宅生活移行支援事業」については、令和６年度末をもって廃止するこ

ととしている。 

併せて、被保護者向けの就労準備支援事業及び家計改善支援事業についても、改正

法により法定化されたところである（令和７年４月１日施行）が、基本的な事業の内

容（国庫補助率を含む。）についてはこれまでの事業と同様となっている。 

上記の３事業について、支援を必要とする被保護者に対して適切に支援できるよ

う、次の③に記載する「一体実施」による対応も含め、事業実施に向けて積極的な検討

をお願いしたい。 

 

③ 生活困窮者自立支援制度の事業による被保護者の支援（一体実施） 

生活困窮者自立支援制度と生活保護制度をまたいだ支援の継続性・一貫性を確保す

るため、改正法により、生活困窮者自立支援制度の就労準備支援事業・家計改善支援

事業・地域居住支援事業について、各自治体の状況に応じ、被保護者を支援対象とす

ることも可能とする仕組み（一体実施）が創設されたところである（令和７年４月１

日施行）。 

一体実施に関する考え方については、改正法施行に向けたこれまでの説明会やＱ＆

Ａ等においてお示ししてきたが、詳細について３月にお示しする予定としている。 

「改正生活困窮者自立支援法等に関する現時点での検討状況について（主に特定被

保護者の範囲等）」（令和６年 11 月１日付 社会・援護局保護課事務連絡）において

お示ししているとおり、一体実施については、生活保護制度担当部局、生活困窮者自

立支援制度担当部局、福祉事務所、自立相談支援機関、各事業の受託事業者等の間で、
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あらかじめ支援に至る手続等を調整することが望ましいと考えている。調整を行う際

には、地域の実情（事業の対象者数、対象者層等）や当該事業の実施方針・目標等を踏

まえ、あらかじめ支援対象となる被保護者（特定被保護者）の選定に係る考え方を設

定しておくことも考えられる。各自治体の実情に応じて、関係者の間で調整をお願い

したい。 

 

④ 無料低額宿泊所の事前届出義務違反に対する罰則の創設等 

無料低額宿泊所については、改正法により、①届出を行わず（又は虚偽の届出によ

り）事業を実施している無料低額宿泊所に対する罰則規定が創設されるとともに、②

福祉事務所において、無届の疑いのある施設を発見した場合に、当該施設を所管する

都道府県等に通知を行うことが努力義務化されたところである（令和７年４月１日施

行）。今回の改正法の内容も踏まえた通知改正を３月にお示しする予定としている。 

無料低額宿泊所所管課におかれては、無料低額宿泊所の適切な事業運営に向けた指

導監督について、また、福祉事務所におかれては、訪問調査等を通じて無届の疑いの

ある施設を把握した際の対応（無料低額宿泊所所管課との連携）について、引き続き、

適切に対応いただくようお願いする。 

 

（２）自立支援に関する留意点 

① 就労支援関係 

就労自立給付金について、より効果的な就労インセンティブとなるよう、支給額の

算定方法について改正したところである（令和６年 10 月１日より適用）。被保護者

に対しては、就労による自立に向けた意欲の向上を図るため、就労支援の初期段階か

ら、本給付金、勤労控除や就労活動促進費等の仕組みについて周知を行うとともに、

就労や増収により保護を必要としなくなる場合は、本給付金の申請等に向けた助言・

支援を行うなど、被保護者の申請が確実に行われるよう支援していただきたい。 

なお、今回の改正前後の状況を把握するため、令和６年９月に受給者向けアンケー

トの実施にご協力いただいたところであるが、令和７年２月には、受給者向けアンケ

ート及び自治体向けアンケートを実施することとしているので、ご協力をお願いした

い。 
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② 被保護世帯の子どもの支援関係 

生活保護受給中の子育て世帯に対する支援を強化するため、改正法により、被保護

世帯への訪問等を通じて、子ども・保護者からの進路選択等に関する相談に応じると

ともに、必要な情報提供や関連する支援へのつなぎ等を行う事業として、「子どもの

進路選択支援事業」が創設された（令和６年 10 月１日施行）。 

令和７年度に向け、「子どもの進路選択支援事業の実施について」（令和６年９月

２日付 社援保発 0902 第１号社会・援護局保護課長通知）等をご参照いただき、事

業化に向けて積極的に検討いただくようお願いする。 

また、高校の卒業後の進路としては、大学等への進学が挙げられるが、大学等への

進学率は、全世帯に対し低い状況（全世帯 76.4％に対し被保護世帯 42.9％）となっ

ている。本事業のほか、被保護者家計改善支援事業（大学等の進学費用に関する相談

支援も可能）、文部科学省による「高等教育の修学支援新制度」の積極的な活用によ

り、被保護世帯の子どもの大学進学支援に努めていただきたい。 

 

（高等教育の修学支援新制度） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/hutankeigen/index.htm 

 

（３）貧困ビジネス対策について 

いわゆる貧困ビジネス対策については、改正法審議における参議院による附帯決議

において「貧困者の窮迫に付け込む貧困ビジネスの実態と原因について把握し、必要

な対策を講ずること」とされたところである。 

これを踏まえ、厚生労働省では、「要保護者の生活状況の把握及び居住の安定の支援等

の対応について」（令和６年４月 25 日付 社会・援護局保護課事務連絡。以下「令和６

年４月事務連絡」という。）を発出し、これまでの留意事項を整理した上で、福祉事務所

等においては、要保護者の自立を阻害する状況にある物件や施設に該当する事例を把握

した場合には、速やかに都道府県に報告するとともに、報告を受けた都道府県において

は、注意喚起の観点から管内実施機関に適宜情報共有し、厚生労働省にもその事例等を

報告いただくよう依頼したところである。改めて、令和６年４月事務連絡をご確認いた

だき、被保護者の自立助長の観点から適切な対応及び情報共有をお願いしたい。 

また、無料低額宿泊所の所管課による不適切事例の収集・共有や、福祉事務所による
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情報収集・被保護者支援といった取組の一層の強化に向け、令和６年度補正予算に「貧

困ビジネス対策事業」を新規計上したところである。各自治体におかれては、当該予算

の活用について、積極的な検討をお願いしたい。 

 

 

４ 保護施設及び日常生活支援住居施設について 

（１）物価高騰への対応（重点支援地方交付金の活用） 

現下の物価高騰により厳しい状況にある保護施設や日常生活支援住居施設等に対す

る物価高騰対策支援事業については、物価高騰対策重点支援地方創生臨時交付金（以下

「重点支援地方交付金」）を積極的に活用し、可能な限り早期の予算化に向けた検討を速

やかに進めるよう依頼しているところである。 

中でも、日常生活支援住居施設に関しては、令和５年度の重点支援地方交付金の活用

状況に関するフォローアップによれば、支援を行った自治体は１自治体であったが、 

・ 委託事務費により実施されている支援について物価高騰の影響を受ける内容が含 

まれていること 

・ 急激な物価高騰により、基本サービス費（入所者から徴収）では賄いきれない部

分について影響を受け得ること（例えば、基本サービスに係る燃料費などは物価高

騰の影響を受け得る） 

など、物価高騰対応支援事業のニーズが想定されるものと考えている。 

物価高騰対応支援事業の検討に当たっては、保護施設や日常生活支援住居施設等、管

内の施設に対し、物価高騰による影響の状況を確認するなど、具体的な支援ニーズを把

握しつつ検討いただくようお願いしたい。 

 

（２）災害時情報共有システムへの追加 

災害発生時における社会福祉施設等の被害状況などを国・自治体がリアルタイムに把

握・共有し、被災施設への迅速・適切な支援（停電施設への電源車の手配等）を行うこ

とを可能とするため、（独）福祉医療機構において「災害時情報共有システム」を構築・

運用している。 

令和６年度補正予算において、当該システムの対象施設に救護施設等及び日常生活支

援住居施設を追加するために必要となる経費を計上したところ。システム改修や稼働等
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のスケジュールをはじめ、詳細については追ってお示しする。 

 

（３）保護施設について 

① 救護施設及び更生施設における個別支援計画の作成 

「救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する基準及

び厚生労働省の所管する法令の規定に基づく民間事業者等が行う書面の保存等にお

ける情報通信の技術の利用に関する省令の一部を改正する省令」（令和６年厚生労働

省令第 118 号）により、救護施設及び更生施設（以下「救護施設等」という。）につ

いて、入所者ごとの個別支援計画の作成を義務化したところである（令和６年 10 月

１日施行）。 

個別支援計画の詳細については、「救護施設及び更生施設における個別支援計画の

作成について」（令和６年 10 月１日付 社援保発 1001 第４号社会・援護局長通知）

等によりお示しているところであるが、特に、福祉事務所と救護施設等の連携が重要

であることから、福祉事務所においては、以下の点について特にご留意願いたい。 

・ 個別支援計画は、福祉事務所が策定する援助方針の趣旨を踏まえたものとする

必要がある。このため、救護施設等においては、個別支援計画の作成及び見直し

に当たっては、個別支援計画に基づいて提供する支援の内容は適切か、活用する

社会資源が適切であるか等について、あらかじめ福祉事務所と協議を行う 

・  救護施設等においては、個別支援計画の写しを入所者に手交した場合は、当該

個別支援計画の写しを福祉事務所に対し遅滞なく提出する 

・  福祉事務所が救護施設等への訪問調査を行う際には、救護施設等と福祉事務所

との間で、個別支援計画に基づく支援の実施状況等について共有する 

 

なお、令和６年度生活保護担当指導職員ブロック会議でも伝達しているとおり、省

令改正の施行前から、救護施設では、入所者ごとに「支援計画」を作成する取組が進

められていると承知している。また、更生施設では、入所者ごとに「更生計画」を作

成することとしてきたところである。自治体におかれては、各施設におけるこれまで

の取組状況や運用状況も勘案いただき、救護施設等に過大な負担がかかることなく円

滑に取組を実施・継続できるよう、制度の運用に当たりご配慮いただきたい。 
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② 救護施設における受入機能強化加算の創設 

救護施設は、様々な生活課題を抱える入所者に対する多様な支援の実践を担ってき

ていただいており、これまで培ってきたノウハウや施設の機能を活かすことで、例え

ば、精神疾患により長期入院となっている者や刑余者などの処遇困難となるリスクが

高い要保護者を積極的に受け入れ、適切な支援を提供していくことが期待されてい

る。 

このため、救護施設について、病院、矯正施設等の関係機関と連携した入所調整を

評価する加算を創設し、救護施設が処遇困難な被保護者を積極的に受け入れ、支援を

提供していく取組を推進する（令和７年４月１日施行予定）こととしている。なお、

加算の算定要件等の詳細については追ってお示しする。 

 

（４）日常生活支援住居施設について 

日常生活支援住居施設においては、単独で居住が困難な者へ日常生活支援を行ってい

る。令和３年度に実施した調査事業によれば、入所者の状態像として、精神障害に起因

する者が約８割を占めていることがその特徴としてあげられ、その中には、精神科病院

への受診を促しても行動につながらない者、入所者との人間関係に苦慮する者、アルコ

ールへの依存が疑われる者や金銭管理が難しい者なども多い。 

一方、日常生活支援住居施設には、居宅生活への移行についてもその役割とされてい

るが、移行後の生活までフォローすることは想定されていない。入所者の障害特性や生

きづらさの部分を把握した上で個々の状態に応じた居宅移行支援が求められ、居宅生活

に移行した後も見守りが必要なケースもあるという観点も踏まえ、これらに係る支援を

新たに評価する加算を創設し、日常生活支援住居施設から居宅へ円滑に移行するととも

に、安定した居宅生活を送ることができるよう取組を推進することとしている。（令和７

年４月１日施行予定）。なお、加算の算定要件等の詳細については追ってお示しする。 

 

 

５ 医療扶助について 

（１）改正生活保護法の施行関係（医療扶助等に関する市町村支援の枠組み） 

① 改正生活保護法による新たな枠組みの創設 

 ケースワーカーや専門職など限られたマンパワーを前提に、医療扶助の適正実施や
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被保護者健康管理支援事業をより一層効果的に進めていくためには、事業・取組の実

施主体である市町村（福祉事務所）において、以下のような「ＰＤＣＡサイクル」を

構築していくことが重要である。 

・ 医療の受診動向や医薬品の使用状況など被保護者の健康・医療に関する様々なデ

ータを分析した上で、地域の課題や特徴を把握すること 

・ 課題に対応した取組について、優先順位を付けながら実施すること 

・ 当該取組による効果を検証し、その後の取組に反映していくこと 

こうした中、令和６年４月に成立した改正生活保護法により、都道府県において、

広域的観点からデータ分析等を行い、市町村に対して必要な援助を行う枠組み（努力

義務）が創設され、令和７年４月１日から施行することとしている。 

この枠組みを踏まえ、都道府県には、広域自治体として、データ分析を通じた課題

整理や取組目標の設定・評価を通じ、市町村におけるＰＤＣＡサイクルの構築・強化

を支援するとともに、管内の取組状況の共有、関係職員の専門性・資質向上に向けた

研修、医療専門職などアドバイザーの派遣など、市町村における効果的な事業実施を

支援することを期待している。 

 

② 今後の進め方 

この新たな枠組みの施行に向けては、令和６年度厚生労働省社会福祉推進事業   

「医療扶助等における都道府県による援助等の推進に向けた調査研究事業」（株式会

社野村総合研究所）において、有識者からなる検討会を設置し、基本的な取組の進め

方や都道府県と市町村との連携の在り方、分析対象とする全国共通の指標、目標設定

の在り方等について検討を行っているところであり、その検討結果を踏まえ、本年３

月を目途に、都道府県向けのガイドラインを通知する予定である。 

この新たな枠組みは、法律上は「努力義務」であるが、まずは令和７年度、全ての

都道府県において、国のデータ分析ツールの活用、管内市町村への分析結果の共有に

取り組むようお願いしたい。今後、段階的に取組を進め、全ての都道府県において、目

標設定や市町村支援の取組が進むよう、国としても検討・支援を実施していく。 

正式なガイドラインに先立ち、「都道府県職員向け研修会」を２回（１月 31 日：東

日本会場、２月４日：西日本会場）開催し、ガイドライン原案（制度創設の趣旨や基本

的な取組の進め方等）に関する説明や、全国共通の指標に係るデータを整理・格納し
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た「分析支援ツール」の配付、分析支援ツールの活用方法等の説明を行うこととして

いる。各都道府県におかれては、当該研修会への参加と、新たな枠組みへの対応に係

る積極的な検討をお願いしたい。 

 

（都道府県向け研修会の概要） 

○東日本会場 

・日時   令和７年１月 31 日（金）13：00～17：00 

・場所   ＴＫＰ東京駅カンファレンスセンター 

      （東京都中央区八重洲 1－8－16 新槇町ビル） 

○西日本会場 

・日時   令和７年２月４日（火）13：00～17：00 

・場所   ＴＫＰガーデンシティ PREMIUM 大阪駅前 

      （大阪府大阪市北区曽根崎新地 2－3－21 AX ビル） 

※ 同内容の研修を東日本、西日本の２会場で実施 

 

・参加対象 都道府県及び指定都市担当者 

・研修内容 制度創設の趣旨や基本的な取組の進め方、共通指標の考え方等に関する

説明のほか、学識有識者による講義、データ分析ツールを用いた演習等 

・その他  データ分析ツールの演習部分を除く講義部分は当日配信するほか、後日

動画を公開予定。 

 

③ 令和７年度予算案について 

令和７年度予算案においては、この新たな枠組みの施行に向け、「都道府県による

データ分析等を通じた市町村への支援」（令和７年度予算案 4.3 億円）として、都道

府県において以下の取組を実施するための事業経費を新規計上することとしている。 

ア 分析支援ツールによる分析結果を踏まえた更なる詳細分析 

イ アドバイザー（医療専門職）の市町村派遣など医療に係る専門的知見を確保する

ための体制整備 

ウ 好事例の提供を含めた市町村向けの研修等の取組 

各自治体におかれては、事業の活用に向け、積極的な検討をお願いしたい。 
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（２）医療扶助のオンライン資格確認に係る適切な運用の徹底について 

① 医療扶助のオンライン資格確認の推進 

 医療保険分野においては、令和６年12月２日から、健康保険証は発行されなくなり、

健康保険証として利用登録したマイナンバーカードによる医療機関等の受診を基本

とする仕組みに移行された。 

こうした中、被保護者の利便性に加え、福祉事務所や医療機関等における事務負担

等の効率化の観点から、医療扶助においても、紙の医療券によるやりとりではなく、

マイナンバーカードを利用したオンライン資格確認が促進されるよう、一層の環境整

備を推進していく必要がある。そのためには、以下３点の取組が不可欠である。 

ア 資格情報の登録が完了していない福祉事務所における対応 

イ 医療機関におけるオンライン資格確認への対応推進 

ウ 被保護者におけるマイナンバーカードの初回利用登録の推進 

 

② 今後の重点的な取組 

厚生労働省では、上記イの対応推進に向け、令和６年度補正予算において、医療機

関等におけるシステム改修補助金として約75億円を確保し、関係団体にご協力いただ

きながら活用促進を図っているところである。 

オンライン資格確認の促進に向けた基盤構築に向け、医療機関等や関係団体の皆様

にご協力いただいている状況にかんがみ、福祉事務所におかれては、今一度、上記ア

の確実な対応と、上記ウの推進について、強くお願いする。特に、上記アの対応が不

十分な場合、医療扶助のオンライン資格確認を含め今後の医療ＤＸの取組全体に対す

る信用を損なうおそれがあるため、遅くとも今年度中に完了するよう強くお願いす

る。 

これらの取組を進めていくに当たっての留意点については、「医療扶助のオンライ

ン資格確認に係る適切な運用の徹底について（再周知）」（令和６年12月２日付 社

会・援護局保護課事務連絡）を発出しているので、各自治体におかれては、当該事務

連絡を踏まえた対応をお願いしたい。特に、当該資格情報の登録に当たって誤入力（例

えば「都道府県名」や「市名」等の記載漏れ）が発生しているところ、オンライン資

格確認の運用に支障を来すことから、１ヶ月以内には是正・解消するよう強くお願い

20



 

 

する。 

 

（３）医療扶助の適正実施に向けた取組の推進について 

① 既存の取組の着実な推進について 

医療扶助の適正実施に向けては、医療が必要な者に必要な医療を確実に提供すると

いう前提の下、疾病の状況など被保護者個々人の状況を丁寧に把握しながら、被保護

者のみならず、医療機関等の理解も得て取組を進めていくことが必要である。 

このような観点から、これまでも「頻回受診者に対する適正受診指導について」（平

成 14 年３月 22 日付 社援保発第 0322001 号社会・援護局保護課長通知）等の関係通

知に基づき、頻回受診対策や多剤・重複投薬対策、長期入院対策等が着実に実施され

ており、指導対象者が減少傾向にあるなど、一定の成果が出ている。各自治体におか

れては、これら既存の取組について、引き続き着実な実施をお願いしたい。 

特に、令和５年度からは「生活保護の医療扶助における医薬品の適正使用の推進に

ついて」（令和５年３月 14 日付 社援保発 0314 第１号社会・援護局保護課長通知）

に基づき、向精神薬の重複処方のみならず、多剤・重複投薬者に対する普遍的な指導

・支援を実施いただいているところである。対象者に対する適正な服薬に向けた指導

や医療機関等への働きかけなど、引き続き必要な取組を進めるようお願いしたい。 

令和６年度補正予算では、「頻回受診等の未改善者等に対する健康管理支援モデル

事業」（令和６年度補正予算：6.2 億円）として、市町村において、被保護者健康管理

支援事業など個別の事業における取組内容の改善・充実を図るためのモデル事業に係

る経費を新規計上しているところである。例えば、頻回受診者のうち未改善者等に対

し、個々のニーズを把握しつつ、多様な関係機関・取組（社会福祉協議会が運営する

サロンや地域の認知症カフェ・通いの場など）と連携して支援を行う取組等を想定し

ている。各自治体におかれては、事業の活用に向け、積極的な検討をお願いしたい。 

 

② 今後の検討について 

今後、厚生労働省では、頻回受診対策や多剤・重複投薬対策等の取組について、更

なる推進を図る上での課題整理や、課題を踏まえた対応策の検討を進める方針である

ため、各自治体におかれてはご了知いただきたい。 
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（４）指定介護機関にかかる事務の簡素化について 

 地方からの提案を踏まえ、介護事業者と行政の負担を軽減するため、介護保険法に

よる手続（名称変更等の届出、指定取消し等）と、生活保護法による同種の手続につ

いて、連動させる範囲を拡大する方向で制度改正を行う方針としている。令和８年度

施行予定で、本年の通常国会に提出が見込まれる地方分権一括法での対応を検討して

いる。詳細は追ってお示しするが、施行に当たっては、介護部局と連携してご対応い

ただきたい。 

 

６ 生活保護業務のデジタル化等について（システム標準化等） 

現在、政府として、デジタル・ガバメント実行計画（令和２年 12 月 25 日閣議決定）

に基づき、地方公共団体における業務プロセス・情報システムの標準化を推進している

ところであり、生活保護制度においては、昨年３月末に生活保護システムの標準仕様書

2.0 版を公表したところ。現在、2.1 版の作成に向け、令和６年 11 月から 12 月まで全

国の自治体に対して意見照会を行ったところであり、照会結果を踏まえ、対応方針の整

理を行う予定であるのでご了知願いたい。 

 また、令和７年度中の標準準拠システムへの移行に向けた準備作業が必要となるの

で、移行に向けた各プロセスへの取組みを引き続きお願いする。移行に向けての問題点

等については、総務省の標準化 PMO ツールを活用し解消していただくことで、適切な支

援を行っていきたい。なお、標準仕様書 2.1 版策定以後も対応すべき課題等を検討し、

必要に応じて引き続き調査研究を進めて行く予定である。 

 

 

７ その他制度の適正な運用について 

（１）面接時の適切な対応等について 

  福祉事務所に生活の相談で来所した方への対応については、保護の実施要領等により

示しており、また、これまでも周知してきているとおり、保護の申請時において必ずし

も申請書の記載事項のすべてが記入されている必要はなく、添付書類の提出を含めて、

保護決定前に記入・提出がなされることで差し支えなく、事情がある方には口頭申請が

認められている。 

面接の際は、相談者の状況を把握した上で、他法他施策の活用等についての適切な助
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言とともに、生活保護制度の仕組みについて十分な説明を行い、保護申請の意思の確認

をお願いしたい。また、申請の意思が確認された方に対しては、速やかに保護申請書を

交付するとともに申請手続の助言を行う必要があることから、保護の申請書類が整って

いないことをもって申請を受け付けない等、法律上認められた保護の申請権を侵害しな

いことはもとより、侵害していると疑われるような行為も厳に慎むべきであることに留

意願いたい。例えば、相談段階において、扶養が保護の要件であるかのごとく説明を行

うといったことがないよう徹底をお願いしたい。 

指導監査については、従前から「生活保護法施行事務監査の実施について」（平成 12

年 10 月 25 日付 社援第 2393 号社会・援護局長通知）において、生活保護法第 23 条第

１項に基づく生活保護法施行事務監査の実施要綱を定め、都道府県及び指定都市が監査

を実施する際には、福祉事務所が要保護者に対して①保護申請の意思を確認している

か、②申請の意思が表明された者に対しては、事前に関係書類の提出を求めることなく、

申請書を交付しているか等を確認し、不適切な事例があった場合には是正改善指導を行

うこととしている。 

これらの趣旨を踏まえ、面接相談時に適切な窓口対応が行われるよう、引き続き福祉

事務所に対し必要な指導を行っていただきたい。 

さらに、生活保護制度を案内する各地方自治体のホームページやしおりについても、

内容に不適切な表現がないかなどを点検いただくよう引き続きお願いする。 

また、一部の実施機関における保護費の支給に関する不適切な取扱いが報道されたと

ころであるが、言うまでもなく、１月分として決定された保護費については、当月中に

前渡しとして遅滞なく確実に支給する必要がある。あわせて、扶養義務者本人ではない

第三者が記載した扶養届に基づき収入認定を行っていた事例や、実際に仕送り可能な金

額を確認しないまま不足額と記入された扶養届により保護の申請を却下した事例、引き

取りの実現可能性を検討せずに引き取り廃止を行った事例などの不適切な取扱いが確

認された。 

こうした取扱いはあってはならないものであり、同様の対応が行われることがないよ

う管内の実施機関に対して周知徹底をお願いする。 

改めて、生活保護行政の運営においては、相談の段階、申請手続の段階、保護受給中

の段階のいずれの場面においても、個人情報に立ち入ったことを聴取する必要があるこ

とから、対象者のプライバシーに配慮した上で対応することが必要であり、管内の実施
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機関に対して、相談者が申請をためらうことのないよう、適切な対応について引き続き

周知徹底願いたい。  

 

（２）扶養照会に係る留意事項について 

  生活保護法第４条第２項において、扶養義務者の扶養は「保護に優先して行われる」

ものと定められており、「保護の要件」とは異なる位置づけのものとして規定されてい

る。 

この意味するところは、例えば、実際に扶養義務者からの金銭的扶養が行われたとき

に、これを被保護者の収入として取り扱うこと等を意味するものであり、扶養義務者に

よる扶養の可否等が、保護の要否の判定に影響を及ぼすものではない。「扶養義務の履

行が期待できない」と判断される扶養義務者には、基本的には扶養義務者への直接の照

会（以下「扶養照会」という。）を行わない取扱いとしているが、この対象者について、

今の時代や実態に沿った形で運用できるよう、「「生活保護法による保護の実施要領の

取扱いについて」の一部改正について（通知）」（令和３年２月 26 日付 社援保発 0226

第１号社会・援護局保護課長通知）及び「「生活保護問答集について」の一部改正につ

いて」（令和３年２月 26 日付 社会・援護局保護課長事務連絡）を発出しているとこ

ろである。 

 具体的には、保護の実施機関が行う扶養に関する調査の過程で存在が確認された扶養

義務者については、要保護者等からの聞き取り等により、扶養の可能性の調査（以下「可

能性調査」という。）を行うが、可能性調査の結果、「扶養義務履行が期待できない者」

と判断する際の判断基準について明確化を図っており、判断基準は下記のとおり。 

① 当該扶養義務者が被保護者、社会福祉施設入所者、長期入院患者、主たる生計維持

者ではない非稼働者（いわゆる専業主婦・主夫等）、未成年者、概ね 70 歳以上の高

齢者など 

 ② 要保護者の生活歴等から特別な事情があり明らかに扶養ができない（例えば、当該

扶養義務者に借金を重ねている、当該扶養義務者と相続をめぐり対立している等の事

情がある、縁が切られているなどの著しい関係不良の場合等が想定される。なお、当

該扶養義務者と一定期間（例えば 10 年程度）音信不通であるなど交流が断絶してい

ると判断される場合は、著しい関係不良とみなしてよい。） 

 ③ 当該扶養義務者に対し扶養を求めることにより明らかに要保護者の自立を阻害す
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ることになると認められる者（夫の暴力から逃れてきた母子、虐待等の経緯がある者

等） 

上記のうち、②及び③の運用に当たっては、下記の留意点を踏まえて適切な運用に努め

られたい。 

（②の運用上の留意点） 

 ・ 従前、「20 年間音信不通である」ことを該当例としてお示ししてきたところである

が、今般、例示を追加したのは、音信不通により交流が断絶しているかどうかに関わ

らず、当該扶養義務者に借金を重ねている、当該扶養義務者と相続をめぐり対立して

いる、縁が切られているなどの著しい関係不良の場合等に該当するかどうかについて

個別の事情を検討の上、扶養義務履行が期待できない者に該当するものと判断してよ

いという趣旨であること。 

・ この検討に当たって、一定期間（例えば 10 年程度）音信不通であるなど交流が断

絶している場合には、これをもって、「著しい関係不良等」と判断してよいこと。な

お、10 年程度音信不通である場合は、その他の個別事情の有無を問わず、交流断絶と

判断してよいこと。また、音信不通となっている正確な期間が判明しない場合であっ

ても、これに相当する期間音信不通であるとの申出があり、その申出の内容が否定さ

れる明確な根拠がないことをもって、該当するものと判断して差し支えないとの趣旨

で、「程度」としていること。 

（③の運用上の留意点） 

・ 扶養照会により要保護者の自立を阻害することになると認められる場合は、改正後

の課長通知の第５の問２のとおり、扶養照会を控えることとしており、関係先調査を

行うに当たっても、当該扶養義務者本人に、関係先調査を行っている事実や当該要保

護者の居住地はもとより、その手がかりとなる情報（例えば、福祉事務所名等）も知ら

れることのないよう、特に慎重に調査を行うこと。 

 

（３）住宅扶助の代理納付の活用について 

 住宅扶助の代理納付については、「生活保護法第 37 条の２に規定する保護の方法の

特例（住宅扶助の代理納付）に係る留意事項について」（平成 18 年３月 31 日付 社援

保発第 0331006 号社会・援護局保護課長通知）において、①家賃等を滞納している場合、

②公営住宅の場合、③改正住宅セーフティネット法の登録住宅の場合には、原則として
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代理納付を適用することとしていたところであるが、令和６年７月５日付けで同通知を

改正し、上記以外の場合も、原則として代理納付を適用することとした。 

住宅扶助費等の代理納付は、被保護者、家主ともに事務負担の軽減につながるととも

に、家賃等の支払いへの家主の不安を軽減し住宅提供を促進することや、家賃等の支払

いが確実に履行されることによって、被保護者の居住の安定や居住先確保が図られるも

のである。 

代理納付の実施に当たっては、被保護者の同意及び委任状等は要しないものである

が、被保護者に代理納付の実施やその趣旨について説明し理解を得ることに努めるよ

う、ご留意願いたい。 

また、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律等の一部を改正

する法律（令和６年法律第 43 号）により、居住支援法人等が緩やかな見守りなどのサ

ポートを行う居住サポート住宅が令和７年 10 月から創設されることとなり、当該住宅

に被保護者が入居する場合の住宅扶助（家賃）についても、原則として、代理納付が適

用されることとなることについて、予めご了知いただきたい。 

 

（４）一時扶助における家具什器費の適切な運用について 

生活保護制度では、日常生活に必要な生活用品については、保護費のやり繰りによっ

て計画的に購入していただくこととしているが、①保護開始時に持ち合わせがない場

合、②災害により喪失し、災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）等他制度からの措置

がない場合、③犯罪等により被害を受け、生命身体の安全確保のために新たに転居する

場合で持ち合わせがない場合などの特別な事情がある場合に限り、一時扶助として家具

什器費の支給を認めているところである。 

熱中症における健康被害があることを踏まえ、平成 30 年７月１日からこの家具什器

費に冷房器具を加えている。 

このため、管内の実施機関に対して改めて上記内容の周知徹底をお願いするととも

に、各実施機関においては、各担当者に上記内容が確実に伝わるよう配慮いただきたい。 

なお、生活保護世帯においては、原則として毎月の保護費のやり繰りの中で冷房器具

等の購入費用を賄うこととなるが、日頃のケースワークにおいて、冷房器具等の購入の

意向を確認し、必要に応じて、購入に向けた家計管理の助言指導を行うとともに、社会

福祉協議会の生活福祉資金貸付の利用を紹介し貸付により購入できるようにするなど、
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真に必要な者が冷房器具等を購入できるよう配慮いただきたい。 

あわせて、社会福祉協議会への貸付資金の償還については、生活保護法（昭和 25 年法

律第 144 号）第 37 条の２及び生活保護法施行令（昭和 25 年政令第 148 号）第 3 条の規

定により、生活扶助費の一部として福祉事務所が直接社会福祉協議会へ交付する代理納

付の取扱いが可能であることから、活用について検討をお願いしたい。 

また、電気料金等の滞納やそのおそれがある者に対しても、日頃のケースワークにお

いて家計支援に係る必要な助言指導を行うなどにより、必要な家電製品等が使用できな

くなることがないよう配慮いただきたい。 

こうした考え方や対応について、「生活保護世帯におけるエアコン購入費用に関する

取扱い等について」（令和６年５月 31 日付 社会・援護局保護課事務連絡）などにお

いて繰り返し周知しているところであり、引き続き適切な対応がなされるようお願いし

たい。 

 

（５）生活保護制度における児童手当拡充への対応について 

こども未来戦略（令和５年 12 月 22 日閣議決定）の加速化プランを踏まえ、子ども

・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年法律第 47 号）による児童手当法

（昭和 46 年法律第 73 号）の改正により、児童手当について令和６年 10 月１日から

拡充が図られている。今般の次元の異なる少子化対策として行われる児童手当の多子

加算の増額の趣旨・目的に鑑み、多子加算の拡充分については収入として認定しない

こととしており、同趣旨について「「生活保護法による保護の実施要領について」の一

部改正について」（令和６年９月 18 日付 厚生労働事務次官通知）において新たに規

定を創設した上で、「「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」の一部改

正について」（令和６年 12 月 26 日付 社会・援護局保護課長通知）等において、具体

的な取扱いをお示ししているため、ご了知の上、遺漏なきよう配慮いただきたい。 

 

（６）保有が認められた自動車の他用途への利用について 

生活保護制度においては、自動車は最低限度の生活の維持のために活用すべき資産

であり、また、その維持費を継続的に必要とすることから、原則として保有は認めら

れていないが、障害（児）者や、公共交通機関の利用が著しく困難な地域に居住する

者等が通勤、通院等のために利用する場合で一定の要件を満たす場合に例外的に保有
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を認めている。 

今般、保有が認められた目的以外の用途への自動車の利用に関する取扱いについ

て、「「生活保護問答集について」の一部改正について」（令和６年 12 月 25 日付 社会

・援護局保護課長事務連絡）において、以下の取扱いとすることを明確化したところ

である。 

都道府県、指定都市におかれては、管内の実施機関に対して当該取扱いの周知徹底

をお願いするとともに、取扱いに遺漏なきよう配慮いただきたい。 

 

〔保有が認められた自動車の他用途（日常生活に不可欠な買い物等）利用の取扱い〕 

【障害者の通勤、通院等のために保有が認められた自動車の場合】 

→ 買い物等についても、障害による支障が想定されるため、社会通念上やむを得な

いものとして、原則として自動車利用を認める。 

 

【公共交通機関の利用が著しく困難な地域に居住する者等の通勤、通院等のために保

有が認められた自動車の場合】 

→ 地域の交通事情や世帯の状況等を勘案して、低所得世帯との均衡を失しないと保

護の実施機関が認める場合には、買い物等への自動車利用を認める。 

 

【事業用自動車の場合】 

 → 原則として保有が認められた事業用以外の利用は認められない。 
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被保護人員、保護率、被保護世帯数の年次推移

○直近の生活保護受給者数は約２０１万人。２０１５（平成２７）年３月をピークに減少に転じ、以降減少が続いている。
○直近の生活保護受給世帯数は約１６５万世帯。
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59,481（3.0%）

1,047,430（52.6%）

294,396（14.8%）

170,460（8.6%）

165,008（8.3%）

160,849（8.1%）

95,196（4.8%）

年齢階級別被保護人員の年次推移

資料：被保護者調査 年次調査（厚生労働省）（2011（平成23）年以前は被保護者全国一斉調査）※各年７月調査日時点。 ※2023（令和５）年は速報値。

○ 年齢階級別の被保護人員の推移をみると、65歳以上の者の増加が顕著であったが、近年は横ばい傾向となっている。
○ 被保護人員のうち、半数は65歳以上の者となっている。
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○ 年齢階級別の保護率の推移をみると、65歳以上の保護率が一番高く、上昇傾向が続いていたが、近年は横ばい又は低
下傾向となっている。

年齢階級別 保護率の年次推移

資料：被保護者調査 年次調査（厚生労働省） （2011（平成23）年以前は被保護者全国一斉調査） ※各年７月調査日時点。 ※2023（令和５）年は速報値。 331



母子
世帯

高齢者
世帯

障害者・傷病者
世帯

その他
の世帯

■世帯類型別の生活保護受給世帯数の推移

（単位：万世帯）
母子
世帯

高齢者
世帯

障害者・傷病者
世帯

その他
の世帯

■世帯類型別の構成割合の推移

●高齢者世帯 ：男女とも65歳以上（平成17年３月以前は、男65歳以上、女60歳以上）の者のみで構成されている世帯か、これらに18歳未満の者が加わった世帯
●母子世帯 ：死別･離別･生死不明及び未婚等により現に配偶者がいない65歳未満（平成17年３月以前は、18歳以上60歳未満）の女子と18歳未満のその子（養子

を含む。）のみで構成されている世帯
●障害者世帯 ：世帯主が障害者加算を受けているか、障害･知的障害等の心身上の障害のため働けない者である世帯
●傷病者世帯 ：世帯主が入院（介護老人保健施設入所を含む。）しているか、在宅患者加算を受けている世帯、若しくは世帯主が傷病のため働けない者である世帯
●その他の世帯：上記以外の世帯

世帯類型の定義

世界金融危機

世帯類型別の保護世帯数と構成割合の推移

※ 高齢者世帯の93.0%が単身世帯（2024年10月）。
注：世帯数は各年度の１か月平均であり、保護停止中の世帯は含まない。
資料：被保護者調査 月次調査（厚生労働省）（2011年度以前は福祉行政報告例）（2024年10月分は速報値）

○「高齢者世帯」の世帯数は、社会全体の高齢化に伴い増加傾向にあるが、近年は、増加幅が縮小し、ほぼ横ばいとなっている。
○「母子世帯」の世帯数は、近年、減少傾向にある。
○「その他の世帯」は、世界金融危機後、世帯数・全世帯数に占める割合が大きく増加した。その後減少したが、
コロナ禍以降、増加傾向にある。
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世帯類型別被保護世帯数の対前年同月伸び率の推移

○生活保護受給世帯数を世帯類型別にみると、「高齢者世帯」の対前年同月伸び率は、低下傾向が続いている。
○一方で、「その他の世帯」の対前年同月伸び率は、近年上昇傾向にあり、コロナ禍を境としてプラスに転じている。
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資料：被保護者調査 月次調査（厚生労働省）（2012年3月以前は福祉行政報告例）（2023年4月以降は速報値）
※総数には保護停止中を含む。

その他の世帯

障害者・傷病者世帯

母子世帯

総数

高齢者世帯

緊急事
態宣言

①
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5/25

緊急事
態宣言

②
1/8～
3/21

緊急事
態宣言

③
4/25～
9/30
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■生活保護受給者数

■生活保護受給世帯数

■保護の申請件数

■保護開始世帯数（決定件数）

※資料：被保護者調査 月次調査 （厚生労働省） ※令和５年４月以降は速報値

生活保護の最近の状況

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

生活保護受給者数（万人） 202.2 202.2 202.3 202.1 201.7 201.9 201.1 201.4 201.0 201.3 201.0 200.8 200.9

対前年同月比（％） ▲ 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.6 ▲ 0.6 ▲ 0.6

対前月比（％） 0.05 0.04 0.04 ▲ 0.1 ▲ 0.2 0.1 ▲ 0.4 0.1 ▲ 0.2 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.1 0.1

令和５年（2023年） 令和６年（2024年）

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

生活保護受給世帯数（万世帯） 165.2 165.3 165.4 165.2 165.0 165.0 164.8 165.2 165.1 165.4 165.2 165.1 165.2

対前年同月比（％） 0.5 0.4 0.4 0.4 0.4 0.2 0.2 0.2 0.1 0.2 0.0 ▲ 0.0 0.0

対前月比（％） 0.1 0.1 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.2 0.0 ▲ 0.2 0.2 ▲ 0.1 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.1 0.1

令和５年（2023年） 令和６年（2024年）

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

保護の申請件数 20,900 21,972 18,695 20,154 18,427 21,610 20,796 23,952 20,100 25,235 21,359 21,832 21,561

対前年同月比（％） 6.1 2.5 5.6 0.3 ▲ 4.6 ▲ 11.8 5.9 5.6 ▲ 7.3 11.5 0.1 0.9 3.2

対前月比（％） ▲ 3.4 5.1 ▲ 14.9 7.8 ▲ 8.6 17.3 ▲ 3.8 15.2 ▲ 16.1 25.5 ▲ 15.4 2.2 ▲ 1.2

令和５年（2023年） 令和６年（2024年）

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

保護開始世帯数 18,830 19,816 18,801 16,496 16,912 19,322 18,833 20,894 17,612 21,164 18,040 18,482 19,807

対前年同月比（％） 6.3 1.5 7.2 3.5 ▲ 2.2 ▲ 12.9 5.5 5.3 ▲ 4.3 11.8 ▲ 0.1 ▲ 1.7 5.2

対前月比（％） 0.1 5.2 ▲ 5.1 ▲ 12.3 2.5 14.3 ▲ 2.5 10.9 ▲ 15.7 20.2 ▲ 14.8 2.5 7.2

令和５年（2023年） 令和６年（2024年）
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4/25～9/30

735



① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

• いわゆる「貧困ビジネス」について、情報収集・共有や不適切事例への対処等に関する対策を強化し、
被害の未然防止を図る。

• いわゆる「貧困ビジネス」への対策強化に向け、自治体における以下の取組に対する補助事業を創設する。
①都道府県等による無料低額宿泊所（無届を含む）に関する情報収集の強化や、管内担当職員等に情報共有を図る取組（研修会等）

②福祉事務所による要保護者の自立を阻害する物件・施設に関する情報収集の強化や、被保護者に対する転居支援等の実施

貧困ビジネスへの対応を強化することで、被保護者の最低生活の保障と自立の助長を図ることが

可能となる。

１．無料低額宿泊所に関する情報収集・共有の強化 【補助率10/10】
都道府県等（無料低額宿泊所所管課）における以下の取組を支援。
・無料低額宿泊所（無届を含む）に関する実態や不適切な事例等について、情報収集・整理の取組を強化。
・得られた情報を元に、不適切な事例への対処方法を含め、管内福祉事務所や「地域居住支援事業」を行う者等に対する研修等を開催するなど、情報共有を強化。
近隣都道府県間においても積極的に情報共有を行い、広域的な不適切事案にも対処。

２．被保護者に対する助言・支援の強化 【補助率10/10】
福祉事務所における以下の取組を支援。
・ケースワーカーによる被保護者訪問等を通じた、自立を阻害する不適切な物件・事例に関する情報収集・整理や、居住支援法人など関係機関との情報共有を強化。
・現に不適切物件に入居している被保護者に対する転居支援を実施。

【○ 居住支援を含む生活困窮者等の支援体制の整備及びＮＰＯ法人との連携強化等】

施策名：貧困ビジネス対策事業

社会・援護局保護課
保護事業室
（内線2833）

令和６年度補正予算額 4.2億円

ⅢⅡⅠ

○
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【医療扶助の適正実施等】

都道府県によるデータ分析等を通じた市町村支援の枠組み（努力義務）の創設

9

• 令和６年４月に成立した改正生活保護法において、都道府県が広域的な観点から、医療扶助や被保護者健康管理
支援事業の実施状況等に関するデータ分析等を行い、市町村に対し、取組目標の設定・評価や必要な助言その他
の援助を行う仕組み（努力義務）を創設。

各都道府県で、管内市町村における医療扶助や健康管理支援に関連するデータを比較しながら、各地域の状況・課題を可視化

データに基づく課題把握を行うことにより、保健・医療・介護担当部局や管内市町村、医療関係者等との課題認識の共有・連携が容易に

より実効的な医療扶助の適正実施（頻回受診や多剤・重複投薬の適正化等）や健康管理支援の取組（生活習慣病の予防や早期発見、重症化予防
等）の検討・実施に寄与

改正の趣旨・効果
令和７年４月１日施行

② 都道府県は、全国平均との乖離等について要因を
分析し、取組目標を設定するとともに、市町村支援の
取組を検討 

① 国は、共通指標を設定し、都道府県に、指標に関す
るデータを整理・格納した分析ツールを提供 

③ 都道府県は、②の分析結果や取組目標を市町村等
に共有

④ 都道府県は、関係者と連携の上、必要な市町村支
援を実行 

⑤ 都道府県は、翌年度に向け、直近のデータや市町
村支援の実施状況を踏まえ、必要に応じて取組目標
や市町村支援の内容を見直し

改正への対応イメージ

令和６年９月６日（金）生活困窮者自立支援制度・生活保護制度・住宅セーフティ
ネット制度等の見直し及び令和７年度概算要求状況に関する説明会（資料２）抜粋
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データ分析等を行うべき共通指標の概要（案）

10

○ 各都道府県において同一の考え方の下、被保護者の健康・医療に関するデータ分析が可能となるよう、国において「共通指
標」を設定。（医療保険分野における医療費適正化計画やデータヘルス計画の枠組みを参考）
国が提供する「データ分析ツール」により、都道府県間比較や、都道府県内の自治体間比較などを実施することが可能。各
地域の現状・課題等の明確化や推移の継続的なモニタリングなど、市町村におけるPDCAを支援。

※「共通指標」のほか、必要に応じて、地域の実情を踏まえた都道府県独自の指標を設定することも可能。

○ 「共通指標」のうち、健康管理支援事業や医療扶助の適正実施に関連する一部の指標については、都道府県において「目標
設定」を行うこととし、市町村におけるPDCA構築を先導。

※共通指標は、データの整備状況や自治体の意見等を踏まえつつ、順次拡大を検討

観点 共通指標

共通指標

独自指標

生活習慣病予防・重症化予防

受診動向

Ⅰ

Ⅱ

健診実施率、保健指導実施率、生活習慣リスク保有者関連指標、
健診・保健指導関連指標、３疾患の受療率、重症化予防関連指標

頻回受診指導対象者割合、医療扶助費の動向関連指標、
長期入院の動向関連指標

医薬品の適正使用Ⅲ
重複投薬率、多剤投薬率、後発医薬品使用割合、
向精神薬の重複処方者割合

健康管理支援事業の実施状況Ⅳ 健康管理支援事業の実施体制、健康管理支援事業の取組状況関連指標

都道府県独自の指標Ⅴ （都道府県が地域の実情を踏まえて、任意で設定）
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都道府県による市町村支援の枠組み
施行準備の状況

11

～令和６年12月
国における検討

-「市町村支援の枠組み」の検討（令和６年度社会福祉推進事業）

-国が配布するデータ分析ツールの開発

令和７年１月３１日（東日本）、２月４日（西日本）

都道府県職員向け研修会の開催
-「市町村支援の枠組み」の説明
-国が配布するデータ分析ツールの使用方法 等

令和７年３月

「市町村支援の枠組み」に関するガイドライン 発出

令和７年４月

「市町村支援の枠組み」施行

研修会における

御意見・御質問等を

踏まえて最終調整
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８ 生活保護法施行事務監査等について 

 

（１）都道府県・指定都市が実施する生活保護法施行事務監査について 

生活保護法施行事務監査（以下「監査」という。）の実施に当たっては、管内実施

機関の事務の執行又は会計処理の状況の適否のみを監査するのではなく、生活保護

法施行事務がより適正かつ効率的に運営されるよう援助・指導をする建設的な監査

を行うことが必要である。 

本年度についても、都道府県・指定都市本庁（以下「本庁」という。）において、

それぞれ工夫し、効果的な監査の実施に取り組み頂いているところであるが、一部

の本庁においては、個別ケースの取扱いの適否を課題として指摘する監査に止ま

り、実施機関における組織的運営管理の状況や査察指導の状況等、その課題や問題

点が生じている要因にかかる検証が十分に行われておらず、具体的な改善方策を示

すといった実効性ある指導が不十分な状況も認められている。 

ついては、管内実施機関において生活保護業務が適正に運営されるよう、各実施

機関の過去の監査結果、最近の保護動向等を勘案して監査の重点事項を定めた実施

計画を策定し、本庁職員が監査の意義を十分に認識した上で、実施機関の課題の根

本的な解消に向けた効果的な指導を継続して行うようお願いする。また、監査にお

いて明らかになった課題や問題点などを的確に改善していくために、各実施機関に

おいて実効性のある実施方針及び事業計画が策定されるよう、指導をお願いする。 

重ねて、各実施機関において、より適切な対応が行われるよう、引き続き、適切

な指導を実施するために必要な監査体制の維持・充実強化について特段の配意をお

願いする。 

 

（２）令和７年度における国が実施する監査について 

ア 監査方針等について 

  本年度の国の監査については、下記重点事項を中心に実施してきたところであ

るが、生活保護制度を適正に運営するための基本的事項に多くの課題が認められ

ている。また、一部の実施機関においては、組織的な事務処理等の手順や仕組

み、職階毎の役割等が明確でないことから担当者任せになっており、組織として

のチェック機能や牽制機能が働いていないなど、事務処理に課題がある実施機関
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が認められているところである。 

さらに、査察指導機能について、査察指導員による現業業務の進行管理及び

ケース審査、適切な指導援助が不十分な実施機関もあり、そうした機関では、結

果として多くの課題が認められている。 

令和７年度の国の監査における重点事項等については、これら監査結果の評価

・集計分析等を踏まえ、策定することとしているので、了知願いたい。  

 

（参考）令和６年度重点事項 

 ・効果的な指導監査の実施について 

 ・査察指導機能の充実強化及び組織的運営管理の徹底について 

 ・保護の相談及び申請の適切な取扱いについて 

・適切な援助方針の策定及び的確な訪問調査活動の実施について 

 ・適切な収入の把握等について 

 

イ 監査の実施方法について 

令和７年度においても、都道府県、指定都市に対して監査を実施することとし

ているが、監査の対象とする実施機関の選定に当たっては、課題の多い実施機関

や大規模な実施機関等を勘案して、本庁と調整の上決定することとしているの

で、了知願いたい。 

 

  ウ 生活保護指導職員会議の開催について 

    令和７年度における監査方針、過去の監査における課題や問題点及び改善方策

等について、認識を一にすることを目的として、下記により会議を開催する予定

であるので、監査担当職員等の派遣について格段の配慮をお願いする。 

 

○ 生活保護法施行事務監査に係る生活保護指導職員会議 

 開催時期：令和７年４月下旬  場所：東京都内 

 

（３）査察指導機能の充実強化を目的とした研修会等の開催について 

監査の結果、査察指導機能の充実強化について課題のある実施機関が多く認めら
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れており、また、実施機関において査察指導を担う職員の中には生活保護業務の経

験がない職員もいることから、研修等の充実に努めることが必要である。  

令和７年度においても、査察指導機能の充実強化に資することを目的として、各

実施機関の査察指導員等を対象として、研修会等の開催を予定しているので、関係

職員の派遣について格段の配慮をお願いする。 

なお、本庁においても、国の実施する研修資料等を活用するなど、研修等の充実

に努められたい。 

 ア 新任査察指導員研修会 

    対 象 者：現業事務経験のない査察指導員等 

    開催時期：令和７年５月下旬 

    場 所：東京都内 

 イ 全国生活保護査察指導に関する研究協議会  

    対 象 者：一定の経験を有する査察指導員等 

    開催時期：令和７年８月下旬 

    場 所：東京都内 

     

（４）不正等事案及び不正受給の未然防止等の取組について 

   今年度においても現業員等による不適切な経理事務、事務誤り、事務懈怠事案、

申請権の侵害が疑われる事案など不正等事案や、不正受給（別紙参照）が見受けら

れたところである。 

引き続き、不正事案及び不正受給の未然防止並びに適切な徴収金の取扱いについ

て、指導をお願いする。    

 

（５）生活保護指導職員の定員について 

生活保護指導監査委託費の補助対象となる生活保護指導職員の定員については、

「国の行政機関の機構・定員管理に関する方針」（平成 26 年７月 25 日閣議決定、令

和 6 年 6 月 28 日一部変更）に準じ、計画的な見直し（令和 7 年度～11 年度／13 人

の削減）を行う予定である。 

ついては、令和７年度には３人の削減を予定しているので、格段のご理解とご協

力をお願いする。 
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別　紙

不正受給の状況

１．不正受給件数、金額等の推移

（注） 生活保護法施行事務監査の実施結果報告を集計したものである。

２．不正内容の年度別推移

件 ％ 件 ％ 件 ％

（注） 生活保護法施行事務監査の実施結果報告を集計したものである。

３．不正受給発見の契機の状況（令和５年度）

（注） 生活保護法施行事務監査の実施結果報告を集計したものである。

21,372 1,156 1,258 23,786

発 見 の 契 機

照会・調査 通報・投書 その他 計

(89.9%) (4.9%) (5.3%) (100.0%)

20.2%

計 27,891 100.0% 24,683 100.0% 23,786 100.0%

その他 5,598 20.1% 5,015 20.3% 4,816

1.5%

交通事故に係る収入の無申告 296 1.1% 233 0.9% 220 0.9%

預貯金等の無申告 408 1.5% 309 1.3% 349

12.9%

保険金等の無申告 773 2.8% 583 2.4% 607 2.6%

各種年金等の無申告 4,989 17.9% 3,544 14.4% 3,079

51.7%

稼働収入の過小申告 3,179 11.4% 2,787 11.3% 2,409 10.1%

稼働収入の無申告 12,648 45.3% 12,212 49.5% 12,306

R5 23,786 9,735,638 409 132 5,485

R４ 24,683 10,573,687 428 136 6,896

内　　　　訳
令和３年度 令和４年度 令和５年度

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比

保 護 の
停廃止等

件 千円 千円 件 件

125

6,896

7,82032,392 12,960,895 400

7,685

R３ 27,891 11,045,045 396 125

年　　度
不正受給
件　　数

金　　額
1件当たり
の 金 額

告 発 等

R２ 32,090 12,646,593 394 144

R１

43



 

第４ 生活困窮者自立支援制度の推進等について（生活困窮者自立支援室） 
 

１ 居住支援について 

  居住支援の強化は、生活困窮者支援における最重要課題のひとつであり、生活困窮

者自立支援法等の一部を改正する法律（令和６年法律第 21 号。以下「困窮法等改正

法」という。）の重要な柱である。地域における包括的な住まい支援体制の構築に向

けて、各自治体におかれては特段のご協力をお願いする。 

 

【転居費用の補助の創設について】 

○ 配偶者と死別し世帯の年金収入が減った者や、疾病等で離職し今後就労収入を増

やすことが難しい者など、収入が著しく減少した生活困窮者で、就労による経済的

自立が困難な者であっても、より低廉な住宅への転居により、家計が改善し自立の

促進につながる場合がある。 

○ このため、困窮法等改正法において、収入が著しく減少したと認められるものと

して厚生労働省令で定める事由により経済的に困窮し、家計を改善するため新たな

住居を確保する必要があると認められる者に対して、令和７年度から住居確保給付

金を拡充し、転居のための費用を支給することとした。 

○ 転居費用の支給額の上限は、転居先の住宅扶助額に３を乗じて得た額としつつ、

これによりがたい場合は、別に厚生労働大臣が定める額とする予定。 

○ 転居費用の補助の対象となる経費は、転居先への家財の運搬費用（引っ越し費用）

と転居先の住宅に係る初期費用（礼金、仲介手数料、家賃債務保証料、住宅保険料）

などとする予定。敷金や契約時に払う家賃（いわゆる前家賃。共益費を含む。）、

家財等の購入費は対象外とする予定。 

○ 転居費用の支給に当たっては、従来の家賃補助と同じく資産・収入要件を設ける

ほか、原則として家計改善支援事業において、転居により家計改善が見込まれるこ

と及び転居費用の捻出が困難であることが認められることなどの要件を設ける予定

である（求職活動要件は設けない予定）。これを機に、家計改善支援事業が未実施

の自治体におかれては、事業実施について前向きに検討いただきたい。 

 

【住まい相談支援員の配置について】 

○ 困窮法等改正法では、自立相談支援事業の機能として「居住の支援」を法律上明

確化した。これを受けて、住まいに関する相談体制の強化のため、自立相談支援機

関に住まい相談支援員を配置した場合の加算を令和７年度予算案に盛り込んでい

る。各自治体においては、住まい相談支援員の配置を積極的に検討いただきたい。 

○ 住まい相談支援員の主な役割は以下を想定している。 

・ 住まいの課題を中心とした相談支援 

・ 住宅関係機関（大家、不動産事業者、居住支援法人、居住支援協議会事務局等）

や福祉関係機関（福祉事務所、地域包括支援センター、基幹相談支援センター等）
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からの相談対応 

・ 物件や支援等の情報収集、地域の支援ニーズの把握 等 

○ 地域の実情に応じて、住まい相談支援員を自立相談支援機関の他の支援員と兼務

したり、自立相談支援事業を委託により行う場合、住まい相談支援員を別の事業者

（居住支援法人等）に再委託することも可能とする予定。 

 

【居住支援事業（旧：一時生活支援事業）の実施の推進について】 

○ 一時生活支援事業は、衣食住の提供及び自立相談支援事業と連携した就労等によ

る自立支援（シェルター事業）と、アパート等への入居支援や居住を継続するため

の見守り等の支援（地域居住支援事業）により構成される。 

○ 困窮法等改正法では、地域居住支援事業の重要性が増していることも踏まえ、令

和７年度から「一時生活支援事業」を「居住支援事業」に改称し、同事業のうち、

地域の実情に応じて必要な事業を実施することを努力義務化した。各自治体におい

ては、地域の実情を把握した上で、居住支援事業の積極的な実施をお願いしたい。 

○ 特に、自立相談支援機関等で受け止めた住まいに関する相談に対応していく中で、

入居のための支援や入居後の見守り・生活支援等を行う体制を整備することが重要

となることから、地域居住支援事業を活用して、これらの支援を必要とする者に確

実に支援を提供いただきたい。 

○ 地域居住支援事業に関しては、シェルター退所者以外にも、持ち家がある者を含

めて、居住に困難を抱える、地域社会から孤立した状態の者についても事業の対象

となること、及び原則１年間となっている支援期間について、対象者の状態に応じ

て柔軟に延長できるよう省令を改正予定であることに留意いただきたい。 

 

【居住支援法人との連携について】 

 ○ 居住支援法人とは、住宅確保要配慮者に対し家賃債務保証の提供、賃貸住宅への

入居に係る住宅情報の提供・相談、見守りなどの支援等を提供する法人として都道

府県が指定する法人である。 

  （全国の居住支援法人の一覧の掲載先） 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_fr7_000026.html 

○ 困窮法等改正法では、生活困窮者自立支援法（以下「法」という。）に基づく各

事業等の実施に当たって、居住支援法人との連携を努力義務化しているため、各自

治体においては、支援会議や支援調整会議に居住支援法人の参画を依頼するほか、

住まい相談支援員や地域居住支援事業を居住支援法人に委託する等の方法により、

連携を強化いただきたい。 

 

【居住支援協議会への参画について】 

○ 居住支援協議会とは、自治体や不動産関係団体、居住支援関係者、福祉関係者等

が連携して、住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人に対し、住宅情報の提供

等の支援を行うものである。 
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 （全国の居住支援協議会の一覧の掲載先） 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_fr3_000019.html 

○ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律等の一部を改正す

る法律（令和６年法律第 43 号）において、各自治体における居住支援協議会の設置

が努力義務化されたとともに、住宅確保要配慮者の福祉に関する活動を行うものを

構成員とすることが法律上明確化された。 

○ 居住支援協議会が設置されていない自治体においては、住宅部局や地域の関係者

と連携し、居住支援協議会の設置を進めていただくようお願いする。居住支援協議

会が既に設置されている自治体においては、生活困窮者自立支援制度担当部局や自

立相談支援機関等が居住支援協議会に積極的に参画いただきたい。 

  

２ 関係機関との連携について 

生活困窮者が抱える課題は複合的であることから、支援会議等の会議体も活用し、

福祉分野に留まらない、幅広い関係機関との連携に取り組んでいただきたい。 

 

【支援会議の設置の推進について】 

○ 困窮法等改正法では、支援会議の設置を自治体の努力義務としたため、未設置自

治体においては、支援会議の趣旨目的についてご理解の上、早期の設置をご検討い

ただきたい。設置に当たっては、厚生労働省ホームページに掲載している支援会議

の立ち上げ事例を参考にされたい。 

 （支援会議の立ち上げ事例の掲載先）※ページ下部に掲載 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000059401.html 

○ また、困窮法等改正法では、法に基づく支援会議、社会福祉法に基づく支援会議、

生活保護法において新設される調整会議について、構成員や議論する地域課題が共

通する場合も多いことから、相互連携を図ることが努力義務化されたことについて

も留意いただきたい。 

  

【生活困窮者へのアウトリーチの実施について】 

 ○ 生活困窮者の中には、様々な事情により相談窓口に来訪することが困難な者や、

相談窓口の存在を知らない者がいることが考えられる。そのため、自立相談支援機

関等で相談を待つだけでなく、関係機関とも連携し、地域に出て、積極的に生活困

窮者の把握を行い、早期かつ確実に支援につなげることが重要である。 

 ○ 困窮法等改正法においては、関係機関や民間団体との緊密な連携を図りつつ、支

援会議の開催や、地域住民の交流拠点（いわゆる地域の「居場所」等）との連携や

家庭等への訪問等により、生活困窮者の状況を把握すること（アウトリーチ）を自

治体の努力義務とした。 

 ○ 各自治体においては、地域の実情に応じた創意工夫により、生活困窮者へのアウ

トリーチに取り組んでいただきたい。 
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【関係機関との連携に関する通知について】 

 ○ 生活困窮者を確実に相談窓口につなげるため、自立相談支援機関等と関係機関と

の具体的な連携方法について、これまで連携先ごと（※）に通知等によりお示して

きた。各自治体においては、これまでの関係通知等をご確認の上、必要な連携体制

の見直しや対応強化を進めていただきたい。 

  ※ 生活保護制度、居住支援協議会、公共職業安定所、教育施策、障害保健福祉施

策、介護保険制度、年金、社会福祉協議会、民生委員・児童委員、ひきこもり地

域支援センター、更生保護制度、国民健康保険制度、後期高齢者医療制度、自殺

対策、税務部局、公営住宅、水道事業、重層的支援体制整備事業、こども施策、

困難な課題を抱える女性への支援施策、孤独・孤立対策など 

 

３ 特定被保護者に対する生活困窮者向け事業による支援について 

令和７年度からの特定被保護者に対する生活困窮者向けの就労準備支援事業、家計

改善支援事業、地域居住支援事業による支援の実施に向けて、「改正生活困窮者自立

支援法等に関する現時点での検討状況について（主に特定被保護者の範囲等）」（令

和６年 11 月１日付け当室事務連絡）も参考に、必要な事前調整等を行うよう依頼す

る。 

 

【特定被保護者の要件について】 

○ 「特定被保護者」とは、被保護者であって①～③のいずれかに該当する者とする

予定である。 

 ① 当該被保護者の状況に照らして将来的に保護を必要としなくなることが相当程

度見込まれる者 

 ② 保護の実施機関が被保護者向け事業を実施していない場合において、生活困窮

者向け事業の利用が必要と保護の実施機関が認める者 

  ③ 保護の実施機関が被保護者向け事業を実施している場合において、特段の事情

があり、生活困窮者向け事業の利用が必要と保護の実施機関が認める者 

    

 なお、事業利用開始後も、保護の実施機関（福祉事務所）は特定被保護者に対して、

継続的に支援に関与することとする。 

 

【特定被保護者の支援に向けた依頼】 

 ○ 特定被保護者に対する生活困窮者向け事業による支援に当たっては、事前に、生

活困窮者自立支援制度と生活保護制度の担当部局、福祉事務所、自立相談支援機関、

事業実施者等の間で、事業の利用に関する手続き等を調整し、関係者間の連携体制

を構築しておくことが重要である。各自治体においては、令和７年４月１日の困窮

法等改正法の施行に先だって、連携体制の構築・関係者間の調整を進めていただき

たい。 
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４ 自立相談支援事業について 

生活困窮者自立支援制度の中核となる自立相談支援事業については、予算事業や国

からの情報提供等も活用し、引き続き効果的かつ効率的な実施を進めていただきたい。 

 

【就労準備支援事業、家計改善支援事業との一体的な実施について】 

○ 効果的・効率的な支援のため、困窮法等改正法において、令和７年度から、自立

相談支援事業と就労準備支援事業・家計改善支援事業を一体的に実施することが原

則化された。各自治体においては、地域の実情に応じた一体的な実施の方法につい

て検討を進めていただきたい。 

○ 具体的な一体的実施の方法については、例えば以下の方法が考えられる。 

  ① 相談時の連携 

    自立相談支援機関による相談時に、就労準備支援事業・家計改善支援事業の支

援員も同席し、それぞれの専門知識を活かしたアセスメントを実施。 

  ② 自立支援計画の策定時における連携 

    自立相談支援機関による自立支援計画の策定時において、支援調整会議に、就

労準備支援事業・家計改善支援事業の支援員も参画し、多角的に支援方針を検討。 

 

【生活困窮者自立支援の機能強化事業の活用について】 

 ○ 生活困窮者の増加に伴う対応や、特例貸付の借受人へのフォローアップ支援の強

化、居住支援の体制整備のため、自治体と民間団体との連携の推進等により生活困

窮者自立支援の機能強化を図るための予算を令和６年度補正予算で計上しているた

め、各自治体においては積極的な活用を検討されたい。 

このうち、居住支援の体制整備については、住まい相談及び居住支援の実施に向

けたニーズ把握や、関係者間調整・ネットワーク構築、社会資源開発、周知広報等

の取組が可能であるため、特に積極的な取組をお願いする。 

 

【ＩＣＴ活用の推進について】 

 ○ 新型コロナウイルス感染症拡大期には、関係者間での対面での協議や打合せが難

しかったことから、オンラインを活用した非対面での情報共有の仕組み等が模索さ

れた。これに加え、若年層や外国籍の相談者、相談窓口に来訪することが困難な者

等が相談しやすい環境整備のため、ＩＣＴの活用の重要性が高まっている。 

○ 「自立相談支援機関におけるＩＣＴを活用した効果的な取組例について（情報提

供）」（令和６年６月 24 日付け当室事務連絡）において、ＩＣＴを活用した相談支

援（メールやＬＩＮＥによる相談対応、オンライン会議システムの活用、オンライ

ンの居場所づくり、多言語対応等）や関係機関との情報連携の事例を紹介している

ので、参考としていただきたい。 
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５ 就労準備支援事業と家計改善支援事業等の全国的な実施の推進について 

困窮法等改正法では、就労準備支援事業と家計改善支援事業の両事業をより多くの

自治体で実施していただくための改正を行ったので、未実施自治体においては、令和

６年度補正予算による国の新規事業（未実施自治体への導入支援事業）も活用し、早

期の事業実施をご検討いただきたい。 

【家計改善支援事業の補助率の引き上げについて】 

○ 家計改善支援事業の国庫補助率はこれまで原則２分の１としていたが、困窮法等

改正法により、自立相談支援事業との一体的な実施を原則として、令和７年度から

は３分の２に引き上げる。 

 

【就労準備支援事業・家計改善支援事業・居住支援事業の全国実施のための指針の策定について】 

 ○ 令和７年４月１日の困窮法等改正法の施行に向けて、国として、就労準備支援事

業・家計改善支援事業・居住支援事業の全国的な実施や支援の質の向上を図るため

の体制整備に関する指針（告示）策定する予定である。 

○ この指針においては、これら３事業の立ち上げや事業実施のために都道府県が管

内自治体に対して行うことが考えられる支援、関係機関等との連携や地域づくり等

に当たっての考え方などをお示しする予定である。 

○ ３事業を未実施の自治体はもちろん、実施済みの自治体においても、本指針を参

考としていただき、効果的な事業の実施に取り組んでいただきたい。 

 

【就労準備支援事業・家計改善支援事業の未実施自治体への導入支援事業の活用について】 

 ○ 就労準備支援事業・家計改善支援を実施していない自治体の生活困窮者に対して、

都道府県が主体となって、両事業を時限的に実施し、事業の空白区をなくし、全国

的な事業実施を目指すための予算を令和６年度補正予算に計上している。本事業に

ついては、令和７年度に繰り越して執行することも念頭に置いているので、未実施

自治体がある都道府県においては活用を検討されたい。（国庫補助率 10/10） 

 

【共同実施・広域実施の推進について】 

 ○ 生活困窮者の自立の支援に当たっては、任意事業の実施により支援メニューを増

やすことが重要である一方で、任意事業については、地域に十分な支援ニーズがな

いことや、活用可能な社会資源がない等の理由により、事業の実施が困難な自治体

が見受けられる。そのような自治体においては、複数の自治体による共同実施や都

道府県を中心とした広域実施により事業を実施することが考えられる。 

○ 厚生労働省ホームページに掲載している各任意事業の立ち上げ事例の中にも、共

同実施・広域実施の事例があるので、特に都道府県におかれては、これらの事例も

参考に、管内の未実施自治体における共同実施・広域実施を推進いただきたい。 

  （各任意事業の立ち上げ事例の掲載先）※ページ下部に掲載 

   https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000059401.html 
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６ 自治体職員や支援員向けの支援について 

生活困窮者自立支援制度は人が人を支える制度であり、制度に関わる自治体職員や

支援員のバーンアウト防止、支援の質向上の観点から、人材育成は必要不可欠である。 

 

【自治体コンサルティング事業の実施について】 

○ 令和元年度から国の事業として、事業の立ち上げや実施に際して専門的助言等を

必要とする自治体に対し、適切な支援が可能な専門スタッフを派遣し、事業実施上

のノウハウの伝達・助言等を行うコンサルティング事業を実施している。 

○ 令和７年度は、７月頃を目途に各自治体へ希望調査を行い、夏頃からコンサルテ

ィングを開始する予定であるので、積極的にコンサルティング事業を活用いただき

たい。特に、就労準備支援事業、家計改善支援事業、居住支援事業については、そ

の実施が努力義務化されていることから、積極的にコンサルティング事業を活用い

ただくよう、都道府県からも管内未実施自治体や実施に課題のある自治体への働き

かけをお願いする。 

 

【人材養成研修の実施について】 

○ 令和６年度をもってブロック別研修を終了し、令和７年度からは全ての都道府県

で都道府県研修を実施していただくこととしている。各都道府県におかれては、令

和６年度補正予算に計上した「都道府県による研修企画チーム・中間支援組織の立

ち上げ等支援事業」も活用いただき、研修の実施に向けて準備を始めていただくよ

うお願いする。 

○ 令和７年度の国研修においては、引き続き、自立相談支援事業、就労準備支援事

業（被保護者就労支援員研修と合同開催）、家計改善支援事業、子どもの学習・生

活支援事業、居住支援事業、都道府県研修の企画・立案方法等や自治体職員を支え

る仕組み作り及び支援員を支えるネットワークづくりに関する研修の実施を予定し

ている。 

○ 生活困窮者自立支援制度における基本理念を具現化できる高度な専門人材を養成

することを目的として、新たに、現任者向けの人材養成研修（ステップアップ研修）

を全国６ブロック（①北海道・東北、②関東、③東海・北陸、④近畿、⑤中国・四

国、⑥九州・沖縄）で実施することを予定している。 

○ 各自治体においては、各研修の対象となる支援員や職員が研修に参加できるよう、

特段のご配慮をお願いする。 

 

【都道府県による市町村支援について】 

○ 都道府県の責務として、管内自治体に対して、法に基づく事業を実施するために

必要な助言や情報提供を行うことが法で規定されている。都道府県から市町村への

具体的な支援内容としては、例えば、管内自治体からの相談の受付や課題の聞き取

り、管内自治体向けの独自の研修や情報交換の場の企画、管内自治体の課題把握の

支援、他県や他自治体における事業の実施体制等についての情報提供、事業の広域
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実施に向けた調整などが考えられる。 

○ 厚生労働省ホームページに市町村支援の事例を掲載されているので、参考として

いただき、各都道府県で管内自治体の支援に取り組んでいただきたい。 

 （市町村支援の事例の掲載先）※ページ下部に掲載 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000059401.html 

 

【みんなつながるネットワークについて】 

○ 全国の支援員や行政職員が互いに支援に必要な情報を共有できるよう、「困窮者

支援情報共有サイト（みんなつながるネットワーク）」を委託により開設し、生活

困窮者支援に関するイベントの情報や研修教材、厚生労働省からの通知や事務連絡

など、支援に関する情報を、見やすく、分かりやすく、整理して掲載している。 

○ 本サイトは、一般の方にも広く関心を持っていただけるよう大部分を公開してい

るが、一部については、支援員及び行政職員向けの限定公開としている。限定公開

部分では支援に役立つ情報が共有されているほか、情報共有のための掲示板もある

ので、支援員等への周知をお願する。 

○ また、各地で開催されるイベント情報など、随時掲載を依頼することが可能であ

るため、本サイトを積極的に活用いただき、支援に役立つ情報の共有を図っていた

だきたい。 

（困窮者支援情報共有サイト（みんなつながるネットワーク）） 

https://minna-tunagaru.jp/ 

 

【全国研究交流大会について】 

○ 例年、生活困窮者自立支援制度に携わる支援員の支援スキル向上を図るとともに、

自治体の枠を超えた交流の場を設けることを目的として、生活困窮者自立支援全国

研究交流大会を実施しており、令和７年度も実施を予定している。自立相談支援機

関等の支援員だけではなく、生活困窮者自立支援制度を担当する行政職員の積極的

な参加をお願いする。日時・場所等は、決まり次第お知らせする。 

 

７ 生活困窮者の状況に応じた多様な働き方の確保について 

生活困窮者の自立のためには、多様な就労の機会を確保することが必要であるため、

日頃から地域の企業・事業所や労働部局との連携を深めていただきたい。 

 

【就労準備支援事業の就労体験先への交通費について】 

○ 就労準備支援事業（就労準備支援プログラム）における就労体験の利用促進を図

るため、就労体験の際の交通費の負担軽減に資する支援を令和６年度から生活困窮

者就労準備支援事業費等補助金の対象としている。詳細は実施要綱を参照されたい。 

 

【認定就労訓練事業（中間的就労）の推進について】 

○ 生活困窮者の状況に応じた柔軟な働き方の場を提供できるよう、各自治体におか
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れては、自立相談支援機関等と協力し、認定就労訓練事業者の確保に取り組んでい

ただきたい。 

○ また、法により、自治体は認定就労訓練事業者の受注機会の増大を図ることが努

力義務とされているため、「認定就労訓練事業の活用促進について」（令和５年４

年 17 日付け当室事務連絡）に記載されている取組事例も参考に、優先発注の増大に

努めていただきたい。 

 

【地域職業能力開発促進協議会について】 

○ 地域職業能力開発促進協議会とは、地域における効果的な人材育成を行うため、地

域の人材ニーズの把握、関係者間での訓練コースの設定の協議や職業能力の開発に関

する取組共有、訓練の効果検証、それらを踏まえた「地域職業訓練実施計画」の策定

などを行う協議会である。 

○ 職業能力開発促進法に基づき、各都道府県単位で「地域職業能力開発促進協議会」

を開催することとされており、生活困窮者自立支援制度担当部局等の参加も求められ

ている。日頃から、都道府県の職業訓練担当部局等と連携を推進するとともに、協議

会への参加依頼があった場合には、参加について積極的に検討いただきたい。 

 

８ 子どもの学習・生活支援事業について 

各自治体においては、生活困窮者世帯等の子どもに対する、学習面及び生活面の両

面からの保護者も含めた世帯全体への包括的な支援に引き続き取り組んでいただくと

ともに、未実施の自治体におかれては事業実施を積極的に検討いただきたい。 

 

【生活支援の充実について】 

○ 子どもの貧困連鎖の防止や世帯が抱える複合的な課題の改善のためには、学習支

援を行うだけではなく、居場所づくりや生活習慣の形成・改善支援、親への養育支

援といった生活支援も行うことが効果的である。 

○ そのため、令和７年度からは、子どもや保護者に対する相談支援や自立相談支援

事業の利用勧奨といった生活支援についても、学習支援と一体的に行うよう求める

予定である。 

 

９ 広報について 

法では、国及び自治体に対し、制度の周知に関する努力義務が規定されており、生

活困窮者が早期に必要な支援を受けられるよう、広報に努めていただきたい。 

 

【国によるリーフレットの作成予定について】 

○ 困窮法等改正法の施行にあわせて、国において、改正内容を反映した生活困窮者

自立支援制度を紹介する一般向けのリーフレットを作成し、自治体に共有する予定

であるため、各相談窓口に配架いただく等によりご活用いただきたい。あわせて、

52



 

転居費用の補助も含めた住居確保給付金に関するリーフレットも別途作成し共有す

る予定であるので、こちらもご活用いただきたい。 

 

【生活困窮者自立支援室ニュースレターについて】 

 ○ 厚生労働省生活困窮者自立支援室では、自治体担当者や支援者の方向けに、支援

のヒントになるような情報を提供するニュースレターを年４回程度発行している。

厚生労働省ホームページに掲載しているので、ぜひご覧いただくとともに、支援関

係者にも本ニュースレターを紹介いただきたい。 

  （これまで発行したニュースレターの掲載先） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000059401.html 

 

10 生活困窮者自立支援統計システムについて 

国においては、生活困窮者自立支援統計システムに入力されたデータを元に、各自

治体における補助金（負担金）の所要額を算定するとともに、政策立案や次年度以降

の予算要求を検討しているため、各自立相談支援機関において支援に係る情報を確実

に入力いただくよう、各自治体からも働きかけをお願いする。 

 

【就労準備支援事業・家計改善支援事業におけるシステム導入について】 

○ 現在、自立相談支援事業において導入している生活困窮者自立支援統計システム

について、就労準備支援事業・家計改善支援事業においても、効果的かつ円滑な事業

運営及び迅速な制度の実施状況の把握のため、令和７年度から両事業の帳票や統計

機能等を追加搭載することとしている。 

 〇 スケジュールや導入方法等の詳細については別途お知らせする。 

 

11 事業評価について 

法に基づく各事業については、その手引きにおいて、年度ごとに事業の実施状況や

目標の達成状況を評価し、次年度以降の運営の改善に生かすこととしているため、各

自治体においてはしっかりと事業評価を実施いただきたい。 

 

【改革工程表に基づく目安値について】 

○ 「新経済・財政再生計画改革工程表 2022」（令和４年 12 月 22 日経済財政諮問会

議決定）に基づき、令和５年度以降の今後３年間の国のＫＰＩについて、制度開始

以降の支援実績や特例貸付の償還開始による相談対応等を踏まえ、以下のとおり目

安値を設定している。引き続き、国の予算事業等も活用して支援体制の強化を図り

つつ、必要な支援を行っていただくようお願いする。  
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（令和５年度から令和７年度までの目安値） 

 
ＫＰＩ 目安値※ 

参考（実績） 

（R2） （R3） （R4） 

新規相談受付件数  年間 40 万件 27 件 51.4 件 36.6 件 23.4 件 

プラン作成件数  
新規相談受付 

件数の 50％ 
14 件 9.1 件 9.7 件 6.6 件 

就労支援対象者数  
プラン作成 

件数の 60％ 
8 件 5.0 件 5.2 件 3.8 件 

就労・増収率 75％ 75％ 27％ 35％ 43％ 

自立に向けての改 

善が見られた者の

割合 

90％ 90％ 83％ 79％ 81％ 

※ 人口 10 万人・1 か月当たりの目安値を設定。人口 10 万人未満の自治体につい

ては、人口規模別に設定。 

 

【「振り返りガイド（案）」の活用について】 

○ 令和３年度に総務省行政評価局が福祉事務所設置自治体に対して実施した調査に

おいて、生活困窮者自立支援制度における事業評価の実施率は約４割、さらに評価

結果を事業の改善につなげている自治体は少数であり、事業評価の方法や制度の効

果の把握に苦労しているなどといった実態が見られた。 

○ こうした調査結果も踏まえ、令和５年度社会福祉推進事業において、自立相談支

援事業、就労準備支援事業及び家計改善支援事業における「振り返り」を行う際の

ヒントをまとめた「振り返りガイド（案）」を作成し、「生活困窮者自立支援制度

の事業の評価の実施における「振り返りガイド（案）」の活用について」（令和６

年４月 25 日付け当室事務連絡）により周知した。 

 ○ 各自治体におかれては、この「振り返りガイド（案）」も活用しながら、事業評

価を実施し、各事業の質の向上に努めていただくようお願いする。 

 

12 その他 

【委託先選定ガイドラインについて】 

○ 現在、約７割の自治体において自立相談支援事業を委託により運営しているが、

随意契約による委託がほとんどであり、そのうちの多くは企画提案等による評価プ

ロセスを経ずに選定されており、競争性の低下、事業の質の維持・向上や透明性の

確保の観点で懸念が生じる。また、委託の契約期間については、単年度契約では事

業の継続性を確保することが難しく、支援の質の向上や人材の育成・確保及び支援

員の処遇改善等の観点で課題が生じる。 
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○ こうした点を踏まえ、令和５年度社会福祉推進事業において、「自立相談支援事

業の委託先選定ガイドライン」を取りまとめ、令和６年６月 24 日付け厚生労働省社

会・援護局地域福祉課長通知「自立相談支援事業の委託先選定ガイドラインについ

て」で周知した。 

○ 本ガイドラインは、委託先選定時の評価の観点や評価の体制等について整理して

いるため、自立相談支援事業の委託先の選定に当たって、本ガイドラインを参考に

していただきたい。 

○ 本ガイドラインで記載されている内容のうち、特に以下の点については特段の留

意をお願いする。 

・ 委託先の選定は、価格だけではなく事業内容や支援実績等を踏まえた企画提案

等による評価プロセスを経て選定することが望ましいこと 

・ 契約期間については、事業の継続性を確保する観点から複数年度契約を行うこ

とも考えられること 

・ 支援の質の向上の観点から、支援員の処遇改善の仕組みを設けていることを評

価することも考えられること 

○ なお、法に基づく他の事業を委託する場合にも、当該事業の性格を踏まえつつ本

ガイドラインを参考とされたい。 

 

【いわゆる「闇バイト」問題への対応について】 

 ○ 昨今、社会的な問題となっているいわゆる「闇バイト問題」に関して、闇バイト

に応募する背景の１つに生活困窮があることが指摘されている。 

 ○ こういった状況を踏まえ、令和６年 11 月には、厚生労働省のＸ、ＬＩＮＥ、

Facebook で、全国の自立相談支援機関の一覧について周知を行ったところである。 

○ 経済的困窮を理由の１つとして犯罪に加担することがないよう、各自治体におか

れては、自立相談支援機関等の相談窓口の周知について一層の取組をお願いすると

ともに、各相談窓口においては、生活困窮者からの相談に適切にご対応いただくよ

う重ねてお願いする。 

 

【孤独・孤立対策について】 

 ○ 孤独・孤立対策の推進は、生活困窮者を早期に発見し、その者の抱える課題の深

刻化を予防する観点からも重要である。 

 ○ 孤独・孤立対策の推進のためには民間団体の活動も重要であり、ＮＰＯ等の活動

支援施策については、（独）福祉医療機構において令和６年度補正予算を活用した

生活困窮者等支援民間団体活動助成事業を実施しているところ。 

○ 自立相談支援機関における支援の強化については、令和６年度補正予算に計上し

た生活困窮者自立支援の機能強化事業等を活用し、各自治体において支援体制の強

化をお願いする。 
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【いわゆる「旧統一教会」問題・被害者への対応について】 

 ○ いわゆる「旧統一教会」問題に関しては、令和６年１月 19 日に、「旧統一教

会」問題に係る被害者等への支援に関する関係閣僚会議において、「「旧統一教

会」問題の被害者等支援の充実・強化策」が決定され、元信者や宗教２世の方等へ

の相談体制の強化や、一時生活支援事業による住まいの確保等の支援の実施などが

盛り込まれた。  

○ 「旧統一教会」の問題に係る相談への対応については、「「旧統一教会」問題に

係る相談対応マニュアル等について（情報提供）」（令和６年７月 22 日付け当室

事務連絡）により相談対応マニュアル等を周知した。各自立相談支援機関におかれ

ては、旧統一教会を背景とした生活困窮に関する相談があった際には、相談対応マ

ニュアル等も踏まえながら適切に対応いただきたい。 

○ 特に、相談内容が宗教に関わることのみを理由として消極的な対応をしないよう

引き続きご留意いただくとともに、必要に応じて法テラス、警察、消費生活センタ

ー等の関係機関とも連携した対応をお願いする。なお、これらの機関からの紹介等

を受けて対応いただいたもののうち、留意すべき事例等については厚生労働省（生

活困窮者自立支援室）に適宜情報提供いただくようお願いする。 

 

【過去の携帯電話料金の滞納等により携帯電話契約にお困りの方への支援について】 

○ 生活困窮者の自立支援においては、過去の料金滞納等により携帯電話を保有でき

ないことで、就職活動や住宅の賃貸借契約などの場面でハードルが生じていること

が指摘されている。 

○ これを受けて、令和２年度から、「過去の携帯電話滞納状況等により携帯電話契

約にお困りの方へ携帯電話等サービスを提供している事業者リスト」を作成し、自

治体等に周知してきた。 

○ 令和６年 10 月にはリストを改訂し、「「過去の携帯電話滞納状況等により携帯

電話契約にお困りの方へ携帯電話等サービスを提供している事業者リスト」（令和

６年 10 月 30 日付け当室事務連絡）の改訂について（周知）」により、自治体等に

リストを配布したので、各自治体におかれては、自立相談支援機関等の相談窓口で

本リストを活用いただきたい。 

 

13 緊急小口資金等の特例貸付等について 

【令和５年度決算検査報告における意見表示について】 

○ 令和６年 10 月、会計検査院の令和５年度決算検査報告において、厚生労働省に対

して以下の３点について意見表示がなされたところ。 

① フォローアップ支援において都道府県社協と市町村社協等の役割や実施方法

を整理・明確化すること 

② 債権管理積立額の状況等を確認・検証する体制を整備すること 

③ 貸付対象外であった生活保護受給者への貸付について事後確認を行うこと 
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これらの意見表示への対応について事務連絡等でお示ししている（一部は追ってお

示し予定）ので、管内都道府県社協等と連携の上、必要な対応をお願いする。具体的

な対応については下記のとおりである。 

 

 （上記①への対応） 

フォローアップ支援については、「緊急小口資金等の特例貸付におけるフォロー

アップ支援の実施に当たっての留意点」（令和６年 12 月 27 日付け当室事務連絡）

に基づき、各都道府県社協における実施体制について確認・指導を行い、特に、都

道府県社協と市町村社協等の間の役割分担等の明確化にご配意をお願いする。  

 

（上記②への対応） 

   債権管理積立額の状況把握については、追って関係通知等を発出し、各都道府県

社協の債権管理積立額の各年度末の残高及び各年度の債権管理事務費の執行状況に

ついて、厚生労働省へ報告をお願いする予定である。  

 

（上記③への対応） 

  生活保護受給者に対する貸付については、「生活保護受給者による緊急小口資金

等の特例貸付の借受に係る調査について」（令和６年９月５日付け当室事務連絡）

に基づきご報告いただき感謝申し上げる。引き続き、各福祉事務所から各都道府県

社協へ、生活保護法に基づき保護費の不正受給が疑われる借受人の口座情報等に係

る調査があった場合は、適時、福祉事務所に対して回答するようお願いする。 

 

【特例貸付の償還金等の取扱いについて】 

○ 「緊急小口資金等の特例貸付における償還金収入の国庫返還について」及び「緊

急小口資金等の特例貸付における償還金収入及び保有資金の規模に関する評価によ

る基準超過額の国庫返還について」（いずれも令和６年 12 月 12 日付け当室事務連

絡）においてお知らせしたとおり、令和５年度末までの緊急小口資金等の特例貸付

における償還金収入及び保有資金の規模に関する評価による基準超過額について

は、原則として令和６年度中に国庫に返還していただくこととしている。追って、

関係書類等を送付するので、各都道府県においては、遅滞のないようご対応をお願

いする。 なお、返還金の納入期限は令和６年度出納整理期間中の令和７年４月 30

日までを予定している。 

○ また、緊急小口資金等の特例貸付における償還金収入については、令和７年度以

降も、前年度分を毎年度返還いただく予定であるため、ご承知おき願う。 
 

【令和５年度地方分権改革提案を踏まえた民生委員調査書等の運用の見直し（柔軟化）

について】 

○ 令和５年度の地方分権改革提案において、生活福祉資金貸付制度における民生委

員による意見書の作成について廃止が求められた。この提案を踏まえて、「生活福

祉資金（福祉資金及び教育支援資金）貸付制度の運営について」（令和６年７月４
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日付け社援発 0704 第６号厚生労働省社会・援護局長通知）等を発出し、 

・ 民生委員調査書の添付を求める対象者を限定する 

・ 借入申込時に、担当民生委員等を経由せずに申請できる場合を広げる 

等の運用の見直しを図ったところ。 

この見直しは、令和７年１月１日から適用されているため、管内の社協及び民生委

員児童委員協議会と調整の上、円滑な実施をお願いする。 

 

【生活福祉資金業務システムの基盤更新について】 

○ 生活福祉資金業務システム（以下「システム」という。）については、令和８年

２月にシステム用ＰＣ・サーバ・プリンタのリース期間が満了することに伴い、各

都道府県社協においては、令和７年６月からこれらの入替作業（以下「基盤更新」

という。）を行うこととなる。加えて、今回の基盤更新ではＯＳの更新も必要にな

る。各都道府県社協における基盤更新やＯＳ更新の必要経費の取扱いについては、

「令和６年度補正予算による生活福祉資金業務システムの基盤更新費用及び令和７

年度当初予算による同システムのランニングコスト等の協議について（周知）」（令

和６年 12 月 18 日付け当室事務連絡）においてお知らせしたところであり、ご確認

の上、必要な対応をお願いする。 
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第５ 自殺対策の推進について（自殺対策推進室） 

 

１ 自殺対策の状況等について 

（１）自殺の概況 

自殺対策基本法が成立した平成 18 年と、コロナ禍以前の令和元年の自殺

者数を比較すると男性は 38％減、女性は 35％減となっており、これまでの

取組に一定の効果があったと考えられる。（平成 18 年:32,155 人→令和元

年:20,169 人） 

一方で、自殺者数は依然として毎年２万人を超える水準で推移しており、

令和５年には、自殺者総数が前年を下回ったものの、21,837 人となった。

また、男性の自殺者数（14,862 人）が２年連続で増加し、女性の自殺者数

（6,975 人）が４年ぶりに減少した。小中高生の自殺者数は、過去最多であ

った令和４年と同水準の 513 人となった。 

 

（２）自殺対策の状況 

厚生労働省では、 

・ 自殺を考えている方に対する相談体制の拡充、 

・ やむを得ず職を失った方へのきめ細かな就労支援、生活資金でお悩みの

方への支援 

などを行うとともに、 

・ 地域の保健、医療、福祉、教育、労働その他の関係機関のネットワーク

の構築等をはじめ、地域における自殺対策の取組 

を推進している。引き続き、各都道府県におかれては、自殺に追い込まれる

ことのない社会の実現を目指し、自殺対策への更なる取組をお願いしたい。 

 

また、自殺対策基本法において、都道府県や市町村が自殺対策計画を定め

（第 13 条）、本計画に基づく地域の状況に応じた自殺対策に要する経費に充

てるため交付金を交付する（第 14 条）とされており、地域自殺対策強化交

付金の交付に当たり自殺総合対策大綱に基づく自殺対策計画の策定が要件

となるので留意願いたい。 
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地方公共団体は、後述する第４次自殺総合対策大綱（令和４年 10 月 14

日閣議決定）や地域の実情等を踏まえ、既存の計画の見直しを行っていた

だきたい。 

    なお、予算の適正執行等の観点から、交付金の交付の趣旨に則った事業

内容の精査に遺漏のないようお願いしたい。 

 

２ 自殺対策について 

（１）第４次自殺総合対策大綱 

   本大綱では、コロナ禍の自殺の動向も踏まえつつ、これまでの取組の充実

に加えて、子ども・若者、女性の自殺対策の強化など以下の４つの柱につい

て重点的に取り組むこととされている。 

１．子ども・若者の自殺対策の更なる推進・強化 

２．女性に対する支援の強化 

３．地域自殺対策の取組強化 

４．新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえた対策の推進など、総合

的な自殺対策の更なる推進・強化 

 なお、本大綱では、これまでの大綱に位置づけられていた施策についても

継続して位置づけられていることから、総合的な対策を行うことにより自殺

者数の約７割を占めている男性（中でも特に中高年層が多い）の自殺防止に

向けても、引き続き対策を推進していくことが重要である。 

 

また、本大綱のポイントは、以下のとおりである。 

（子ども・若者の自殺対策の更なる推進・強化） 

子どもの自殺等の事案について詳細な調査や分析を進めることや、子ども

の自殺危機に対応していくチームとして関係者（学校、教育委員会、地方公

共団体の自殺対策担当者、児童相談所、福祉施設、医療機関、警察等の関係

機関や地域の支援者等）が連携する仕組み等の構築、ＳＯＳの出し方、精神

疾患への正しい理解や適切な対応等を含めた教育の推進、長期休業明け前後

に子どもの自殺が多い傾向にあることから学校の長期休業時の自殺予防強

化、GIGA スクール構想で配布されている PC やタブレット端末の活用等によ
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る自殺リスクの把握やプッシュ型の支援情報の発信を進めるほか、こども家

庭庁と連携し、子ども・若者の自殺対策を推進する体制の整備をすることと

している。 

 

（女性に対する支援の強化） 

コロナ禍における女性の自殺者数の増加を踏まえ、妊産婦への支援、コロ

ナ禍で顕在化した課題を踏まえた女性の自殺対策及び困難な問題を抱える

女性への支援について「当面の重点施策」に新たに位置づけて取組を強化す

ることとしている。 

 

（地域自殺対策の取組強化） 

地方自治体は国民一人ひとりの身近な行政主体として、各地域における各

主体の緊密な連携により自殺対策を推進していく必要があることから、地方

自治体は地域の関係者のネットワーク構築や支援に必要な情報共有のため

のプラットフォームづくりの支援や、自殺対策の中核機関となる地域自殺対

策推進センターの機能強化を行うこととしている。 

 

（総合的な自殺対策の更なる推進・強化） 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえた対策を推進するほか、国、

地方公共団体、医療機関、民間団体等が一丸となって、これまで取り組んで

きた総合的な施策の更なる推進・強化を行うこととしている。 

具体的には、「孤独・孤立対策等との連携」、「自殺者や親族等の名誉等」、

「ゲートキーパー普及」、「ＳＮＳ相談体制充実」、「精神科医療との連携」、

「自殺未遂者支援」、「勤務問題」、「遺族支援」、「性的マイノリティ支援」、「誹

謗中傷対策」、「自殺報道対策」、「調査研究」、「国際的情報発信」などの取組

を更に推進していく。 

 

（自殺対策の数値目標） 

   第３次及び第４次大綱では、当面の目標として G7 の現在の自殺死亡率の

水準まで減少させることを目指し、令和８年までに、自殺死亡率を平成 27
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年（18.5）と比べて 30％以上減少（13.0 以下）させることとしている。な

お、令和５年の自殺死亡率は 17.4 となっている。 

  

このように、本大綱は、これまでの取組の充実に加え、新たな課題への対

応を盛り込んだものとなっている。本大綱を踏まえて、各都道府県、市町村

の地域自殺対策計画にも反映し、関係機関、関係団体との連携を更に深めな

がら、地域の実情に応じた効果的な取組を実施していくことが重要となる。 

※自殺総合対策大綱について（厚生労働省ＨＰ） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/taikou_r041014.html 

 

（２）こどもの自殺対策緊急強化プラン 

令和４年の小中高生の自殺者数が過去最多となったことなどを踏まえて、

令和５年６月２日には、こども政策担当大臣を議長とする「こどもの自殺対

策に関する関係省庁連絡会議」において、「こどもの自殺対策緊急強化プラ

ン」がとりまとめられた。 

本プランにおいては、「こども・若者の自殺危機対応チーム」を全ての都道

府県・指定都市で設置すること等が盛り込まれている。 

 

（３）ゲートキーパーの普及に向けた取組の推進 

第４次自殺総合対策大綱においては、ゲートキーパーの取組の更なる普及

促進に向けて以下の内容等が盛り込まれている。（主な内容の抜粋。下線は

拡充部分） 

 

・ ゲートキーパーの養成を通じて、自殺や自殺対策に関する正しい理解促進の取

組を推進する。  

・ 自殺予防週間、自殺対策強化月間における集中的な広報を含め、年間を通じて

広く周知を進めることにより、国民の約３人に１人以上がゲートキーパーにつ

いて聞いたことがあるようにすることを目指す。  

・ 若者を含め、国民一人ひとりが、周りの人の異変に気付いた場合には身近なゲ

ートキーパーとして適切に行動することができるよう、必要な基礎的知識の普

62



及を図る。そのため、全国的にゲートキーパー養成の取組を促進すべく、行政機

関や各地域におけるゲートキーパー研修の受講の取組を進める。  

・ 悩みを抱える者だけでなく、悩みを抱える者を支援する家族や知人、ゲートキ

ーパー等を含めた支援者が孤立せずに済むよう、支援する団体とも連携しなが

ら、これらの家族等に対する支援を推進する。  

 

このため、令和５年度以降、厚生労働省において全国的にゲートキーパー

養成の取組を促進していくための研修基盤を整備していくとともに、全国の

自治体におけるゲートキーパー養成研修の促進、更にゲートキーパーになっ

た後も安心して活動が継続できるよう必要な支援を拡充していくこととし

ている。 

特に、令和５年度からは、地方自治体によるゲートキーパー養成のより一

層の推進を図るために、地域自殺対策強化交付金の交付率を１／２から２／

３に引き上げたことから、これまで養成を実施していない自治体についても、

交付金を活用した研修の開催について検討をお願いする。 

また、いのち支える自殺対策推進センター（JSCP）が作成した「自治体職

員向けゲートキーパー研修 e ラーニング」の受講勧奨について、引き続き、

ご配意お願いする。 

なお、令和５年度ゲートキーパー基盤整備事業において、ゲートキーパー

養成研修用テキスト及びゲートキーパー養成研修用動画を厚生労働省ホー

ムページ（まもろうよ こころ）にて公開しているので、活用をお願いする。

また、令和６年度においても、同事業を実施しており、令和５年度事業で作

成したテキスト及び動画を活用した全国ブロック毎（６か所）の講師養成研

修を開催するため、積極的に参加をお願いする（詳細は別途連絡）。 

 

（参考）令和７年度ゲートキーパー関係予算（案） 

（１）ゲートキーパー基盤整備事業（実施主体：国（委託事業）） 

・ 被災地におけるゲートキーパーに関する調査研究や、被災地におけるゲート

キーパーの研修テキスト等の作成等を実施。 

（２）ゲートキーパー養成事業 
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・ 同世代・同性のゲートキーパーの養成を推進することを含め、ゲートキーパ

ーの養成について集中的な取組を実施（地方自治体向け、交付率２／３）。 

（３）ゲートキーパー支援事業 

・ ゲートキーパーになった者が安心して継続的に活動できるよう、ゲートキー

パーへの支援を実施（相談、アドバイス、居場所づくりを行う。）（民間団体向

け、交付率 10/10）。 

 

（４）自殺対策に関する指定調査研究等法人の自治体支援 

   令和２年２月に一般社団法人いのち支える自殺対策推進センター（JSCP）

を厚生労働大臣の指定調査研究等法人として指定し、同年４月から業務を開

始しているところである。指定法人は、我が国の自殺対策の中核機関として

機能するとともに、地域の状況に応じた自殺対策に助言をする役割を担って

おり、JSCP において各地域を担当する「自治体コンシェルジュ」を配置して

いるので引き続き活用をお願いしたい。 

 

（５）地域レベルでの自殺対策の取組 

自殺対策への取組は、地域自殺対策計画に基づき、その実効性の向上のた

め、PDCA サイクルを徹底し事業を展開していくことが重要であり、地域自殺

対策計画の確認シートを積極的に活用いただきたい。また、都道府県等に設

置されている地域自殺対策推進センターにおいては、管内市区町村の自殺対

策推進に関するエリアマネージャーとして、管内市区町村の地域自殺対策計

画の策定・進捗管理・検証などの支援等、積極的な取組をお願いしたい。 

また、大綱に基づき、厚生労働省においても、令和６年度に地域自殺対策

推進センターの機能強化（センター長の配置、地域自殺対策プラットフォー

ムの構築）を図るための予算の拡充を行っているが、地域づくりとして自殺

対策を総合的に推進するため、都道府県におかれては市町村に対し、専任職

員の配置や専任部署の設置がされるよう働きかけをお願いする。 

 

＜参考＞自殺総合対策大綱（令和４年 10 月 14 日閣議決定）抜粋 

第３ 自殺総合対策の基本方針 
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５．国、地方公共団体、関係団体、民間団体、企業及び国民の役割を明確化し、

その連携・協働を推進する 

＜地方公共団体＞ 

地域の状況に応じた施策を策定し、実施する責務を有する地方公共団体は、

大綱及び地域の実情等を勘案して、地域自殺対策計画を策定する。国民一人

ひとりの身近な行政主体として、国と連携しつつ、地域における各主体の緊

密な連携・協働に努めながら自殺対策を推進する。 

（中略） 

また、自殺対策と他の施策等とのコーディネート役を担う自殺対策の専任

職員を配置したり専任部署を設置するなどして、自殺対策を地域づくりと

して総合的に推進することが期待される。 

 

（６）ＳＮＳ地域連携包括支援事業の活用 

令和３年度より、厚生労働省において、全国規模でＳＮＳ相談を実施する

「基幹ＳＮＳ相談事業者」を選定し（特定非営利活動法人 自殺対策支援セ

ンター ライフリンク）、事業者と自治体や支援団体が連携し、入口から出口

まで一貫した包括的支援体制を構築しているところである。 

また、地方自治体が、ＳＮＳ地域連携包括支援事業として、「基幹ＳＮＳ相

談事業者」と連携した包括的支援体制を構築するため、相談支援を行う専任

職員を配置し、地域のネットワークを活用しつつ、相談者の相談内容に応じ

た具体的かつ継続的な支援を実施するために必要な経費を計上している。 

ＳＮＳ相談内容に応じた地域における包括的支援体制を構築し、強化する

ためには、より多くの地方自治体及び地域のネットワークが連携した対応が

不可欠であるため、ＳＮＳ地域連携包括支援事業の積極的な活用をお願いし

たい。 

 

（７）各種予算事業の実施 

令和６年度補正予算では、現状、小中高生の自殺者数が過去最多の水準で

推移していることを踏まえ、「こども・若者の自殺危機対応チームの立ち上

げ等への支援」「地域におけるＳＮＳ等を活用した自殺に関する悩みに対す
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る相談体制の強化等の支援」「社会的に孤立し不安を抱えている人に対する

電話やＳＮＳ等を活用した自殺防止等に係る民間団体の取組支援」に係る経

費を計上しているので、「こども・若者の自殺危機対応チーム」や「地域にお

けるＳＮＳ等を活用した自殺に関する悩みに対する相談体制の強化等」に積

極的に取り組むことをお願いする。 

特に、「こども・若者の自殺危機対応チーム」については、全ての都道府県・

指定都市での設置を目指しており、令和６年度時点では16自治体での実施と

なっている。未設置の都道府県・指定都市においては、積極的に設置をお願

いする。 

【令和５年度】令和５年度当初予算  

 支援自治体数：４自治体（令和５年度交付決定ベース） 

 ⇒ 長野県、福井県、大阪府、静岡市 

【令和６年度】令和６年度当初予算、令和５年度補正予算（繰越分） 

 支援自治体数：16自治体（令和６年度交付決定ベース） 

 ⇒ （上記４自治体に加え） 

   青森県、宮城県、埼玉県、滋賀県、鳥取県、岡山県、徳島県、高知県、 

   大分県、札幌市、名古屋市、北九州市 

 

また、自殺者の中には自殺未遂歴がある者が一定割合いることから、未遂

者支援を通じて自殺の再企図を防ぐことは自殺防止に有用であるため、地域

自殺対策強化交付金を活用した「自殺未遂者に対する地域における包括的支

援モデル事業」等、地域における自殺未遂者に対する支援についても、積極

的に実施をお願いする。 
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 高
校

生
-7

 
1
5

1
-9

 
-1

 
1
4

0
-3

 
-3

 
-8

 
3

2
男

子
-3

 
-1

 
-1

 
-7

 
-1

 
3

0
1

0
-3

 
0

-1
2

 
女

子
-4

 
1
6

2
-2

 
0

1
1

0
-4

 
-3

 
-5

 
3

1
4

Ｒ
６

－
Ｒ

５

令
和

６
年

（
暫

定
値

）

令
和

５
年

（
確

定
値

）

69



 

第
２
章

こ
ど
も
の
自
殺
の
状
況
と
対
策
⑤

小
中
高
生
の
自
殺
者
に
お
け
る
自
殺
未
遂
歴

0
%

5
%

1
0
%

1
5
%

2
0
%

2
5
%

3
0
%

3
5
%

4
0
%

4
5
%

5
0
%

2009-2019

(n=56)
2020-2021

(n=8)
2022-2023

(n=17)
2009-2019

(n=672)
2020-2021

(n=151)
2022-2023

(n=146)
2009-2019

(n=1,710)
2020-2021

(n=368)
2022-2023

(n=389)
2009-2019

(n=194,714)
2020-2021

(n=27,467)
2022-2023

(n=29,056)

小
学
生

中
学
生

高
校
生

（
参
考
）

小
中
高
生
以
外

時
期
不
詳

１
年
よ
り
前

１
年
以
内

１
か
月
以
内

小
中
高
生
の
自
殺
者
急
増
前
（

20
09
～

20
19
年
）
、
自
殺
者
急
増
期
（

20
20
～

20
21
年
）
、
自
殺
者
急
増
後
（

20
22
～

20
23
年
）

の
各
期
間
に
つ
い
て
、
小
中
高
生
の
自
殺
者
に
占
め
る
自
殺
未
遂
歴
あ
り
の
割
合
の
推
移
を
み
る
と
、

女
性
は
、
自
殺
者
急
増
期
に
自
殺
未
遂
歴
あ
り
の
割
合
が
上
昇
し
て
い
る
。

女
子
小
学
生
は
、
自
殺
者
急
増
後
も
自
殺
未
遂
歴
あ
り
の
割
合
が
横
ば
い
で
推
移
し
て
い
る
。

20
22
年
以
降
で
は
、
小
中
高
生
は
男
女
と
も
に
自
殺
未
遂
が
あ
っ
た
時
期
が
自
殺
の
１
年
以
内
で
あ
る
場
合
が
過
半
数
を
占
め
、
特

に
女
子
小
学
生
や
女
子
高
校
生
で
は
、
自
殺
か
ら
１
か
月
以
内
に
自
殺
未
遂
歴
が
あ
っ
た
自
殺
者
の
割
合
が
高
い
。

0
%

5
%

1
0
%

1
5
%

2
0
%

2
5
%

3
0
%

3
5
%

4
0
%

4
5
%

5
0
%

2009-2019

(n=43)
2020-2021

(n=17)
2022-2023

(n=13)
2009-2019

(n=368)
2020-2021

(n=143)
2022-2023

(n=150)
2009-2019

(n=877)
2020-2021

(n=285)
2022-2023

(n=312)
2009-2019

(n=85,566)
2020-2021

(n=13,649)
2022-2023

(n=13,635)

小
学
生

中
学
生

高
校
生

（
参
考
）

小
中
高
生
以
外

資
料
：
警
察
庁
自
殺
統
計
原
票
デ
ー
タ
よ
り
厚
生
労
働
省
作
成

自
殺
統
計
原
票
が

改
正
さ
れ
た

20
22

年
以
降
、
自
殺
未

遂
の
時
期
に
つ
い

て
も
把
握
可
能
と

な
っ
た
。

男
性

女
性

性
別
、
期
間
別
に
み
た
小
中
高
生
の
自
殺
者
に
占
め
る
自
殺
未
遂
歴
あ
り
の
割
合

令
和
６
年
版
自
殺
対
策
白
書
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都
道
府
県
別
の
小
中
高
生
の
自
殺
者
数
（
令
和
元
年
～
令
和
５
年
の
累
計
）

資
料
：
警
察
庁
自
殺
統
計
原
票
デ
ー
タ
よ
り
厚
生
労
働
省
自
殺
対
策
推
進
室
作
成

令
和
６
年
３
月
29
日
現
在

※
発
見
日
、
発
見
地
集
計

北
海
道

10
3人

東
京
都

29
7人

滋
賀
県

27
人

香
川
県

15
人

青
森
県

18
人
神
奈
川
県

11
8人

京
都
府

34
人

愛
媛
県

20
人

岩
手
県

25
人

新
潟
県

39
人

大
阪
府

14
1人

高
知
県

15
人

宮
城
県

44
人

富
山
県

12
人

兵
庫
県

12
4人

福
岡
県

97
人

秋
田
県

14
人

石
川
県

21
人

奈
良
県

38
人

佐
賀
県

15
人

山
形
県

27
人

福
井
県

15
人
和
歌
山
県

11
人

長
崎
県

14
人

福
島
県

40
人

山
梨
県

23
人

鳥
取
県

3人
熊
本
県

29
人

茨
城
県

53
人

長
野
県

41
人

島
根
県

15
人

大
分
県

16
人

栃
木
県

57
人

岐
阜
県

40
人

岡
山
県

40
人

宮
崎
県

30
人

群
馬
県

32
人

静
岡
県

72
人

広
島
県

55
人
鹿
児
島
県

33
人

埼
玉
県

15
1人

愛
知
県

15
7人

山
口
県

25
人

沖
縄
県

18
人

千
葉
県

14
0人

三
重
県

37
人

徳
島
県

7人
全
国
計

2,
39
8人
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こ
ど
も
・
若
者
の
自
殺
危
機
対
応
チ
ー
ム
事
業
の
更
な
る
推
進

社
会
・
援
護
局
総
務
課

自
殺
対
策
推
進
室
（
内
線
2
2
7
9
）

○
令

和
５

年
（
2
02

3
年

）
の

小
中

高
生

の
自

殺
者

数
は

、
5
13

人
と

な
り

、
過

去
最

多
で

あ
っ

た
前

年
（
5
14

人
）
と

同
水

準
で

推
移

し
て

お
り

、
自

殺
予

防
等

へ
の

取
組

に
つ

い
て

強
化

し
て

い
く
必

要
が

あ
る

。
特

に
、

自
殺

未
遂

歴
や

自
傷

行
為

歴
等

の
あ

る
ハ

イ
リ

ス
ク

者
へ

の
危

機
介

入
の

強
化

が
必

要
で

あ
る

。
○

「
こ

ど
も

の
自

殺
対

策
緊

急
強

化
プ

ラ
ン

」（
令

和
５

年
６

月
２

日
と

り
ま

と
め

）や
「
自

殺
総

合
対

策
大

綱
」（

令
和

４
年

1
0月

14
日

閣
議

決
定

）に
お

い
て

も
、

こ
ど

も
の

自
殺

危
機

に
対

応
し

て
い

く
チ

ー
ム

と
し

て
、

学
校

、
地

域
の

支
援

者
等

が
連

携
し

自
殺

対
策

に
あ

た
る

こ
と

が
で

き
る

仕
組

み
の

構
築

に
つ

い
て

盛
り

込
ま

れ
て

い
る

。
ま

た
、

本
プ

ラ
ン

に
お

い
て

は
、

チ
ー

ム
の

全
国

へ
の

設
置

を
目

指
す

こ
と

に
な

っ
て

い
る

。
○

こ
う

し
た

状
況

を
踏

ま
え

、
こ

ど
も

の
自

殺
対

策
の

強
化

の
観

点
か

ら
、

「
こ

ど
も

・若
者

の
自

殺
危

機
対

応
チ

ー
ム

」の
設

置
に

よ
る

こ
ど

も
や

若
者

の
困

難
事

案
へ

の
的

確
な

対
応

に
向

け
、

よ
り

一
層

取
組

を
推

進
す

る
必

要
が

あ
る

。

３
実
施
主
体
等

２
事
業
の
概
要
・
ス
キ
ー
ム

多
職

種
の

専
門

家
で

構
成

さ
れ

る
「こ

ど
も

・
若

者
の

自
殺

危
機

対
応

チ
ー

ム
」を

設
置

し
、

市
町

村
等

で
は

自
殺

未
遂

歴
や

自
傷

行
為

の
経

験
等

が
あ

る
こ

ど
も

・
若

者
へ

の
対

応
が

困
難

な
場

合
に

、
助

言
等

を
行

う
事

業
を

実
施

す
る

。
【こ

ど
も

・若
者

の
自

殺
危

機
対

応
チ

ー
ム

】
（事

務
局

：地
域

自
殺

対
策

推
進

セ
ン

タ
ー

等
）

○
支

援
対

象
者

：
次

の
こ

ど
も

・若
者

の
う

ち
、

市
町

村
等

で
の

対
応

困
難

な
場

合
に

対
応

チ
ー

ム
に

よ
る

支
援

を
必

要
と

す
る

者
①

自
殺

未
遂

歴
が

あ
る

、
②

自
傷

行
為

の
経

験
が

あ
る

、
③

自
殺

を
ほ

の
め

か
す

言
動

が
あ

り
、

自
殺

の
可

能
性

が
否

定
で

き
な

い
等

○
構

成
：
精

神
科

医
、

心
理

士
、

精
神

保
健

福
祉

士
、

弁
護

士
、

Ｎ
Ｐ

Ｏ
法

人
等

※
ケ

ー
ス

や
地

域
の

実
情

・課
題

に
よ

り
必

要
な

人
員

と
す

る

○
内

容
：
地

域
の

関
係

機
関

か
ら

の
支

援
要

請
を

受
け

て
、

以
下

を
実

施
。

①
チ

ー
ム

会
議

の
開

催
：
支

援
方

針
・助

言
等

の
検

討
②

支
援

の
実

施
：支

援
方

針
に

基
づ

く
地

域
の

関
係

機
関

へ
の

指
導

・助
言

、
現

地
調

査
③

支
援

の
終

了
：地

域
の

関
係

機
関

へ
の

引
継

○
都

道
府

県
・指

定
都

市
へ

の
取

組
支

援
：

厚
生

労
働

大
臣

指
定

調
査

研
究

等
法

人
「
い

の
ち

支
え

る
自

殺
対

策
推

進
セ

ン
タ

ー
」
が

、
当

該
事

業
を

実
施

す
る

都
道

府
県

・
指

定
都

市
に

係
る

情
報

を
整

理
し

、
本

事
業

に
取

り
組

む
都

道
府

県
・指

定
都

市
へ

の
支

援
を

行
う

。

○
実

施
主

体
：都

道
府

県
・指

定
都

市
、

厚
生

労
働

大
臣

指
定

調
査

研
究

等
法

人
「い

の
ち

支
え

る
自

殺
対

策
推

進
セ

ン
タ

ー
」

○
交

付
率

：1
0/

1
0

（
3
8
億
円
の
内
訳
）

地
域
自
殺
対
策
強
化
交
付
金

3
2
億
円

調
査
研
究
等
業
務
交
付
金

6
.0
億
円

１
事
業
の
目
的

令
和
７
年
度
当
初
予
算
案
3
8
億
円
の
内
数
（
3
7
億
円
の
内
数
）
※
（
）
内
は
前
年
度
当
初
予
算
額

※
令
和
６
年
度
補
正
予
算
額
2
0
億
円
の
内
数
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１
事
業
の
目
的

自
殺
対
策
に
関
す
る
調
査
研
究
等
の
推
進

令
和
７
年
度
当
初
予
算
案
6
.0
億
円
（
6
.0
億
円
）
※
（
）
内
は
前
年
度
当
初
予
算
額

○
自

殺
対

策
基

本
法

（
平

成
1
8
年

法
律

第
8
5
号

）
の

趣
旨

に
の

っ
と

り
、

調
査

研
究

等
の

推
進

に
よ

り
、

自
殺

対
策

の
一

層
の

充
実

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
、

令
和

元
年

９
月

1
2
日

に
施

行
さ

れ
た

「
自

殺
対

策
の

総
合

的
か

つ
効

果
的

な
実

施
に

資
す

る
た

め
の

調
査

研
究

及
び

そ
の

成
果

の
活

用
等

の
推

進
に

関
す

る
法

律
」
（
令

和
元

年
法

律
第

3
2
号

）
に

基
づ

き
、

指
定

調
査

研
究

等
法

人
と

し
て

「
一

般
社

団
法

人
い

の
ち

支
え

る
自

殺
対

策
推

進
セ

ン
タ

ー
」
を

指
定

し
、

国
が

調
査

研
究

等
業

務
に

要
す

る
費

用

を
交

付
す

る
も

の
。

２
事
業
の
概
要

○
実

施
主

体
：
厚

生
労

働
大

臣
指

定
調

査
研

究
等

法
人

「
い

の
ち

支
え

る
自

殺
対

策
推

進
セ

ン
タ

ー
」

○
交

付
率

：
1
0
/
1
0

【
自

殺
の

実
態

等
の

調
査

研
究

・
検

証
の

実
施

と
そ

の
成

果
の

活
用

】

○
自

殺
対

策
を

総
合

的
に

推
進

す
る

た
め

、
社

会
学

、
経

済
学

、
応

用
統

計
学

等
の

学
際

的

な
調

査
研

究
や

、
多

様
な

デ
ー

タ
等

を
活

用
し

た
自

殺
対

策
の

検
討

等
の

調
査

研
究

を
行

う
。

○
都

道
府

県
・
市

町
村

等
が

地
域

の
状

況
に

応
じ

た
実

効
性

の
あ

る
自

殺
対

策
を

推
進

で
き

る
よ

う
、

地
域

毎
の

自
殺

の
実

態
や

政
策

ニ
ー

ズ
の

把
握

と
分

析
等

、
総

合
的

な
政

策
の

企

画
立

案
・
関

連
施

策
の

連
携

に
つ

な
が

る
調

査
研

究
を

推
進

す
る

。

【
調

査
研

究
・
検

証
を

行
う

者
に

対
す

る
助

成
】

○
革

新
的

自
殺

研
究

を
推

進
す

る
た

め
、

必
要

な
助

言
、

評
価

等
を

行
う

体
制

を
構

築
し

て
、

調
査

研
究

等
を

行
う

者
に

対
し

て
助

成
を

行
う

。
（
革

新
的

自
殺

研
究

推
進

プ
ロ

グ
ラ

ム
）

【
先

進
的

な
取

組
に

関
す

る
情

報
の

収
集

、
整

理
、

提
供

】

○
我

が
国

の
自

殺
対

策
の

情
報

発
信

、
海

外
の

自
殺

対
策

の
先

進
事

例
の

収
集

等
、

国
際

連
携

に
取

り
組

む
。

３
実
施
主
体
等

【
地

域
の

状
況

に
応

じ
た

自
殺

対
策

の
策

定
及

び
実

施
】

○
各

都
道

府
県

・
指

定
都

市
の

地
域

自
殺

対
策

推
進

セ
ン

タ
ー

等
の

担
当

者
や

自
殺

対
策

関

係
者

に
対

し
、

指
導

助
言

を
行

う
。

○
国

と
地

方
の

連
携

を
図

る
た

め
、

連
絡

会
議

を
開

催
す

る
と

と
も

に
、

必
要

に
応

じ
て

、
市

町

村
と

の
意

見
交

換
や

指
導

を
行

う
た

め
の

ブ
ロ

ッ
ク

会
議

を
開

催
す

る
。

【
地

方
公

共
団

体
等

の
関

係
職

員
に

対
す

る
研

修
】

○
地

方
公

共
団

体
の

職
員

、
自

殺
対

策
に

係
る

活
動

を
行

う
民

間
団

体
の

職
員

、
そ

の
他

の

関
係

者
に

対
す

る
研

修
を

行
う

。

○
自

殺
未

遂
者

の
再

度
の

自
殺

を
防

止
す

る
た

め
、

医
療

従
事

者
を

対
象

に
し

た
研

修
を

行

う
。

【
自

傷
・
自

殺
未

遂
レ

ジ
ス

ト
リ

の
運

用
】

○
自

傷
・
自

殺
未

遂
レ

ジ
ス

ト
リ

を
運

用
し

、
自

殺
未

遂
者

の
実

態
把

握
や

調
査

分
析

を
行

う
。

社
会
・
援
護
局
総
務
課

自
殺
対
策
推
進
室
（
内
線
4
2
6
1
）
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第６ 困難な問題を抱える女性への支援の推進について 

（女性支援室） 

 

１ 困難な問題を抱える女性への支援について 

令和６年４月に施行された「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」

（以下「女性支援新法」という。）に基づき、厚生労働省においては国の基本

方針（※１）や各種ガイドライン等（※２）の策定、各種女性支援事業の実施の

ほか、より多くの支援対象者を支援に繋げ、女性支援新法に基づく新たな支援

を定着・推進するために、女性相談支援センター全国共通短縮ダイヤル＃８７

７８（はなそう なやみ）の開設、女性支援特設サイト（あなたのミカタ）の

運営、全国フォーラムの開催等を行っている。 

（※１）「困難な問題を抱える女性への支援のための施策に関する基本的な方針」（令和５年３

月 29 日厚生労働省告示第 111 号） 

 （※２）「女性支援事業の実施について」（令和６年３月 18 日付社援発 0318 第 60 号厚生労

働省社会・援護局長通知）の別紙「女性支援事業実施要綱」の別添１～４ 

今後、女性支援新法の理念にのっとり、困難を抱える女性一人ひとりのニー

ズに応じた支援をさらに強化していくためには、官民協働等による切れ目ない

包括的な支援体制の構築や、女性支援を担う人材の育成や支援機関における支

援の質の向上等に向けた取組を推進していくことが不可欠である。 

このため、令和７年度における女性支援事業は、下記について重点的に取り

組むこととしているので、各自治体においてはご了知のうえ、積極的に事業の

実施や取組の推進に努めていただくようお願いする。 

 

（１）民間団体との協働による支援の推進 

女性支援新法に基づく「官民協働等による切れ目のない女性支援」の一層

の推進を図るため、後述する「官民協働等女性支援事業」を令和７年度予算

案に計上している。各自治体におかれては、本事業を積極的に活用し、困難

な問題を抱える女性への支援に関する活動を行う民間の団体と協働して、早

期発見からアフターケアまで一貫した支援を行い、潜在化している多様な支

援ニーズに積極的に対応する支援体制の構築に向けた取組を推進するよう
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お願いする。 

なお、支援を行うことができる民間団体が少ない自治体においては、後述

する「民間団体支援強化・推進事業」の活用等により、女性支援を行う意向

のある既存の民間団体及び新規の民間団体の掘り起こしや育成に関する支

援等を行うことについて検討いただくようお願いする。 

 

（２）女性相談支援員の配置促進、処遇の確保等 

ア 女性相談支援員は、支援対象者の発見に努め、その相談に応じ、専門的

技術に基づいて必要な援助を行う職員として、女性支援新法では都道府県

においては必置、市町村においても配置に努めるものとされている。支援

対象者の身近な所で、寄り添いながら、きめ細かな支援が行われるよう、

都道府県においては、女性相談支援員未配置市町村に対し、その配置を働

きかけていただくようお願いする。 

また、女性相談支援員の任用に当たっては、その職務を行うのに必要な

能力及び専門的な知識経験を有する人材の登用に特に配慮するとともに、

可能なかぎり専任かつ継続的な配置となるよう留意いただくようお願い

する。 

加えて、会計年度任用職員として雇用する場合であっても、給与水準の

決定等にあたっては、 

① 地方公務員法に定める職務給の原則や均衡の原則等の給与決定原則

にのっとり、当該会計年度任用職員の職務と類似する職務に従事する常

勤職員の属する職務の級の初号給の給料月額を基礎としつつ、職務の内

容や責任、職務遂行上必要となる知識、技術及び職務経験等を考慮する

こと。 

② 財政上の制約を理由として、期末手当や勤勉手当の支給を抑制しない

こと。 

について十分に留意し、適切に決定いただくようお願いする。なお、２（３）

に記載の「女性相談支援員活動強化事業」の活用も積極的に検討されたい。 

 

  イ また、女性をめぐる課題が複雑化、多様化、複合化している中で、精神
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疾患を抱える女性への支援や共同親権（民法改正）に関する相談対応など、

女性相談支援員や女性相談支援センター及び女性自立支援施設の支援員

は、専門的かつ新しい知識と相談技術を常に習得し、日々の支援に当たる

ことが求められている。また、特に女性相談支援員が一人しか配置されて

いない自治体においては、女性相談支援員が職責の重さや相談支援の難し

さなどを感じたときにバーンアウトしそうな気持ちになるといった調査

結果が報告（※）されている。 

（※）令和５年度厚生労働省調査研究事業費補助金「困難な問題を抱える女性への支

援の在り方等に関する調査研究事業」報告書 

 このため、令和７年度予算案において、女性相談支援員をはじめとする

各女性支援機関においてスーパービジョン体制の整備を行い、有識者や職

員 OB 等が知識や経験を生かし、支援員が抱える困難事例等に対する助言

を行う等、女性支援機関の支援員の質の向上を図るとともに、業務におけ

る心理的負担を軽減し、その役割を果たすことができる職場環境の整備を

推進することとしているので、各自治体においてはご了知のうえ、事業の

実施について積極的に検討いただくようお願いする。 

 

ウ 昨年度、女性相談支援員の専門性の向上を図ることを目的として、女性

相談支援員養成研修シラバスを策定したところ、本シラバスに基づく研修

教材を現在作成しているところである。各自治体におかれては、本カリキ

ュラムを活用いただきながら、女性相談支援員の専門性の向上等に取り組

んでいただくようお願いする。 

 

（３）国の研修体系の見直し 

女性支援新法第18条に基づき、令和７年度より、国の研修体系を見直し、

女性支援機関や民間団体、都道府県担当者など関係者全てに研修の機会を設

けるとともに、心理職員の専門性向上のための研修を実施することとしてい

る。 

具体的な研修内容等については追って連絡するが、特に、女性支援関係機

関の支援職員等向けに行うことを予定しているブロック別研修（北海道・東
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北ブロック、関東・甲信越ブロック、東海・北陸ブロック、近畿ブロック、

中国・四国ブロック、九州ブロック）では、開催地の決定や運営等にあたっ

て、都道府県のご協力をいただきたいと考えているのでよろしくお願いする。 

 

（４）権利擁護及び質の評価の仕組みの検討 

女性支援新法附則第２条に基づき、支援を受ける者の権利擁護の仕組みの

構築及び支援の質を公正かつ適切に評価する仕組みの構築を目的として、令

和６年度は女性自立支援施設に関する第三者評価基準等を策定することと

している。各都道府県においては、当該基準に基づく第三者評価の受審を積

極的に検討されたい。 

また、令和７年度においては、女性相談支援センター一時保護所の第三者

評価基準の策定等について、検討を進めることとしており、検討に当たって

は、各自治体に対する調査等を行う場合があるため、予めご承知いただくよ

うお願いする。 

 

 

２ 令和７年度当初予算案等について 

（１）官民協働等女性支援事業【新規】 

「官民協働等女性支援事業」は、様々な困難な問題を抱えた女性について、

公的機関と民間団体が密接に連携し、アウトリーチからの相談対応や、居場

所の確保、地域での自立・定着、公的機関や施設への「つなぎ」を含めたア

プローチを実施するのに必要な費用を補助するものである。本事業は、現行

の「若年被害女性等支援事業」を再編し、次の下線部分の支援について新た

に補助対象とするものである。   

【事業の概要・スキーム】 

① 困難な問題を抱えた女性について、夜間見回り等による声掛けによる相談

支援や、出張相談窓口における相談支援、ＳＮＳを活用した相談支援等を実

施（アウトリーチ支援・ＳＮＳ相談支援） 

② 一時的に安心・安全な居場所での支援が必要と判断された際に、居場所の

提供や食事の提供など日常生活の支援を行うとともに、相談支援を実施（居

場所の確保） 
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③ 継続的な支援が必要と判断される者や、居場所支援が長期化する者に対し、

居住地や就業、教育に関する情報提供や助言など必要な自立に向けた支援を

実施（自立支援） 

④ 自立支援計画に基づき、生活再建や生活習慣の改善等の生活支援や就労支

援等を受けながら一定期間居住できる場所の提供（ステップハウス） 

⑤ 電話相談、家庭訪問、職場訪問等を通じて地域生活を定着させるための継

続的な支援（アフターケア） 

⑥ 関係機関連携会議 

  行政機関、民間団体、医療機関等で構成する会議を設置し、支援内容に関す

る協議等を行い、相互に情報共有を図る。 

⑦ 支援体制強化（ＩＣＴ導入支援） 

  ①～⑤の実施に際し、ＩＣＴを活用した支援の導入や情報管理等を実施 

 

※ 留意事項 

・ 支援対象者については、「若年女性」に限定するものではないこと 

・ 必須事業である「関係機関連携会議」は、既存の会議（支援調整会議を含

む）を活用することも可能であること 

・ アウトリーチ支援、居場所の提供、自立支援、ステップハウス、アフター

ケアについては、取組毎に民間団体へ委託等することも可能であること 

＜実施主体＞都道府県・市町村（特別区含む） 

＜補助率＞国１／２（都道府県・市町村１／２） 

 

（２）女性自立支援施設通所型支援モデル事業【拡充】 

「女性自立支援施設通所型支援モデル事業」は、本来女性自立支援施設へ

の入所が望ましい者であっても、特に若年女性や、同伴児のいる女性などに

ついては、本人の同意が取れず、入所に繋がらないケースが少なくないため、

そういった者に対し、施設の専門性を生かし、入所せずとも通所で支援でき

る体制を構築することを目的としたものであり、令和６年度より実施してい

る。具体的には、 

・ 施設における日中活動を通じた居場所の確保や生活習慣の定着支援の

実施 

・ 通所による心理療法の実施 

・ 当事者同士の交流の場を提供するなどといったピアサポートの実施 

・ 施設の生活体験 
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等に必要な費用を補助するものであるところ、女性自立支援施設が住所を秘

匿としている場合も多いことに鑑み、令和７年度予算案においては、通所型

支援実施のための場所を借りる場合の賃借料補助を新設することとしてい

る。 

都道府県におかれては、本事業を積極的に活用いただくとともに、管内の

女性自立支援施設等への周知について、ご協力をお願いする。 

＜実施主体＞都道府県 

＜補助率＞国３／４ 

 

（３）女性相談支援員活動強化事業【拡充】 

「女性相談支援員活動強化事業」は、都道府県及び市町村が女性相談支援

員を配置する場合に必要な費用の補助を行うものである。 

これまで、女性相談支援員の処遇を確保し、専門性の向上を図るため、研

修受講の有無や経験年数に応じた手当を支給できるよう処遇改善を実施し

ているところであるが、令和７年度より、女性相談支援員の質の向上、業務

における心理的負担の軽減や職場環境の整備のためのスーパービジョン整

備事業を実施することとしており、積極的に活用いただくようお願いする。 

＜実施主体＞都道府県・市町村（特別区含む） 

＜補助率＞国１／２（都道府県・市町村１／２） 

 

（４）困難女性支援活動・ＤＶ対策機能強化事業【拡充】 

「困難女性支援活動・ＤＶ対策機能強化事業」は、困難な問題を抱える女

性への支援及び暴力被害女性の保護を目的として、 

・ 困難な問題を抱える女性への支援の推進を図るための広報啓発 

・ 夜間休日の電話対応及びＳＮＳを活用した相談支援 

・ 女性相談支援センターにおける弁護士による法的相談 

・ 女性相談支援センターの職員等を対象とした各種研修の開催 

・ 女性自立支援施設入所者への地域生活移行支援（ステップハウス） 

・ 女性自立支援施設退所者への相談支援（アフターケア） 

  等に必要な費用を補助するものである。 
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令和７年度より、女性相談支援センター・女性自立支援施設職員へのスー

パービジョンに必要な費用を補助する事業を実施することとしており、積極

的に活用いただくようお願いする。 

＜実施主体＞事業により異なる。 

＜補助率＞国１／２（地方負担割合は、事業により異なる。） 

 

（５）ＤＶ被害者等自立生活援助事業 

「ＤＶ被害者等自立生活援助事業」は、一時保護所退所後のＤＶ被害女性

が、地域で自立した生活を継続して送られるよう、民間団体が運営するＤＶ

シェルター等を活用し、自立支援やアフターケアを行う場合に必要な費用を

補助するものである。 

それぞれの民間団体の特徴や強みを生かした柔軟な事業実施が可能なも

のであることから、積極的に活用いただくようお願いする。 

＜実施主体＞都道府県・市（特別区含む） 

＜補助率＞国１／２（都道府県・市１／２） 

 

（６）民間団体支援強化・推進事業 

「民間団体支援強化・推進事業」は、民間団体との協働による支援の実施

に向け、民間団体の掘り起こしや育成等を行う場合に必要な費用を補助する

ものである。 

具体的には、 

・ 女性支援を行っている民間団体の調査や外部有識者等を含めた会議体

を設け、団体の掘り起こし策等の検討を行うこと 

・ 民間団体の育成を目的とした、民間団体へのアドバイザー派遣や、他の

民間団体での実地訓練などの取り組み 

・ 相談支援や自立支援に関する立ち上げ支援 

により、民間団体を発掘・育成を図るものである。 

 なお、新たな団体の立ち上げに限らず、他分野で活動している団体を活用

する場合においても補助対象となるため、積極的な活用をお願いする。 

＜実施主体＞都道府県・市町村（特別区含む） 
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＜補助率＞国１／２（都道府県・市町村１／２） 

 

（７）困難な問題を抱える女性への支援体制構築事業 

「困難な問題を抱える女性への支援体制構築事業」は、 

・ 都道府県基本計画の見直しや、市町村計画の策定 

・ 女性相談支援員等の専門職の採用活動 

・ 自治体におけるＩＣＴの利活用 

・ 女性相談支援センター、一時保護所、女性自立支援施設における入所等

の生活向上を図ることを目的とした軽微な改修 

・ 身元保証人に係る損害保険契約の保険料 

・ 施設間の交流研修 

等に必要な費用を補助するものであるため、積極的に活用いただきたい。 

 

（８）困難な問題を抱える女性支援連携強化事業 

「困難な問題を抱える女性支援連携強化事業」は、円滑に支援調整会議の

設置・運営が行われるよう、必要な費用の補助を行うものである。 

女性支援新法の施行に伴い、令和７年度より補助率の見直しを行っている

ので留意いただくようお願いする。 

＜実施主体＞都道府県・市町村（特別区含む） 

＜補助率＞国１／２（都道府県・市町村１／２） 

 

（９）女性保護事業費負担金・女性自立支援事業費補助金【拡充】  

「女性保護事業費負担金」は、女性相談支援センターが、ＤＶ被害者やス

トーカー被害者、人身取引被害者、家族関係の破綻や生活の困窮等、社会生

活を営むうえで困難な問題を抱える女性を対象に一時保護を実施する場合

に必要となる費用を負担するものである。 

「女性自立支援事業費補助金」は、女性自立支援施設において、支援対象

者の自立に向けて、中長期的に心身の健康の回復を図りつつ、生活を支援す

る際に必要となる費用を補助するものである。 

令和７年度予算案においては、女性自立支援施設における自立に向けた支
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援を強化するため、新たに 

・ 就職又は進学にかかる資格取得 

・ 就職に際し必要な被服、家具什器等の購入 

・ 学習塾等の利用 

等に必要な予算を盛り込むとともに、 

・ 女性自立支援施設の第三者評価事業の受審にかかる経費 

を計上しており、積極的に活用いただくようお願いする。 

 なお、令和６年人事院勧告にともない、令和７年４月１日より地域手当の

級地区分等が見直されることから、女性保護事業費負担金及び女性自立支援

事業費補助金の要綱においても人事院勧告の改正内容を反映する予定とし

ているため、ご了知いただきたい。    

 

（10）女性相談支援センター運営費負担金  

   「女性相談支援センター運営費負担金」は、女性相談支援センターが行う

困難な問題を抱える女性の移送に必要な費用や、外国籍を有するＤＶ被害者

や人身取引被害者等を保護に必要となる通訳の雇上費用等として、都道府県

等が支弁した経費に対し、国が負担するものである。  

 

（11）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金  

「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」（令和６年 11

月 22 日閣議決定）においては、「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付

金」の推奨事業メニューについて、物価高騰の影響を受けた生活者や事業者

を引き続き支援するために同交付金を追加する旨が盛り込まれた。  

各自治体においては、｢重点支援地方交付金を活用した女性自立支援施設

及び救護施設等の支援について｣（令和６年 12 月６日厚生労働省社会・援護

局総務課女性支援室・保護課保護事業室・地域福祉課事務連絡）をご確認い

ただき、女性自立支援施設、女性相談支援センター、女性相談支援センター

一時保護所等における光熱水費や食材料費の高騰に対する支援や施設整備

における資材費及び施設の維持管理費の高騰分への支援について、他の自治

体の事例も参考にしながら、積極的に同交付金の活用についてご検討いただ
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きたい。  

 

（12）社会福祉施設等施設整備費補助金（女性自立支援施設等分） 

「社会福祉施設等施設整備費補助金（女性自立支援施設等分）」は、女性

支援新法に基づき、都道府県又は女性相談支援センター設置市における女性

相談支援センター一時保護所の整備に必要な費用、及び都道府県又は社会福

祉法人が設置する女性自立支援施設の整備に必要な費用を補助するもので

ある。 

令和３年度から令和７年度までの５か年は、「防災・減災、国土強靱化の

ための５か年加速化対策」（令和２年 12 月 11 日閣議決定）に基づき、施設

の耐震対策等の整備（耐震化対策、非常用自家発電設備、ブロック塀等対策

及び水害対策）を推進することとしているため、当整備費補助金の活用等に

より、通常整備と併せて耐震化対策等の整備についてご検討いただきたい。 

 

（13）補助金の適正な執行について 

国庫補助金については、事業目的と異なる他の用途へ使用されることや、

複数の国庫補助金で重複して同一対象経費に充てられることがないよう徹

底することが必要である。 

そのため、補助金の申請及び実績報告に当たっては、 

・ 事業の実施者（委託先及び補助先を含む）において、当該国庫補助事業

以外の他の事業（自主事業や他の補助事業等）が行われていないか確認す

ること 

・ 他の事業が行われている場合は、国庫補助事業の対象経費が、他の事業

との間で適切に区分又は按分されているかを確認すること 

・ 複数の事業に共通して従事している職員等や、共通して使用されている

物件等がある場合は、当該共通の職員等や物件等に関する経費について、

区分又は業務量や支援対象者数等により適切に按分し、重複がないように

整理すること 

等について徹底いただくようお願いする。 
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３ その他 

（１）関係支援機関や他の支援制度との連携・協働 

ア 困難な問題を抱える女性への包括的な支援体制を構築するため、都道府

県においては、管内の女性支援の実施状況や実施体制等を踏まえ、自治体・

公的支援機関・民間団体間の緊密な連携や協働に向けた調整を積極的に行

うようお願いする。また、これらの連携や協働に当たっては、基本計画の

策定や支援調整会議の設置が重要であるところ、これらの取組について、

都道府県はもとより市町村においても実施されるよう、管内自治体へ働き

かけや助言を行っていただくようお願いする。 

イ 女性が抱える複合化・複雑化している困難な問題への支援に当たっては、

こども施策や、生活困窮者自立支援制度、精神保健医療福祉施策の関係機

関、医療機関等との連携が重要である。このため、関連通知（※）において、

具体的な連携方法として、担当部局間や支援機関間の日常的な情報共有や、

連絡調整担当の設定、双方の制度の理解のための合同研修の実施、各制度

の関係機関と女性支援機関との連絡先の共有、支援調整会議等を通じた連

携等をお示ししており、内容についてご了知いただくとともに、積極的な

連携に向けた取組を行っていただくようお願いする。 

  （※） 「こども施策と女性支援施策との連携について」（令和５年９月１日社援女発0901

第１号厚生労働省社会・援護局総務課女性支援室長・こども家庭庁支援局虐待防止対策

課長・家庭福祉課長通知）「困難な問題を抱える女性への支援施策と生活困窮者自立支

援制度との連携について」（令和６年６月24日社援女発0624第１号・社援地発0624第３

号厚生労働省社会・援護局総務課女性支援室長・地域福祉課長通知）、「女性支援施策と

精神保健医療福祉施策の連携について」（令和６年７月４日社援女発0704第１号・障精

発0704第１号厚生労働省社会・援護局総務課女性支援室長・障害保健福祉部精神・障害

保健課長通知） 

 

（２）悪質ホストクラブ問題 

  悪質ホストクラブ問題をめぐっては、昨年 12 月に警察庁の検討会において

とりまとめられた「悪質ホストクラブ対策に関する報告書」において、風営適

正化の改正も含めた対応が提言されるとともに、「同法に基づく規制、取締り

のみならず、関係機関相互で緊密に連携の上、被害予防、被害者支援等を含め
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た多角的な取組を一層推進する必要がある」とする対策の方向性がまとめられ

たところである。 

被害に遭われた方それぞれの事情に応じて、関係機関が連携しながら支援

を行っていくことが重要であるが、どこに何を相談して良いか分からない方

については、まずは、女性相談支援センターを最初の相談窓口として対応い

ただくようお願いする。 

また、相談者の中には、居住地の都道府県以外の女性相談支援センターに

連絡される場合もあるが、他の都道府県に在住する者から相談があった場合

についても、居住地の都道府県の相談窓口又は専門機関の窓口をご紹介いた

だくなど、適切な相談窓口に繋いでいただくよう配慮をお願いする。 

併せて、「悪質ホストクラブに関する相談受付件数調査について」（令和５

年 12 月８日厚生労働省社会・援護局総務課女性支援室事務連絡）において

依頼しているとおり、女性相談支援センターにおいて受け付けた悪質ホスト

クラブ問題に関する相談件数について、毎月５日までに前月分の状況をご報

告いただくよう引き続きご協力をお願いする。 

 

（３）「民法等の一部を改正する法律」の施行に向けた取組 

共同親権の内容を含む「民法等の一部を改正する法律」の施行に向けて、

国では周知用のパンフレット等を作成したところであるが、今後もＱ＆Ａ形

式での解説資料の作成や研修会等の実施を予定しているのでご了知いただ

くとともに、管内市町村等への周知につきご協力をお願いする。 

 

（４）外国籍を有する女性等への支援 

困難な問題を抱える女性への支援に関しては、令和５年３月に公布した

「困難な問題を抱える女性への支援のための施策に関する基本的な方針」に

おいて、女性支援新法の定義する状況に当てはまる女性であれば、年齢、障

害の有無、国籍等を問わず、支援の対象となる旨をお示している。 

   各自治体においては、国籍や在留資格の有無を問わず、必要な支援を提供

いただくようお願いする。 
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（５）人身取引被害者支援 

      人身取引被害者への支援については、人身取引対策行動計画に基づき、関

係機関と連携・協力を図りながら対応いただいているところである。引き続

き、人身取引被害者の保護に当たっては、安全の確保及び心身の健康状態に

配慮した心理的ケア等の対応を行うきめ細かい支援を行っていただくよう

お願いする。 

   また、「婦人相談所及び児童相談所における人身取引被害者の一時保護の

状況等について」（令和５年４月 28 日厚生労働省社会・援護局総務課女性

支援室・こども家庭庁支援局虐待防止対策課事務連絡）において、人身取

引被害者の保護を行った場合は、その都度ご報告いただくよう依頼してい

るため、遅漏のないようお願いする。 

 

（６）「かにた婦人の村」 

「かにた婦人の村」は、全国で唯一の長期入所型の女性自立支援施設であ

る。本施設は、全国から入所者を受け入れ、長期にわたる心身の回復及び生

活や就労等自立に向けた支援を行っているので、これまで入所実績のない自

治体も含め、同施設の活用についてご検討いただきたい。 

また、本施設については、令和６年 11 月末に改築整備が完了し、令和６

年 12 月 16 日より供用を開始したところである。改築整備にかかる費用負担

の考え方については、「長期入所施設「かにた婦人の村」の改築整備に係る各

都道府県の費用負担額について」（令和６年６月 26 日事務連絡）を確認いた

だくとともに、今後当該施設に入所措置を検討している場合は、費用負担の

関係から、事前に東京都担当者にも連絡するようお願いする。 

 

（７）災害時の備蓄 

   各自治体においては、これまでも非常災害計画の策定や避難訓練の実施等、

女性自立支援施設等の災害対策に万全を期するよう指導が行われているも

のと承知しているが、災害時における利用者への支援継続のため、飲料水や

食料等の備蓄等についても必要な対策を講じるようお願いする。なお、「社

会福祉施設等における災害時に備えたライフライン等の点検について」（平
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成 30 年 10 月 19 日事務連絡）において、災害に備えて点検すべき事項（例）

をお示ししているので参考にされたい。 

 

（８）栄養士法の改正に伴う女性自立支援施設の設備基準の改正 

   地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法

律の整備に関する法律（令和６年法律第53号）による栄養士法（昭和22年法

律第245号）の改正に伴い、女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準

（令和５年厚生労働省令第36号）が改正され、令和７年４月１日より施行さ

れる。この改正事項は、都道府県が条例を定めるに当たって従うべき基準で

あることから、ご対応に遺漏なきようお願いする。  

 

（９）女性支援特設サイト「あなたのミカタ」 

  令和６年１月より、厚生労働省の補助金事業により、女性支援特設サイト

「あなたのミカタ」を公開したところであるが、本サイトでは、各地域の支

援窓口や支援内容に関する情報、女性が抱える悩みごとの相談窓口や支援内

容、女性支援に関するコラム・インタビュー記事のほか、支援機関・支援者

向けに、各種通知や調査研究の成果物、広報素材等を掲載している。都道府

県においては、支援を必要とする方や支援機関、支援者に対する積極的な周

知について、ご協力をお願いする。 

 

（10）全国フォーラム 

  令和６年12月に、女性相談支援センター、女性相談支援員、女性自立支援

施設及び民間団体等の関係機関同士のネットワークを構築するとともに、社

会における女性支援への理解をより深めるほか、女性支援に関する機運を醸

成し、女性が安心してかつ自立して暮らせる社会の実現に寄与することを目

的とした「第２回女性支援新法全国フォーラム」を開催したところである。

本フォーラムの動画や資料については、「あなたのミカタ」に掲載している

ため、ご確認いただくようお願いする。 
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第７ 矯正施設退所者等への地域生活定着支援について（総務課） 
 

１ 地域生活定着支援の現状及び課題について 

犯罪をした人等は、その背景に虐待、貧困、孤独・孤立等の様々な生きづらさを抱

えていることが少なくない。それらを解きほぐし、生きづらさに寄り添った支援を行

っていくことは、地域共生社会の実現にとって重要な課題の１つである。 

この課題に対応するため、地域生活定着促進事業において、高齢又は障害により、

福祉的な支援を必要とする犯罪をした人等に対し、各都道府県の設置する地域生活

定着支援センター（以下「センター」という。）が、「①コーディネート業務」、「②

フォローアップ業務」、「③被疑者等支援業務」、「④相談支援業務」、「⑤関係機

関等との連携及び地域における支援ネットワークの構築等」の５つの業務を通じ、そ

の社会復帰及び地域生活への定着を支援し、地域共生社会の実現を図っているとこ

ろである。 

様々な生きづらさを抱えた人等への支援を行うためには、センターが孤軍奮闘す

るのではなく、関係機関等との連携及び地域における支援ネットワークを構築し、地

域の総合力を生かした事業を実施していくことが重要である。 

しかし、現状では、一部のセンターにおいて、官民協働の支援ネットワークの構築

が進みつつあるものの、全国的な傾向として、重層的支援会議や（自立支援）協議会

等といった既存の各種協議体に参加しているセンター数は、再犯防止推進協議会を

除き、半数未満であるという調査研究結果が示されている。また、その結果、センタ

ー間の年間支援件数における最大と最小の差が、約 14 倍の地域差として生じている

という状況にも現れているものと考えられる。 

 

２ 令和７年度の取組について 

（１）令和７年度予算（案）について 

   令和７年度予算（案）においては、これまでの取組に加え、実施を必須としてい

る「⑤関係機関等との連携及び地域における支援ネットワークの構築等」の業務を、

全てのセンターにおいて確実に実施できるよう、新たに「官民協働の支援ネットワ

ークの構築強化費」及び「協議体を活用した連携強化推進費」を追加した。 

 

（２）官民協働の支援ネットワークの構築強化等について 

  ア 官民協働の支援ネットワークの構築強化 

    官民協働の支援ネットワークの構築強化においては、以下のような取組を行う

ことで、各種協議会とセンターとの連携を通じた支援ネットワークの構築強化を

図るようお願いしたい。 

まずは、都道府県におかれては、各都道府県内のどの市町村にどういった協議

会があるのか、どの部署がその窓口となっているのかをリスト化するなど、セン
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ターが行う支援ネットワークの構築強化に係るバックアップをお願いしたい。そ

の上で、都道府県とセンターにおいて、適宜、支援ネットワークの構築強化に係

る情報の整理・共有や具体的な連携手法の検討等を協働して行う。 

次に、都道府県内全域の各種協議会と具体的に連携するに当たっては、例えば、

北海道札幌センターが旭川市の基幹相談支援センターとの連携から、旭川市自立

支援協議会との協働へと発展し、啓発研修や事例検討、個別支援等といった多様

な取組を、効果的かつ一体的に図っているように、その市町村で特徴的な協議会

に焦点を絞って接触を図るなど、地域の実情を考慮して連携し、支援ネットワー

クを構築強化する。 

 なお、センターが市町村や各種協議会等と接触を図る際には、例えば、大阪セ

ンターが大阪府との定期的な意見交換等を契機に、大阪府と大阪センターが協働

し、府内の全 43 市町村への訪問（事業説明・意見交換等）を実現に結び付けたよ

うに、都道府県が市町村との連絡調整等といった橋渡し役を担い、センターと市

町村との接触機会にも同行するような取組を行うなど、都道府県とセンター双方

の強みが生かされるような協働をお願いしたい。 

 

イ 協議体を活用した連携強化の推進 

協議体を活用した連携強化の推進においては、以下のような取組を行うことで、

各種協議会に参画する構成メンバー等への理解啓発を促し、協議体を活用した多

分野・多職種による支援ネットワークの構築強化を図るようお願いしたい。 

具体的には、センターと各種協議体に参画する官民・多機関の構成メンバー等

が広く協働し、司法と福祉が効果的に支援ネットワークを構築していくための仕

掛けとして、例えば、（自立支援）協議会による矯正施設・更生保護施設等の視

察（事例検討含む）や当事者勉強会、依存症回復施設でのプログラム参加等の企

画・立案をセンターが主体的に行い、共に取り組むことで、センターと協議体構

成メンバーとの連携を意図的に促進させるようお願いしたい。 

 

３ その他連絡事項 

（１）都道府県補助に係る予算確保・執行について 

   都道府県におかれては、センターが生きづらさを抱えた人等に対して寄り添い、

社会復帰及び地域生活への定着支援を続けられるよう、持続的な事業運営に資する

だけでなく、実施を必須としている「⑤関係機関等との連携及び地域における支援

ネットワークの構築等」の業務を全てのセンターが確実に実施できるよう、各セン

ターの業務量に応じ、必要な事業費への都道府県補助に係る予算の確保・執行をお

願いする。 

 

（２）その他 

委託先の選定に当たっては、価格のみの評価ではなく、事業の内容を中心とした

総合的な評価を行うなど、事業の質の確保等の観点についても考慮いただきたい。 
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第８ ひきこもり支援について（地域福祉課） 
 

１ ひきこもり支援の現状 

ひきこもり支援については、平成 21 年度から都道府県・指定都市において、「ひ

きこもり地域支援センター」の整備を開始し、平成 30 年度には、すべての都道府県

・指定都市への設置が完了している。 

令和４年度から、ひきこもり状態にある方やその家族が、より身近なところで相

談ができ、支援が受けられる環境づくりのため、都道府県と指定都市に設置してき

た「ひきこもり地域支援センター」を一般の市町村にも設置できるようにするとと

もに、市町村の実情に応じた取組が可能となるよう「ひきこもり支援ステーション

事業」を新たに創設するなど、身近な場所で相談や支援が受けられる環境づくりを

進めるとともに、都道府県には市町村の取組をバックアップする機能を設けている。

（資料参照） 

また、国主体の事業として、ひきこもり支援従事者への新任研修事業も開始した

ところであるが、令和５年度からは、さらに、「現任職員（中堅・指導者）研修」

として、ひきこもり地域支援センター等の中堅職員や指導的な立場を担う支援者に

対するスキルアップ研修の実施や、支援者自身を支援する取組を新たに始めるなど、

支援の質の向上や支援者のサポートにも取り組んでいる。 

さらに、地域住民の理解を深め、当事者やその家族が孤立せず、相談しやすい環

境づくりを促進するため、国が主体となるひきこもり支援の普及啓発・情報発信事

業「ひきこもり VOICE STATION」を実施しており、普及啓発活動にも継続的に取り

組んでいる。 

 

２ 令和７年度の取組について 

（１）令和７年度予算案について 

令和７年度予算案においては、引き続き、自治体におけるひきこもり地域支援

センター等の設置・運営に必要な予算を確保するとともに、都道府県ひきこもり

地域支援センターにおいて、ひきこもり支援推進事業を実施していない市区町村

に対する後方支援を拡充し、定期的な巡回、相談の状況把握、支援のフォローア

ップ、市区町村職員との同行訪問及びケース対応などに取り組む伴走型支援に必

要な専門職員を配置ための加算を創設するなど、支援体制整備の促進を図る。 

また、ひきこもり支援従事者が、複雑・複合化した課題や長期化する支援にお

いて抱える悩みの解消・抑制するための方策として、Slack（スラック）を活用し

たひきこもり支援従事者同士のコミュニケーションの場を設置し、オンライン上

において有用な情報交換等を気軽に行える取組を進めている。 

このコミュニケーションの場は、これまで都道府県及び指定都市のひきこもり

支援業務担当者やひきこもり支援センター職員等を対象としていたが、今般、そ
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の対象者を全市区町村職員等に拡充していることから、令和６年 12 月 9 日付け

事務連絡「ひきこもり支援従事者コミュニケーションツールの活用について」を

発出し、積極的な参加を呼びかけたところである。引き続き都道府県におかれて

は、管内市区町村に広く参加を呼びかけていただくとともに、生活困窮者就労準

備支援事業費等補助金のひきこもり支援推進事業における「支援者ケア加算（国

庫補助基準額 2,000 千円）」の積極的な活用をお願いしたい。 

 

（令和７年度予算案） 

① ひきこもり支援推進事業（拡充） 

ひきこもり地域支援センター等の設置・運営に必要な予算を確保するととも

に、都道府県ひきこもり地域支援センターにおいて本事業を実施していない市

区町村に対する後方支援を拡充し、定期的な巡回、相談の状況把握などに取り

組む専門職員を配置ための加算を設け、市町村による取組の促進を図る。 

 

② ひきこもり地域支援センター職員等への人材養成研修事業（国事業） 

 ひきこもり支援に携わる新任職員や中堅職員等に対して、養成研修を行い、

支援者のスキルアップを図る。       

 

③ ひきこもり支援従事者ケア事業（ひきこもり支援コミュニティ）（国事業） 

全国のひきこもり支援従事者同士が、気軽にひきこもり支援の有用な情報交

換ができ、ノウハウ、経験談を蓄積、検索ができる、ひきこもり支援者のため

のコミュニケーションの場を Slack（オンライン）上に設けることで、支援者

をフォローアップする。 

 

④ ひきこもりに関する地域社会に向けた広報事業（国事業） 

 ひきこもりに関する情報をまとめ、情報発信するポータルサイトの運用をは

じめ、全国各地でのキャラバン活動の実施、イベントやパネルディスカッショ

ンの開催などを通じ、地域におけるひきこもりに関する理解を深め、ひきこも

り当事者やその家族が孤立せず、相談しやすい環境づくりを促進する。 

 

 

 

（２）「ひきこもり支援ハンドブック～寄り添うための羅針盤～」について 

支援現場や関係者の指針としては、平成 22 年にまとめられた「ひきこもりの評

価・支援に関するガイドライン」があったが、策定後 10 年以上が経過していた。

この間、中高年齢層のひきこもり状態にある方の調査結果をはじめ、8050 世帯な

ど複雑化・複合化した課題を抱える世帯の顕在化や、NPO 法人などの多様な支援

主体の参画など、ひきこもり支援の状況は大きく変化してきたことから、現状の

課題等を踏まえた、基礎自治体で支援に関わる職員や、委託先の相談機関、居場

所職員等が拠り所とすべき新たな指針づくりに取り組んできたところである。 
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今般の「ひきこもり支援ハンドブック～寄り添うための羅針盤～」では、ひき

こもり状態にある本人及びその家族等に関わる全ての支援者が、伴走支援を行う

にあたって共通認識として理解してほしい内容を網羅的に記載している。各自治

体におかれては、このハンドブックに記載されている内容を参考とし、支援を受

ける本人やその家族等との対話を通して、より良い支援の実現に繋がるよう活用

いただきたい。 

 

 

（３）市町村におけるひきこもり支援体制の構築について 

ひきこもり支援体制の構築にあたっては、全ての市町村において、①ひきこも

り相談窓口の明確化・周知、②支援対象者の実態やニーズの把握、③市町村プラ

ットフォームの設置・運営に取り組んでいただくようお願いしているところであ

るが、令和５年度末現在の取組状況は以下のとおりとなっている。 

これらの取組は、ひきこもり支援体制構築の出発点になるものであることを踏

まえ、未実施の市町村においては、早急な取組みをお願いするとともに、都道府

県においては、既に体制構築を進めた市町村の取組を共有すること等、必要なバ

ックアップをお願いしたい（令和２年 10 月 27 日付け当局地域福祉課長通知「ひ

きこもり支援施策の推進について」及び令和４年６月 30 日付け事務連絡「市町村

プラットフォーム設置・運営状況等の周知と取組の促進について（依頼） 」を参

照）。 

 実施自治体数 実施率 

① -１ ひきこもり相談窓口明確化(n=1,741) 1,487 自治体 85.4％ 

① -２ うち、ひきこもり相談窓口周知(n=1,487) 1,320 自治体 88.8％ 

②   支援対象者の実態把握(n=1,788) 1,005 自治体 56.2％ 

③   市町村プラットフォームの設置(n=1,741) 1,319 自治体 75.8％ 

※令和６年３月末時点実績 
 

３ 就職氷河期世代支援について 

就職氷河期世代への支援については、「経済財政運営と改革の基本方針 2023」（令

和５年６月 16 日閣議決定）における就職氷河期世代支援の「第二ステージ」の方針

に基づき、就職氷河期世代の社会参加などを集中的に支援し、令和６年度に最終年

を迎えた。支援の第二ステージが終了する令和７年度からは、ひきこもり支援推進

事業をはじめとした一般施策において、就職氷河期世代支援を含めて共通的な課題

を抱える幅広い世代を対象とした取組を進めていくこととしているので、引き続き

一人ひとりの状況に応じた丁寧な支援をお願いする。 

 

４ ひきこもり支援を行う民間事業者とのトラブルを未然防止するため

の支援体制の推進について 
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過去の報道等において、ひきこもり支援を目的として掲げる一部の民間事業者に

以下のような問題があるとされている。 

・ ひきこもり当事者が本人の意思に反して連れ出され、施設に監禁される 

・ 施設において暴力等を受ける 

・ 契約内容どおりの支援が行われず、契約の解除を求めても返金されない 

これを踏まえ、各自治体においては、ひきこもり状態にある方やその家族に対し

て、民間事業者との契約内容と利用時の対応が異なる、途中で解約できない等、困

ったことがある場合には、「消費者ホットライン」（局番なしの 188）を活用し、消

費生活センター等へ相談するよう、引き続き、注意喚起をお願いする。 

また、ひきこもりや不登校などの事情を抱える未成年者等を受け入れ、共同生活

により自立を促すなどの事業を実施する自立支援をうたう施設で違法行為が疑われ

るなどにより、当該施設の代表者等が逮捕された事案も発生したところである。 

これを受け、ひきこもり支援を必要とする本人やその家族へのトラブルを未然に

防ぎ適切な支援を受けられるようにするため、令和６年５月 30 日付け事務連絡「ひ

きこもり支援を行う民間事業者とのトラブルを未然防止するためのひきこもり支援

体制の推進について（依頼）」を発出し、管内市区町村において、ひきこもり状態

にある方やその家族等が相談可能な窓口を早期に明確化するとともに、地域住民へ

窓口の周知に一層努めるようお願いしたところである。 

併せて、都道府県及び指定都市においては、ひきこもり地域支援センターにおい

て、そのような民間事業者に関する相談に対応いただくよう引き続きお願いすると

ともに、ひきこもり支援推進事業を活用したひきこもり地域支援センターへの法律

の専門職の配置についての検討と具体化についてもお願いしたい（平成 30 年３月

５日付け事務連絡「ひきこもり支援を目的として掲げる民間事業の利用をめぐる消

費者トラブルについて（注意喚起）」を参照）。 
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第９ 成年後見制度の利用促進について（成年後見制度利用促進室） 

 

１ 成年後見制度利用促進の現状及び課題について 

 

成年後見制度は、認知症や知的障害・精神障害により財産管理や日常生活等に支

障がある人を支える重要な制度である（民法の改正等により平成 12 年に創設）。今

後、認知症高齢者の増加や単身世帯の高齢者の増加が見込まれる中、成年後見制度

の利用の必要性がより一層高まっていくものと考えられる。その一方で、成年後見

制度の利用者数は増加傾向にあるものの、認知症高齢者等の数と比較して著しく少

ない状況1である。このような状況を踏まえ、平成 28 年４月に「成年後見制度の利

用の促進に関する法律（平成 28 年法律第 29 号）」が成立した。 

平成 29 年３月には同法に基づく「成年後見制度利用促進基本計画」（平成 29 年

度～令和３年度の５年間）が閣議決定され、利用者がメリットを実感できる成年後

見制度の運用改善、権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり、安心して成年後

見制度を利用できる環境の整備などを進めてきた。 

これにより、本人の意思決定支援や身上保護を重視した成年後見制度の運用が進

みつつあり、また、各地域で相談窓口の整備や判断能力が不十分な人を適切に必要

な支援につなげる地域連携のしくみが整備されつつある。他方、後見人等（成年後

見人、保佐人及び補助人）が意思決定支援や身上保護を重視しない場合があるとい

った指摘があり、また、地域連携ネットワークなどの体制整備は、特に小規模の町

村などで進んでいないといった課題がある。 

 

２ 第二期成年後見制度利用促進基本計画について 

   

 令和４年３月には「第二期成年後見制度利用促進基本計画～尊厳のある本人らし

い生活の継続と地域社会への参加を図る権利擁護支援の推進～」（令和４年度～令

和８年度の５年間）が閣議決定された。 

第二期計画において、本人にとって適切な時機に必要な範囲・期間で利用できる

ようにすべき等の指摘を踏まえ、「成年後見制度の見直しに向けた検討を行う」と

されたこと等を受け、法務省では、令和６年２月に法制審議会民法（成年後見等関

係）部会を設置し、同年４月より成年後見制度の見直しに向けた調査審議を開始し

た。 

 
1 令和４年における認知症の高齢者は 443 万人、また、軽度認知障害の高齢者は 558 万人と推計

されている。一方、成年後見制度の利用者数は令和５年 12 月末時点で 24.9 万人。 
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併せて、同計画では、「成年後見制度の見直しの検討をより深めていくためには、

成年後見制度以外の権利擁護支援策を総合的に充実させていく必要がある」とされ

ていることから、厚生労働省においては、新たに意思決定支援等によって本人を支

える各種方策や司法による権利擁護支援策を身近なものとする各種方策の検討を進

め、成年後見制度の見直しの検討等に対応して、福祉の制度や事業の見直しを検討

している。また、権利擁護支援の必要性にかかわらず、単身世帯の増加や家族の在

り方の変化等により、今後、身寄りのない者が増加する傾向を踏まえ、身寄りのな

い高齢者等が抱える生活上の課題等への対応についても検討が必要であることか

ら、これらの事項について、令和６年６月より「地域共生社会の在り方検討会議」

において検討を開始した。 

令和７年度においても、引き続き、成年後見制度の見直しに向けた検討や権利擁

護支援策を総合的に充実するための検討、成年後見制度の運用改善等や地域連携ネ

ットワークづくり等の各施策（以下参照）について、工程表に基づき推進するとと

もに、施策の性質に応じて設定したＫＰＩ（以下参照）については、令和６年４月

時点の進捗状況を踏まえると令和６年度末までの達成は困難な状況であるが、令和

８年度までの残りの第二期計画における達成に向けて、積極的に取り組む必要があ

る。 

 また、今年度は第二期計画の中間年度であることから、現在、成年後見制度利用

促進専門家会議において、第二期計画に掲げる各施策の進捗状況を踏まえて個別の

課題・検討を行っている。中間検証結果がとりまとめられ次第、情報提供するので

留意されたい。 

 

<第二期計画のポイント> 

（１）成年後見制度の見直しに向けた検討と権利擁護支援策の総合的な充実 

  ・ 成年後見制度（民法）の見直しに向けた検討。 

  ・ 成年後見制度以外の権利擁護支援策の検討（民間事業者・寄付による権

利擁護支援への取組等を促すための方策、福祉制度・事業の見直しの検討）。 

（２）成年後見制度の運用の改善 

  ・ 家庭裁判所と地域の関係者の連携により、本人にとって適切な後見人等

の選任や本人の状況に応じた後見人等の交代、都道府県による意思決定支

援研修の実施。 

（３）後見人等への適切な報酬の付与 

  ・ 最高裁判所、家庭裁判所で後見人等の適切な報酬の算定に向けた検討を

実施。併せて報酬助成事業の見直しを含めた対応を検討。 

  ・ 成年後見制度の見直しの検討の際、報酬のあり方も検討。併せて関係省

庁で報酬助成等の制度のあり方も検討。 

（４）権利擁護支援の地域連携ネットワークづくりの推進 

  ・ 都道府県の機能強化（都道府県レベルの法律専門職・家庭裁判所を含め

た会議体の設置等）により権利擁護支援の地域連携ネットワークを全市町

村で早期に整備。 
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・ 地域連携ネットワークの計画的整備のため、全市町村で成年後見制度利

用促進基本計画を早期に策定。 

  ・ 市民後見人や法人後見の担い手の育成（都道府県が育成方針策定）や支

援。 

 

<ＫＰＩが示されたもの 及び令和６年度末までの数値目標> 

 ※（ )内は、令和６年４月時点の実績値 

・市町村、法務局・地方法務局、公証役場等におけるリーフレット・ポスターな

どによる任意後見制度の周知 全 1741 市町村（1188 市町村） 

・都道府県による担い手の育成の方針の策定 全 47 都道府県（18 都道府県） 

・都道府県における担い手の養成研修の実施 全 47 都道府県（市民後見人養成

研修の実施：16 都道府県、法人後見実施のための研修の実施：22 都道府県） 

・都道府県による市町村長申立てに関する研修の実施 全 47 都道府県（43 都道

府県） 

・市町村による成年後見制度利用支援事業の推進 全 1741 市町村（高齢者関係

：申立費用 1012、報酬 1048、障害者関係：申立費用 1021、報酬 1045） 

・市町村による計画策定、第二期計画に基づく必要な見直し 全 1741 市町村

（1358 市町村） 

・都道府県による協議会設置 全 47 都道府県（37 都道府県） 

・都道府県による意思決定支援研修の実施 全 47 都道府県（34 都道府県） 

・市町村による成年後見制度や相談窓口の周知 全 1741 市町村（1658 市町村） 

・市町村による中核機関の整備 全 1741 市町村（1187 市町村） 

 

３ 令和７年度予算案及び令和６年度補正予算について 

   

 厚生労働省では、第二期計画を踏まえ、地域共生社会の実現に向けて、第二期計

画の工程表に掲げられた取組を推進するため、引き続き、市町村・都道府県による

「権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり」を後押し、その機能を強化すると

ともに、「新たな権利擁護支援策の構築」に向けた実践や検討を進めることとして

いる。 

このため、令和７年度予算案においては、 

「権利擁護支援の地域連携ネットワークづくりの推進」として、 

・都道府県・市町村・中核機関の権利擁護支援体制の強化 

・地域連携ネットワーク関係者の権利擁護支援の機能強化 

また、「新たな権利擁護支援策の構築に向けた取組の推進」として、 

・身寄りのない高齢者等の生活上の課題に対応するための試行的な取組も含めた

「持続可能な権利擁護支援モデル事業」の実施 

  などの実施に必要となる予算を計上している（以下参照）。 

また、今後も単身世帯の増加が見込まれる中、誰もが安心して年を重ねることが
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できる社会をつくっていくため、令和６年度補正予算において、身寄りのない高齢

者等の生活上の課題に対応するためのモデル事業について、各自治体の実施動向等

も踏まえ、前倒して実施できるよう、事業の実施に必要となる予算を計上している

（以下参照）。 

各都道府県及び市町村におかれては、これらの補助事業を積極的に活用していた

だき、権利擁護支援として成年後見制度等を適切に利用できる体制づくりの推進を

お願いする。 

なお、令和７年度からは新たに都道府県に対する補助対象として、法人後見の取

組に民間事業者等の参画を促す取組（都道府県による市町村支援機能強化事業）を

追加することを予定しているので、積極的に活用いただくよう検討をお願いする。 

さらに、第二期計画では、成年後見制度以外の権利擁護支援策を総合的に充実さ

せていく必要があることが示されている。特に、成年後見制度と日常生活自立支援

事業など既存の権利擁護支援策等との連携を強化し、本人の状況に応じた効果的な

支援の推進を図る必要がある。 

日常生活自立支援事業については、地域によって待機者が生じていることや利用

者数にばらつきがあること、日常生活自立支援事業から成年後見制度への移行に課

題があることに加え、生活保護など関連諸制度との連携強化の必要性も指摘されて

いる。とりわけ、日常生活自立支援事業の利用者のうち生活保護受給者の占める割

合が５割を超える都道府県及び指定都市においては、令和７年度予算案に計上した

「成年後見制度と権利擁護支援策等の連携強化事業」を積極的に活用し、生活保護

担当部局とも緊密に連携した上で、生活保護受給者の置かれた状況やその有する能

力に応じた適切な支援への移行を図っていただくことをお願いする。 

 

<令和７年度予算案の概要> 

（１）都道府県・市町村・中核機関の権利擁護支援体制の強化 

① 都道府県による市町村支援機能強化事業（実施主体：都道府県） 

・ 以下の市町村支援に関する取組（以下「必須取組」）に対する補助を行

う。 

    ア：法律専門職や家庭裁判所等との定例的な協議 

    イ：市町村職員等向けの研修（市町村長申立の実務研修など） 

・ 上記２つの必須取組を行った上で、市町村支援の更なる強化を行う場合

は、以下の取組ごとに国庫補助基準額を加算し、補助を行う。 

ウ：中核機関の立ち上げなど、市町村の体制整備に関する助言等を行う

アドバイザーの配置や派遣 

エ：市町村からの支援困難事案等の相談を受ける窓口の設置及び権利擁

護支援に関する総合的な助言を行うアドバイザーの配置や派遣 

・ 法人後見の取組に民間事業者等の参画を促す取組に対して補助を行う。

【令和７年度追加】 

② 中核機関立ち上げ支援事業（実施主体：市町村） 

・ 中核機関の立ち上げに向けた検討会の実施などの取組に対して補助を行
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う。 

③ 中核機関コーディネート機能強化事業（実施主体：市町村） 

  ・ 中核機関のコーディネート機能の強化を行う場合、以下の取組ごとに国

庫補助基準額を加算し、補助を行う。 

    ア：情報収集や相談対応に関する調整機能の強化に向けた、アウトリー

チの実施や有資格者の配置等の取組 

    イ：法的課題解決後に専門職後見人から市民後見人への交代等を想定す

るなどの支援方針の検討を行う受任者調整の仕組みの導入及び後

見人の苦情対応等に係る関係機関間の連携の構築を行う取組 

    ウ：広域連携における中心自治体としての役割機能の明確化や、近隣の

中核機関の連携を強化する取組 

（２）地域連携ネットワーク関係者の権利擁護支援の機能強化 

① 都道府県による意思決定支援研修等推進事業（実施主体：都道府県、市

町村） 

・ 都道府県等において、国作成の「意思決定支援研修」のカリキュラムや

教材、国が養成した講師等を活用し、親族後見人・市民後見人等や市町村

・中核機関の職員等を対象にした研修を実施する取組などに対して補助を

行う。 

② 互助・福祉・司法の効果的な支援を図るオンライン活用事業（実施主体

：都道府県、市町村） 

・ 中山間地、離島などの市町村において、法律専門職等の地域偏在により

支援が受けにくい状況等を解消するため、互助・福祉・司法における相談

支援等の場面において、オンラインの活用を図る取組に対して補助を行

う。 

③ 成年後見制度と権利擁護支援策等の連携強化事業（実施主体：都道府県、

指定都市） 

・ 日常生活自立支援事業と成年後見制度等との適切な連携を進める取組な

ど、成年後見制度と既存の権利擁護支援策や自立に向けた他の支援策等と

の連携を強化して、本人の状況に応じた効果的な支援を進める取組に対し

て補助を行う。 

  （取組の例） 

生活保護など関連諸制度との連携や成年後見制度等への適切な移行支

援を行う連携コーディネーターの配置、市町村長申立ての所管部署や生活

保護・生活困窮の所管部署等との事例検討、弁護士や司法書士等の専門職

団体や医療機関の関与による外部点検など 

（３）「持続可能な権利擁護支援モデル事業」の実施（実施主体：都道府県、市

町村） 

以下のいずれかのテーマについて、多様な主体の参画を得ながら、利益相

反関係等の課題の整理を含め、既存の関係性や手法に限定しない持続可能な

権利擁護支援の仕組みづくりを検討する。 
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・ 地域連携ネットワークにおいて、民間事業者等が日常生活自立支援事業

による支援の一部に参画する仕組みづくり 

・ 身寄りのない人等に対する、市町村が関与した新たな生活支援（金銭管

理等）・意思決定支援に関する仕組みづくり【身寄りのない単身高齢者等

の生活上の課題に対応するための試行的な取組を含む】 

・ 寄付等の活用や、支援困難事案等を受任する法人後見など、都道府県等

の機能を強化する仕組みづくり 

 

<令和６年度補正予算の概要> 

身寄りのない高齢者等が抱える生活上の課題に対応するためのモデル事業

の実施（実施主体：市町村） 

・ 身寄りのない高齢者等の相談を受け止め、地域の社会資源を組み合わせ

た包括的支援のマネジメント等を行うコーディネーターを配置した窓口

の整備を図る取組 

・ 十分な資力がないなど民間事業者による支援を受けられない人等を対象

とした総合的な支援パッケージを提供する取組 

 

４ 令和７年度の都道府県及び市町村における取組について 

   

まず、都道府県においては、第二期計画に掲げられている都道府県の役割（以下

参照）を踏まえ、市町村による支援体制では対応が困難な事案等に対して助言等の

支援を行うことができる「多層的」な権利擁護支援の仕組みとして、以下のような

取組をお願いする。 

・ 都道府県単位等での協議会を設置すること。 

・ 担い手の育成方針の策定や養成研修を実施すること。 

・ 市町村長申立てに関する研修を実施すること。 

・ 意思決定支援研修を実施すること。 

 

<都道府県の役割> 

・ 都道府県は、市町村単位では解決が困難な広域的な課題に対する都道府県

自らの取組、国との連携確保など、市町村では担えない地域連携ネットワーク

づくりの役割を主導的に果たす。具体的には、担い手の育成・活躍支援、広域

的観点から段階的・計画的にネットワークづくりに取り組むための方針の策定

といった重要な役割を果たす。 

・ また、人口規模が小さく、社会資源等が乏しい小規模市町村を始めとした

市町村に対する体制整備支援の機能を強化し、地域連携ネットワークづくりを

促進する。 
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次に、市町村においては、第二期計画に掲げられている市町村の役割（以下参

照）を踏まえ、地域連携ネットワークを「包括的」なものとしていくため、以下の

ような取組をお願いする。 

・ 中核機関を整備すること。 

・ 市町村計画を策定し、中核機関及び協議会の整備・運営の方針、地域連携ネ

ットワークの支援機能の段階的・計画的な整備方針、地域連携ネットワーク

の機能を強化するための取組の推進の方針、市町村長申立ての適切な実施と

成年後見制度利用支援事業の推進の方針について示すこと。 

・ 成年後見制度を含む権利擁護支援策やその窓口を周知すること。 

また、全国どの地域においても、成年後見制度を必要とする人が制度を利用でき

るようにするため、以下のような取組をお願いする。 

・ 市町村長申立てや成年後見制度利用支援事業について、適切に実施するこ

と。成年後見制度利用支援事業については、対象として広く低所得者を含め

ることや、市町村長申立て以外の本人や親族による申立ての場合も含めるこ

となど、適切な実施内容の検討をすること。 

 

＜市町村の役割＞ 

・ 市町村は、権利擁護支援に関する業務が市町村の福祉部局が有する個人情

報を基に行われることや、行政や地域の幅広い関係者との連携を調整する必要

性などから、協議会及び中核機関の整備・運営といった地域連携ネットワーク

づくりに主体となって取り組む必要がある。その際、地域の実情に応じ、都道

府県と連携して、地域連携ネットワークを重層的なしくみにすることなど柔軟

な実施体制も検討する。 

・ 市町村の地域連携ネットワークづくりに対する主体的な役割は、協議会及

び中核機関の運営を委託等した場合であっても同様であり、積極的に委託事業

等に関わる必要がある。 

・ 市町村は、権利侵害からの回復支援（虐待やセルフネグレクトの対応での

必要な権限の行使等）など地域連携ネットワークで行われる支援にも、その責

務に基づき主体的に取り組む必要がある。 

・ 上記に加え、市町村は、市町村長申立てや成年後見制度利用支援事業の適

切な実施、担い手の育成・活躍支援、促進法に基づく市町村計画の策定といっ

た重要な役割を果たす。 
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第 10 福祉・介護人材確保対策について（福祉人材確保対策室） 

 

１ 福祉・介護人材確保対策について 

 

（１）福祉・介護人材確保対策の推進  

① 介護人材確保の方向性（資料第 10－１～９参照） 

  （介護人材を巡る状況） 

   介護関係職種の有効求人倍率は 4.23 倍（2024（令和６）年 10 月）と依然として高い

水準にあり、全職業より高い水準で推移している。介護職員の離職率は長期的に低下

傾向にある一方、その中で離職率が低い事業所と高い事業所が二極化している。  

   

※ 2024（令和６）年７月に公表した「第９期介護保険事業計画に基づく介護職員の 

必要数」によれば、2026（令和８）年度末には約 240 万人、2040（令和 22）年末に

は約 272 万人が必要とされている。なお、この数値は、市町村が推計した第９期介

護保険事業計画の介護サービス見込み量等に基づき、都道府県が必要となる介護職

員数を推計したものを機械的に取りまとめたものである。 

    

   高齢化が進展し、生産年齢人口が減少する中で、介護職員数については、2023（令和

５）年 10 月１日時点で約 212.6 万人（対前年△2.9 万人）となっている。人材確保が

一段と厳しくなる中で、これまで以上に取組を強化していく必要があり、介護福祉士

を目指す学生を増やす取組とともに、多様な人材の参入促進や働きやすい環境の整備、

人材育成の支援、外国人介護人材の受入の推進など総合的に取り組むことが必要であ

る。 

令和６年度補正予算や令和７年度予算（案）において、新たな施策や既存施策の充

実など、福祉・介護人材の確保を推進していくために必要な予算を計上しているとこ

ろである。各都道府県におかれては、こうした施策を積極的に活用するとともに、引

き続き、介護福祉士修学資金貸付事業や離職した介護人材の再就職準備金貸付事業、

地域医療介護総合確保基金などを活用することにより、総合的・計画的に取り組んで
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いただきたい。 

 

（山脈型キャリアモデルの普及促進） 

   介護人材確保の目指す姿については、「まんじゅう型」から「富士山型」への構造  

転換が示されたこと（平成 27 年２月福祉人材確保専門委員会報告書）を踏まえ、介護

の担い手のすそのを広げつつ、質の高い介護福祉士の養成・定着等に努めてきた。 

   昨今、介護職の働き方が多様化し、考え方や意識も変化する中で、令和５年度老人保

健健康増進等事業において、介護職員の意欲、能力、ライフステージ等に応じたキャ

リアパスを構築し、定着促進や資質向上につなげる観点から、マネジメントだけでは

なく、看取りケア等の特定のスキルを極めることや、地域住民に対し介護の知識や技

術の指導を行うことなど、多様なキャリアの選択肢、複数の到達点を持つ「山脈型キ

ャリアモデル」が示されたところ。後述の令和６年度補正予算事業等も活用しながら、

介護現場への普及・浸透を目指した事業を実施する予定。都道府県においても本キャ

キャリアモデル構築の趣旨をご理解いただき、関係団体とも連携しながら、管内事業

者への積極的にご周知いただきたい。 

 

② 都道府県の役割（資料第 10－10～10－12） 

都道府県においては、雇用情勢を踏まえ、介護人材の需給状況や就業状況を把握す

るとともに介護人材に対する研修体制の整備、介護の仕事の魅力・社会的評価向上の

ための情報発信、人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度の実施、経営者や関係

団体、関係機関等のネットワークの構築など、広域的な視点に立って、市区町村単位

では行うことが難しい人材確保の取組を進めていく役割がある。  

 

（地域一丸となった介護人材確保対策の推進） 

介護人材確保に向けては、例えば、福祉人材センター等を事務局にし、関係団体、

都道府県労働局（ハローワーク等）、介護労働安定センターなどの労働関係機関、

教育委員会・学校などの教育関係機関、地域の経済団体等に広く参加を求め、協議

会を設置し、議論しながら、施策を推進するなど、関係者が方向感と目標を共有し、
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地域一丸となって、効果的・効率的な人材確保に取り組むことが必要である。 

 特に、関係団体、関係機関等のネットワーク構築については、都道府県が主導し

て構築することが非常に重要であり、各組織と連携し、お互いの強みを発揮しあ

うことで更なる効果的な取組が行われるものと考えられる。これまでも、様々な

連携体制の構築、取組が行われているが、具体的には、 

・ 広島県（行政）や事業者団体、職能団体、教育委員会等で構成される「広島県

福祉・介護人材確保等総合支援協議会」を設置し、「人材マッチング」、「職場

環境改善や資質向上」、「イメージ改善・理解促進」を３本柱として、様々な取

組を実施。「イメージ改善・理解促進」では、若手の介護職員を中心としたワ

ーキングチームを設置。地域の小中高大学への出前講座や、魅力発信のイベン

トを勢力的に行い、若者の福祉・介護分野への参入促進を図る 

・ 静岡県福祉人材センター、静岡労働局、ハローワーク、介護労働安定センター

静岡支部と日常的に連携し、連携調整会議の開催や、ハローワークへの出張相

談を定期的に開催するほか、介護労働安定センターで行う実務者研修と福祉人

材センター主催の就職ガイダンス＆ミニ就職相談会を同時開催して就職につな

げやすくするなど、各機関と連携することで、効果的な人材確保につなげる 

等実施されているので、ご参考にされたい。 

また、これらの連携体制の構築にあたっては、地域医療介護総合確保基金の活

用のほか、老健局において令和６年度補正予算に計上された「介護人材確保のた

めの福祉施策と労働施策の連携体制強化事業」により、都道府県介護保険部局や、

都道府県労働局（ハローワーク等）、関係団体、福祉人材センターなどが連絡協議

会を設置し、各組織連携して、介護分野の求職イベント等の実施を支援する事業

等についても活用を検討いただきたい。 

 

 ③ 介護福祉士修学資金等貸付事業について（資料第 10－13、14 参照） 

介護福祉士修学資金等貸付事業は、今後、必要となる介護人材等を着実に確保して

いくため、介護福祉士養成施設に通う学生に対して修学資金の貸付等を実施し、地域

の福祉・介護人材の育成及び確保並びに定着を支援することを目的としている。 
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更なる介護人材の確保・定着を図るため令和６年度補正予算において、介護福祉士

修学資金等貸付事業における貸付原資の確保（41 億円）に係る内容を盛り込み、本

事業が安定的に継続できるよう対応を行った。 

各都道府県におかれては、本補正予算のほか既存の貸付原資を積極的に活用し、介

護福祉士養成施設に入学する外国人留学生を含め、介護福祉士の資格取得を目指す

者や実務者研修の受講者、介護職に再就職する者等への支援に向け、都道府県社会福

祉協議会などの関係団体や労働関係部局と緊密に連携を図り、適切かつ着実に実施

されるよう引き続き取り組んでいただきたい。 

また、国から所要額調査等の際には、養成校への聞き取りを丁寧に行うなど必要な

措置を講じ、必要な者が貸付を受けられるように対応を進めていただきたい。 

 

④ 介護福祉士国家試験のパート合格導入について（資料第 10－15、16 参照） 

少子高齢化が進展する中、介護を必要とする方々の急速な増加が見込まれ、ま

た、認知症高齢者や一人暮らし高齢者の増加等に伴い複雑化・多様化する介護ニー

ズへの対応が求められている。このため、高い専門性を有する介護人材の確保育成

が喫緊の課題であるが、近年、介護福祉士国家試験受験者数は徐々に減少している

状況にある。 

介護福祉士国家試験については、実務経験３年等を経た実務経験ルートでの受験

者が８割以上を占め、就労と国家試験受験に向けた学習の両立が課題との声がある

ことから、今年度「パート合格の導入に関する検討会」において、質を低下させる

ことなく、より受験しやすい国家試験のあり方について検討し、試験を３つのパー

トに分けて合否判定する仕組みの導入について報告書がとりまとめられた。 

令和７年度試験からの導入に向け、準備を進めているため、所管の養成施設等へ

の周知についてご協力をお願いしたい。 

 

 ⑤ 国による福祉・介護人材の社会的評価向上のための取組（資料第 10－17、18 参照） 

    介護の仕事のイメージや社会的評価の向上、理解の促進を図るため、国において介

護の仕事の魅力発信のための取組を行っている。 
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    これまでの全国的なイベントやマスメディア、ネット広告など、発信力がある事業

者による企画・発信に加えて、今年度に引き続き、令和 7 年度においても、介護職自

らが主体となり、自らの声で介護の仕事の魅力・やりがい・誇りを発信するコンテン

ツの企画・制作等を行う事業を実施し、発信力ある事業者と連携して広く発信するこ

とで、更なる介護の仕事の魅力・社会的評価の向上を図ることとしている。 

   都道府県においては、介護のしごと魅力発信等事業ニュースレター「なるほどカイ

ゴ」 （https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41416.html）も参照しつつ、これらの

コンテンツも積極的に活用しながら、地域医療介護総合確保基金を用いて、地域の実

情に応じた介護の仕事の魅力発信を進めていただきたい。（自治体の取組事例につい

ては前述の広島県の取組を参照（資料第 10－10 参照）） 

 

  【介護のしごと魅力発信のためのポータルサイト「知る。わかる。介護のしごと」 

（https://kaigonoshigoto.jp/）】 

    現役の介護職や介護を志す学生のインタビュー、介護現場の紹介などを掲載して

いる。また、魅力発信・理解促進を目的とした人気漫画とコラボレーションしたマン

ガの掲載や、雑誌記事の掲載も行っており、一部コンテンツはダウンロード、二次利

用可能となっているので、地域における魅力発信・理解促進の取組でも広くご活用い

ただきたい。 

  

 

 

 

 ⑥ 令和６年度補正予算を活用した取組の推進（資料第 10－19、20 参照） 

ア 山脈型キャリアモデル普及促進について 

    令和６年度補正予算において、「山脈型キャリアモデル普及促進モデル事業」を

実施するここととしている。本事業では、介護職員の意欲、能力、ライフステージ

等に応じたキャリアパスを構築し、定着促進や資質向上につなげる観点から、マネ

ジメントだけではなく、看取りケア等の特定のスキルを極めることや、地域住民に

108



対し介護の知識や技術の指導を行うことなど、多様なキャリアの選択肢を示し、自

身のキャリアを選べるようにした、複数の到達点を持つキャリアモデル（いわゆる

「山脈型キャリアモデル」）の介護現場への普及・浸透を目指し、職員の意向、事

業所の目指すビジョン等を踏まえた個々のキャリアパスを構築する取組をモデル的

に実施することとしており、その支援・取組の横展開を通じ、人材の離職防止・定

着促進を図ることを目的としている。 

本事業は、民間事業者が実施主体となり、モデル対象事業所への支援等を行うも

のとなるが、本モデル事業の支援・取組・成果等をとりまとめ、その取組を普及・

啓発ため、取組事例の周知や研修等を実施する予定である。都道府県においても本

キャリアモデル構築の趣旨をご理解いただき、関係団体とも連携しながら、管内事

業者への積極的なご周知に協力いただきたい。 

 

イ 介護未経験者マッチング機能強化モデル事業の実施について 

令和６年度補正予算において、「介護未経験者マッチング機能強化モデル事業」

を実施するここととしている。本事業では、介護分野への多様な人材層の参入促進

を図るため、地域の実情に応じ、主に未経験者を対象としたマッチング機能を強化

するモデル（例：民間事業者のマッチング機能を活用し、未経験者でも行うことの

できる介護現場の周辺業務等を有償ボランティアなどで短期・短時間で実施できる

仕組み等）事業を実施し、このモデル事業の支援・横展開を通じ、これまで介護に

関わりのなかった層の介護現場への接点を増加させ、介護人材のすそ野を更に広げ

るとともに、介護現場と地域のつながりの強化を図ることを目的としており、本事

業の実施についても検討いただきたい。 

 

⑦ 地域医療介護総合確保基金等を活用した都道府県等の取組の推進（資料第 10－21、

22 参照） 

 ア 地域医療介護総合確保基金の令和７年度予算について 

2015（平成 27）年度から、消費税財源を活用し、地域の実情に応じた総合的・

計画的な介護人材確保対策を推進するため、各都道府県に設置した地域医療介護
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総合確保基金を活用した、介護人材の「参入促進」、「資質の向上」、「労働環境

・処遇の改善」を図るための多様な取組を支援しているところであり、令和７年度

予算（案）においても、97 億円（国費）を確保し、引き続き都道府県の多様な取

組を支援することとしている。 

 

 イ PDCA サイクルの確立等について 

福祉・介護人材の確保に向けて、介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数に 

おける各都道府県の需給状況等を踏まえながら、地域医療介護総合確保基金等限

られた予算を効率的・効果的に活用しながら、取組を進めることが求められてい

る。この中では、事業ごとに目標設定を行いつつ、実施状況を把握し、事後評価を

行うことで施策を充実・改善していく PDCA サイクルの確立により、中長期的な視

野をもって介護人材等の確保に向けた取組を進めることが重要である。 

目標設定に当たっての指標は、基本的な事項を全国統一的に設定しており、追っ

て、各都道府県から令和６年度の目標の達成状況及び令和７年度の目標設定の報

告を求める予定である。 

この点、「介護施策に関する行政評価・監視－高齢者を介護する家族介護者の負

担軽減対策を中心として－結果に基づく勧告」（平成 30 年６月総務省）において、

介護人材を着実に確保する観点から、介護保険事業（支援）計画において定められ

た介護人材の確保に係る目標の達成状況を毎年度点検し、未達成の場合はその原

因等の分析の徹底を図るよう都道府県に助言することとされている。 

こうしたことから、「介護保険事業（支援）計画の進捗管理について」（平成 30

年７月 30 日厚生労働省老健局介護保険計画課長通知）において、「介護保険事業

（支援）計画の進捗管理の手引き」内で人材の確保に係るＰＤＣＡサイクルの取

組例が示されており、具体的には、「取組と目標に対する自己評価シート」を掲載

し、介護人材の確保に係る定量的な目標設定や当該目標の達成状況の点検・評価

の実施の具体例が示されているので、事業ごとに適切なアウトカム、アウトプッ

ト指標の設定ができているか見直しを行うなど、各都道府県におかれては、同手

引きを活用のうえ、進捗管理を適切に行っていただきたい。 
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ウ 介護に関する入門的研修の実施からマッチングまでの一体的支援事業の推進に

ついて  

     介護未経験者の介護分野への参入のきっかけを作るとともに、介護分野で働く

際の不安を払拭するため、介護に関する入門的研修を実施から研修受講後のマッ

チングまでの一体的な支援に必要な経費に対して助成を行っているところであ

り、本事業への積極的な取組をお願いしたい。 

     あわせて、令和５年度補正予算に計上された「介護の入門的研修から入職までの

一体的支援モデル事業」（令和６年度予算に繰越）については、関係者間で連携し、

入門的研修に加え、職場体験、マッチング等を一体的に行い、切れ目なくフォロー

体制を構築するなどして、実際の入職にまで繋げるモデル構築を目的として、現

在、事業を実施しているところであるが、本モデル事業での実施状況を老健事業に

よりモニタリングし、４月にはモデル事例等の成果をとりまとめる予定のため、こ

の内容も参考にしながら、事業の手法等について検討いただきたい。 

     また、介護に関する入門的研修については、教員の介護現場への理解の推進や介

護に関する指導力の向上等に活用されることが期待されるため、「介護に関する入

門的研修に係る協力依頼について」（平成 30 年７月 12 日厚生労働省社会・援護局

福祉基盤課福祉人材確保対策室事務連絡）により、文部科学省初等中等教育局教育

課程課及び児童生徒課産業教育振興室に対して、同研修の周知について協力依頼

を行ったところである。学校教育における介護に関する教育については、学習指導

要領に基づき、中学校技術・家庭科家庭分野、高等学校家庭科及び福祉科等におい

て指導が行われているところであるが、令和３年度から始まった新しい中学校学

習指導要領及び令和４年度から始まった新しい高等学校学習指導要領において

も、介護に関する内容がそれぞれ充実されていることを踏まえ、各都道府県におい

て、教育委員会等と十分連携のうえ、本研修の受講を推進していただくようお願い

する。 

     さらに、「介護に関する入門的研修についての協力依頼について」（平成 30 年

８月 29 日厚生労働省社会・援護局長通知）により、一般社団法人日本経済団体連
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合会、日本商工会議所、全国中小企業団体中央会に対して、退職前セミナーの実施

の際に従業員に対して介護に関する入門的研修の参加を呼びかける等、協力依頼

を行った。各都道府県におかれても、同通知の趣旨を踏まえ、地域の経済団体等に

協力の働きかけを行うなど積極的に取り組んでいただきたい。 

  

エ 人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業の推進について 

人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度については、事業所自らが行って

いる人材育成や人材確保に向けた取組の「見える化」を図ることにより、働きやす

い環境の整備を進め、業界全体のレベルアップとボトムアップを推進するととも

に、介護職を志す者の参入や定着の促進に資するものと考えている。また、令和４

年 12 月 23 日に公表した「介護職員の働く環境改善に向けた政策パッケージ」に

おいても当該事業の全都道府県での実施を目標として位置づけ、取組を促進して

いくこととしている。 

地域医療介護総合確保基金では、事業所の認証評価制度の運営に要する経費と

して、評価基準の設計や評価事務、事業の周知などに係る費用を支援しているとこ

ろであり、「人材育成等に取り組む介護事業者の認証評価制度の実施について」（平

成 31 年４月１日厚生労働省社会・援護局福祉基盤課長通知）を踏まえ、積極的に

取り組んでいただくとともに、都道府県内全域で認証取得を目指す機運が高まる

よう、管内市区町村、関係機関、関係団体等に周知していただきたい。 

 

オ 地域医療介護総合確保基金を活用したキャリアアップ支援について 

「介護人材に求められる機能の明確化とキャリアパスの実現に向けて」（平成 29

年 10 月４日社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会報告書。以下「報告

書」という。）の中では、介護職のチームによるケアを推進し、ケアの質や介護福

祉士の社会的評価の向上に向け、一定のキャリアを積んだ介護福祉士をチームリ

ーダーとして育成する必要性について指摘されている。 

     公益社団法人日本介護福祉士会においては、報告書を踏まえ、厚生労働省の補助

事業として、「リーダー業務に従事し始めた介護福祉士を対象としたチームリーダ
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ー研修ガイドライン」、「介護人材の機能分化促進に向けたチームリーダーとなる

介護福祉士の育成に係る研修ガイドライン」を取りまとめている。これらのガイド

ラインに基づく研修については、地域の介護施設等でリーダーを担う介護福祉士

を育成し、チームの課題等を認識し、その解決に取り組む課題解決力の向上に有用

であることから、地域医療介護総合確保基金の「多様な人材層に対する介護人材キ

ャリアアップ研修支援事業」を活用し、職能団体等とも協力しつつ取り組んでいた

だきたい。 

   さらに、介護福祉士の更なるキャリアアップの取組として、認定介護福祉士の育

成が始まっている。認定介護福祉士の仕組みについては、資格取得後の展望を持て

るようなステップアップの仕組みとして構想されたものである。このように、職能

団体等が実施している様々な研修等の取組は、資格取得後のキャリアアップにつ

ながることから、地域医療介護総合確保基金を積極的に活用し、職能団体等とも協

力して取り組んでいただきたい。 

 

カ 介護人材の確保・参入促進について 

介護人材については、慢性的な人手不足である状況を踏まえ、より幅広く新たな 

介護人材を確保する必要があることから、令和３年度より、「介護分野就職支援金

貸付事業」を開始し、他業種で働いていた方等が就職の際に必要な経費に係る就

職支援金の貸付けを実施し、介護分野における介護職への参入促進を支援してい

るところである。 

また、若者の介護分野への参入促進、地域の介護人材の育成及び確保並びに定

着を支援するため、福祉系高校に通う学生に対する返済免除付き貸付事業「福祉

系高校修学資金貸付事業」も令和３年度から開始したところである。なお、本事業

は前述の生活困窮者就労準備支援事業費等補助金における「福祉系高校修学資金

等貸付事業」と一体的に実施することとしている。 

両事業の実施にあたっては、都道府県社会福祉協議会及び関係部局等と十分に

連携し適切かつ着実な事業実施に取り組んでいただきたい。 
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⑧ 喀痰吸引等研修の円滑な実施について 

   医療的ニーズに対応するため、喀痰吸引等の医療的ケアを行うことができる介護人

材の養成を推進することは急務である。 

そのため、都道府県が登録を行う喀痰吸引等研修を実施する登録研修機関について、

地域医療介護総合確保基金の活用により、喀痰吸引等研修の実施のための経費に対す

る補助や、新規に喀痰吸引等の登録研修機関を開設する際の初度経費に対する助成を

可能としている。 

また、喀痰吸引等研修の実施に当たっては、登録研修機関において実地研修を行って

いない、実地研修先に医療機関を認めていないといった声があることから、喀痰吸引等

研修の受講を希望する者に対する研修機会の確保や適切な運用のため、喀痰吸引等研

修に係る関連法令等を確認し、都道府県及び登録研修機関における研修実施体制の整

備・構築を図るよう、引き続き尽力願いたい。 

 

（２）潜在介護福祉士の就職支援の強化（離職した介護福祉士等の都道府県福祉人材セン

ターに対する届出の積極的活用）について（資料第 10－23、24 参照） 

社会福祉法第 95 条の３において、離職した介護福祉士には、住所、氏名等を都道府

県福祉人材センターに届け出るよう努力義務が課せられており、また、社会福祉事業等

の経営者には、当該届出が適切に行われるよう、必要な支援を行うよう努力義務が課せ

られている。 

（参考：「福祉のお仕事の届出サイト」https://www.fukushi-work.jp/todokede/index_1.html） 

当該届出制度は、離職した介護福祉士の再就業を促進するため、その所在等を明ら

かにし、効果的な支援を行う観点から、離職した介護福祉士について、都道府県福祉

人材センターに対し、氏名・住所等を届け出ることを努力義務としたものであり、届

出システムにより、円滑な届出の実施や離職した介護福祉士に対する情報提供を行っ

ている。 

当該届出システムは、法律で届出が努力義務とされている介護福祉士だけでなく、

介護職員初任者研修や介護実務者研修等の研修修了者であっても届出を受け付けられ

るようになっている。当該届出制度は、いわゆる潜在介護福祉士等の復職に直結する
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仕組みであるが、取組につき各都道府県間で大きなばらつきがある。各都道府県にお

いては、当該届出について、改めて管内の関係団体や社会福祉事業等を実施する事業

者等への積極的な周知徹底をお願いしたい。 

令和６年度補正予算において「潜在介護福祉士等就職支援モデル事業」の計上してい

る。この事業は、届出等を行った求職者が他産業に流れずに、介護・福祉業界に入職等

をするよう、事業所訪問等を通じて事業所の状況把握を行うとともに求職者等に対し

ては積極的にアプローチ（電話や訪問・オンライン）を行い、求職者の性格等を考慮し

たきめ細かなマッチングを行うものであり、積極的に活用いただきたい（資料 10－23

参照） 。 

福祉人材センターについてはその機能強化等のために、令和６年４月４日社援基発

0404 第１号「都道府県福祉人材センターにおける地域の実情を踏まえた効果的な事業

の実施等の促進に向けた対応について」（厚生労働省社会・援護局福祉基盤課長通知）

を発出しているところである（資料 10－24 参照）。都道府県におかれては、これを確

認の上、福祉人材センターと効果的な事業実施に向けた協議等を進めていただきたい。 

 

（３）被災地における福祉・介護人材の確保（資料第 10－25 参照） 

福島県相双地域等（※）は、東日本大震災による甚大な被害や東京電力福島第一原子

力発電所事故により、福祉・介護人材を含む多くの住民が避難を余儀なくされており、

それを背景とした深刻な福祉・介護人材不足が続いている状況である。 

※ 相双地域（相馬市、南相馬市、新地町、浪江町、双葉町、大熊町、富岡町、楢葉町、飯舘村、
葛尾村、川内村）並びにいわき市及び田村市 

このため、広域的な人材確保を図るため「被災地における福祉・介護人材確保事業」

を創設し、福島県外から相双地域等の福祉・介護に従事しようとする者に対する奨学金

の貸与（一定期間従事した場合に返還免除）や住まいの確保を支援してきた。 

しかしながら、相双地域等における介護分野の人材不足の状況が続いており、住民の

帰還を進めていく上で、介護サービスの提供体制を整える必要がある。 

特に、若者の参入促進や即戦力となる中堅職員の確保を図るため、令和３年度から、

相双地域等から福島県内外の養成施設に入学する者への支援や相双地域の介護施設等

において就労した中堅介護職員等に対する新たな支援を実施しているところである
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が、引き続き、これらの取組を行って行くために必要な経費として、東日本大震災復興

特別会計に 1.4 億円を計上している。 

本事業をより多くの方にご活用いただくためには、福島県外の方に本事業を積極的

に広報し、多くの方に知っていただくことが重要であることから、各都道府県におかれ

ては、当該事業について管内市町村や関係団体等に幅広く周知いただくなど、取組への

ご協力を引き続きお願いしたい。 

 

（４）その他の福祉・介護人材確保の推進 

  ① 「介護の日」について 

厚生労働省では、介護についての理解と認識を深め、介護サービス利用者やその家

族、介護従事者等を支援するとともに、これらの人たちを取り巻く地域社会における

支え合いや交流を促進することを目的として、毎年 11 月 11 日を「介護の日」と定

め、介護に関する啓発を重点的に実施している。 

また、「介護の日」に関連して行われる様々な活動との連携を通じて、福祉・介護

サービスに対する一層の周知啓発を図るため、「介護の日」の前後２週間（11 月４

日から 11 月 17 日まで）を「福祉人材確保重点実施期間」としている。 

   各都道府県におかれては、来年度以降も、管内の市町村や関係団体等との緊密な 

連携を通じて、政策効果の高いものとなるよう配慮しつつ、様々な啓発活動を行って

いただくよう、ご協力願いたい。 

 

② 日本社会事業大学における福祉・介護人材の養成 

日本社会事業大学は、厚生労働省から委託を受けて、指導的福祉人材の養成を行っ

ている福祉の単科大学であり、現在、社会福祉学部（２学科）、大学院（博士前期・

後期課程）、専門職大学院（福祉マネジメント研究科）及び社会福祉主事養成課程等

の通信教育科を設置している。 

ア 専門職大学院について 

日本社会事業大学専門職大学院は、社会人を対象に、幅広い視野及び専門知識・

技術を持った高度な福祉専門職業人の養成を目的とした我が国で唯一の福祉の専
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門職大学院である。 

同大学院では、複雑化・多様化する自治体の福祉行政の中核を担う人材を養成す

るため、「地方公共団体推薦入学試験」を設置しているので、各都道府県等におか

れては、職員の派遣について積極的に検討願いたい。 

 

○専門職大学院 福祉マネジメント研究科 

 令和７年度入学試験は、以下のとおり実施することとしている。詳細については、

日本社会事業大学にお問い合わせ願いたい。 

(℡ 042-496-3000 URL https://www.jcsw.ac.jp/） 

・地方公共団体推薦入学試験 

  ・一般、有資格者、指定法人推薦入学試験 

  ・推薦 

 

    

 

入学試験日 出願期間  

 

 

令和 7 年 3 月 1日（土） 

令和 7 年 3 月 9日（日） 

令和 7 年 2 月 3日（月）～14 日（金） 

※令和 7年 2 月 17 日（月）～28 日（金） 

（※早期に募集人員に達した場合は実施しないことがある。） 

 

 

イ 社会福祉事業従事者に対するリカレント講座の開催 

日本社会事業大学専門職大学院では、生涯学習の場として社会福祉事業従者の実

践力を高めることを目的とした「リカレント講座」を実施している。各都道府県等に

おかれては、職員の派遣方についてお願いするとともに、管内の市町村及び関係団体

等への呼びかけをお願いしたい。（令和７年度の実施講座及び日程等については、日

本社会事業大学大学院福祉マネジメント研究科ホームページ「リカレント講座」

[https://www.jcsw.ac.jp/senmonshoku/recurrent/]を参照いただきたい。） 
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③ 全国社会福祉協議会中央福祉学院（ロフォス湘南）における福祉介護人材の養成

（資料第 10－26 参照） 

中央福祉学院で実施している社会福祉主事、施設長、児童福祉司の資格認定の通   

信課程及び社会福祉法人経営者等を対象とする令和７年度の研修会について、資料

第－のとおり開催するため周知をお願いしたい。 

特に、社会福祉主事資格認定通信課程（公務員課程）は、福祉事務所などに従事 

する現業員等に任用される際に必要となる資格を取得できるものであり、受講しや

すくするため、令和６年度から集合研修（スクーリング）を４日間から３日間に短

縮したところであり、多数の受講をお願いしたい。 

 

④ 福利厚生センター（ソウェルクラブ）について（URL: https://www.sowel.or.jp/） 

 社会福祉法第 102 条の規定に基づき、社会福祉事業経営者が単独では実施できない

職員に対する福利厚生事業を全国規模で共同化して実施することにより、民間社会福

祉事業者の福利厚生の向上を図るものであり、センターの活動について承知いただく

とともに周知について協力願いたい。 
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介護分野における人材確保の状況と労働市場の動向
～有効求人倍率と失業率の動向～

有効求人倍率（介護関係職種）と失業率
【平成17年度～令和5年度／年度別】（倍）

有効求人倍率（介護関係職種） （原数値）と失業率（季節調整値）
【平成26年3月～令和6年10月／月別】

○ 介護関係職種の有効求人倍率は、依然として高い水準にあり、全職業より高い水準で推移している。

失業率（右目盛）

有効求人倍率
（介護関係職種）
（左目盛）

有効求人倍率
（全職業）
（左目盛）
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2.10 
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1.91 
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2.68 
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3.95 

4.23 
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4.07 
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0.42 0.51 
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注）平成23年度の失業率は東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県及び福島県において調査の実施が困難な状況となっており、当該3県を除く結果となっている。
【出典】 厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省「労働力調査」

（※１）全職業及び介護関係職種の有効求人倍率はパートタイムを含む常用の原数値。
月別の失業率は季節調整値。

（※２）常用とは、雇用契約において、雇用期間の定めがない、又は４か月以上の雇用期間が定められているものをいう。
（※３）令和4年度までの数値は平成23年改定「厚生労働省職業分類」に基づく「福祉施設指導専門員」、「その他の社会福祉の専門的職業」、「家政婦（夫）、家事手伝」、「介護サービスの職業」の合計であり、

令和5年度以降の数値は平成21年12月改定「日本標準職業分類」に基づく「福祉施設指導専門員」、「その他の社会福祉専門職業従事者」、「家政婦（夫）、家事手伝い」、「介護サービス職業従事者」の合計である。
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職業計 介護関係の職種

都道府県別有効求人倍率（令和6年10月）と地域別の高齢化の状況

介護関係職種全国平均 4.23倍

職業計全国平均 1.16倍

(資料出所) 厚生労働省「職業安定業務統計」 ( 注) 介護関連職種は、ホームヘルパー、介護支援専門員、介護福祉士等のこと。

○ 介護分野の有効求人倍率は、地域ごとに大きな差異があり、地域によって高齢化の状況等も異なる。

75歳以上人口は、都市部では急速に増加し、もともと高齢者人口の多い地方でも緩やかに増加する。各地域の高齢化の状況
は異なるため、各地域の特性に応じた対応が必要。 ※都道府県名欄の（ ）内の数字は倍率の順位

全国山形県(47)秋田県(46)鹿児島県(45)～東京都(11)～大阪府(5)愛知県(4)神奈川県(3)千葉県(2)埼玉県(1)
1632.2万人
＜12.8%＞

19.0万人
＜16.9%＞

18.9万人
＜18.4%＞

26.5万人
＜16.1%＞

146.9万人
＜10.9%＞

105.0万人
＜11.9%＞

80.8万人
＜10.8%＞

99.3万人
＜10.9%＞

70.7万人
＜11.4%＞

77.3万人
＜10.6%＞

2015年
＜＞は割合

2180.0万人
＜17.8%＞
（1.34倍）

21.0万人
＜20.6%＞
（1.10倍）

20.9万人
＜23.6%＞
（1.11倍）

29.5万人
＜19.5%＞
（1.11倍）

194.6万人
＜14.1%＞
（1.33倍）

150.7万人
＜17.7%＞
（1.44倍）

116.9万人
＜15.7%＞
（1.45倍）

146.7万人
＜16.2%＞
（1.48倍）

107.2万人
＜17.5%＞
（1.52倍）

120.9万人
＜16.8％＞
（1.56倍）

2025年
＜＞は割合
（ ）は倍率

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成30(2018)年3月推計)」より作成
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離職率・採用率の状況

注) 離職（採用）率＝１年間の離職（入職）者数÷労働者数
【出典】産業計の離職（採用）率：厚生労働省「令和５年雇用動向調査」、介護職員の離職（入職）率：（財)介護労働安定センター「令和５年度介護労働実態調査」

○ 介護職員の離職率は低下傾向にある。
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離職率階級別にみた事業所規模別の状況

注１) 離職率＝（１年間の離職者数）÷労働者数
注２）離職率の全産業平均15.4％（厚生労働省「令和5年雇用動向調査」より）
【出典】令和5年度介護労働実態調査（公益財団法人 介護労働安定センター）
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○ 介護職員の離職率は、事業所別に見るとバラツキが見られ、１０％未満の事業所が約５割である一方、離

職率が３０％以上と著しく高い事業所も約１割存在する。

13.1%13.0％23.2％50.7％全事業所の割合
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２０２２年度
（令和４年度）

第９期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について

２０２６年度
（令和８年度）

○ 第９期介護保険事業計画の介護サービス見込み量等に基づき、都道府県が推計した介護職員の必要数を集計すると、

・ 2026年度には約２４０万人（＋約２５万人（6.3万人/年））

・ 2040年度には約２７２万人（＋約５７万人（3.2万人/年））

となった。 ※（）内は2022年度（約215万人）比

○ 国においては、①介護職員の処遇改善、②多様な人材の確保・育成、③離職防止・定着促進・生産性向上、

④介護職の魅力向上、⑤外国人材の受入環境整備など総合的な介護人材確保対策に取り組む。

注１）2022年度（令和４年度）の介護職員数約215万人は、「令和４年介護サービス施設・事業所調査」による。
注２）介護職員の必要数（約240万人・272万人）については、足下の介護職員数を約215万人として、市町村により第９期介護保険事業計画に位置付けられたサービス

見込み量（総合事業を含む）等に基づく都道府県による推計値を集計したもの。
注３）介護職員の必要数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する介護職員の必要数に、介護予防・日常生活支援総合事業のうち従

前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員の必要数を加えたもの。

第９期計画期間（2024～2026） 第10期計画期間（2027～2029）

約２１５万人

約２４０万人

約２７２万
人～ ～

～ ～

２０４０年度
（令和22年度）

～～ ～～

～ ～

約
25
万
人

約
57
万
人
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215.4 212.6

（単位：万人）

54.9
63.5

72.4
84.9

96.4
108.6 114.1

119.6 123.3
136.3 142.7

150.9
163.0

要介護（支援）認定者数
（単位：万人）

介護職員数の推移

職員数

【出典】 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」（介護職員数）、「介護保険事業状況報告」（要介護（要支援）認定者数）

176.5

○ 本表における介護職員数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する職員数。

170.8

(183.9)
183.1

(189.9)
183.3

注１） 介護職員数は、常勤、非常勤を含めた実人員数。（各年度の10月1日現在）

注２） 調査方法の変更に伴い、推計値の算出方法に以下のとおり変動が生じている。

(195.1)
186.8

（※３）

210.6

「介護サービス施設・事業所調査」（介サ調査）は全数調査を実施しており、各年度は当該調査による数値を記載。平成12～20年度

介サ調査は、全数の回収が困難となり、回収された調査票のみの集計となったことから、社会・援護局において全数を推計し、各年度は当該数値を記載。（※１）平成21～29年度

介サ調査は、回収率に基づき全数を推計する方式に変更。（※２）平成30年度～

注３） 介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の取扱い

総合事業（従前の介護予防訪問介護・通所介護に相当するサービス）に従事する介護職員は、介サ調査の対象ではなかったため、社会・援護局で推計し、これらを加えた数値を各年度の(  )内に示
している。（※３）

平成27～30年度

総合事業も介サ調査の調査対象となったため、総合事業（従前の介護予防訪問介護・通所介護相当のサービスを本体と一体的に実施している事業所に限る）に従事する介護職員が含まれている。
（※４）

令和元年度～

（※４）
211.9214.9

(203.0)
194.4

（※２）
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総合的な介護人材確保対策（主な取組）

①介護職員の
処遇改善

②多様な人材の
確保・育成

③離職防止
定着促進
生産性向上

④介護職の
魅力向上

⑤外国人材の
受入れ環境整備

○ 介護福祉士修学資金貸付、実務者研修受講資金貸付、
介護・障害福祉分野就職支援金貸付、再就職準備金貸付
による支援

○ 中高年齢者等の介護未経験者に対する入門的研修の実
施から、研修受講後の体験支援、マッチングまでを一体的に
支援

○ 多様な人材層の参入促進、介護助手等の普及促進
○ キャリアアップのための研修受講負担軽減や代替職員の確保支
援

○ 福祉系高校に通う学生に対する返済免除付きの修学資金の貸
付を実施

○ 介護ロボット・ＩＣＴ等テクノロジーの導入・活用の推進
○ 令和６年度介護報酬改定による生産性向上に係る取組の
推進（介護報酬上の評価の新設等）

○ 介護施設・事業所内の保育施設の設置・運営の支援

○ 生産性向上ガイドラインの普及、生産性向上の取組に関する相談
を総合的・横断的に取り扱うワンストップ相談窓口の設置

○ 悩み相談窓口の設置、若手職員の交流推進
○ オンライン研修の導入支援、週休３日制、介護助手としての就労
や副業・兼業等の多様な働き方を実践するモデル事業の実施

○ 民間事業者によるイベント、テレビ、SNSを活かした取組等を通じて全
国に向けた発信を行い、介護の仕事の社会的評価の向上を図るとと
もに、各地域の就職相談のできる場所や活用できる支援施策等の周
知を実施

○ 学生やその保護者、進路指導担当者等への介護の仕事の
理解促進

○ 介護福祉士を目指す留学生等の支援（介護福祉士修学資
金の貸付推進、日常生活面での相談支援等）

○ 介護福祉士国家試験に向けた学習支援（多言語の学習教
材の周知、国家試験対策講座の開催）

○ 介護人材の確保のため、これまでに累次の処遇改善を実
施。介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善
加算、介護職員等ベースアップ等支援加算の創設・拡充に
加え、介護職員の収入を２％程度（月額平均6,000円相
当）引き上げるための措置を、2024年２月から５月まで実施。

○ 令和６年度報酬改定では、以下の改正を実施。
・ 介護職員の処遇改善のための措置をできるだけ多くの事業所に活
用されるよう推進する観点から、３種類の加算を一本化。 

・ 介護現場で働く方々にとって、令和６年度に2.5％、令和７年度に
2.0％のベースアップへと確実につながるよう、加算率を引き上げ。 

○ 海外12ヵ国、日本国内で特定技能「介護技能評価試験」等の実施
○ 海外向けオンラインセミナー等を通じた日本の介護についてのPR
○ 働きやすい職場環境の構築支援（国家資格の取得支援やメンタルヘ
ルスのケアのための経費助成、eラーニングシステム等の支援ツールの
導入費用の助成、介護の日本語学習支援、巡回訪問等）

資料第10－７

125



＜山脈型キャリアモデルについて＞

「介護福祉士のキャリアアップにおける職場環境等の影響に関する調査研究事業」
（令和５年度老人保健健康増進等事業）報告書（概要） 株式会社日本能率協会

キャリアパスについては、全員がマネジメントを到達点としてキャリアアップしていくのではなく、認知症ケア・看取りケア等の特定の
スキル向上、地域全体の介護力向上なども含め、自らの選択で目指していくことが必要。

本人の能力や意欲、またライフステージに応じて、行きつ戻りつしながらキャリアを辿ることが想定される中で、山脈型キャリアモデル
のイメージについては、介護職にとってはそれぞれの意向やライフステージに応じたキャリアを選択できることが可視化されることにより、
自身のキャリアをイメージしやすくなるとともに、早期から自身のキャリアを意識して職務にあたることに寄与すると考えられる。

⓪介護実践（知識と技術の獲得を目指す）
利用者の尊厳の保持、自立支援、個別ケアといった介護実践の前提となる介

護の基本的な考え方を理解し、必要な知識・技術の獲得を目指していく。

①介護実践の深化（専門職としての深化）
一定のキャリアを積んだのちには、介護職のグループの中でリーダーの役割が

求められている。資格取得後も専門職としての倫理を基盤に、知識・技術の習得、
判断力を磨き、介護実践を深化させる。

②育成・指導
自職場の介護職に対する能力開発やその能力を引き出す支援、実習生への指導

など介護職チームメンバーや後進の育成を行う。

③サービスのマネジメント（介護職のまとめ役）
介護職のグループの中で、介護計画等に沿った介護サービスが提供されている

かをその質とともに把握し、その向上・改善に向けた対応や、多職種・多機関の
間で適切に情報をやりとりする。

④認知症ケア・看取りケア等の特定のスキルを極める
認知症の症状に応じた対応、医療やリハビリの必要性が高い方への対応、終末

期の方に対する看取りを含めた対応、障害の特性に応じた対応、複合的な支援ニ
―ズを抱える家族等への対応などに深い専門性を持ち実践している。

⑤現場に加え地域全体の介護力向上を進める
地域の介護講座や小中学校での職業体験授業など、自職場外の介護職員や地域

住民に対して介護の知識や技術に関する育成・指導を行う。介護職自らが地域に
向けて介護のしごとの魅力ややりがい、誇りを発信することが期待されている。

⑥経営のマネジメント
介護サービスに関する経営指標（ex.稼働率や人員配置の適正化）の改善に取

り組んだり、施設・事業所全体の経営指標（ex.売上、利益、収支差額率、労働
分配率）の改善に取り組む。

出典：令和５年度老人保健健康増進等事業「介護福祉士のキャリアアップにおける職場環境等の影響
に関する調査研究事業」報告書（令和６年３月：株式会社日本能率協会）より引用・一部編集

介護職のキャリア⓪～⑥の詳細は右に記載のとおり。また報告書では、
それぞれのキャリアの役割例と、そのキャリアにたどりつき、登っていく
ための研修例が整理されている。
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「介護福祉士のキャリアアップにおける職場環境等の影響に関する調査研究事業」
（令和５年度老人保健健康増進等事業）報告書（概要） 株式会社日本能率協会

出典：令和５年度老人保健健康増進等事業「介護福祉士のキャリアアップにおける職場環境等の影響
に関する調査研究事業」報告書（令和６年３月：株式会社日本能率協会）より引用・一部編集

＜山脈型キャリアモデルに対応する役割・研修体系例＞
山脈型キャリアモデルに示した介護職のキャリア⓪～⑥について、それぞれに対応する役割と研修体系例を整理。この他、ICTの活用やノーリフトケア

に関する研修等、記載されていない研修を含めて介護職としての知識や技術を身につけたり、アップデートするための研修を受講することが求められる。

･サブユニットリーダー
･場面ごとの取りまとめ役
（日勤リーダー、夏祭り等

のイベントのリーダー等）

･認知症介護実践者研修
･介護福祉士基本研修
･福祉職員キャリアパス対応型生涯研修課程（初任者コース）

役割（例） ①にたどりつき、上っていくための研修（例）

①介護実践の深化（専門職としての深化）

･新人職員の指導
･実習指導者
･アセッサー
･サービス提供責任者
･事業所内研修責任者

･介護福祉士ファーストステップ研修
･認知症介護実践リーダー研修
･ユニットリーダー研修
･認定介護福祉士養成研修
･認知症介護指導者養成研修
･福祉職員キャリアパス対応型生涯研修課程（中級職員コース）
･介護福祉士実習指導者講習会
･アセッサー講習
※その他、サービス提供責任者研修、エルダー、メンター研修等が

各地で実施されている

役割（例） ②にたどりつき、上っていくための研修（例）

②育成・指導

･ユニットリーダー
･フロアリーダー
･サービス提供責任者
･主任・介護課長

･介護福祉士ファーストステップ研修
･認知症介護実践リーダー研修
･ユニットリーダー研修
･認定介護福祉士養成研修
･認知症介護指導者養成研修
･福祉職員キャリアパス対応型生涯研修課程(チームリーダーコース)
･小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修
※その他、サービス提供責任者研修等が各地で実施されている

役割（例） ③にたどりつき、上っていくための研修（例）

③サービスのマネジメント（介護職のまとめ役）

介護従事者
･介護助手
･介護職員
･訪問介護員

･介護福祉士実務者研修
･介護職員初任者研修
･生活援助従事者研修
･入門的研修

役割（例） 介護福祉士資格取得以前における制度に位置づけられた研修等

⓪介護実践（知識と技術の獲得を目指す）

認知症ケア委員会や
感染症委員会等の
委員会メンバー

･介護福祉士ファーストステップ研修
･認知症介護実践リーダー研修
･ユニットリーダー研修
･認定介護福祉士養成研修
･認知症介護指導者養成研修

役割（例） ④にたどりつき、上っていくための研修（例）

④認知症ケア・看取りケア等の特定のスキルを極める

･地域の他の事業所での講師
･地域の介護講座の講師、
小中学校での職場体験授業の
講師、福祉教育の講師
･介護のしごとの魅力を伝える
活動
･介護福祉士養成校の講師

･認定介護福祉士養成研修
･認知症介護指導者養成研修

役割（例） ⑤にたどりつき、上っていくための研修（例）

⑤現場に加え地域全体の介護力向上を進める

･施設長・所長
･管理者
･副施設長・副所長
･介護課長

･福祉職員キャリアパス対応型生涯研修課程（管理職員コース)
･認知症対応型サービス事業管理者研修
※その他、管理者向け研修等が各地で実施されている

役割（例） ⑥にたどりつき、上っていくための研修（例）

⑥経営のマネジメント
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１ 概要

• 行政や職能団体、事業者団体で構成される「広島県福祉・介護人材確保等総合支援協議会」を設置。

• 人材のマッチング、職場改善・資質向上、イメージ改善・理解促進を3本柱としてさまざまな取組を実施。

• 平成24年度から令和元年度まで、介護の日イベントとして、介護の日フェスタを８年連続開催（令和２・３年度はコロナで中止）。

• 令和４年度は、介護の日フェスタをリニューアルし、若者の福祉・介護分野への参入促進を目的に、若者が未来に向けて福祉・介護の
魅力を発信していくイベント「カイゴのガッコウ」を実施。

• イベントワーキングを設置し、大学生を含めた若いメンバーで検討し、県内の高校を回って校長先生に話をしながら、高校生の参加者
を集めた。

• 当日は、福祉系高校の生徒による介護実習体験発表会、現役の職員が介護という仕事について語る「現役職員のカタリバ」、介護職
員・住職・棺屋が共に看取りについて語る「異色のクロストーク」、来場者がお棺に入れる、納棺体験など工夫した内容に。

広島県福祉・介護人材確保等総合支援協議会の魅力発信の取組「カイゴのガッコウ」

【行政】【事業者団体】 【職能団体】

広島県福祉・介護人材確保等総合支援協議会

【教育委員会】

２ カイゴのガッコウが生まれるまで

職場改善
資質向上

イメージ改善
理解促進

（事業例）

・無料職業紹介
・就職フェア
・再就職支援

・経営セミナー
・自己点検ツール
・魅力ある職場宣

言（認証制度）

・介護の日フェスタ
・小中高大学出前講座
・若者向け情報誌

Gentle 発行

＜事業の３本柱＞

人材の
マッチング

広島県介護福祉士会では10年前から
実施する出前講座座で関係を築いた
学校に「カイゴのガッコウ」を案内

リニューアル

・広島県及び市の老人施設連盟から若手の介護職員
・県立高等学校教諭・広島国際大学４年生
・広島県職員（医療介護基盤課）・広島県介護福祉士会員

リニューアル

イベントワーキング

若者の意見を取り入れ、
「介護の学校」から
「カイゴのガッコウ」
へ名称変更

若手を中心

に構成

カイゴのガッコウカイゴのガッコウ
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取組内容

趣旨・目的

ハローワーク・介護労働安定センターとの連携静 岡 県 社 会 福 祉 人材 セン ター

〇静岡県社会福祉人材センターは、静岡労働局、ハローワーク、介護労働安定センター静岡支部と日常的に連携。
(ハローワーク連携調整会議：年２回 （参加者）労働局、拠点ハローワーク、人材バンク、人材センターの職員）

〇人材センター主催の相談会の周知協力のほか、ハローワークへの出張相談を年間で定期開催。(共催事業）
〇介護労働安定センターの実務者研修と人材センター主催の就職ガイダンス＆ミニ就職相談会を同時開催。

〇ハローワーク出張相談 （県内各地で定期開催）

ハローワークに出向き、マッチング担当者を講師とする就職ガイダンスと個別相談

（福祉のお仕事相談）を実施する。

・12回/年×７か所 (富士、沼津、清水、静岡、焼津、島田)

・11回/年×１か所（三島）

・６回/年×６か所 (伊東、御殿場、富士宮、掛川、磐田、榛原)

・３回/年×１か所 (下田)

☆R５：122回実施 相談424件、相談求職登録156人、採用53人

〇人材センター主催「ミニ就職相談会」にハローワーク職員も参加。

☆R５：19回実施 参加者336人、相談520件、求職登録59人、採用60人

介護労働安定センターの実務者研修受講者（41人）が、授業の一環として参加

（受講者には就職ガイダンスを事前に実施し、求職登録を案内）
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施策名：介護人材確保・職場環境改善等に向けた総合対策
（介護人材確保のための福祉施策と労働施策の連携体制の強化）

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

・介護人材確保のための連携協議会を設置・運営することで、採用のミスマッチを防止しつつ、地域の特性や
ニーズに合った介護人材の確保・定着を図る。

・都道府県の介護保険部局が主体となって、地域の介護分野の業界団体のほか、都道府県労働局や都道府県福祉人材センター
等の職員で構成される介護人材確保のための連携協議会を設置・運営する取組、及び管内各地域のハローワークや介護事業所
等が協力して行う介護分野の求職イベント等の実施を支援する。

・ 本事業により、都市部に限らず中山間・離島地域などあらゆる地域において、業界団体が関与した具体的な業務説明や施設見学、
職場体験等の機会を効果的に提供することにより、採用のミスマッチを防止し、地域の特性やニーズに合った介護人材の確保・定着
が図られる。

② 対策の柱との関係

ⅢⅡⅠ

〇

老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3983）

令和６年度補正予算 7.0億円

補助対象経費
・ 連携協議会の設置・運営に要する費用（人件費等）
・ 介護分野の求職イベント等の実施を支援するために必要と認め

られる費用（会場の賃借料、広告費、合同説明会等に参加する
事業者の代替職員の人件費等）

実施主体：都道府県
（連携協議会の事務局機能を担う業界団体や福祉人材センターへ

委託可）
補助率：国：２／３

福祉人材
センター

都道府県
労働局

（ハローワーク等）

都道府県
介護保険部局

業界団体

イベントの企画立案や目標設定/ハローワークとの調整
現場の主催者への開催支援/地域の介護事業者への参加要請 等

介護人材確保のための連携協議会

介護事業所訪問介護事業所
連携協力

県内各地の介護分野の求職イベント等の実施を支援

参加要請
参加要請

委託補助

国 都道府県

連携協議会の
事務局団体

（業界団体、福祉人
材センター等）

結
果
の

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

結
果
の
フ
ィ
ー
ド

バ
ッ
ク

【○訪問介護の提供体制の確保】
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① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

介護人材については、要介護者等の急速な増加が見込まれる中、複雑化・多様化する介護ニーズに対応できる高い専門性を有する介護人材の確保・
育成が重要。 

貸付希望件数の増加等に伴い、介護福祉士修学資金等貸付金貸付原資の不足が見込まれる自治体に対して必要な貸付原資の積み増しを行い安定
的な事業の継続を支援することで、介護人材の参入を更に促進する。 

介護人材を着実に確保していくため介護福祉士修学資金等貸付事業により介護福祉士養成施設に通う学生に対して修学資金の貸付等を実

施し、福祉・介護人材の育成及び確保並びに定着を支援することを目的とする。 

令和６年度内に見込まれる修学資金貸付として必要な貸付原資を積み増し、安定的な事業継続を支援す

ることで、更なる介護人材の確保を推進。 

ⅢⅡⅠ

○○

【○介護人材の確保、育成及び定着に向けた取組支援】

施策名：介護福祉士修学資金等貸付事業

社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

（内線2845）令和６年度補正予算 41億円
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介護福祉士修学資金等貸付事業の概要

返済免除要件貸付額概要貸付事業の種類

介護福祉士の資
格取得後、
５年間介護業務
に従事

学 費 5万円（月額）

入学準備金 20万円（初回に限る）

就職準備金 20万円（最終回に限る）

国家試験受験対策費用4万円（年額）

等

介護福祉士養成施設の学
生に授業料等の費用を貸
付け

介護福祉士修学資金

介護福祉士の資
格取得後、
２年間介護業務
に従事

２０万円以内
実務者研修施設の学生に
授業料等の費用を貸付け

実務者研修受講資金

「介護福祉士修学資金等貸付事業」の介護福祉士の資格取得に係るもののうち、外国人が利用することが想定されるもの。事業の種類

４７都道府県の社会福祉協議会（一部、社会福祉事業団）

国から都道府県経由で各都道府県社会福祉協議会に対し、貸付原資と事務費を補助金により間接補助。

実施主体

貸付原資

留

技
特
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【概要】「介護福祉士国家試験パート合格の導入に関する検討会」報告書

４ 合格基準等

６ パート合格導入により期待される効果

５ 運営面への配慮

○ 介護を必要とする方の急速な増加が見込まれる中、2040年（令和22年）度末までに新たに約57万人の介護人材の確保が必要とされている。また、認知症
高齢者や高齢単身世帯の増加等に伴う複雑化・多様化する介護ニーズへの対応が求められており、高い専門性を有する介護人材の確保育成が喫緊の課題。

○ 介護福祉士国家試験（以下、「国家試験」という。）の受験生は徐々に減少している。実務経験３年と所定の研修を受講する実務経験ルートでの受験者が
８割以上を占めており、介護の現場で働きながら資格取得を目指す状況にあるが、就労と試験に向けた学習の両立が課題との声がある。受験者数も実務経験
ルートについては、第33回試験（令和２年度）から第36回試験（令和５年度）で約1万人減少。減少がこのまま続けば、質の高い介護サービスを継続的に提
供することへの支障が生じることが懸念され、強い危機感を抱く状況。

○ また、外国人介護人材についても、「在留資格介護」の要件である介護福祉士資格の取得に向け、国家試験を受験する者もいるが、国家試験のための専門
的な学習に加え、日本語学習も同時に必要であり、就労と学習の両立は課題と考えられる。

○ 本検討会では、昨年度の「介護福祉士国家試験の検証に資するデータの分析に関する検討会」報告書の提言を踏まえ、議論を進め、下記の提言を得た。

１ パート合格導入の考え方
受験のための学習への取り組み易さ、受験者の利便性の両側面から受験しやす

い仕組みの導入を検討することが必要。
国家試験をいくつかのパートに分け、一定の合格水準に達したパートについて、

翌年度の試験において当該パートの受験を免除する「パート合格」を導入するこ
とが適当。

パート合格の導入により、例えば、初年度に不合格パートがあった者について、
次年度は不合格パートの学習に注力できるようになるなど、一人ひとりの状況に
応じた学習を後押しすることが可能となり、より受験しやすい仕組みとなる。

なお、国家試験は介護福祉士としての知識及び技能を担保するものであるため、
パート合格の導入によって、介護福祉士の知識及び技能の水準が維持できず、介
護サービスの質が低下するものであってはならない。

２ 受験方法
１日間で全パートの試験を実施し、初受験時は全員が全パートを受験する。
再受験時には、不合格パートについては、受験を必須とすることが適当である。

既にパート合格したパートを受験するか否かは受験者の希望制とし、不合格パー
トのみを受験するか全パートを受験するかのいずれかの選択を受験者に求めるこ
とが適当である。

３ 分割パターン
受験のための学習への取り組み易さを確保しつつ、受験者の利便性・運営面の

負担も考慮する観点から、再受験のための学習時に注力すべき科目の特定が容易
であると考えられる３分割が適当である。

合格基準は、万が一にも合否の判定に誤りがあってはならず、運営の視点から
も複雑すぎないものとすべき。

全科目に対する合格基準は、現行と同様に、問題の総得点の６割程度を基準と
して、問題の難易度で補正した点数以上かつ試験科目群すべてにおいて得点があ
ることを合格基準とすることが適当。

パートごとの合格基準は、全体の合格基準点に対し全科目を受験した受験者の
平均得点の比率で按分することにより合格基準を設けることが適当。各パートを
構成する科目群すべてにおいて得点があることを合格基準とすることが適当。

合否の判断については､全パートを受験した場合には､まず全パートの総得点で
判断し、結果が不合格だった際には、パートごとに判断することとし、一部のパ
ートのみを受験した場合には、パートごとに合否を判断することが適当。

その上で、パート合格には、パート合格した受験年の翌々年までを有効期限と
して設定することが適切。

このように合格基準・有効期限を設定することを通じて、国家試験合格者の質
が担保されると考えられる。

パート合格は、令和８年１月実施予定の第38回介護福祉士国家試験より導入する
ことが妥当。(公財)社会福祉振興・試験センターと引き続き十分な調整を行うこと
が求められる。

パート合格を、国家試験の受験者が、自身の状況に応じて学習を進めて、国家試
験を受験しやすくなる仕組みとして導入することで、介護福祉士を目指す受験者を
より多く確保することが期待される。

専門性の高い介護福祉士が確保され、質の高い介護サービスが安定的に提供され
ることにつながるなど介護福祉全体の質をあげることに寄与するととともに、介護
福祉士の専門性を次の世代へ継承していくことにつながると考えられる。
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○ 介護福祉士国家試験が介護福祉士としての必要な知識及び技能を担保するものであることを踏まえ、その質
を低下させることなく、より受験しやすい仕組みとして、複数の科目を１つのパートとして合否判定するパー
ト合格の導入を予定。（令和８年１月実施予定の第38回国家試験から導入を予定）
○ 試験運営面の負担等を考慮しつつ、受験生の学習の取り組み易さを確保する観点から、３つのパートに分割。
初年度に不合格パートがあった者は、次年度以降は不合格パートの学習に注力でき、一人ひとりの状況に応じ
た学習を後押しすることが可能となる。

基本的な考え方

現 行 見直し後

Aパート

Bパート

Cパート

100点合格基準点0点
100点0点

・全科目の総得点が合格基準点（６割が目安）

を超えれば合格

・分割したパートごとに合格基準点を超えれば合格

・翌年・翌々年までは、合格したパートの受験は免除

不合格

合格

合格

不合格

（次年度も全科目
受験が必要）

（翌年・翌々年は免除）

合格基準点

パート合格の導入について（イメージ）

（翌年・翌々年は免除）

見直しのイメージ

15
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１ 事業の目的

介護のしごと魅力発信等事業
令和７年度当初予算案 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 4.0億円（4.4億円）

社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

（内線2849）

○ 介護人材の確保にあたっては、人材の裾野の拡大を進めて多様な人材の参入促進を図ることが必要であることから、平成30年度以降、
介護の仕事のイメージや社会的評価の向上、理解の促進を図るため、介護の仕事の魅力発信に関する取組を実施してきた。

○ 厚労省においては、発信力がある事業者による全国的なイベントやマスメディア、ネット広告などの企画・発信を行いつつ、最前線で
ある現場の視点から、介護職など自らが主体となり、自らの声で仕事の魅力・やりがい・誇りを発信するコンテンツの企画・制作等を行
い、発信力のある事業者と連携して広く発信することで、事業効果の最大化を図る。

○ 都道府県においては、地域医療介護総合確保基金を活用し、地域の社会資源や人口構成等の実情に応じた介護の仕事の魅力発信や、求
職者に対する支援施策等の周知を行うことにより、多様な人材の参入促進・定着を図る。

２ 事業スキーム・実施主体等

民間事業者

広く全国に向けた取組
地域の実情に応じた取組

各種事業間の連携を図るための取組
・国、都道府県、民間事業者、職能団体、事業者団体等と
の連携を図る「事業間連携会議」等の実施

民間事業者

・地域のテレビ、ラジオ、新聞、コミュニティペ
ーパー等による情報発信
・トークイベントや就職相談会、見学会等の開催
・学校等における講習会の実施
・就職相談等の支援施策の周知 等

厚生労働省

都道府県
基金を活用した
補助・委託

民間事業者

直接実施

・社会的影響の大きい全国的なイベントとコラボした発信
・マスメディアを活用した発信 等

・検索エンジン等のポータルサイトを活用した情報の発信
・魅力発信事業全体のポータルサイトの作成・運用 等

ネット広告を活用した取組

都道府県実施分：地域医療介護総合確保基金97億円の内数（97億円の内数） ※（ ）内は前年度当初予算額

参加情報発信

介護事業者・
社会福祉法人等

介護職発信の取組

・介護職など自らが主体
となり企画し、しごと
の魅力・やりがい・誇
りを発信するコンテン
ツを制作 等

॥
থ
ॸ
থ
ॶ
઀
୹

生活困窮者就労準備支
援事業費補助金

実施主体：民間事業者

補助率：１０／１０

参加
情報発信

地域医療介護総合確保基金

実施主体：都道府県

補助率：国2/3
交付金の交付

連
携

公募で選定
・補助

16
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介護のしごと魅力発信ポータルサイト（介護のしごと魅力発信等事業）

https://kaigonoshigoto.jp/

介護のしごと魅力発信ポータルサイト

「知る。わかる。介護のしごと」
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① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件
（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

○ 介護職員の意欲、能力、ライフステージ等に応じたキャリアパスを構築し、定着促進や資質向上に
つなげる観点から、マネジメントだけではなく、看取りケア等の特定のスキルを極めることや、地域住
民に対し介護の知識や技術の指導を行うことなど、多様なキャリアの選択肢を示し、自身のキャリアを
選べるようにしていくことが重要。

○ この複数の到達点を持つキャリアモデル（いわゆる「山脈型キャリアモデル」）の介護現場への普
及・浸透を目指し、職員の意向、事業所の目指すビジョン等を踏まえた個々のキャリアパスを構築する
取組をモデル的に実施し、その支援・取組の横展開を通じ、人材の離職防止・定着促進を図る。

１．キャリアパス構築モデル実施（実施イメージ）
○ モデル構築（職員の意向等を踏まえたプラン作成・事業所の目指すべき方向の見える化）
① 現状の洗い出し（職員配置・研修計画・受講状況、これまでの職員の意向）
② 現在の職員の意向把握
③ 事業所（法人）のビジョンの設定
④ 事業所（法人）のビジョン、職員意向を踏まえたキャリアパス構築検討
⑤ 職員個々の目的地に沿ったの必要な研修等のプランニング

○ モデル構築支援、モニタリング、課題分析等
⑥ ①～⑤の状況に応じ、有識者の派遣・アドバイス、実践状況のモニタリング、効果・課題把握分析、普及方法

の検討。

２．モデル実施状況を踏まえた研修等を通じた普及
・ 各モデル実施事業所における検討・実施過程を踏まえ、事業者がこうしたキャリアモデルを導入できるよう、効

果、課題、取組手法等を整理した事例集を作成する。この事例集も活用し、関係団体や都道府県等自治体も巻
き込んだ研修やシンポジウム等を行い、全国への横展開を目指す。

本事業によって、複数の到達点を持つキャリアモデルの構築・横展開が進むことで、人材の離職防止・
定着促進が図られるとともに、働きやすい職場環境の整備にもつながり、介護人材確保の推進が図られ
る。

民間事業者（シンクタンク等）

定額

厚労省

民間事業者

【事業実施主体】

【資金の流れ】

【補助率】

補助
（定額）

＜山脈型キャリアモデル＞

【○介護人材の確保、育成及び定着に向けた取組支援】

施策名：山脈型キャリアモデル普及促進モデル事業

社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

（内線2849）
令和６年度補正予算 50百万円

ⅢⅡⅠ

○○
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① 施策の目的

③ 施策の概要

② 対策の柱との関係

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

○ 介護分野への多様な人材層の参入促進を図るため、地域の実情に応じ、主に未経験者を対象としたマッチ
ング機能を強化するモデル（例：民間事業者のマッチング機能を活用し、未経験者でも行うことのできる介護現
場の周辺業務等を効率的に短期・短時間で実施できる仕組み等）事業を実施。

○ このモデル事業の支援・横展開を通じ、これまで介護に関わりのなかった層の介護現場への接点を増加さ
せ、介護人材のすそ野を更に広げるとともに、介護現場と地域のつながりの強化を図る。

地方自治体が、地域の実情に応じ、主に未経験者を対象としたマッチング機能を強化するモデル構築への支援
をし、その経過・成果を横展開する。

１．介護未経験者マッチング機能強化モデルの構築

○ 地域の介護事業者等と連携し、介護未経験者でも行うことのできる介護現場の周辺業務などを切り出した上
で、民間事業者のマッチング機能等を活用し、効率的に短期・短時間の業務と未経験者のマッチングを実施。

○ WEBやアプリ等の活用で、マッチングコストを下げつつ、介護事業者の状況等の見える化も促進。未経験者
の介護現場での業務への心理的ハードルを下げる。

○ 未経験者が介護現場との接点を持つことで、職場体験や、入職のきっかけに繋げるととともに、介護現場と
地域のつながりを育むモデルの構築を図る。

２．上記モデルを構築するうえでの検討・実施・取組の普及体制の構築
都道府県、市町村、業界団体、民間事業者などが連携して、モデル事業の実施・評価等を検討する体制を構

築。また、実施過程を踏まえ、課題・効果・取組手法をとりまとめ、管内事業所が導入に資するよう周知・普及の
取組を行う。

本事業によるモデル構築、横展開によって、多様な介護未経験者の介護現場への接点が増
加し、入職につながりやすい手法が普及され、介護人材のすそ野が拡大されるとともに、介護
現場における業務負担軽減が図られ、介護人材確保の推進が図られる。

④ 施策のスキーム図、実施要件
（対象、補助率等）等

都道府県、市町村

定額

厚労省
都道府県、

市町村

【事業実施主体】

【資金の流れ】

【補助率】

補助

（定額）

【○介護人材の確保、育成及び定着に向けた取組支援】

施策名：介護未経験者マッチング機能強化モデル事業

社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

（内線2849）令和６年度補正予算 78百万円

ⅢⅡⅠ

○○
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都道府県計画を踏まえて事業を実施。（実施主体：都道府県、負担割合：国2/3・都道府県1/3、令和５年度交付実績：46都道府県）

２ 事業の概要・実施主体等

○ 地域の実情に応じた介護従事者の確保対策を支援するため、都道府県計画を踏まえて実施される「参入促進」・「資質の向上」・
「労働環境・処遇の改善」等に資する事業を支援する。

１ 事業の目的

地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）
※メニュー事業の全体

老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3878）

○ 新人介護職員に対するエルダー・メンター（新人
指導担当者）養成研修

○ 管理者等に対する雇用改善方策の普及

・管理者に対する雇用管理改善のための労働関
係法規、休暇・休職制度等の理解のための説
明会の開催、両立支援等環境整備

・介護従事者の負担軽減に資する介護テクノロジー
（介護ロボット・ ＩＣＴ）の導入支援（拡充・変更）

・総合相談センターの設置等、介護生産性向上の
推進

○ 介護従事者の子育て支援のための施設内保育
施設運営等の支援

○ 子育て支援のための代替職員のマッチング等
の介護職員に対する育児支援

○ 介護職員に対する悩み相談窓口の設置

○ ハラスメント対策の推進

○ 若手介護職員の交流の推進

○ 外国人介護人材受入施設等環境整備

○ 訪問介護等サービス提供体制確保支援事業

等

○ 介護人材キャリアアップ研修支援

・経験年数3～5年程度の中堅職員に対する研修、喀痰
吸引等研修、介護ｷｬﾘｱ段位におけるｱｾｯｻｰ講習受講

・介護支援専門員、介護相談員育成に対する研修

○ 各種研修に係る代替要員の確保、出前研修の実施

○ 潜在介護福祉士の再就業促進

・知識や技術を再確認するための研修の実施

・離職した介護福祉士の所在やニーズ等の把握

○ チームオレンジ・コーディネーターなど認知症ケアに携
わる人材育成のための研修

○ 地域における認知症施策の底上げ・充実支援

○ 地域包括ｹｱｼｽﾃﾑ構築に資する人材育成

・生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの養成のための研修

○ 認知症高齢者等の権利擁護のための人材育成

○ 介護施設等防災リーダーの養成

○ 外国人介護人材の研修支援

○ 外国人介護福祉士候補者に対する受入施設における
学習支援 等

○ 地域における介護のしごとの魅力発信

○ 若者・女性・高齢者など多様な世代を対象とした介
護の職場体験

○ 高齢者など地域の住民による生活支援の担い手の
養成、支え合い活動継続のための事務支援

○ 介護未経験者に対する研修支援

○ 介護事業所におけるインターンシップや介護の周辺
業務等の体験など、多様な世代を対象とした介護の
職場体験支援

○ 介護に関する入門的研修の実施からマッチングまで
の一体的支援、参入促進セミナーの実施、ボランティア
センターやシルバー人材センター等との連携強化

○ 人材確保のためのﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾎﾟｲﾝﾄ活用支援

○ 多様な人材層の参入促進、介護助手等の普及促進

○ 介護福祉士国家資格取得を目指す外国人留学生や
１号特定技能外国人等の受入環境整備

○ 福祉系高校修学資金貸付、時短勤務、副業・兼業、選
択的週休３日制等の多様な働き方のモデル実施

○ 介護人材確保のための福祉施策と労働施策の連携体
制の強化 等

参入促進 資質の向上 労働環境・処遇の改善

○ 関係機関・団体との連携・協働の推進を図るための、都道府県単位、市区町村単位での協議会等の設置
○ 介護人材育成や雇用管理体制の改善等に取組む事業所に対する都道府県の認証評価制度の運営・事業者表彰支援 ○ 離島、中山間地域等への人材確保支援

※赤字下線は令和７年度新規・拡充等

令和７年度当初予算案 97億円（97億円）※（）内は前年度当初予算額
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人材育成等に取り組む介護事業者の認証評価制度について
（平成31年４月１日厚生労働省社会・援護局福祉基盤課長通知）

○ 「人材育成等に取り組む介護事業者の認証評価制度」は、職員の人材育成や就労環境等の改善に
つながる介護事業者の取組について、都道府県が基準に基づく評価を行い、一定の水準を満たした
事業者に対して認証を付与する制度。（※介護事業者による参加表明、宣言による仕組みを導入する例もある。）

○ 本制度は、地域医療介護総合確保基金における介護従事者の確保に関する事業に位置づけられて
おり、認証評価制度の運営に要する経費を支援。

概 要

評価項目、認証基準の例

認証基準例（一部抜粋）評価項目例（一部抜粋）

・給与支給基準、昇級基準等の策定、周知
・有給計画的付与、産休育休中の代替職員確保、ハラスメント対策
・ICT活用、介護ロボットやリフト等による腰痛対策

・明確な給与体系の導入
・休暇取得、育児介護との両立支援
・業務省力化への取組

労働環境・処遇
の改善

・新規採用者への育成手法、内容、目標が明確な計画策定
・OJT指導者等の設置、職員への公表、研修の実施

・新規採用者育成計画の策定、研修の実施
・OJT指導者、エルダー等へ研修実施

新規採用者の育
成体制

・キャリアパスの策定、非正規から正規職員への登用ルール
・職員の能力評価、小規模事業者の共同採用・共同研修の実施
・介護福祉士等資格取得のため、シフト調整、休暇付与、費用援助

・キャリアパス制度の導入
・資格取得に対する支援

キャリアパスと
人材育成

○ 介護事業者の人材育成や人材確保に向けた取組の「見える化」を図ることにより、
① 働きやすい環境の整備を進め、業界全体のレベルアップとボトムアップを推進
② 介護職を志す方の参入や、介護職員の離職防止、定着を促進

○ これにより、介護業界のイメージアップに繋がることを期待。

期待される効果

「介護職員の働く環境改善に向けた政策パッケージ（令和４年12月23日厚生労働省）」において、職員の待遇改
善・人材育成・生産性の向上などに取り組む事業者を都道府県が認証する取組について、全都道府県での実施を目指
すこととされている。

実施自治体数 ３６都道府県（令和６年４月１日現在）
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① 施策の目的 ② 対策の柱との関係

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

〇 都道府県福祉人材センターは、無料職業紹介、職員の確保に関する事業所への相談支援や
福祉の仕事に関する啓発活動など、福祉人材確保に関する取組を行っており、民間職業紹介事
業者等が担うことのできない事業の実績・事業手法を有している。

〇 ハローワークや都道府県等を介した公的人材紹介を充実させることが重要。

○ 離職した介護福祉士等はセンターに届け出ることが努力義務とされていることから、その強み

を活かし、届け出た後の求職者等が他産業に流れずに、介護・福祉業界に再入職等するよう、

積極的にアプローチする体制強化を図る。

③ 施策の概要

○ きめ細かなマッチングの強化による定着促進

福祉人材センターの強みを活かし、事業所訪問等を通

じて、求人票には表すことができない事業所の状況を把

握するとともに、離職した介護福祉士等はセンターに届け

出ることが努力義務とされていることから、当該制度を活

用して届出等が行われた求職者に対して、アプローチ（電

話や訪問・オンライン）を行い、対面等により、 本人の離

職時等の状況を把握したうえで、求職者の性格等を考慮

したきめ細かなマッチングを行う。

事業所の状況を把握したきめ細かな人材紹介により、介護・福祉人材の確保・定着促進が図られる。

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

【介護事業所等】

補助

福祉人材

センター
訪問等

〔離職した介護福祉士等〕

届出

データ
ベース

【就職支援】

厚生労働省

都道府県
委託

（事業所の状況把握）

届出

訪問等
再入職

ⅢⅡⅠ

○○

【○介護人材の確保、育成及び定着に向けた取組支援】

施策名：潜在介護福祉士等就職支援モデル事業

社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

（内線2275）
令和６年度補正予算 22百万円
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• 都道府県福祉人材センターは、平成４年以来、社会福祉法第94条に基づき、福祉の仕事に関する啓発活動、職員の確保に関する 事業所への相

談支援、無料職業紹介等、福祉人材確保に関する取組を幅広く行ってきた。 

• 福祉人材を巡る情勢も大きく変化し、職業紹介事業においては民間職業紹介事業者の参入が進み、地方公共団体など公的機関に おいても様々
な事業が実施されている中、各センターは、民間職業紹介事業者等が担いにくい事業の実績・事業手法を有 している。  

• 他方、各センターが効果的な事業を実施するためには、都道府県の対策の中で、各センターが果たすべき役割を明確にしつ つ、地域の各施策・
関係諸機関と連携して取組を進めていくことが不可欠。 

• このため、各センターが行う多様な事業・取組事例、その実情や強み、事業の的確な把握に資する指標等を示すとともに、地域 の実情に応じた
対策の中で、各センターがその事業実績や強みを発揮できるよう、各センターと連携した対策を推進するよ う都道府県に依頼。

趣旨等

１．福祉人材センターの事業と都道府県の福祉人材確保対策との連携・調整
都道府県福祉人材センターが果たすべき役割と機能については、中央福祉人材センターが策定した「福祉人材センター機能の充実・強化のための活動

指針」において、
・３つの方向性（1.社協らしさとセンターの強みの発揮、2.関係者の連携・協働による取組の強化、3.市町村域等での取組の強化）と、
・５つの主要課題（①すそ野拡大に向けた多様なアプローチ、②福祉施設・事業所に対する支援、③きめ細かなマッチングの強化と定着促進、

④魅力発信と将来的な福祉人材の確保、⑤関係者の連携促進と取組の推進）
が示されている。今後、地域の対策の中で、どの課題に重点的にアプローチをし、その中で各センターが担う役割について明確にしていく必要があ
るため、各センターと都道府県で連携・調整を進める。

２．５つの主要課題に積極的に取り組めるよう取組事例を提示

３．事業運営に当たり国の補助金等の活用及びハローワークとの連携の促進

４．各センターの取組状況の定期的な確認等（※確認をする際には、数字だけでなく時間を割いて対応している状況等を丁寧に確認）

５．中央福祉人材センターによる各センターに関する連絡及び支援等を行うための積極的な連携

主な内容

都道府県福祉人材センターにおける地域の実情を踏まえた
効果的な事業の実施等の促進に向けた対応について (概要 )
（令和６年４月４日付け厚生労働省社会・援護局福祉基盤課長通知）
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１ 事業の目的

被災地における福祉・介護人材確保事業（復興）

令和７年度概算要求額 1.4億円（1.5億円）※（）内は前年度当初予算額

社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

（内線2849）

○ 東日本大震災により特に甚大な被害を受け、福祉・介護人材の確保が著しく困難になっている福島県相双地域等で従事する介護人材を広域的に確保
するため、当該地域の介護施設等への就労希望者に対する研修受講費や就職準備金（赴任するための交通費や引っ越し費用等）の貸与等の支援を実施。

２ 事業スキーム・実施主体等

研修受講費等の貸与

（４）支援金 20万円を上限

※介護施設等に５年以上勤務経験があり、かつ介護福祉士若しくは介護支援専門員の資

格を有する者などが、相双地域の施設等で６ヶ月以上就労した場合に支給

【内容】

（１）学費（研修受講費） 15万円を上限（実費の範囲内）

※2年間従事した場合は全額返済免除

（２）就職準備金 ・30万円＋①＋② （1年間従事した場合全額返済免除）

・50万円＋①＋② （2年間従事した場合全額返済免除）

①世帯赴任加算

・ 家族と赴任する場合･･･ 12.5万円＋（世帯員数－１）×5万円

・ 単身赴任の場合 ･･･ 20万円

②自動車輸送費用等加算（新規購入の場合は登録手続代行費用）

・ 20万円を上限（実費の範囲内）

（３）教材費・住居費（通学費） 12万円を上限（実費の範囲内）・3.6万円（月額上限）

※介護福祉士等養成校卒業後1年以内に相双地域の介護施設等に就労し、以後一定期間

継続して介護業務に従事した場合は全額返還免除

（４）支援金 20万円を上限

※介護施設等に５年以上勤務経験があり、かつ介護福祉士若しくは介護支援専門員の資

格を有する者などが、相双地域の施設等で６ヶ月以上就労した場合に支給

住まいの確保支援

事業の広報

現地の住宅情報の提供 等

【貸付等対象者】
（１）相双地域等の介護施設等で就労を希望する福島県外の者
（２）避難解除区域の介護施設等で就労を希望する県内から避難解除区域への帰還者
（３）相双地域から福島県内外の養成施設に入学する者
（４）相双地域の介護施設等において６か月以上就労した中堅介護職員

相双地域等の介護施設等

①貸付申請

人材の斡旋を依頼

⑥福島県が適当と認める
団体が示した施設で就労

②斡旋依頼に基づき、
現地で従事する施設
を提示

③奨学金の貸与

⑤現地の住宅情報を
紹介

相双地域への就職希望者

介護職員
初任者研修

現任研修

④研修受講等

無資格者 有資格者

（研修等修了後） ※有資格者は現地で
働きながら受講も可

相双地域等の住居

実施主体：福島県が適当と認める団体 補助率：10/10

入門研修

出向者に対する支援
避難解除区域の介護施設への応援出向者に対する地域・実務経験等に応じた給与
差、指導手当、赴任や通勤に係る経費などの支援

避難解除区域の介護施設への経験豊
かな介護人材の出向を促す支援

養成施設
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２ 外国人介護人材の受入れについて 

 

（１）これまでの外国人介護人材の受入環境整備の取組などについて（資料第 10－27～31

参照） 

高齢者の増加と生産年齢人口の減少が進む中で、将来にわたって必要な介護サービ

スを安心して受けられるよう、その担い手を確保することは重要な課題である。 

そのため、累次の処遇改善、介護職のイメージアップや多様な人材の参入促進、ＩＣ

Ｔや介護ロボット等のテクノロジーを活用した職場環境の改善による離職の防止、介

護福祉士修学資金の貸付等による人材育成への支援など、総合的に介護人材の確保に

取り組んでいる。そのなかで確保策の一つとして、外国人介護人材の受入れも重要であ

る。 

介護職として働く外国人の在留者数は着実に増加しており、特に、特定技能外国人の

在留者数は、令和６年９月末の時点において約４万であり、受入れを開始した平成 31

年以降継続して増加しており、最近の伸びは大きくなっている。 

世界的な人材獲得競争の中、外国人介護人材を確保していくためには、「海外への戦

略的な働きかけ」や、「定着支援」が重要であり、そのような観点から、令和６年度補

正予算等も確保しているところである。 

その上で、外国人介護人材を量と質の両面から確保する際、都道府県による管内市町

村、事業者、関係団体等への積極的な関与が重要であると考えている。都道府県によっ

ては、県内の外国人介護人材の確保を推進するため、県と事業者団体又は社会福祉協議

会の共同事業として、県内の外国人介護人材の受入れを総合的に支援するセンターを

創設し、当該センターが 

・海外現地の日本語学校や送り出し機関に対して、県内の介護事業所で働く魅力を伝

える説明会及び介護に係る講義の実施 

・送り出し国の現状把握、送り出し機関との調整、現地教育施設の現地調査を実施す

る専門人員の設置 

・現地教育機関が行う日本語講習及び介護導入講習に必要な講師の派遣 

などを実施している例もあることから、各都道府県においても、後述の令和６年度補正
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予算や令和７年度予算案などを活用いただき、関係団体等とも協力しつつ、海外現地へ

の働きかけや定着支援に積極的に取り組んでいただきたい。 

 

（２）令和６年度補正予算及び令和７年度予算案について（資料第 10－32～40 参照） 

前述のとおり、世界的な人材獲得競争の中、外国人介護人材を確保していくために

は、新たに日本の介護現場に来てもらうための対策や既に国内に在留する外国人に日

本の介護現場で長く働いてもらうための対策など、外国人介護人材の受入環境の整備

により一層取り組む必要がある。 

このため、令和６年度補正予算や令和７年度予算案において、外国人介護人材の受入

環境の整備を推進していくために必要な予算を計上しており、主な内容は以下のとお

りである。 

各都道府県におかれては、こうした施策を活用いただき、外国人介護人材の受入環境

の整備に積極的に取り組んでいただきたい。 

（令和６年度補正予算）  

①  外国人介護人材獲得強化事業（資料第 10－33 参照） 

海外現地での働きかけを強化し、外国人介護人材を確保する観点から、都道府県と

連携し海外現地の学校との連携を強化するなど、現地での人材確保に資する取組を

行う事業所・介護福祉士養成施設・日本語学校等に対して支援を行う。 

なお、各都道府県又は各都道府県において設置している外国人介護人材の受入れ

を総合的に支援するセンターが海外現地に赴き、各国政府機関や海外現地の学校・送

り出し機関と関係構築することや、管内事業者等を海外現地に集めて合同説明会を

開催するなどの取組みについても補助対象となるため、本事業の積極的な活用をお

願いしたい。 

また、本事業において事業所等に対して支援を行う場合も都道府県が積極的に関

与することが重要であると考えている。都道府県と事業所等との連携内容としては、

例えば、以下のような取組を想定しているので、海外現地への働きかけに積極的に取

り組んでいただきたい。 

・各都道府県が補助した事業所等の好事例を収集し、積極的に好事例を周知するこ
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と 

・各都道府県において設置している外国人介護人材の受入れを総合的に支援する

センターに本事業に積極的に関わっていただくこと 

・各都道府県が各国政府と覚書を締結し、各種取組を実施しているため、本事業の

取組を通じて、各国政府との連携を加速化させること 

など 

 

②  外国人介護人材定着促進事業（資料第 10－34 参照） 

外国人介護人材の介護現場における円滑な就労・定着を促進する観点から、外国人

職員と日本人職員の意思疎通の円滑化、外国人の日本語学習の支援、外国人の記録作

業の負担軽減をするため、受入事業所等に対して、外国人介護人材の活躍に資するツ

ール等の導入、導入されたツール等が有効活用されるための環境整備に係る経費を

助成する。 

 

（令和７年度予算案） 

③  外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業（資料第 10－35 参照） 

受入施設が行う就労中の介護福祉士候補者の日本語学習や介護分野の専門的知識

の学習、学習環境の整備、また、喀痰吸引等研修の受講費用、研修を担当する者の活

動に要する費用を補助する。 

  ※ 障害者施設等は「障害者施設等の外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事

業」で実施 

 

④  外国人留学生への奨学金の給付等に係る支援事業（資料第 10－36 参照） 

介護福祉士の資格取得を目指す外国人留学生の確保を図るため、留学生に対して、

就労予定先の介護施設等が介護福祉士養成施設等に係る奨学金の給付等を行う場合

に、その費用を補助する。なお、令和６年度より、居住費などの生活費の支援に関し

て積極的に取り組む場合に、補助基準額への加算を設けている。 
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 ⑤ 外国人留学生及び１号特定技能外国人のマッチング支援事業（資料第 10－37 参照） 

介護福祉士養成施設と養成施設の留学希望者、また、介護施設等と特定技能による

就労希望者等とのマッチングを適切に行うため、送出国における特定技能就労希望

者等に関する情報収集、海外での合同説明会の開催等のマッチング支援等に係る費

用を補助する。 

 

⑤  外国人介護人材受入施設等環境整備事業（資料第 10－38 参照） 

外国人介護人材が介護現場で円滑に就労・定着できるようにするため、日本人職員

・外国人介護職員・利用者等の相互間のコミュニケーション支援、外国人介護人材の

資格取得支援や生活支援の体制強化、介護福祉士養成施設における留学生への教育・

指導の質の向上に資する取組等に対する費用を補助する。 

 

⑥  外国人介護人材研修支援事業（資料第 10－39～40 参照） 

介護施設等で就労する外国人介護人材の介護技能を向上するため、都道府県が行

う集合研修や研修講師の養成、外国人の技術指導等を行う職員を対象にした研修等

を実施するための費用を補助する。 

なお、技能実習生や１号特定技能外国人は、介護福祉士資格取得を目指した制度で

はないため、就労しながら資格取得するまでの具体的な道筋や、学習支援の手法が明

確ではなく、受入施設の方針次第で学習方法等が大きく異なっている状況にある。こ

のため、どの施設で勤務していても、適切な学習支援等が行われるよう、受入施設の

外国人教育担当職員等を対象に、外国人介護人材の学習支援方法に関する知識や技

能に関する研修を実施することは重要であることから、本事業の積極的な活用をお

願いしたい。 

また、令和５年度の調査研究事業において、受入施設の外国人教育担当職員等を対

象とした外国人介護人材の学習支援方法に関する知識や技能に関する研修に係るモ

デル的な取組の実施や、研修のカリキュラムの例などを作成しているため、本事業を

実施する上で、ご活用をいただきたい。 
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【参考】外国人介護人材の介護福祉士国家資格取得に向けた指導者養成の在り方

に関する調査研究事業 

（報告書 URL） 

https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2024/04/koukai_240425_17.pdf 

（報告書（指導者養成研修 運営の手引き）） 

https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2024/04/koukai_240425_18.pdf 

https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2024/04/koukai_240425_19.pdf 

https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2024/04/koukai_240425_20.pdf 

 

 

（３）「外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会」などについて（資料第 10－41、

42 参照） 

外国人介護人材の訪問介護の従事については、介護福祉士の資格を有する在留資格

「介護」及び EPA 介護福祉士は認められているが、EPA 介護福祉士候補者・技能実習・

特定技能は、介護職が１対１で介護サービスを提供するという業務内容の特性を踏ま

え、認めていない。 

「外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会」において、外国人介護人材の訪問

系サービスへの従事について議論が行われ、令和６年６月 26 日に中間まとめが公表

された。 

中間まとめにおいては、介護職員初任者研修を修了した有資格者等であることを前

提に、受入事業者に対して、研修の実施、同行訪問等を通じた OJT の実施などの遵守事

項を求め、これらを適切に履行できる体制・計画等を有することを条件として、従事を

認めるべきとされている。 

「外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会」の中間とりまとめを受けて、施行

に向けた必要な準備を進めており、関係通知等を改正次第追って通知するのでご了知

いただくともに、その際には管内市町村、事業者、関係団体等への周知をお願いする。 

【参考】外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会 

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-syakai_225506_00001.html 
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（４）育成就労制度について（資料第 10－43～49 参照） 

技能実習制度を発展的に解消し、新たに人材育成と人材確保を目的とした「育成就労

制度」を創設すること等を盛り込んだ、出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実

習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の一部を改正する法律（令和６年

法律第 60 号）が令和６年６月 21 日に公布された（一部規定を除き、施行日は公布から

３年を超えない範囲で政令で定める日。）。 

今後、有識者や労使団体の会議体から意見を聴取の上、育成就労制度の基本方針及び

育成就労産業分野ごとの分野別運用方針などを策定することになっている。 

【参考】令和６年入管法等改正法について 

https://www.moj.go.jp/isa/01_00461.html 

 

【参考】外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議（第 20 回） 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/gaikokujinzai/kaigi/dai20/gijisidai.html 

 

（５）外国人介護人材に関する相談窓口について（資料第 10－50、51 参照） 

EPA 介護福祉士候補者及びその受入施設を対象とした相談窓口（EPA 相談窓口）や、

EPA 介護福祉士候補者以外の在留資格の外国人及びその受入施設を対象とした相談窓

口（外国人介護人材無料サポート）を設置し、外国人ご本人の生活、日本語学習、労務

管理、在留資格などに関する相談に対応しているところである。当該相談窓口を積極的

にご活用いただけるよう、各自治体におかれては、管内の事業所等に対して、当該相談

窓口に関する周知をお願いする。 

【参考】EPA 相談窓口について 

https://jicwels.or.jp/?p=14070 

 

【参考】外国人介護人材無料サポートについて 

https://jicwels.or.jp/fcw/?page_id=85 
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外国人介護人材受入れの仕組み

␯
્
৒
ણ
৿
␟
ں
ۅ
ڶ
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␰

※【 】は在留資格

受入れ
の流れ

・家族（配偶者・子）の帯同が可能
・在留期間更新の回数制限なし

（注１）

〈就学コース〉

（フィリピン、ベトナム）

〈養成施設ルート〉〈実務経験ルート〉

␯
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本国での技能等の活用
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制度
趣旨

特定技能１号
（Ｈ31．４／１～）

（注１）平成29年度より、養成施設卒業者も国家試験合格が必要となった。ただし、令和８年度までの卒業者には卒業後5年間の経過措置が設けられている。

（注２）４年間にわたりＥＰＡ介護福祉士候補者として就労・研修に適切に従事したと認められる者については、 「特定技能１号」への移行に当たり、技能試験及び日本語試験等を免除。

（注３）技能実習制度については、育成就労制度に見直す法案が令和６年６月14日に成立し、原則３年以内の施行となっている。

（３年以上）

技能実習
（H29．11／１～）

在留資格「介護」
（H29．９／１～）

EPA（経済連携協定）
（インドネシア・フィリピン・ベトナム）

外国人留学生
として入国

技能実習生等
として入国

介護福祉士国家試験

介護施設等で
就労・研修
（３年以上）

介護福祉士
養成施設

（２年以上）

介護福祉士候補者として入国

介護福祉士として業務従事

介護施設等で
就労・研修
（３年以上）

介護福祉士国家試験

介護福祉士
養成施設

（２年以上）

介護福祉士資格取得（登録）

帰国

実習実施者（介護施設等）の下で
実習（最大５年間）

※実習の各段階で技能評価試験を受検

受検（入国１年後）

受検（入国５年後）

受検（入国３年後）

技能水準・日本語能力水準
を試験等で確認し入国

帰国

介護施設等で就労
（通算５年間）

本国への技能移転
専門的・技術的分野の
外国人の受入れ

二国間の経済連携の強化 人手不足対応のための一定の専門性・
技能を有する外国人の受入れ

〈就労コース〉

介護福祉士として業務従事

介護福祉士資格取得（登録）

（注１）

（注２）

在留
者数

15,909人
（令和５年12月末時点）

10,468人
（令和６年６月末時点）

2,837人（うち資格取得者493人）
（令和６年12月１日時点）

40,594人
（令和６年９月末時点・速報値）

（注３）

資料第10－27
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介護分野の特定技能外国人在留者数の推移

○ 介護分野の特定技能外国人在留者数は、受入を開始した2019年以降、継続して増加。
○ 直近の2024年９月末の在留者数は約４万人であり、過去最多となっている。

19 170 939 2,703
5,155

10,411

16,081

21,915 

28,400 

36,719
40,594

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

40000

45000

2019年12月末 2020年6月末 2020年12月末 2021年6月末 2021年12月末 2022年6月末 2022年12月末 2023年6月末 2023年12月末 2024年6月末 2024年9月末

（出典）出入国在留管理庁公表データを元に厚生労働省社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室が作成。

資料第10－28
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地域医療介護総合確保基金を活用した自治体の取組（１）
（滋賀県～事業者団体と県の共同による外国人介護人材のマッチングから定着等の一貫支援の実施～）

○ 滋賀県では、外国人介護人材の確保～定着支援を行うため、関係機関と連携して「滋賀県国際介護・福祉人材センター」を

設置し、基金を活用してマッチング支援や人材育成・定着支援等に取り組んでいる。

○ 高齢化と同時に生産年齢人口が減少していくことを踏まえ、人材確保対策の一つとして外国人介護人材の受入施策を検討するため、
関係団体等からなる「滋賀県介護職員人材育成・確保対策連絡協議会」の部会として、令和元年度に「外国人介護人材参入促進検討部
会」を設置。

○ 「どこの監理団体が良いのか分からない」「費用面が課題」等の事業者の声を受け、様々な検討の結果、県内事業者団体・職能団体
等の合意のもと、事業者団体と県の共同事業として、令和２年４月に「滋賀県国際介護・福祉人材センター」を創設。

○ 事業者団体が技能実習制度の監理団体を創設し、特定技能・留学を通じたマッチング支援については、県事業として同団体に委託す
ることで、３つの在留資格を通じた外国人介護人材の受入れを総合的に支援するもの。

○ 令和４年度からは、介護技術・日本語能力の向上に係る研修や外国人介護職員同士の交流事業など、センターに育成・定着支援機能
を付加することで、外国人介護人材の円滑かつ適正な受入れから育成・定着までの一貫した支援体制の構築を目指す。

事業概要

○ 令和６年６月時点で、センターを通じて87名
（技能実習生含む）の外国人介護人材が県内事業
所で就労中。

○ 令和５年度の研修事業実績については、
・受入対応研修参加者 30名
・指導担当者研修参加者 15名
・外国人介護職員フォローアップ研修
『ベーシック研修』参加者

1日目43名、2日目42名
『アドバンス研修』参加者

1日目43名、2日目42名 等

事業内容 実績・効果

滋賀県国際介護・福祉人材センター
（運営：滋賀県介護老人保健施設協会）

技能実習監理団体

特定技能外国人マッチング支援

留学生マッチング支援

外国人介護職員育成・定着支援事業（R４～）

介護事業所等

養成施設

技能実習生

特定技能外国人

留学生

県内の外国人介護職員向けの
フォローアップ研修や

ネットワーク形成事業等を実施。
WEBサイト等で周知。

滋賀県国際介護・福祉人材センターホームページ
（https://shiga-kokusaijinzai.jp/）
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○ 現地日本語学校や送り出し機関等を対象に、滋賀県内の介護事業所で働くイメージを持っていただきやすくするため、PR動画
を作成し、YouTubeで公開するとともに、海外現地における説明会等で放映。

○ 国際介護・福祉人材センターが行う研修や交流会の様子を映像にすることで、滋賀県での受入支援体制をイメージしていただき、
入国後も安心して日本で就労いただけるよう作成している。

○ PR動画の主なコンテンツは、以下のとおり。
• 介護職の代表的なキャリアパス等の紹介
• 滋賀県内の介護事業所で働く外国人介護職員へのインタビュー
• 知事からの歓迎メッセージ 等

地域医療介護総合確保基金を活用した自治体の取組（１）
（滋賀県国際介護・福祉人材センターにおける「海外現地への働きかけ」について）

○ 現地日本語学校の学生等を対象に、以下の内容を扱う説明会を実施。
• 特定技能制度等を含む受入れ制度の概要説明
• 滋賀県国際介護・福祉人材センターにおける支援体制の説明
• （日本語学校等の希望に応じて）介護にかかる講義

○ なお、現地の日本語学校や送り出し機関の掘り起こしとしては、
• 他業種で外国人材を採用されている法人から送り出し機関を紹介いただく
• 送り出し機関の情報をもとに、海外現地へ直接出向いて視察を行う 等
様々であり、実際に受入れを始めた後も、定期的に海外現地へ出張することで、関係性を構築している。

【主な対象国】※オンライン対応含む
• 令和４年度：タイ、フィリピン、ネパール等
• 令和５年度：タイ、フィリピン、ネパール、ミャンマー等

（１）海外現地日本語学校等における説明会および介護にかかる講義の実施

（２）滋賀県国際介護・福祉人材センターが独自に作成したPR動画の放映

○ 外国人介護人材の確保の観点から、海外現地への働きかけを令和４年度から実施している。

○ 滋賀県の介護事業所で働く魅力を海外現地に効果的に伝え、マッチング支援を充実させることを目的に実施。また、情報を
正確に伝えることで、入職後のミスマッチを防ぐことも重視している。

滋賀県国際介護・福祉人材センターYouTubeチャンネル（https://www.youtube.com/@shiga-kokusaijinzai/videos）
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地域医療介護総合確保基金を活用した自治体の取組（２）
（兵庫県～社会福祉協議会と県・市の共同による外国人介護人材の受入促進・定着支援の実施～）

○ 兵庫県では、外国人介護人材の確保～定着支援を行うため、関係機関と連携して「ひょうご外国人介護実習支援センター」

を設置し、基金を活用して人材確保や定着支援等に取り組んでいる。

○ 平成31年2月、兵庫県内の福祉施設で介護職種の技能実習生の円滑な受入れが行われるよう、兵庫県・神戸市の支援により、兵庫県社会福祉協議
会に技能実習生の受入れ業務を行う監理団体「ひょうご外国人介護実習支援センター」を設置。
※ 介護職種の技能実習開始時、県内の事業者から「民間の監理団体は様々あり、支援の質に差がある。どの監理団体に依頼すべきか分からない」という不安な声があり、行政と
して適切に事業者をサポートしていきたいという考えから、県の施策の中に監理団体の設立を位置付け、社会福祉法に位置づけられた公共性・公益性の高い法人であることや福
祉団体とのつながり、施設従事者に対する研修、人材確保等にも取り組んでいること等を踏まえ、社会福祉協議会に監理団体の設立を依頼。

○ 技能実習後、特定技能への円滑な移行を図るため、令和３年度に登録支援機関として認可を受け、センターが受け入れた技能実習生修了者のほか、
県内福祉施設等への就労を希望する特定技能外国人の支援を実施。

○ 監理団体及び登録支援機関の通常業務のほか、
・ 送り出し国の現状把握、送り出し機関との調整、現地教育施設の現地調査を実施する「国際調整専門員」の設置、
・ 受入施設及び技能実習生に対する相談支援や研修を行う「専門相談員」の設置
を行うなど、外国人介護人材の受入促進、定着支援を実施。

○ ベトナム・ミャンマー・インドネシア・ネパールの送り出し機関とセンターが協定を結ぶなど、受入れ対象国の拡大を進めている。

事業概要

（令和５年度実績）
○ 送り出し国の現状把握、現地教育施設の現地調査

・３ヵ国（ベトナム、ミャンマー、インドネシア）・７機関
○ 受入施設職員・外国人介護人材に対するセミナーの開催

・受入施設職員向けセミナー 計３回開催、計134名参加
・日本文化理解講習会・情報交流会 計２回開催、計41名参加

○ 日本語能力向上に向けた研修・セミナーの開催
・日本語能力評価研修 計４回開催、計60名参加
・介護の日本語研修 計40名参加

○ 外国人介護人材受入促進セミナー（※）の開催
計４回、計115名参加
※既に外国人介護人材を受け入れている施設関係者の取組み事例や外国
人介護人材の受け入れに係る制度・手続についての説明のほか、兵庫県
社会福祉協議会の監理団体としての取り組みを紹介し、外国人介護人材
のより一層の受け入れを促進するために実施

事業内容 実績・効果
ひょうご外国人介護実習支援センター

（運営：兵庫県社会福祉協議会）

技能実習監理団体

・送り出し国の現状把握
・現地教育施設の現地調査
※ 国際調整専門員の設置

・受入施設職員・外国人介護人材に対す
る相談支援、セミナーの開催

・外国人介護人材に対する日本語及び介
護の日本語研修の開催
※ 専門相談員の設置

登録支援機関

送り出し国

技能実習生

特定技能外国人

介護事業所等

ひょうご外国人介護実習支援センターホームページ
（https://hyogo-ktsc.org/）

兵庫県

神戸市

運営費などの補助

資料第10－31

156



外国人介護人材確保の関連予算事業

事業内容（令和６年度）事業名対象の主な在留資格

EPA介護福祉士・介護福祉士候補者への支援

就労前の「介護導入研修」や受入施設への巡回訪問、就労・研修に係る相談・助言等を実施１．外国人介護福祉士就労研修導入・指導事業EPA

就労・研修に必要な専門知識等を学ぶ集合研修、介護分野の専門知識に関する通信添削指導、
資格を取得できず帰国した者の母国での再チャレンジ支援等を実施

２．外国人介護福祉士候補者学習支援事業EPA

受入施設が行う就労中の介護福祉士候補者の日本語学習や介護分野の専門的知識の学習、学
習環境の整備、また、喀痰吸引等研修の受講費用、研修を担当する者の活動に要する費用等
を補助 ※障害者施設は「障害者施設等の外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業」で実施

３．外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業EPA

民間団体等による外国人介護人材受入環境整備等（補助事業）

特定技能１号外国人の送り出し国及び日本国内において、介護技能評価試験及び介護日本語
評価試験を実施

４－１．介護技能評価試験等実施事業特定技能

外国人介護人材が、介護の日本語学習を自律的に行うための環境整備を目的に、介護の日本
語WEBコンテンツの開発・運用や介護の日本語等に関する学習教材の作成、技能実習指導員
を対象にした講習会の開催、介護福祉士国家試験対策向けの講座の開催等を実施

４－２．介護の日本語学習支援等事業介護・EPA・技能実
習・特定技能・留学等

・外国人介護人材の介護業務の悩み等に関する相談支援の実施や、外国人介護職員の交流会
の開催支援、特定技能外国人等の受入施設への巡回訪問等を実施
・海外において日本の介護をＰＲし、就労を希望する特定技能１号外国人を確保することを
目的に、現地説明会の開催やWEB・SNSを利用した情報発信を実施

４－３．外国人介護人材受入・定着支援等事業
介護・EPA・技能実
習・特定技能・留学等

都道府県等による外国人介護人材受入環境整備等（地域医療介護総合確保基金事業等）

留学生に対して奨学金の給付等の支援を行う介護施設等に対し、当該支援に係る経費を助成５－１．外国人留学生への奨学金の給付等に係る支援事業留学

マッチング支援団体が送り出し国において特定技能就労希望者等に関する情報収集を行うと
ともに、現地（海外）での合同説明会の開催等のマッチング支援を実施

５－２．外国人留学生及び１号特定技能外国人のマッチン
グ支援事業

留学・特定技能 等

介護福祉士養成施設に通う学生に対して修学資金の貸付を実施。５年間、福祉・介護の仕事
に継続して従事した者には借り受けた修学資金等の返済を全額免除する。

６．介護福祉士修学資金等貸付事業
技能実習・特定技
能・留学 等

日本人職員、外国人介護職員、利用者等の相互間のコミュニケーション支援、外国人介護人
材の資格取得支援や生活支援の体制強化、介護福祉士養成施設における留学生への教育・指
導の質の向上に資する取組等に対する費用を助成

７．外国人介護人材受入施設等環境整備事業
介護・EPA・技能実
習・特定技能・留学等

地域の介護施設等で就労する外国人介護人材の介護技能を向上するため、集合研修や研修講
師の養成、外国人の技術指導等を行う職員を対象にした研修等を実施

８．外国人介護人材研修支援事業介護・EPA・技能実
習・特定技能・留学等

外国人介護人材の確保のため、海外現地の学校との連携を強化するなど、現地での人材確保
に資する取組を行う事業所等に対して支援を行う。また、外国人介護人材が介護現場で円滑
に就労・定着できるよう、受入事業所等に対して、外国人介護人材の活躍に資するツール等
を導入し、それが有効活用されるように環境を整備すること等を支援する。

９．外国人介護人材獲得強化事業
外国人介護人材定着促進事業

介護・EPA・技能実
習・特定技能・留学等

受

入

学

定

定入

学 定

学

学

学

入 定

入

入

受

受学

＝入国支援

＝受入環境整備

＝定着支援

＝学習支援

凡
例

入

学 定

学

入 定

受
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・海外現地における外国人介護人材確保促進事業（地方自治体への補助事業）【海外現地での外国人介護人材確保の取組に対する支援】
都道府県と連携して以下のような外国人介護人材確保の取組を行う事業所・介護福祉士養成施設・日本語学校等に対して、その費用を補助する。

ア 送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集
外国人介護人材の確保の取組を効果的に行うため、送り出し国の学校、送り出し機関、政治情勢、生活・文化・風習等の事前調査等を実施する。

イ 海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化
外国人介護人材を円滑に確保することを目的に、海外現地の学校・送り出し機関等との関係構築・連携強化を図るための訪問活動等を行うとともに、必要となる宣材ツー

ルの作成等を行う。

ウ 海外現地での説明会開催等の採用・広報活動
更なる外国人介護人材の確保を促進するため、海外の日本語学校等での説明会の開催や現地での求人募集、日本の介護に関するＰＲ、介護施設・介護福祉士養成施

設・日本語学校等の情報提供などの広報活動、これらの取組を実施するための宣材ツールの作成等を行う。

・介護技能評価試験等実施事業（民間団体等への補助）
介護技能評価試験等の受験者の増加が見込まれる地域を検討し、モデル的に重点試験地域を選定のうえ、試験を実施し、今後、日本の介護分野へ特定技能の在留資格

を活用して就労を希望する外国人介護人材を効率的に確保できる試験体制の検討を行う。

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

外国人介護人材を確保する観点から、海外現地での働きかけを強化し、都道府県と連携して、海外現地の学校との連携を強化する
など、現地での人材確保に資する取組を行う事業所・介護福祉士養成施設・日本語学校等に対して支援を行うとともに、新たに日本の
介護分野へ特定技能の在留資格を活用して就労を希望する外国人介護人材の増加に対応するため、介護技能評価試験等の重点試
験地域を選定のうえ、試験を実施し、効率的な試験体制の検討を行うことで、外国人介護人材の受入促進を図る。

海外現地の送り出し機関等との関係構築・連携強化や、現地説明会による採用・広報活動など、海外展開に積極的

に取り組む介護事業者の支援及び介護技能評価試験等の重点試験地域を選定のうえ、試験を実施し、効率的な試験

体制の検討を行うことにより、国民が必要な介護サービスを安心して受けられるよう、その担い手となる外国人介護人

材を確保する。

・外国人介護人材獲得強化事業（地方自治体への補助事業）【海外現地での外国人介護人材確保の取組に対する支援】
【補助率】 国2/3、県1/3
【補助金の流れ】 厚生労働省 都道府県

○外国人介護人材受入事業所
○介護福祉士養成施設
○日本語学校 等

補助 補助

・介護技能評価試験等実施事業（民間団体等への補助）
【補助率】 定額
【補助金の流れ】 厚生労働省 民間団体

補助

ⅢⅡⅠ

○○

【○介護人材の確保、育成及び定着に向けた取組支援】

施策名：外国人介護人材獲得強化事業

社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

（内線2894）
令和６年度補正予算 2.7億円
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・外国人介護人材の活躍に資するICT導入等促進事業（地方自治体への補助事業）【外国人介護人材が介護現場で働きやすくするための環境整備】
外国人職員と日本人職員の意思疎通の円滑化、外国人の日本語学習の支援、外国人の記録作業の負担軽減をし、外国人介護人材の介護現場における円滑な就労・定

着を促進する目的で、都道府県と連携して以下のア・イのいずれかの取組を行う外国人介護人材受入事業所等に対して、その費用を補助する。 
ア 外国人介護人材の活躍に資するツール等の導入支援及び活用促進 

外国人介護人材が介護現場で円滑に就労・定着できるよう、外国人介護人材の活躍に資するツール等（携帯型翻訳機、多言語対応の介護記録ソフトウェア、
e- ラーニングシステムなど）を導入するとともに、導入されたツール等が有効活用されるための研修、勉強会、関連規程の整備などの環境整備を行う。 

イ その他外国人介護人材が介護現場で働きやすくするための必要な取組

・介護の日本語学習支援等事業（民間団体等への補助）
各地域において介護福祉士国家試験対策向けの講座の開催する動きがある中、本事業により、地域の職能団体をはじめとした外国人介護人材の資格取得支援機関に

対するスーパーバイズなど、地域の資格取得支援機関の支援力を向上させるために必要な取組を行うことで、国家試験対策講座に係る受講体制の均てん化を図る。
※支援メニューの例

・外国人介護人材の資格取得支援講座の開催未実施の地域の資格取得支援機関への支援
・各地域の資格取得支援機関との情報提供体制の構築

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

外国人介護人材の介護現場における円滑な就労・定着を促進する観点から、外国人職員と日本人職員の意思疎通の円滑化、外国
人の日本語学習の支援、外国人の記録作業の負担軽減をするため、受入事業所等に対して、外国人介護人材の活躍に資するツール
等の導入、導入されたツール等が有効活用されるための環境整備に係る経費を助成する。

また、在留資格｢特定技能｣の受入促進等により今後増加が見込まれる外国人介護人材の資格取得支援ニーズへの対応を強化す
るため、民間団体が有する資格取得支援のノウハウを地域の資格取得支援機関へ横展開を行うことで、外国人介護人材に対する資格
取得支援の強化を図る。

外国人介護人材受入事業所におけるツール等の導入等を推進することで、外国人職員と日本人職員の円滑なコ

ミュニケーションや、外国人介護人材の業務負担の軽減等を行い、また、国家試験対策講座に係る受講体制の均て

ん化を図ることで、外国人介護人材の介護現場における円滑な就労・定着を実現する。

・外国人介護人材の活躍に資するICT導入等促進事業（地方自治体への補助事業）【外国人介護人材が介護現場で働きやすくするための環境整備】
【補助率】 国1/2、県1/4、受入事業所等1/4
【補助金の流れ】

厚生労働省 都道府県 ○外国人介護人材受入事業所 等

補助 補助

・介護の日本語学習支援等事業（民間団体等への補助）
【補助率】 定額
【補助金の流れ】 厚生労働省 民間団体

補助

【○介護人材の確保、育成及び定着に向けた取組支援】

施策名：外国人介護人材定着促進事業

社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

（内線2894）
令和６年度補正予算 1.4億円

ⅢⅡⅠ

○○

資料第10－34

159



２ 事業の概要

１ 事業の目的

本事業は、経済連携協定（EPA）又は交換公文に基づき入国し、介護施設等で就労しながら介護福祉士国家資格の取得を目指す者

（以下「外国人介護福祉士候補者」という。）が介護福祉士国家試験に合格できるよう、日本語及び介護分野の専門知識に係る学習
支援を目的とする。

（１）就労中の外国人介護福祉士候補者の日本語学習（日本語講師の派遣、日本語学校への通学等）、介護分野の
専門知識の学習（民間業者が実施する模擬試験や介護技術講習会への参加等）及び学習環境の整備に要する経費

日本語講師や養成校教員等の受入施設への派遣に要する経費

日本語学校の授業料や通学等に要する経費

民間業者が実施する模擬試験や介護技術講習会等への参加に要する経費

（２）就労中の外国人介護福祉士候補者の喀痰吸引等研修の受講に要する経費

喀痰吸引等研修の受講に要する経費
※ EPA介護福祉士候補者以外の実務経験ルートで国家試験を受験する者については、平成28年度から実務者研修の受講が義務

付けられており、当該研修の中で医療的ケアを学習することとなっている。

（３）外国人介護福祉士候補者の研修を担当する者の活動に要する経費

受入施設の研修担当者の活動に要する経費

外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業

補助率 2/3
実施主体 都道府県

令和７年度当初予算案 地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）97億円の内数

資料第10－35

※障害者施設等は「障害者施設等の外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業」（令和７年度当初予算案：生活困窮者就労準備支援事業費等補助金412億円の内数）で実施。160



１ 事業の目的・概要

○ 介護福祉士の資格取得を目指す外国人留学生の確保を図るため、留学生に対して、就労予定先の介護施設等（受入介護施設等）が介護福祉士養成施
設等に係る奨学金の給付等を行う場合に、その費用の一部を助成する事業を実施。

○ なお、居住費などの生活費について、受入介護施設等が現行の補助基準額を超えて介護人材の確保に向け積極的に支援を行った場合に限り、補助基
準額に加算できる。

外国人留学生への奨学金の給付等に係る支援事業
※地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）のメニュー（外国人留学生及び１号特定技能外国人の受入環境整備事業）

社会・援護局福祉基盤課
（内線）2894

２ 事業のスキーム・実施主体等

＜留学生の支援例＞

○１年目：日本語学校
学費：月５万円
居住費などの生活費：月３万円 （※）

○２年目･３年目：介護福祉士養成施設
学費：月５万円
入学準備金：２０万円（初回に限る）
就職準備金：２０万円（最終回に限る）
国家試験受験対策費用：４万円（年額）
居住費などの生活費：月３万円 （※）

・受入介護施設等の奨学金等の総額
に対して補助
・補助率： 1/3
（受入介護施設等の負担：2/3）

経費助成

受入介護施設等

都
道
府
県
（
委
託
可
）

奨学金等の
貸与・給付

留
学
生
（
日
本
語
学
校
・
養
成
施
設
）

国補助

令和７年度当初予算案 地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）97億円の内数

※ 居住費などの生活費について、受入介護施設等が現行の補助基準額を超えて介
護人材の確保に向け積極的に支援を行った場合に限り
１ 月２万円まで加算。
２ 入居に係る初期費用等について、該当月に限り、月５万円まで加算。
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外国人留学生及び１号特定技能外国人のマッチング支援事業
※地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）のメニュー（外国人留学生及び１号特定技能外国人の受入環境整備事業）

留学・就労希望者等
※ベトナム、フィリピン、カン

ボジア、中国、インドネシ
ア、タイ、ミャンマー、ネ
パール、モンゴル、インド、
バングラデシュ 等

・現地教育機関訪問
・候補者リストの作成
・候補者との面談
・ビデオレターの作成 等

①養成施設、介護施設等から
の情報収集

・受入れの意向の有無
・受入実績
・求める人材の確認
・特色あるカリキュラムや行事等の紹介
・施設のアピールポイント等の紹介
・ビデオレターの作成 等

①’養成施設、介護施設等から
の情報の提供

②’現地教育機関等からの情報の
提供

【送出国】 都道府県

③現地合同説明会等の開催
留学生候補者や特定技能入国希望者と、受入れを希望する日本の介護福祉士養成施設、
介護施設等の間でマッチングを行うため、現地で合同説明会等を開催する。

委
託

③現地合同説明会等のコーディネート
介護施設等

介護福祉士
養成施設

【日本】

協議体の設置など、
地域の関係団体等
と連携しながらマッ
チングを実施

マッチング
支援団体

②現地教育機関等からの情報の
提供

１ 事業の目的・概要

令和７年度当初予算案 地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）97億円の内数

介護福祉士養成施設と養成施設の留学希望者、また、介護施設等と特定技能による就労希望者等とのマッチングを
適切に行うための経費を助成することにより、留学希望者や特定技能による就労希望者の円滑な受入支援体制の構築
を図る。

（事業内容）
① マッチング支援団体が、外国人介護人材の送り出し国において留学希望者や特定技能による就労希望者に関する
情報収集を行うとともに、マッチング対象となる双方に必要な情報を提供する

② 現地（海外）での合同説明会の開催等のマッチング支援を行う など

２ 事業のスキーム・実施主体等

３ 実施主体等

◆ 実施主体：都道府県
◆ 補 助 率： ２／３
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不安や抵抗感があ
る, 34.8%

不安や抵抗感が
ややある, 51.7%

特に不安や抵抗感は
ない, 9.0%

無回答, 4.5%

n=1,355

【事業目的】
○ 外国人介護人材の受入れを検討するにあたりコミュニケーションや文化・風習への配慮等に不安がある、また、外国人介護人材に学
習支援や生活支援ができる体制が不十分であるといった実態が介護施設等においてみられる。

○ こうした実態を踏まえ、本事業では、介護施設等の不安を和らげるとともに外国人介護人材が介護現場で円滑に就労・定着できるよ
うにするため、介護施設等において外国人介護人材を受け入れるための環境整備等にかかる費用の一部を助成する。

コミュニケーション支援

外国人介護職員を受け入れることへの不安や抵抗感＜外国人介護職員を受け入れたことがない施設＞

日本人職員、外国人介護職員、介護サービス利用者等の
相互間のコミュニケーション支援に資する取組

➢介護業務に必要な多言語翻訳機の導入に
かかる経費

➢多文化理解など外国人職員と円滑に働く
ための知識を習得するための講習会への
参加等にかかる経費 など

資格取得支援・生活支援
外国人介護人材の資格取得支援や生活支援の

体制強化に資する取組

➢介護福祉士資格取得を目指す外国人介護
職員に対する学習支援にかかる経費

➢外国人介護職員の生活支援、メンタルヘルス
ケアにかかる経費 など

教員の質の向上支援
介護福祉士養成施設における留学生への

教育・指導の質の向上に資する取組

➢留学生に適切な教育・指導を行うための教員の
質の向上に資する研修等にかかる経費 など

外国人介護人材受入施設等環境整備事業
※地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）のメニュー

（出典）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社「外国人介護人材の受入れに関するアンケート調査」（平成30年10月1日時点調査）
（平成30年度厚生労働省老人保健健康増進等事業）

71.4%
69.1%

64.6%
47.1%

45.6%
45.3%

43.8%
42.4%
42.3%

39.8%
36.5%

30.5%
28.6%

27.2%
17.6%

2.3%
0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

利用者や家族とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

他の職員とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

文化･風習への配慮

受入れにかかる費用

職場への定着､勤務継続

組織への順応性･協調性

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽの不調

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄにおけるﾄﾗﾌﾞﾙ

信仰上の配慮

受け入れる際に必要な事務手続き

仕事に対する姿勢

対応事項について全般的にわからない

介護技術の水準

食生活への配慮

関係機関との連携

その他

わからない
n=1,355

令和７年度当初予算案 地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）97億円の内数 補助率 ：2/3
実施主体：都道府県
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外国人介護人材研修支援事業
※地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）のメニュー

１ 事業の目的

本事業は、介護職種における技能実習生及び介護分野における１号特定技能外国人の介護技能を向上するための集合研修等を実施する
ことにより、当該外国人介護人材が日本国内の介護現場において円滑に就労・定着できるようにすることを目的とする。

（１）介護職種の技能実習生及び介護分野における１号特定技能外国人を対象とした集合研修等の実施
○ 技能実習生や１号特定技能外国人を対象に介護技能を向上することを目的とした集合研修の実施。
・ 受入状況や就労場所の地理的要因など各地域の実情に応じて、集合研修以外（派遣講師による巡回訪問、オンライン等）
の方法で、研修を実施することも可能。

・ 他の在留資格で就労する者も含めて集合研修を実施することも可能。（その場合は合理的な方法により費用按分を行い、重複
が無いように整理することが条件。）

・ 研修内容は、研修対象者が介護現場で円滑に就労・定着できるようにする観点から必要と考える内容であり、実施主体のそれ
ぞれの実情に応じて検討可能。また、研修は座学のみならず演習を取り入れることしている。

○ 介護や日本語等の専門家の意見を踏まえた、研修教材の作成。
※ 別に国の補助事業として作成した「介護の日本語テキスト」や、介護の日本語学習に関するWEBコンテンツ「にほんごをま
なぼう」を、研修中や研修実施前後に積極的に活用するなど既存の学習ツール等も有効に活用することを推奨。

（２）外国人介護人材受入施設等職員を対象にした研修の実施
○ 外国人介護人材を雇用する介護施設等で技術指導等を行う職員を対象にした研修の実施。
・ 受入れに係る必要な準備、外国人介護人材が安心して就労することができるサポートのあり方、円滑にコミュニケーションを
図る方法、文化・風習への配慮事項、介護技術の指導方法、外国人介護人材受入事例の紹介などの内容について、地域の実情に
応じて必要な研修内容を実施。

・ 在留資格にかかわらず外国人の介護職員を雇用する施設等を対象とすることが可能。

（３）研修講師等の指導者養成研修の実施
○ 上記（１）（２）に基づき実施する研修の質の向上を図ることを目的として、当該研修講師（講師予定の者を含む）を養成す
るため、研修を適切に実施するための知識・技術の習得など、地域の実情に応じて必要な指導者養成研修を実施。

補助率 ：2/3
実施主体：都道府県

２ 事業の概要・スキーム

令和７年度当初予算案 地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）97億円の内数
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研修講師等の指導者養成研修の横展開
※地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）外国人介護人材研修支援事業のメニュー

○ 外国人介護人材については、介護保険部会の意見書において「日本語学習や生活相談の支援とともに介護福祉士の資格取得支援
等を推進することが必要である」とされており、介護福祉士の資格取得に向けた支援が重要。

○ しかしながら、技能実習生や１号特定技能外国人は、介護福祉士資格取得を目指した制度ではないため、就労しながら資格取得
するまでの具体的な道筋や、学習支援の手法が明確ではなく、受入施設の方針次第で学習方法等が大きく異なっている状況にある。

○ そのため、どの施設で勤務していても、適切な学習支援等が行われるよう、外国人介護人材研修支援事業等を活用し、都道府県
内の関係機関が連携して、適切な指導法に関する知識・技能を有する指導者の養成を行う事業を推進する。

○ なお、地域の特性に応じ、例えば、養成した指導者を各受入施設に派遣し、施設の教育担当職員や外国人介護人材本人に向けた
学習支援体制・指導方法・学習方法などについて助言を行うなど、柔軟な形態による事業実施も可能である。

都道府県内の受入施設の外国人教育担当職員等を対象に、外国人介護人材の学習支援方法に関する知識や技能に関する研修等を実施。

指導者養成研修の開催
（都道府県）

参加

県下の
養成施設の教員

県下の受入施設の
指導的役割にある者

県下の
日本語学校講師

・研修カリキュラム等の作成
・モデル事業の実施による事例収集
・研修に係る経費等の助成

（厚生労働省）

研修開催支援
適切な指導法に関する
知識・技能を有する
指導者を養成

指導者養成の実施

○ 上記により養成した指導者等からなる「外国人教育者チーム」を構成。
○ 外国人受入施設に対して、外国人教育者チームを派遣して、介護福祉
士資格取得等に向けた以下の支援を実施。
ア 受入施設の教育担当者に向けた学習支援体制・指導方法等に関する
助言

イ 外国人介護人材について、本人の日本語能力等を総合的に判断し、
その状況に応じた学習方法等に関する助言

（参考：事業実施例）外国人教育者チームの派遣

都道府県

外国人介護人材
受入施設

養成した指導者等からなる
外国人教育者チーム

教育者派遣を依頼

厚生労働省

派遣等にかかる
経費等の助成
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「外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会」について

技能実習制度は、制度創設時の附帯決議（※１）等において、対象職種への介護の追加後３年を目途として、その実施状況を勘案して、
必要があると認めるときは、検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずることとされている。

また、「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議」（令和４年11月設置）が令和５年５月にとりまとめた中間報告書
では、技能実習制度と特定技能制度が直面する様々な課題を解決した上で、国際的にも理解が得られる制度を目指すとされ、具体的な制度

設計について議論を行った上で、令和５年秋を目途に最終報告書を取りまとめることとされている（※２）。
このような状況を踏まえ、学識経験者など介護サービス関係者を参集し、技能実習「介護」及び特定技能「介護」における固有要件等に

ついて必要な検討を行う。

※１「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律案」に対する附帯決議（平成28年10月21日衆議院法務委員会）
※２ 令和４年12月から16回にわたる議論を踏まえた最終報告書が、令和５年11月30日、関係閣僚会議の共同議長である法務大臣に提出された

趣旨・目的

石田路子（NPO法人高齢社会をよくする女性の会）

伊藤優子（龍谷大学短期大学部教授）

猪熊律子（読売新聞東京本社編集委員）

今村文典（日本介護福祉士会）

◎臼井正樹（神奈川県立大学名誉教授）

江澤和彦（日本医師会）

近藤 篤（民間介護事推進委員会）

斉藤正行（全国介護事業者連盟）

内藤佳津雄（日本大学文理学部教授）

検討会構成員

１．訪問系サービスなどへの従事について

現行、訪問系サービスについては、技能実習「介護」、特

定技能「介護」等外国人介護人材の従事が認められていない

が、このことについてどう考えるか。

２．事業所開設後３年要件について

現行、技能実習「介護」の受入れについては、経営が一定

程度安定している事業所として設立後３年を経過している事

業所が対象となっているが、この要件についてどう考えるか。

３．技能実習介護等の人員配置基準について

現行、技能実習「介護」等については、就労開始後６か月

を経過しないと介護施設の人員配置基準に算定されないが、

このことについてどう考えるか。

主な検討事項

中山辰巳（全国老人福祉施設協議会）

濱田和則（全国社会福祉法人経営者協議会）

平川博之（全国老人保健施設協会）

富家隆樹（日本慢性期医療協会）

松田陽作（日本労働組合総連合）

光元兼二（高齢者住まい事業者団体連合）

吉井栄一郎（東京都老人クラブ連合会）

（敬称略、五十音順）

（◎：座長）

開催実績
令和５年７月24日（第１回）、令和５年10月４日（第２回）
令和５年12月４日（第３回）、令和６年１月22日（第４回）
令和６年２月15日（第５回）、令和６年３月22日（第６回）
令和６年６月19日（第７回）
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「外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会」中間まとめ（概要）

(2)技能実習「介護」における事業所開設後３年要件
・現行の要件（事業所の開設後３年が経過）を満たさない場合、①又は②のいずれかを満たす場合も認めるべき。
①法人の設立から３年間が経過している場合（法人要件）
②外国人に対する研修体制や職員・利用者等からの相談体制など同一法人によるサポート体制がある場合（サポート体制要件）

※就労開始から６月未満の技能実習生等の人員配置基準上の取扱いについては、本検討会における議論等も踏まえ、社会保障審議会介護給付費分科会の審議
報告に基づき、一定の要件の下で職員等とみなすこととし、令和６年４月から施行。

(1) 訪問系サービスへの従事
・訪問介護等について、介護職員初任者研修を修了した有資格者等であることを前提として、受入事業者に対して
以下の事項の遵守を求め、適切に履行できる体制・計画等を有することを条件として従事を認めるべき。

※国においても巡回訪問等の実施や母国語による相談窓口の設置、キャリアアップ支援に取り組む。

① 訪問介護の基本、生活支援技術、利用者・家族等とのコミュニケーション、日本の生活様式などを含む研修の実施
② 一定期間、サービス提供責任者等が同行するなど必要なOJTの実施
③ 外国人介護人材に対して業務内容等を丁寧に説明し、その意向等を確認しつつ、キャリアアップ計画を作成
④ ハラスメントを防止するための対応マニュアルや発生した場合の対処方法等の作成・共有、相談窓口の設置等
⑤ 介護ソフトやタブレット端末の活用による記録業務の支援、コミュニケーションアプリの導入などICTを含む環境整備

・訪問入浴介護について、受入事業者が適切な指導体制等を確保した上で、職場内で必要な研修等を受講して、業
務に従事することを認めるべき。併せてキャリアアップの観点から支援を行うよう、受入事業者に配慮を求める。

(3)その他（施行時期・戦略的な対応の必要性）
・今後の具体的な制度設計に当たっては、制度趣旨・目的等を踏まえつつ検討を進め、準備ができ次第、順次施行
するべき。特に技能実習制度は、令和６年６月14日に成立した法律に基づき新たに創設される育成就労制度の状
況に留意する必要。また、既存制度との整合性について、一定の整理を行いながら検討を進めるべき。

・世界的な人材確保の競争が厳しくなり、介護人材の重要性が増している中で、日本がこれまで培ってきた経験等
を活かしつつ、海外現地への働きかけや日本の介護現場における定着支援を、より戦略的に進めるべき。
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改正法の概要（育成就労制度の創設等）

入管法
１．新たな在留資格創設

２．特定技能の適正化

○ 特定技能所属機関（受入れ機関）が１号特定技能外国人の支援を外部
委託する場合の委託先を、登録支援機関に限るものとする。

４．永住許可制度の適正化

○ 永住許可の要件を一層明確化し、その基準を満たさなくなった場合等
の取消事由を追加。ただし、特段の事情がない限り、在留資格を変更し
て引き続き在留を許可。

３．不法就労助長罪の厳罰化

○ 外国人に不法就労活動をさせる等の不法就労助長罪の罰則を引上げ。
（拘禁刑3年以下又は罰金300万円以下→５年以下又は500万円以下 ※併科可）

１．育成就労制度の目的・基本方針
○ 法律名を「外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関
する法律｣(育成就労法)に改める。

○ 育成就労制度は、育成就労産業分野において、特定技能１号水準の技能を
有する人材を育成するとともに、当該分野における人材を確保することを目
的とする。

○ 政府は基本方針及び分野別運用方針を定めるものとし、分野別運用方針に
おいて、各分野の受入れ見込数を設定するものとする。

２．育成就労計画の認定制度
○ 育成就労計画の認定に当たって、育成就労の期間が３年以内（注３）である
こと、業務、技能、日本語能力その他の目標や内容、受入れ機関の体制、外
国人が送出機関に支払った費用額等が基準（注４）に適合していることといっ
た要件を設ける。

○ 転籍の際には、転籍先において新たな育成就労計画の認定を受けるものと
し、当該認定は、①やむを得ない事情がある場合や、②同一業務区分内であ
ること、就労期間（１～２年の範囲で業務の内容等を勘案して主務省令で規
定）・技能等の水準・転籍先の適正性に係る一定の要件(注５)を満たす場合
(本人意向の転籍)に行う。

３．関係機関の在り方
○ 監理団体に代わる「監理支援機関」については、外部監査人の設置を許可
要件とする。監理支援機関は、受入れ機関と密接な関係を有する役職員を当
該受入れ機関に対する業務に関わらせてはならないものとする。

○ 外国人技能実習機構に代わる「外国人育成就労機構」を設立。育成就労外
国人の転籍支援や、１号特定技能外国人に対する相談援助業務を追加。

（注３）主務省令で定める相当の理由（試験不合格）がある場合は、最大で１年の延長可。
（注４）詳細な要件は、主務省令で定める。
（注５）詳細な要件は、主務省令で定める。具体的には、

・ 同一機関での就労期間については分野ごとに１年から２年の範囲で設定すること
・ 技能等の水準については、技能検定試験基礎級等及び分野ごとに設定するＡ１～Ａ２
相当の日本語能力に係る試験への合格

・ 転籍先が、育成就労を適正に実施する基準を満たしていること
を要件とすることを予定している。

４．その他
４．その他

○ 季節性のある分野において、派遣形態による育成就労の実施を認める。

○ 制度所管省庁が地域協議会を組織することができるものとし、地域の
実情を踏まえた取組について協議を行うものとする。

○ 施行までに技能実習生として入国した者は、施行後、現段階から次の
段階までの資格変更（例：１号→２号、２号→３号）を一定の範囲で認め
る。

（注２）さらに、一定基準に適合する企業の外国事業所の職員が技能等を修得するための
「企業内転勤２号」の在留資格を創設。

育成就労法 (技能実習法の抜本改正)

○ 技能実習の在留資格を廃止。｢育成就労産業分野｣(特定産業分野のうち
就労を通じて技能を修得させることが相当なもの)に属する技能を要する
業務に従事すること等を内容とする｢育成就労｣の在留資格を創設（注２)。

技能実習制度及び特定技能制度をめぐる状況に鑑み、就労を通じた人材育成及び人材確保を目的とする新たな在留資格として育成就労の在留
資格を創設し、育成就労計画の認定及び監理支援を行おうとする者の許可の制度並びにこれらに関する事務を行う外国人育成就労機構を設ける
ほか、１号特定技能外国人支援に係る委託の制限、永住許可の要件の明確化等の措置を講ずる。（公布の日から原則３年以内に施行（注１））

（注１）準備行為に係る規定は公布即施行
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育成就労

制度見直しのイメージ図

現行制度 見直し後

５
年

２
年

制
限
な
し

２
年

１
年

５
年

制
限
な
し

␟
ି
گ
␠

گ
ফ
（
ਉ
ಋ
）

特定技能２号

技能実習２号

技能実習１号

技能実習３号

特定技能１号

特定技能２号

特定技能１号

・対象となる職種・分野の
不一致

・技能実習の職種の細分化
・「帰国」が制度上の原則

（注１）育成就労制度の受入れ対象分野は特定産業分野と原則一致させるが、
国内での育成になじまない分野は育成就労の対象外。

（注２）特定技能１号については、「試験ルート」での在留資格取得も可能。

（注３）永住許可につながる場合があるところ、永住許可の要件を一層明確化し、
当該要件を満たさなくなった場合等を永住の在留資格取消事由として追加する。

・転籍の制限
・技能実習生の失踪問題等

・転籍の制限緩和（注４）
・ブローカー対策等も適切に

・対象となる職種 ・ 分野が
原則一致（注１）

・業務を拡大、特定技能１号
水準の人材を育成

・地域に根付き共生できる
制度に

→ 長期間産業を支える人材
を確保。

・キャリアアップの道筋を明確化
・労働者として適切に権利保護
・関係機関の要件等を適正化

→ 魅力ある制度で「選ばれる国」へ。

（注４）転籍の制限緩和の内容

○ 「やむを得ない事情がある場合」の転籍の範囲を拡大・明確化するとともに、
手続を柔軟化。

○ 以下を要件に、同一業務区分内での本人意向による転籍を認める。
・ 同一機関での就労が１～２年（分野ごとに設定）を超えている
・ 技能検定試験基礎級等及び一定水準以上の日本語能力に係る試験への合格
・ 転籍先が、適切と認められる一定の要件を満たす

（注２）

（注２）

・キャリアパスが不明瞭
・労働者として権利保護不十分
・不適正な送出／受入れ／監理事例
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育成就労制度の概要
令和６年６月２１日、「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の一部を改正する

法律」が公布されました。

それにより、技能移転による国際貢献を目的とする技能実習制度を抜本的に見直し、我が国の人手不足分野における人材の育成・確保を目的

とする育成就労制度が創設されます（育成就労制度は令和６年６月２１日から起算して３年以内の政令で定める日に施行されます。）。

｢育成就労産業分野（育成就労制度の受入れ分野）」（※）において、我が国での３年間の就労を通じて特定技能１号

水準の技能を有する人材を育成するとともに、当該分野における人材を確保すること。

（※）特定産業分野（特定技能制度の受入れ分野）のうち就労を通じて技能を修得させることが相当なもの

育成就労制度の

目的

育成就労制度の基本方針及び育成就労産業分野ごとの分野別運用方針を策定する（策定に当たっては、有識者や労使団

体の会議体から意見を聴取）。

分野別運用方針において、生産性向上及び国内人材確保を行ってもなお不足する人数に基づき分野ごとの受入れ見込数

を設定し、これを受入れの上限数として運用する。

基本方針・

分野別運用方針

（育成就労外国人と育成就労実施者の間の雇用関係の成立のあっせんや）育成就労が適正に実施されているかどうか監理

を行うなどの役割を担う監理支援機関を許可制とする（許可基準は厳格化。技能実習制度の監理団体も監理支援機関の許

可を受けなければ監理支援事業を行うことはできない。）。

監理支援機関の
許可制度

育成就労外国人ごとに作成する「育成就労計画」を認定制とする（育成就労計画には育成就労の期間（３年以内）、育成

就労の目標（業務、技能、日本語能力等）、内容等が記載され、外国人育成就労機構による認定を受ける）。

育成就労計画の
認定制度

・送出国と二国間取決め（ＭＯＣ）の作成や送出機関に支払う手数料が不当に高額にならない仕組みの導入など、送出し

の適正性を確保する。

・育成就労外国人の本人意向による転籍を一定要件の下で認めることなどにより、労働者としての権利保護を適切に図る。

・地域協議会を組織することなどにより、地域の受入環境整備を促進する。

適正な送出しや
受入環境整備の

取組

資料第10－45
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育成就労制度及び特定技能制度のイメージ

（注１）特定技能１号の試験不合格となった者には再受験のための最長１年の在留継続を認める。

（注２）育成就労制度の受入れ対象分野は特定技能制度と原則一致させるが、特定技能の受入れ対象分野でありつつも、国内での
育成になじまない分野については、育成就労の対象外。

高技能レベル

（就労開始までに）
○ 日本語能力A１
相当以上の試験
（日本語能力試験
（ＪＬＰＴ）のＮ
５等）合格

or
○ それに相当する
日本語講習の受講

受入れの範囲：育成就労産業分野
（注２）

○ 技能検定基礎級等
＋

○ 日本語試験（A１相当以上の水
準から特定技能１号移行時に必要
となる日本語能力の水準までの範
囲内で各分野ごとに設定）

⇒これらの試験への合格が
本人意向の転籍の条件

○ 技能検定試験３級や特定技能１号評価試験
＋

○ 日本語能力Ａ２相当以上の試験(ＪＬＰＴ
のＮ４等)

※ 育成就労を経ずに外国で試験を受験して
特定技能１号で入国することも可。

○ 特定技能２号評価試験
＋

○ 日本語能力Ｂ１相当
以上の試験（ＪＬＰＴの
Ｎ３等）

育成就労
（３年間）

特定技能１号
（５年間）

特定技能２号
（制限なし）

（注１）
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育成就労制度の関係機関のイメージ

主務省庁

送出機関送出機関

育成就労外国人

地方出入国在留管理局地方出入国在留管理局

外国人育成就労機構

監理支援機関

育成就労実施者（受入れ機関）

・新たに二国間取決め(ＭＯＣ)作成

・長期にわたって産業を支える人材として
育成・雇用（人手不足分野における人材
育成及び人材確保を目的）

送出国政府

・計画認定、実地検査、指導・助言等

ハローワーク

育成就労計画の認定や計画に基づく育成
就労が実施されているかの実地検査など
を行う

・連携

監理支援機関や機構と
連携して転籍を支援

育成就労外国人と育成就労実施者の間の
雇用関係の成立のあっせんや適正な育成
就労が実施されているかどうかの監査な
どを行う
（単独型育成就労においては関与なし）

原則としてＭＯＣを作成した国
からのみ受入れを行う

育成就労を行いたい外国人の
募集や事前研修などを行う

育成就労を行いた
い外国人からの求
職の申込みの取次
ぎを行う
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施行までのスケジュール（予定）
２０２７年
（令和９年）

２０２６年
（令和８年）

２０２５年
（令和７年）

２０２４年
（令和６年）

基本方針、主務省令等
の作成

事前申請
（監理支援機関の許可等）

分野別運用方針分野別運用方針
の作成（育成就
労産業分野の設
定等（※））

੝
ਫ
১
઱
ষ

送出国とMOCの交渉・作成・署名

※ 育成就労産業分野・特定産業分野の設定は、必要に応じて、改正法施行までの間にも行う。
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技能実習に関する経過措置のイメージ

施行日（令和９年予定）

入国 出国

入国

申請

施行日前に既に技能実習を終えて出国している場合は、技能
実習生として再度入国することはできません（注）。

（注）技能実習を行っていた期間や職種によっては、育成就労外国人
として再度入国することができる場合があります。

②施行日前に技能実習計画（注）の認定の申請をしている場
合は、施行日以後に技能実習生として入国できる場合があり
ます。

（注）施行日から３か月以内に開始することを内容とする技能実習計
画に限ります。また、技能実習計画は、施行日以後に認定される場
合があります。

①施行日前に入国し、施行日時点で現
に技能実習を行っている場合は、引き
続き技能実習を行うことができます。

入国

下記①又は②に該当する場合、施行日後にも技能実習を行うことが可能であり、要件を満たせば、次の段階の技能実
習までは引き続き行うことができます（注）。
施行日後に技能実習を行う場合には、技能実習制度のルールが適用され、技能実習から育成就労に移行することはで

きません。

（注）施行日時点で技能実習１号で在留する方は技能実習計画の認定を受けた上で技能実習２号への移行ができますが、施行日時点で技能

実習２号で在留する方の技能実習３号への移行については、一定の範囲のものに限られます。
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外国人介護人材に関する相談窓口について

①EPA相談窓口

②外国人介護人材無料サポート

○ EPAに基づくインドネシア・フィリピン・ベトナム３ヶ国の候補者及び受入施設を対象とした相談窓口を（公社）国際厚生事業団に
おいて、開設。

○ EPA介護福祉士候補者及び受入施設からの施設内研修・雇用管理・在留管理などに関する相談などを電話等で受け付け、助言を行う
等の支援を行っている。
※ 顧問社会保険労務士による雇用管理相談や顧問精神科医によるメンタルヘルス相談の希望も受け付けている。

電話番号：03-6206-1772 /（フリーダイヤル）0120-115-311※英語・インドネシア語・ベトナム語音声案内あり
メールアドレス：sodan@jicwels.jp（インドネシア：sodan_id@jicwels.jp、フィリピン：sodan_ph@jicwels.jp、ベトナム：sodan_vn@jicwels.jp ）
受付日時及び対応言語：毎週月曜日～金曜日※（祝・祭日を除く）9:15 ～ 13:00 14:00 ～ 17:30

※月、木：日本語、インドネシア語・英語・ベトナム語対応
※火、水、金：日本語（必要に応じ各国母国語での対応も可能）

○ EPA介護福祉士候補者以外の在留資格の外国人及びその受入施設を対象とした相談窓口を（公社）国際厚生事業団において、開設。
○ 外国人及び受入施設・登録支援機関からの外国人ご本人の生活・日本語学習・労務管理・在留資格などに関する相談などを電話等で
受け付け、助言を行う等の支援を行っている。
※ 顧問社会保険労務士による雇用管理相談や顧問精神科医によるメンタルヘルス相談の希望も受け付けている。

電話番号：0120-118-370（フリーダイヤル）
※英語、中国語、インドネシア語、ベトナム語、タガログ語、タイ語、ネパール語、ミャンマー語、
クメール語、モンゴル語、ヒンディー語対応

※この他、右記のWEB、LINE、Facebookにおいても、相談受付および相談窓口の案内を行っている。
受付日時：9時15分～17時30分（土曜日・日曜日・祝祭日を除く）

資料第10－50
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妊娠等を理由とした外国人介護人材への不利益取扱いの禁止について

〇 妊娠・出産等を理由として外国人介護人材を解雇し不利益な取扱いをすること、私生活の自由を不当に制限するこ

となどは関係法令に基づき禁止されている。

○ これまでも外国人介護人材に対して、妊娠等した場合、外国人介護人材に関する相談窓口を活用いただくよう周知

しているところ。

〇 外国人介護人材受入事業所等におかれても、外国人が妊娠等した場合、当該外国人に対し、外国人介護人材に関す

る相談窓口を活用いただくようご案内をお願いする。

資料第10－51
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第 11 社会福祉法人制度等について（福祉基盤課） 

 

１ 社会福祉連携推進法人制度について 

 

（１）社会福祉連携推進法人制度の趣旨等について  

   令和４年４月から社会福祉連携推進法人（以下「連携推進法人」という。）

制度が施行され、令和６年９月 30 日時点で、22 法人が設立された。  

   連携推進法人は、①社員の社会福祉に係る業務の連携を推進し、②地域に

おける良質かつ適切な福祉サービスを提供するとともに、③社会福祉法人の

経営基盤の強化に資することを目的として、福祉サービス事業者間の連携方

策の新たな選択肢として創設したものであり、その設立により、同じ目的意

識を持つ法人が個々の自主性を保ちながら連携し、規模の大きさを活かした

法人運営が可能となる。  

   この連携推進法人は、２以上の社会福祉法人が社員として参画し、以下の

６つの「社会福祉連携推進業務」のうちから、１つ以上の業務を行うことで

設立が可能である。  

  ① 地域福祉支援業務  

  ② 災害時支援業務  

  ③ 経営支援業務  

  ④ 貸付業務  

  ⑤ 人材確保等業務  

  ⑥ 物資等供給業務  

   今後、少子高齢化や人口減少等により、地域ニーズの変化が見込まれ、社

会福祉法人はこうした変化に的確に対応し、自ら提供する福祉サービスの質

を確保しつつ、その経営を持続可能なものとしていくことが求められている。

こうした中で、連携推進法人の枠組みを活用することにより、スケールメリ

ットの導入による経営コストの縮減、法人間のサービス手法・人材育成等の

ノウハウ共有、地域に不足するサービス資源の創出など、地域ニーズの変化

に対応していくための様々な効果が期待できることから、本制度の趣旨等に

ついて十分ご理解をいただいた上、地域において有効に活用されるよう、関
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係者に対する制度及び先行している実践事例の周知にご協力をいただきた

い。  

連携推進法人の立ち上げに当たっては、設立準備会や合同研修会の開催経

費等の設立に必要となる経費に対して、「小規模法人のネットワーク化によ

る協働推進事業」のうち「社会福祉連携推進法人の立ち上げに向けた支援」

として国庫補助を行っている。また、令和 6 年度補正予算において、設立後

における連携推進法人の先駆的な連携推進業務への助成など設立を支援す

るための補助として、「社会福祉法人の連携・協働支援事業」を計上したとこ

ろである。  

関係者への周知をお願いするとともに、これらの施策の活用を通じて、法

人の希望に応じた連携を支援できるよう、積極的な活用をお願いしたい。  

 ※ 連携推進法人に関する情報は、厚生労働省ホームページにおいて、随時公

表しているので、適宜ご参照いただきたい。  

  

＜厚生労働省ホームページ＞  

・社会福祉連携推進法人制度  

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_20378.html 

  ・介護施設・事業所の協働化・大規模化  

～協働化・大規模化による介護経営の改善に関する政策パッケージ～  

   https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-kyoudouka.html 

  

（２）社会福祉連携推進法人の認定所轄庁の役割について  

連携推進法人は、一般社団法人を認定することにより設立されるものであ

るが、その認定等に係る事務処理については、都道府県等が認定所轄庁とし

てこれを担うこととなる。  

認定所轄庁においては、  

① 社会福祉連携推進認定及び認定の公示  

② 定款変更の認可、社会福祉連携推進方針の変更認定、代表理事の選定・

解職認可  

③ 認定の取消、認定取消の公示、認定取消に係る変更登記の嘱託  
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④ 社会福祉連携推進法人に対する指導監査の実施、一時役員・代表理事の

選任  

などの役割を担うこととなるので、円滑に管内関係者からの設立相談や申請

を受け付け、的確な事務処理を行うことができるよう、引き続き、庁内にお

ける適切な体制の整備をお願いしたい。  

また、現に連携推進法人を所管している認定所轄庁においては、管下の連

携推進法人に対する一般監査について、引き続き対応に遺漏ないようお願い

したい。  

  

２ 社会福祉法人関連予算について  

  

（１）「小規模法人のネットワーク化による協働推進事業」（令和７年度予算案：

346,597 千円）について  

本事業は、地域共生社会の実現に向け、小規模な法人等による地域貢献事

業の推進を図るため、複数法人が参画するネットワークを構築し、ネットワ

ーク参画法人による協働事業の施行、これらの事業の実施に必要な合同研修

や人事交流等の取組の推進を目的としている。  

令和７年度予算案において、令和６年度予算と同程度の予算額を確保した

ところであり、法人の希望に応じた連携を支援できるよう、引き続き推進い

ただきたい。  

  

（２）「社会福祉法人の連携・協働支援事業」（令和６年度補正予算：99,500 千

円）について  

   本事業は、社会福祉法人の地域の福祉ニーズへの対応力の強化や、経営基

盤の強化を図るため、法人間連携のきっかけづくりとして、区域内の福祉課

題の解決を目的とした関係者会議の開催経費や連携推進法人の設立支援を

強化するため、連携推進法人による先駆的な取組等に対して補助することに

より、社会福祉法人の連携・協働を一層促進することを目的としている。令

和６年度補正予算に計上したところであり、活用について検討をお願いした

い。  
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３ 社会福祉法人制度の運営について  

  

（１）社会福祉法人制度改革について  

 社会福祉法人は、社会福祉事業の中心的な担い手であるのみならず、営利

企業など他の事業主体では対応が困難な福祉ニーズに対応する公益性の高

い非営利法人であるため、平成 28 年３月に成立した「社会福祉法等の一部

を改正する法律」（平成 28 年法律第 21 号。以下「平成 28 年改正法」とい

う。)において、法人の公益性・非営利性を徹底するとともに、国民に対する

説明責任を果たし、地域社会に貢献する法人の在り方を確立する観点から改

正を行ったところである。  

 社会福祉法人が、多様化・複雑化する福祉ニーズに対応し、地域福祉の

中心的な担い手としての役割を果たせるよう、引き続き、各法人、所轄庁

において必要な取組を進めていただきたい。  

  

（２）「地域における公益的な取組」の積極的な実施について  

   「地域における公益的な取組」については、社会福祉法（昭和 26 年法律

第 45 号。以下「法」という。）第 24 条第２項の規定により、全ての社会福

祉法人は、「日常生活又は社会生活上の支援を必要とする者に対して、無料

又は低額な料金で、福祉サービスを積極的に提供するよう努めなければなら

ない」といった責務が課せられている。その具体的な運用については、「社

会福祉法人による「地域における公益的な取組」の推進について」（平成 30

年１月 23 日付け社援基発 0123 第１号、厚生労働省社会・援護局福祉基盤課

長通知）によりお示しをしているので、各所轄庁におかれては、本通知の趣

旨も踏まえ、地域協議会等の開催などを通じ、法人が円滑に地域ニーズを把

握できるような場の提供をお願いしたい。  

また、生活困窮者等に対する「地域における公益的な取組」の積極実施等

については、「地域公益事業を含む地域における公益的な取組及び職員の処

遇改善の取組の積極的な実施について」（令和４年１月５日社援発 0105 第１

号厚生労働省社会・援護局長通知。以下「積極実施通知」という。）及び「社

会福祉法人の生活困窮者等に対する「地域における公益的な取組」好事例集
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について（周知）」（令和４年３月 28 日厚生労働省社会・援護局福祉基盤課

事務連絡）においてお示ししているので、こうした好事例を周知することな

どを通じて、法人の地域における取組を促す環境整備をお願いしたい。  

  

（３）社会福祉充実残額の算定及び社会福祉充実計画について  

  社会福祉充実残額については、法第 55 条の２の規定に基づき、社会福祉

法人において、毎会計年度、算定しなければならないこととされている。当

該残額が生じる場合には、法人は、その規模や使途等を明らかにするための

「社会福祉充実計画」を策定し、毎会計年度６月 30 日までに計算書類等に

併せて、所轄庁あて当該計画の承認を申請しなければならないこととされて

おり、その具体的な事務処理については、「社会福祉充実計画の承認等に関

する事務処理基準」（平成 29 年１月 24 日付け雇児発 0124 第１号、社援発

0124 第１号、老発 0124 第１号、厚生労働省社会・援護局長等関係局長連名

通知）によりお示ししている。  

各所轄庁におかれては、これらの社会福祉充実残額が、各地域の中で有効

に活用されるよう、社会福祉充実計画の実施状況の把握に努めるとともに、

法人に対する必要な助言をお願いしたい。併せて、積極実施通知において、

社会福祉充実計画の策定に当たっては、地域公益事業を積極的に実施いただ

くとともに、職員の処遇改善も可能な限り優先的に検討いただきたいとして

いることも踏まえつつ、引き続き、社会福祉充実計画を策定する法人の手続

及び既に策定した社会福祉充実計画の変更手続に遺漏のないよう、必要な事

務処理をお願いする。  

  

（４）法人に対する指導監査の適正な実施について  

社会福祉法人の指導監査については、平成 29 年度より、「社会福祉法人

指導監査実施要綱の制定について」（平成 29 年４月 27 日付け雇児発 0427

第７号、社援発 0427 第１号、老発 0427 第１号関係局長連名通知。以下

「監査実施要綱通知」という。）により実施していただいているが、今後と

も、平成 28 年改正法における経営組織のガバナンス強化等による法人の自

主性・自律性を前提とした上で、監査の基準を明確化（ローカルルールの
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是正）し、指導監査の効率化・重点化を図ったという趣旨を踏まえ、適切

に法人の指導監査を実施していただきたい。  

  

（５）「社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム」について  

「社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム」（以下「電子開示システ

ム」という。）は、法人の運営の透明性の確保や国民に対する説明責任を果

たすことが求められていることから、平成 28 年改正法に基づき、独立行政

法人福祉医療機構（以下「福祉医療機構」という。）において電子開示シス

テムの運用を行っているところである。  

令和６年 11 月 14 日現在で、21,024 法人が電子開示システムによる現況

報告書等の届出を行ったところであり、本システムの活用が進んでいる。

本システムによる届出の推進に対してご理解、ご協力いただき感謝申し上

げるとともに、未活用の法人に対する支援等を引き続きお願いする。  

なお、来年度の電子開示システムにかかるスケジュールについては、福

祉医療機構より各法人に対して別途連絡することとしているが、現段階で

は、４月１日から入力シートのダウンロード等の運用を開始する予定とし

ているのでご承知おきいただきたい。  

法人に関する情報に係るデータベースとして、国民に対するインターネ

ット等を通じた迅速な情報提供に資する電子開示システムの趣旨を踏まえ

た対応に引き続きご協力いただくとともに、法第 59 条の２第２項におい

て、都道府県は、管内の社会福祉法人の活動の状況等の調査及び分析を行

い、必要な統計等を作成し、その公表に努めることとされていることか

ら、社会福祉法人の適正な経営と一層のガバナンスの確保を図るため、今

後も積極的な活用をお願いしたい。 

 

182



第 12 社会福祉施設等の防災・減災対策等について（福祉基盤課） 

 

１ 社会福祉施設等の防災・減災対策等について 

 

（１）災害福祉支援ネットワークの構築及び災害派遣福祉チーム（DWAT）の配置について 

災害福祉支援ネットワーク（以下「ネットワーク」という。）は、災害時において、

高齢者や障害者、子ども等といった要配慮者の福祉ニーズに的確に対応し、避難所生

活における生活機能の低下等の防止を図るため、避難所で福祉支援を行う災害派遣福

祉チーム（以下「DWAT」という。）を組成・派遣することなどを通じて必要な支援体制

を確保するための仕組みである。令和５年度には、全都道府県においてネットワーク

を構築し、DWAT が配置されている。 

近年、災害が激甚化・頻発化等している中で、少子高齢化や核家族化などにより、

地域におけるつながりの希薄化が進んでいることから、避難所生活において、医療や

保健的視点からの支援に加え、福祉的視点からの支援が求められている状況にある。

また、今後発生が予想される南海トラフ地震や首都直下地震等の大規模災害では、単

独の都道府県での対応では困難な場合も想定されることから、都道府県間の広域的な

相互支援体制を構築していくことも喫緊の課題となっている。 

令和６年能登半島地震においては、被災県である石川県に加え、石川県からの要請

を受けた全都道府県からのべ 1,573 名の DWAT チーム員が派遣され、避難所や 1.5 次避

難所における被災者からの相談支援などの福祉的な支援を通じて、被災者の生活を支

えた。全国的な調整による DWAT の活動が行われた初めての事例となった。 

このほか、近年の活動状況を見ると、令和元年の台風第 19 号の際には、被災５県

（宮城県、福島県、栃木県、埼玉県、長野県）において、それぞれ管内の DWAT が、特

に長野県では、長野県からの要請を受けた群馬県の DWAT も派遣され、被災者に対する

相談支援や避難所内の環境整備などの支援活動を行い、大きな成果を上げた。また、

令和３年の７月豪雨災害の際には、大規模な土砂災害が発生した静岡県において、静

岡 DWAT が、約２か月にわたり県内の避難所３か所で、保健医療チームとの十分な連携

の下、避難者に対する適切なアセスメントや避難者からの相談などの支援活動を行い、

避難所での要配慮者の生活を支える上での福祉ニーズへの的確な対応が行われた。令

和５年７月の梅雨前線による大雨の際には、大分県において、17 日間で延べ 63 名の大
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分 DWAT のチーム員が日田市内避難所へ派遣された。平時より行政・保健師と顔の見え

る関係作りに取り組んでおり、DWAT チーム員は避難所の環境整備や被災者へのスムー

ズな相談支援を行った。 

厚生労働省では、災害時の避難所における福祉支援を円滑に実施できるよう、各都

道府県が取り組むべき内容について標準化を図りつつ周知を図る観点から、「災害時

の福祉支援体制の整備に向けたガイドライン」（平成 30 年５月 31 日付社援発 0531 第

１号厚生労働省社会・援護局長通知（令和５年３月 31 日一部改正）の別添）を策定し

ている。「災害福祉支援ネットワーク構築推進等事業」（生活困窮者就労準備支援事業

費等補助金のメニュー事業）では、令和７年度予算案において２．９億円（対前年度

０．９億円増）を計上しており、各都道府県におけるネットワーク構築や DWAT 構成員

に対する訓練等にご活用いただきたい。 

また、令和４年度から、全国のネットワークの支援体制を充実させるため、災害福

祉支援ネットワーク中央センター（以下「中央センター」という。）を設置（令和６年

度においては全国社会福祉協議会に設置）し、平時にはネットワーク事務局員や DWAT

向けの全国研修の実施に加えて、都道府県間の広域的な連携体制の構築等の検討を行

っている。 

DWAT の派遣経験の浅い都道府県も多いことから、前述した補助金を活用して他の都

道府県との意見交換や合同研修を実施いただき、とりわけ災害時に応援・受援の関係

となることが想定される隣接県や同一ブロック内の都道府県間におかれては、顔の見

える関係を作るようお願いしたい。また、中央センターが実施するブロック会議や研

修の場を活用した情報共有や意見交換を積極的に行っていただきたい。 

令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループにおいて、在宅

避難者や車中泊避難者、また被災施設への支援強化のため、在宅避難者等に対する相

談・アウトリーチ対応等について、DWAT の活動範囲の拡大により対応する必要がある

とされており、内閣府を中心に政府において災害救助法で想定される救助活動に「福

祉」の観点を盛り込むことが検討されていることと併せて、厚生労働省としてもガイ

ドラインの見直しを含め対応を検討しているところであり、追って通知する。 

 

（２）社会福祉施設等の被災状況の把握について 

災害発生時における社会福祉施設等の被災状況については、「災害発生時における
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社会福祉施設等の被災状況の把握等について」（令和３年４月 15 日付子発 0415 第４

号、社援発 0415 第５号、障発 0415 第１号、老発 0415 第５号（令和６年 11 月６日一

部改正））に基づき、令和３年度から災害発生時における社会福祉施設等の被害状況

等を把握するシステム（以下「災害時情報共有システム」という。）を活用した運用

開始している。 

近年、災害が激甚化・頻発化等している中で、被災の有無に関わらず社会福祉施設

等の状況を迅速に把握し、適切な支援につなげることが重要である。このため、全て

の社会福祉施設及び事業所が訓練に参加し、被災情報の収集と適切な支援を迅速に行

うことができるよう令和５年度から令和９年度にかけて５か年計画で訓練を進めてき

た。一方、この間発生した災害における災害時情報共有システムの活用状況を踏まえ

ると、引き続き入力の徹底をお願いする必要がある。また、「令和６年能登半島地震

を踏まえた災害対応の在り方について」（令和６年 11 月 中央防災会議防災対策実行

会議令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループ）においては、

災害時情報共有システムの平時における入力促進や有事に入力率向上を図っていくこ

ととされている。 

このため、全ての社会福祉施設等において早期にシステムを利用可能となるよう、

訓練を一部前倒して、令和７年度までの３か年で訓練を完了するよう進めることとし

ているので、引き続きご協力をお願いしたい。来年度の具体的な訓練日については今

年度内に別途お知らせすることとしているので、あらかじめご承知おきいただきたい。

なお、各自治体が自主的に訓練を行いたい場合も、国において災害情報の設定など必

要な対応を行うので、適宜ご相談いただきたい。 

 

（３）社会福祉施設等の防災・減災対策について 

近年、気候変動の影響により気象災害は激甚化・頻発化等しており、広範囲におい

て、災害そのものによる直接的な被害だけでなく、停電・断水によるライフラインの

途絶などのインフラ毀損による二次被害も生じている。 

このような状況を踏まえ、社会福祉施設等（こども家庭庁へ移管されたものを除

く。）の防災・減災への対策については、「防災・減災、国土強靱化のための５か年

加速化対策」（令和２年 12 月 11 日閣議決定）において、社会福祉施設等の耐災害性

強化対策（耐震化対策、ブロック塀等対策、水害対策強化対策及び非常用自家発電設
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備対策）を推進することとしており、令和６年度補正予算において所要の財源を確保

したところである。また、福祉医療機構による耐震化等の防災・減災に係る優遇融資

や自家発電設備及び給水設備の導入工事に係る優遇融資を引き続き実施することとし

ている。 

これらを有効に活用し、社会福祉施設等の防災・減災力の強化を着実に進めていた

だきたい。 

 
  （参考１） 
 

 

 

 

 

 

（参考２）独立行政法人福祉医療機構による防災・減災に係る優遇融資 

 耐震化等 自家発電設備等の導入 

融資率 95％（通常70～80％） 

利率優遇 

【耐震化整備・スプリンクラー整備】 

基準金利同率（据置期間中無利子） 

【高台移転等整備】 

 全期間無利子 

基準金利同率（据置期間中無利子） 

   ※ 社会福祉施設等施設整備費国庫補助金等対象事業を優遇対象とする 

※ 高台移転に係る二重ローン対策（返済猶予や償還期間延長等）も実施 

 

（４）感染症の予防対策について 

ア インフルエンザ等への予防対策について 

 冬期のインフルエンザの流行に対しては、社会福祉施設等における集団感染等

への警戒のため、「今シーズンのインフルエンザ総合対策の推進について」（令

和６年 11 月 11 日付感感発 1111 第２号厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部

感染症対策課長通知）に沿って、適切な対応をお願いする。   

イ 新型インフルエンザ等対策特別措置法における優先接種（予防接種）対象事業者

の登録に向けた対応 

新型インフルエンザ等対策特別措置法においては、新型インフルエンザ等が発

生した場合、医療の提供又は国民生活・国民経済の安定に寄与する業務を行う登

録事業者の従業員に対し、特定接種が実施される。この特定接種の登録対象とな

る業種については、新型インフルエンザ等対策政府行動計画において優先順位が

○ 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策（社会福祉施設等） 

令和６年度補正予算 １４５億円 

社会福祉施設等の防災・減災対策を推進するため、耐震化にともなう改修・大規模修

繕等のほか、非常用自家発電設備の整備、水害対策に伴う改修等、倒壊の危険性のある

ブロック塀等の改修等の対策を講じる。 
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決められており、国民生活・国民経済安定分野の事業として介護・福祉事業所も

対象となっているところである。 

特定接種の登録については希望する介護・福祉事業所毎に行うことが必要とな

るが、その要件として新型インフルエンザ等に関する業務継続計画の作成が義務

づけられているところである。 

このため、新型インフルエンザ等の発生時におけるサービス提供の継続や利用

者・職員の安全確保の観点から、各社会福祉施設等における業務継続計画の作成

について、管内市区町村や社会福祉施設等に対して周知願いたい。 

（参考３） 

＜厚生労働省ホームページ＞ 

     ・インフルエンザ（総合ページ） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-

kansenshou/infulenza/index.html 

・【令和６年度】今シーズンのインフルエンザ総合対策 

https://www.mhlw.go.jp/stf/index2024.html 

   ・インフルエンザの基礎知識 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/iyakuhin/file/File.html 

   ・インフルエンザ施設内感染症予防の手引き 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou01/dl/tebiki25.pdf 

   ・令和６年度インフルエンザＱ＆Ａ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-

kansenshou/infulenza/QA2024.html 

   ・啓発ツール 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou01/keihatu.html 

    ・高齢者向けリーフレット 

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-

kansenshou/tool/dl/leaf03-02.pdf 

＜国立感染症研究所ホームページ＞ 

    http://www.nih.go.jp/niid/ja/from-idsc.html 

 

ウ ノロウイルス対策及びウイルス肝炎対策等について 

   社会福祉施設等は高齢者や乳幼児等体力の弱い者が集団生活していることから、

ノロウイルスやレジオネラ症等の感染症、食中毒等に対する適切な予防対策を講じ

ることが極めて重要である。 

   このため、以下の通知を参考に衛生部局、民生部局及び市町村とも連携しつつ、

管内社会福祉施設等に対し適切な予防対策を図るよう指導の徹底をお願いしたい。 

なお、社会福祉施設等に対し、ウイルス肝炎等の感染症患者・感染者に対する利
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用制限、偏見や差別を防ぐ観点から、衛生部局と連携し正しい知識の普及啓発を行

い、利用者等の人権に配慮した対応が適切に行われるよう指導をお願いする。 

 

（参考４） 

＜参照通知等＞ 

・「ノロウイルスの感染症・食中毒予防対策について」 

（令和６年 11 月 20 日厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部感染症課、食品監視安全

課事務連絡） 

・「社会福祉施設、介護保険施設等におけるノロウイルスによる感染性胃腸炎の発生・まん延防

止策の一層の徹底について」 

（平成 19 年 12 月 26 日厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、社会・援護局福祉基

盤課長、社会・援護局障害保健福祉部企画課長、老健局計画課長連名通知） 

・「社会福祉施設、介護保険施設等におけるノロウイルスによる感染性胃腸炎及び食中毒の発生

・まん延防止策の一層の徹底について」 

（平成 26 年 2 月 24 日厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課、社会・援護局福祉基盤

課、社会・援護局障害保健福祉部企画課、老健局総務課事務連絡） 

・「ノロウイルスに関するＱ＆Ａ(最終改訂：令和 3 年 11 月 19 日)」(厚生労働省ホームページ) 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/syokuchu/k

anren/yobou/040204-1.html 

・「社会福祉施設等における感染症発生時に係る報告について」 

（平成 17 年 2 月 22 日厚生労働省健康局長、医薬食品局長、雇用均等・児童家庭局長、社

会・援護局長、老健局長連名通知（令和 5 年 4 月 28 日一部改正）） 

・「社会福祉施設等におけるレジオネラ症防止対策の徹底について」 

（平成 15 年 7 月 25 日厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、社会・援護局福祉基盤

課長、社会・援護局障害保健福祉部企画課長、老健局計画課長連名通知） 

別添「レジオネラ症を予防するために必要な措置に関する技術上の指針」 

・「「循環式浴槽におけるレジオネラ症防止マニュアル」の改正に伴う社会福祉施設等への周知

について」 

（令和元年 12 月 18 日厚生労働省子ども家庭局総務課、社会・援護局福祉基盤課、社会・

援護局障害保健福祉部企画課、老健局総務課事務連絡） 

・「「大量調理施設衛生管理マニュアル」の改正について」 

（平成 29 年 6 月 16 日厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生・食品安全部長通知） 

別添「大量調理施設衛生管理マニュアル」 

・「当面のウイルス肝炎対策に係る体制の充実・整備等について」 

（平成 13 年 4 月 24 日厚生労働省健康局総務課長、疾病対策課長、結核感染症課長連名通

知） 

・Ｃ型肝炎について（一般的なＱ＆Ａ）（平成 26 年 7 月改訂） 

https://vhfj.or.jp/qac/ 

・Ｂ型肝炎について（一般的なＱ＆Ａ）（平成 26 年 7 月改訂） 

https://vhfj.or.jp/qab/ 

・肝炎の予防に関する情報 

http://www.kanen.ncgm.go.jp/cont/050/yobou.html 

・日常生活の場でウイルス肝炎の伝搬を防止するためのガイドライン 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou09/pdf/guideline02.pdf 

・保育の場において血液を介して感染する病気を防止するためのガイドライン 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou09/pdf/guideline03.pdf 
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・高齢者施設における肝炎対策のガイドライン 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou09/pdf/guideline04.pdf 

・「結核院内（施設内）感染対策の手引きについて（情報提供）」 

（平成 26 年 5 月 1 日厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課、社会・援護局福祉基盤

課、社会・援護局障害保健福祉部企画課、老健局総務課事務連絡） 
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２ 独立行政法人福祉医療機構について 

 

福祉医療機構は、福祉医療貸付事業をはじめとして、福祉医療経営指導事業、福祉保

健医療情報サービス事業（通称「ＷＡＭ ＮＥＴ」）、社会福祉施設職員等退職手当共済

事業など国の福祉・医療政策等に密接に連携した多様な事業を公正かつ効率的に実施す

ることにより、わが国の福祉・医療サービスを安定的かつ効果的に提供する使命を担い、

福祉・医療の民間活動を応援している。福祉医療機構の業務運営について、引き続きご

協力をお願いしたい。 

 

（１）福祉貸付事業について 

  ① 令和７年度予算案の概要 

福祉医療機構は、福祉、介護サービスを安定的かつ効率的に提供する基盤整備に

資するため、民間金融機関との協調した融資を徹底しつつ、政策優先度に即して政

策融資を実施している。 

令和７年度予算案においては、「経済財政運営と改革の基本方針 2024」等に掲げ

られている保育や介護の受け皿の整備の推進や国の計画に基づき整備された福祉

施設等の老朽化に対応するために必要な資金需要に対応しうる事業規模としたと

ころである。 

※貸付規模  資金交付額 2,309 億円（うち福祉貸付分 1,190 億円） 

 

また、政策融資の果たすべき役割を踏まえ、優遇融資等を実施する予定なので、

管内の社会福祉法人等に対して遺漏なきよう周知をお願いしたい。 

 ※貸付条件の見直し 

  

 ＜新規事項＞ 

・ 乳児等通園支援事業に係る融資制度の創設 

＊ 貸付の相手方：法人 

＊ 償還期間：20 年以内  

＊ 融資率：80％  

＊ 貸付利率：基準金利、基準金利＋0.8％ 
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・ 障害者支援施設の入所定員削減に資する整備事業に係る融資制度の創設 

＊ 対象施設：入所定員削減を伴う障害者支援施設・共同生活援助・短期入 

所事業（注） 

＊ 融資率：90％ 

（注）入所定員削減に伴う障害者支援施設と一体的に整備することが確認        

できるものに限る。 

・ 社会福祉法人の経営高度化に係る融資条件の優遇措置の拡充 

＊ 償還期間（据置期間）：10 年以内（１年以内） 

＊ 融資率：90％ 

＊ 貸付利率：基準金利 

     

＜継続事項＞ 

     以下の事項について、現行の優遇措置を継続する 

・ 保育関連施設及び放課後児童クラブの整備に係る融資条件の優遇措置 

 

なお、令和７年度における福祉貸付事業の具体的な取扱方針、貸付事務手続等に

ついては、福祉医療機構のホームページ等を通じて説明資料を公開する予定なの

で、確認をお願いしたい。（福祉医療機構主催で例年３月に開催している「福祉貸

付事業行政担当者説明会」は、現在開催方法等を検討中であり、別途福祉医療機構

から通知予定） 

 

② 協調融資制度 

社会福祉法人が民間金融機関からの資金調達を円滑に行えるよう、福祉医療機構

と民間金融機関が連携して融資を行う協調融資の仕組みを、福祉貸付全般に導入し

ている。協調融資制度を通じて民間金融機関の参入を促し、借り手側にとっても福

祉医療機構の融資では対応できない資金ニーズにも対応できる可能性があるなど

のメリットがあり、福祉分野の更なる成長に資するものであることから、協調融資

の利用促進、活用について引き続き各法人等に対して、助言をお願いしたい。 

なお、福祉施設の設置に関する公募を行う際、資金の借入先に必ずしも福祉医療

機構の融資が必要となるものではないのでご留意願いたい。 
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（２）福祉医療経営指導事業（経営サポート事業）について 

   福祉医療経営指導事業については、民間の社会福祉施設等の経営者及び行政等に対

し、公的な立場から経営に関わる情報や有益な知見の提供をしている。また、経営状

況の診断を行い、福祉医療サービスを安定的かつ効率的に提供できる経営基盤の強化

を支援するための事業である。 

社会福祉法人等の経営課題については、当該事業を活用し早期に改善を図ることも

可能であるので、当該事業の周知をお願いしたい。 

なお、社会福祉法人等の経営状況の分析や人材確保に関するアンケート調査の実施

結果に関するレポート等を次のサイトにおいて無料で公開しており、あわせて活用願

いたい。 

・ 福祉医療機構ホームページ 

https://www.wam.go.jp/hp/cat/keieisupport/ 

・ ＷＡＭ ＮＥＴ 

https://www.wam.go.jp/wamappl/scresearch.nsf/aMenu?Open 

また、行政等への支援の一環として、福祉医療分野に係る調査・分析・計画策定支

援等の業務受託も実施しているのでご留意願いたい。 

   ・ 行政等への支援（受託業務のごあんない） 

https://www.wam.go.jp/hp/gyousei_shien/ 

  

（３）社会福祉施設職員等退職手当共済事業について 

① 令和７年度予算案  293 億円（国庫補助額） 

  ・ 給付予定人員     84,462 人 

  ・ 給付総額        1,422 億円 

 ※ 国庫補助額のうち、児童福祉関係施設に要する 206 億円はこども家庭庁にお

いて予算計上し、残り 87 億円は厚生労働省において予算計上している。 

（参考）令和６年度補正予算     ６８億円 

ICT システムの活用により今後見込まれる退職手当の支給の早期化等に対  

応するために必要な給付費の一部を補助する。 

② 都道府県補助金等について 

社会福祉施設職員等退職手当共済（以下「退職手当共済」という。）事業は、社

192



会福祉事業の安定・発展に寄与することを目的として、社会福祉施設等の職員に対

する退職手当給付に対して、国、都道府県、共済契約者である社会福祉法人の三者

で 1/3 ずつを負担することで成り立っている制度である。 

退職手当共済に一時的であっても支給財源の不足が生じ、支給遅延が発生するこ

とは、制度に対する信頼を損なうことになるため、令和６年度分に係る補助金の交

付が完了していない都道府県におかれては、速やかに交付するようお願いしたい。

また、退職金の支給は年度当初に需要が発生することから、補助金の早期交付につ

いて特段のご配慮をお願いしたい。  

   

③ 制度周知について 

    退職手当共済制度の特徴として、勤続年数が長くなればなるほど退職手当給付額

が大きくなる。また、退職後３年以内に復帰した場合には退職までの期間を合算で

きる規定もあり、福祉施設従事者の定着及び処遇改善に役立つ制度である。 

    新規加入については、社会福祉法人に限られているが管内及び今後、設立予定の

社会福祉法人に対して制度周知をお願いしたい。 

   

④ 退職手当共済新システムの稼働について 

令和７年１月から、退職手当共済制度の利用者の利便性の向上及び事務の効率

化を図るため、オンラインで各種手続き等を行うことが可能となる「退職手当共

済新システム」が稼働する。 

福祉医療機構ホームページ上において、システムの案内に関する専用ページを

公開し、動画等を用いてわかりやすく解説しているので、システムの利用に当た

って活用されるよう、管内の社会福祉法人に対して周知をお願いしたい。 

・ 福祉医療機構ホームページ（退職手当共済新システムのご案内） 

https://www.wam.go.jp/hp/taite_newsystem_guide/ 

     

（４）福祉保健医療情報サービス事業（ＷＡＭ ＮＥＴ事業）について 

   当該事業は、国の施策に基づく各種情報システムの整備及び管理を行うほか、福祉

保健医療関連の各種情報を幅広く総合的に提供しているサイトである。 

（https://www.wam.go.jp/） 
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（参考） 

ＷＡＭ ＮＥＴで運用中の情報システム 

・財務諸表等電子開示システム 

 （社会福祉法人・社会福祉連携推進法人） 

・障害福祉サービス等情報公表システム 

・子ども・子育て支援情報公表システム 

・災害時情報共有システム（児童・障害） 

・医療法人経営情報データベースシステム 

ＷＡＭ ＮＥＴの主な掲載情報 

・子育て・介護と仕事の両立支援情報ポータル 

 ☞子育て支援（ここ de サーチ等）、障害児支援（障害福

祉サービス等情報検索、しょうがい共済等）、介護離

職防止に関する情報を集約したコンテンツ 

・介護保険最新情報 

・イベント・セミナー情報 

・福祉サービス評価情報 

 

各都道府県におかれては、全国の保育施設が検索できる「ここ de サーチ」や、地域

の障害福祉サービス事業所を検索できる「障害福祉サービス等情報検索」のほか、子

育て・介護といった家庭生活と仕事の両立に役立つ様々な情報を集約した「子育て・

介護と仕事の両立支援情報ポータル」について、各都道府県・市区町村の住民の方々

のほか、地域の企業等における人事労務担当者や従業員の方々にも広く活用いただけ

るよう、各都道府県等ホームページへのリンク掲載などの周知をお願いしたい。 

 

障害福祉サービス等情報検索 

 

(https://www.wam.go.jp/sfkohyoout/) 

ここ de サーチ

 

(https://www.wam.go.jp/kokodesearch/) 

子育て・介護と仕事の両立支援情報ポータル 

 
 

(https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub
/top/bowac/) 
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第 13 地域福祉の推進等について（地域福祉課） 

１ 民生委員・児童委員について 

（１）令和７年度における一斉改選について 

現任の民生委員については、令和７年 12 月１日に一斉改選を迎えることと

なるため、各自治体においては、 

    ・ 定数に関する市区町村に対する意見聴取 

・ 定数の見直し、定数条例の改正 

    ・ 民生委員候補者の推薦 

    ・ 委嘱・解嘱、特別表彰 

    等の事務処理が必要となる。 

     各自治体におかれては、一斉改選を円滑に実施するため、関係通知を踏まえ

つつ、以下に示すスケジュール（案）を参考に事務に遺漏なきよう準備願いた

い。 

     なお、東日本大震災、令和６年能登半島地震及び令和６年奥能登豪雨の被災

地については、避難生活の長期化等の状況に鑑み、被災地の実情を踏まえた弾

力的な一斉改選事務が行われるよう、令和６年 12 月 19 日付け厚生労働省社会

・援護局地域福祉課事務連絡「被災地における次期民生委員・児童委員の一斉

改選に当たっての留意事項について」を発出しているので、参照していただく

とともに、地域の民生委員協議会とも十分な意思疎通を図られたい。 

 

（参考）令和７年度一斉改選に向けた現時点でのスケジュール（案） 

業務内容 
令和７年度 

 

令和４年度 

（実績） 

①物品発送時期・発送先等に係る事務連絡 

（厚労省⇒自治体） 
８月中旬 ８月 25 日 

②定数報告書、徽章等必要数調書の提出 

（自治体⇒厚生局） 
８月 30 日 ８月 30 日 

③民生委員推薦名簿、感謝状授与者推薦名簿の提

出（自治体⇒厚生局） 
９月 30 日 ９月 30 日 

④委嘱状・解嘱状・感謝状等発送 

  （厚労省⇒自治体） 
11 月上旬 

10 月 24,25

日 

⑤徽章発送（厚労省⇒自治体） 11 月上旬 
11 月 15,16

日 

⑥一斉改選 12 月１日 12 月１日 

⑦改選結果報告（厚生局⇒厚労省） 12 月 13 日 12 月 13 日 
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⑧プレスリリース（厚労省） １月上旬 １月 13 日 

 

     ※ ②、③のスケジュール及び提出書類については、「民生委員・児童委員の選任(一斉

改選及び随時)に係る調書等の提出について」(平成 25 年 2 月 27 日雇児育発 0227 第 1

号、社援地発 0227 第 2 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局育成環境課長、社会・援護

局地域福祉課長通知)のとおりである。 

 

（２）随時委嘱に関する留意点 

一斉改選以外の随時委嘱の場合であっても、市町村推薦会・都道府県・地方

厚生局のそれぞれにおいて審査が行われるため、民生委員候補者とされてから

実際に委嘱されるまで一定程度の期間を要しており、このようなスケジュール

を把握していない候補者が、自身の推薦がなくなったものと誤認する事例が生

じている。 

このような事態を避けるためにも、可能な限り速やかに民生委員候補者に対

して委嘱までのスケジュールの目安について伝達するなど、委嘱までの間に適

切なコミュニケーションをとるなど配慮いただきたい。 

 

（３）民生委員・児童委員に期待される役割について 

   「第２ 地域共生社会の在り方検討会議における議論等について」にもある

とおり、現在、厚生労働省においては、少子高齢・人口減少、地域社会の脆弱

化等、社会構造の変化の中で、人々が様々な生活課題を抱えながらも住み慣れ

た地域で自分らしく暮らしていけるよう、地域住民等が支え合い、一人一人の

暮らしと生きがい、地域をともに創っていくことのできる「地域共生社会」の

実現に向けた取組を進めている。 

令和２年６月には、社会福祉法の改正案が成立し、市町村において、①相談

支援（属性を問わない相談支援、多機関協働による支援、アウトリーチ等を通

じた継続的支援）、②参加支援、③地域づくりに向けた支援を一体的に実施す

る重層的支援体制整備事業が新たに創設され、令和３年４月より施行している。 

また、一昨年に成立した孤独・孤立対策推進法の附帯決議 （令和５年５月 30

日 参議院内閣委員会）において、孤独・孤立対策においては、民生委員等を含

む当事者等への支援を行う者の活動が果たす役割の重要性を踏まえつつ、当事

者等の状況に応じた支援が継続的に行われることが求められている。 

このため、民生委員もこれらの施策に積極的に関わることが期待されるとこ

ろであり、各自治体においては、「重層的支援体制整備事業と民生委員・児童

委員等との連携について」（令和３年３月 31 日社会・援護局地域福祉課長通

知）等も参照するほか、これまでの民生委員活動そのものが地域共生社会の実

現に資するものであるということも踏まえつつ、民生委員の位置づけ・役割等

については、民生委員とも十分に対話・協議した上で、地域の実情に即したも

のよう調整を行うなど、引き続き支援をお願いしたい。 
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（４）民生委員の活動環境の整備等について 

ア 民生委員活動に係る経費 

民生委員活動に係る経費については、地方交付税措置を講じているが、昨

今の民生委員活動の負担が増加する中で、民生委員活動の一層の活性化及び

その役割や活動内容の周知の必要性等を考慮し、令和２年度には、民生委員

の活動に対する地方交付税の算定基礎について、１人当たりの活動費及び地

区民生委員協議会活動推進費の増額を行った。民生委員活動費及び地区民生

委員協議会活動推進費の増額措置に伴う引上げがなされていない自治体に

おいては、これらの状況を踏まえた適切な財源確保に努められたい。 

なお、令和７年度においても、各自治体における民生委員活動費及び地区

民生委員協議会活動推進費の予算措置状況等を確認するための調査を予定

しているので、引き続き、ご協力をお願いしたい。 

 

      【地方交付税算定基礎単価】 

 令和２年度～ 

民生委員・児童委員活動費 １人当たり年額 60,200 円 

地区民生委員協議会活動推進費 １か所当たり年額 250,000 円 

 

また、民生委員活動に係る地方交付税措置は、使途の制約のない報酬とは

違い、民生委員活動に係る実費弁償費として講じているものである。公費を

財源とする活動費の取扱いに当たっては、社会通念に鑑み、国民の誤解や疑

念が生じないよう御留意いただきたい。 

なお、実費弁償費に係る所得税の取扱いについては、国税庁がホームペー

ジにおいて公表している所得税基本通達 28-8 に「地方自治法第 203 条の２

第３項（報酬及び費用弁償費）の規定により受ける費用の弁償は、所得税法

第９条第１項第４号に掲げる金品に該当するものその他その職務を行うた

めに要した費用の弁償であることが明らかなものを除き、給与等とする。」

とあるように、費用の弁償として受けるもののうち、旅費その他その職務を

行うために要した費用の弁償であることが明らかなものは課税の対象とな

らない取扱いが示されているので御留意いただきたい。 

 

イ 民生委員制度の普及啓発の強化・地域の実情等に応じた担い手確保対策 

 （ア）一般住民へ向けた普及啓発の強化 

令和４年３月に全国民生委員児童委員連合会が、全国の 10～70 代の男

女１万人を対象にインターネットを通じて行った調査によると、「民生委

員・児童委員」を知っている割合は 64.0％となっており、民生委員の存在

は広く認知されている一方で、「役割や活動内容まで知っている」のは 5.4

％に留まっている。 
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民生委員の存在はもとより、その役割や活動内容について広く国民に理

解していただくことは、民生委員活動を推進していく上で重要であり、か

つ、将来の担い手確保にも資するものと考えられる。このため、民生委員

制度の一層の普及啓発に特段のご配慮をお願いする。特に、令和４年 12 月

に行われた一斉改選の結果、現時点においても民生委員の委嘱数（充足率）

が十分ではない自治体においては、引き続き、必要な民生委員の配置がな

されるよう、地域の関係機関とも連携を図りながら、民生委員の役割・活

動内容について住民に周知・理解を促すなどの効果的かつ訴求力のある取

組を行っていただくようお願いする。 

 

（イ）担い手確保のための先駆的取組 

一部の自治体においては、広く住民に民生委員活動を理解していただく 

ことや、民生委員の負担軽減、将来の担い手を確保することなどに資する

独自の取組として、 

・民生委員協力員の配置 

・子ども民生委員の委嘱や大学生を対象にした民生委員インターンシップ

の実施 

・タブレット端末などＩＣＴを活用した情報共有や定例会議のオンライン

化 

・ＳＮＳ（インスタグラム等）を活用した効果的・訴求力のある周知・広

報活動 

・行政のサポート体制の強化（庁内の関係課室に民生委員からのワンスト

ップ相談担当者を配置） 

といった取組がなされている。今後とも民生委員活動の一層の充実及び民

生委員制度の普及啓発の強化のために、このような先駆的な取組を参考に

しつつ、地域の実情に応じた自治体の創意工夫のある取組についても実施、

検討をいただきたい。 

なお、こうした取組については、令和６年度から、生活困窮者就労準備

支援事業費等補助金（生活困窮者支援等のための地域づくり事業）により

補助を行っているため、令和７年度においても本補助金の積極的な活用を

図られたい。 

 

（ウ）所属企業等の理解促進 

自治体によっては、首長から管内の経済団体や事業所あてに、従業員の

民生委員活動に対する理解を促すために協力依頼文書を送付し、就労と民

生委員活動を両立できるように配慮を求めている場合もある。 

近年、定年の延長などの継続雇用を選択する方も増加し、従来の民生委

員の担い手である企業等の退職者の確保が難しい状況が続いている。この

ため、自営業者以外の就業者の民生委員就任を後押しするため、このよう

な取組について参考にされたい。 
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（エ）民生委員の年齢要件 

民生委員の年齢要件については、通知「民生委員・児童委員の選任につ

いて」（平成 22 年 2 月 23 日付雇児発 0223 第 1 号・社援発 0223 第 2 号）

において、「75 歳未満の者を選任するよう努めること。（中略）なお、年

齢要件については、地域の実情を踏まえた弾力な運用が可能であるので留

意すること。」とされているので、特に、民生委員の委嘱数（充足率）が

十分でない自治体においては、年齢要件について画一的に判断することな

く、選任される民生委員の健康状態や選任されることに関する意志、現職

の民生委員にあっては実績も総合的に勘案するなど、地域の実情に応じた

適切かつ弾力的な運用が図られるようお願いする。 

 

（オ）不動産登記法第70条第３項の運用における民生委員・児童委員の不在証明 

いわゆる休眠担保権に関する登記の抹消に係る手続に関しては、法務省

の通達等においてその取扱いが示されている。 

この通達等では、休眠担保権に関する登記の抹消にかかる申請に当たっ

ては、登記義務者の所在の知れないことを証する情報として、①登記義務

者が登記記録上の住所に居住していないことを市町村長が証明した情報等

又は②同様の内容を民生委員が証明した情報が提出された場合には、当該

登記申請を受理して差し支えないこととされている。 

しかしながら、民生委員において、登記義務者がその登記記録上の住所

に居住していないことを確認することが困難な場合も想定されるところ、   

このような場合にまで、民生委員が②の情報を作成する必要はない。 

平成 29 年 10 月 20 日に、不動産登記制度を所管する法務省民事局民事

第二課から各法務局・地方法務局の不動産登記担当部署に対し、上記通達

の趣旨は、②の情報が提供されなければ当該登記申請を受理してはならな

いことを示したものではないということが改めて周知されているので、御

承知おきいただきたい。 

 

ウ 民生委員への研修の充実 

民生委員に対する研修経費については、生活困窮者就労準備支援事業費等

補助金（民生委員・児童委員研修事業）により補助を行っている。本事業の

実施主体は都道府県、指定都市及び中核市であるが、実施自治体は着実に増

えており、令和６年度は 99 自治体が実施している。各自治体におかれては、

当該補助金の活用等により、民生委員が相談援助活動等を行う上で必要不可

欠な知識及び技術を習得できるよう、オンライン開催など実施方法を工夫し

地域の実情に応じた研修の企画、実施をお願いする。 

また、研修の企画、実施にあたっては、従前の研修課題に加え、新たな施

策や社会的課題や現場のニーズ等を踏まえた研修内容の充実を図るようお

願いする。 
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  ＜新たな施策や社会的課題等の例＞ 

    ・「生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに関する最終報告書」（令

和 5 年 12 月 27 日社会保障審議会(生活困窮者自立支援及び生活保護部会)） 

    ・「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（令和４年度改訂）」（令和 4

年 6 月 14 日外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議） 

・「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・共同の推進に関する検討会（地

域共生社会推進検討会）最終取りまとめ」（令和元年 12 月 26 日） 

・「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」（令和 2 年

法律第 52 号） 

・「重層的支援体制整備事業と民生委員・児童委員等との連携について」（令和 3 年

3 月 31 日社会・援護局地域福祉課長通知） 

・「就職氷河期世代支援に関する新行動計画 2023」（令和 4 年 12 月 27 日関係府省

会議決定） 

・「孤独・孤立対策推進法」（令和 5 年法律第 45 号） 

・「熱中症対策実行計画」（令和 5 年 5 月 30 日閣議決定） 

・「第 4 次犯罪被害者等基本計画」（令和 3 年 3 月 30 日閣議決定） 

・「オレオレ詐欺等対策プラン」（令和元年 6 月 25 日犯罪対策閣僚会議） 

・「第 5 次男女共同参画基本計画」（令和 2 年 12 月 25 日閣議決定） 

・「消費者安全確保地域協議会設置の手引き」（平成 31 年 4 月消費者庁） 

・「自殺対策白書」（令和 5 年 10 月 20 日閣議決定） 

・「性的指向及び性自認」を理由とする困難を抱える者への対応（法務省） 

・「年金生活者支援給付金の支給に関する法律（平成 24 年法律第 102 号） 

・「アイヌ政策推進会議作業部会報告書」（平成 24 年 6 月 1 日） 

・民生委員への個人情報の提供 

▢「自治体から民生委員・児童委員への個人情報の提供に関する事例集について」

（平成 24 年 7 月 17 日社会・援護局地域福祉課事務連絡） 

▢「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン」、「「個人情報の保護

に関する法律についてのガイドライン」に関する Q＆A」及び「個人データの漏

えい等の事案が発生した場合等の対応について」に関する Q＆A」（個人情報保

護委員会） 

 

エ 災害時における民生委員の取組について 

昨今、自然災害が多発しており、被災者への見守りや相談支援など、災害

時においても、民生委員の役割は重要なものとなっている。 

近年、梅雨期の大雨や台風により各地で甚大な被害が生じているところで

あり、これらの災害時の活動は危険を伴うことが考えられる。 

災害が発生する恐れが高い状況下（災害発生前）に、やむを得ず訪問など

の屋外における危険を伴う活動を行う際には、民生委員ご自身の安全を確保

した上で対応することが前提となる。 
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一方、避難情報が発令中（災害発生後）に地元住民の方々に対する見守り

等の活動を行う必要が生じた場合には、民生委員自らが対応するのではな

く、その状況を自治体に伝達する（自治体につなぐ）ことが重要であり、各

自治体においては、平時より、防災担当部局との連携を密にするようお願い

する。 

なお、民生委員自身が被災している場合もあるため、画一的に過度に負担

となる活動を依頼しないよう十分に配慮されたい。 

 

＜参考＞ 

・「高齢者や障害者等の避難の実効性の確保に関する取組の実施について」（令和 2

年 5 月 28 日府政防第 1221 号・消防災 98 号） 

・「令和元年台風第 19 号等を踏まえた避難情報及び広域避難等のあり方について（最

終とりまとめ）」（令和 2 年 12 月 24 日令和元年台風第 19 号等を踏まえた避難情

報及び広域避難等に関するサブワーキンググループ） 

・「令和元年台風第 19 号等を踏まえた高齢者等の避難のあり方について（最終とり

まとめ）」（令和 2 年 12 月 24 日令和元年台風第 19 号等を踏まえた高齢者等の避

難に関するサブワーキンググループ） 

・「個別避難計画作成等への支援策等について」（令和 3 年 6 月 22 日内閣府政策統

括官(防災担当)付参事官(避難生活担当)、厚生労働省社会・援護局地域福祉課等連

名事務連絡） 

・「令和３年８月の大雨による災害に対する民生委員活動について」（令和 3 年 8 月

16 日厚生労働省社会・援護局地域福祉課事務連絡） 

・「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」（平成 28 年 4 月内閣府（防災担当）） 

 

オ 「令和５年の地方からの提案等に関する対応方針」への対応   

【民生委員・児童委員の選任要件】 

○  現行の民生委員法においては、民生委員の推薦を受ける者について、 

「当該市町村の議会の議員の選挙権を有する者」と規定されており、そ 

の市町村に住民票を置く在住者に限って民生委員になれるが、提案は、

民生委員を選任するに当たり、在住者だけではなく在勤者も委嘱できる

ようにするなど、今後の本制度の持続可能性を高める観点から、担い手

不足の解消を図るための制度の見直しを求めるというもの。本提案につ

き、有識者会議の議論も踏まえ以下のとおり対応方針が決定した。 

 

※ 「令和５年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和５年 12 月 22 日閣議決定） 

民生委員・児童委員の選任要件（民生委員法第６条第１項及び児童福祉法 第 16

条）の緩和については、当該市区町村に居住しない者を民生委員・児童委員として

選任する上で参考となる地域の実情等を調査した上で、地方公共団体、関係団体等

の意見も踏まえて検討し、令和６年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な

措置を講ずる。 
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○  この対応方針を受け、昨年６月から「民生委員・児童委員の選任要件 

に関する検討会」を開催し、計４回の議論を経て 12 月に議論の整理を 

とりまとめたところである。  

具体的には、一定の要件を満たす場合には、現職の民生委員が他の自 

治体に転出した後も、任期の残期間については転出前の担当区域におい 

て引き続き民生委員として活動可能となるよう今年中に見直し、自治 

体や関係団体に周知する予定であるので、予めご承知おきいただきた 

い。 

 

 ◇厚生労働省ＨＰ（民生委員・児童委員の選任要件に関する検討会） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_40913.html 

 

 

【児童扶養手当等の受給資格確認に係る民生委員の証明及び生活福祉資金 

貸付に係る民生委員意見書】 

○  担当区域内すべての住民の生活実態を把握することは困難であるこ 

と、全く面識の無い住民の意見書を作成することは困難であるため、児 

童扶養手当、特別児童扶養手当等における民生委員の「証明事務」及 

び、生活福祉資金貸付における「調査事務」の廃止について、民生委員 

の心理的負担も含めた業務負担軽減のための提案がなされ、有識者会議 

の議論も踏まえ以下のとおり対応方針が決定した。 

 

※ 「令和５年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和５年 12 月 22 日閣議決定） 

      ・証明事務については、民生委員以外の者による証明等が可能であることを明確化し、 

地方公共団体に令和５年度中に通知する。 

・調査事務については、調査書の添付を求める対象者を限定するなど、運用の見直しを 

図る方向で検討し、令和５年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講 

ずる。」 

 

○  この対応方針を受け、 

・ 「証明事務」については、民生委委員以外に証明書を記載することが

可能な者について周知するため、事務連絡（「児童扶養手当及び特別児

童扶養手当の受給資格確認に係る証明事務等について」令和５年 12 月

26 日付けこども家庭庁支援局家庭福祉課、厚生労働省社会・援護局障

害保健福祉部企画課）を発出し、 

・ 「調査事務」については、民生委員の事務負担を軽減するため、「生

活福祉資金（福祉資金及び教育支援資金）運営要領」を改正し、調査書

の添付を求める対象者を限定するとともに、民生委員を経由せずに借入

申込書の提出が可能な場合を追加するなどの運用見直しのための事務連

絡(「生活福祉資金貸付制度に係る民生委員調査書の様式例の修正につ

いて」令和６年７月４日付け厚生労働省社会・援護局地域福祉課生活困
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窮者自立支援室)を発出したところである。 

 

【福祉行政報告例中の民生委員・児童委員活動報告】 

○  民生委員や自治体の事務負担の軽減の観点から、民生委員による活 

動記録の作成・報告や、集計に伴う行政等の負担軽減を図るため、民 

生委員自ら入力可能な全国統一の活動報告オンライン化を国において 

構築すべきとの提案がなされ、有識者会議の議論も踏まえ以下のとおり 

対応方針が決定した。                    

 

※ 「令和５年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和５年 12 月 22 日閣議決定） 

・「民生委員・児童委員の活動状況の報告（福祉行政報告例報告表 40 表）について

は、地方公共団体における事務の簡素化の事例等を踏まえて、民生委員・児童委員及

び地方公共団体の事務負担を軽減する方策を検討し、令和５年度中を目途に結論を得

る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。」 

 

○ この対応方針を受け、民生委員・児童委員の活動状況の報告（福祉  

行政報告例報告表 40 表）については、民生委員及び自治体の事務負担 

を軽減するため、オンライン等を活用した効率的な取組事例を収集し、 

各自治体へ周知するため、事務連絡（「行政機関等におけるオンライン 

等を活用した効率的な取組事例について（情報提供・周知依頼）」令和 

６年４月 25 日付けこども家庭庁成育局成育環境課、厚生労働省社会・ 

援護局地域福祉課）を発出したところである。 

 

２ 社会福祉協議会について 

（ア）社会福祉協議会との連携について 

社会福祉協議会については、いわゆるダブルケアや 8050 世帯など、一つ

の世帯において複雑化・複合化した課題を有するケースの顕在化や、地域住

民が抱える福祉ニーズの多様化への対応に加え、地域共生社会の実現に向け

た地域福祉の再構築、災害時のボランティアセンターの運営、生活に困窮さ

れる方等への支援といった大きな課題に対応するため、公益性の高い組織と

して、地域ニーズを的確に把握し、これらのニーズに対応した多様な取組の

実施が求められている。 

各自治体においては、住民が住み慣れた地域で安心して生活できるよう、

今後とも社会福祉協議会と連携し、地域づくりに資する積極的な取組をお願

いしたい。 

 

（イ）福祉活動指導員及び福祉活動専門員の配置に係る経費 

福祉活動指導員及び福祉活動専門員（以下「福祉活動専門員等」という。）

の配置に係る経費については、都道府県・指定都市及び市区町村の社会福祉

協議会の活動の推進指導体制を整備強化することにより、民間社会福祉活動
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の充実と発展を図ることを目的に、従前より国庫補助において推進してきた

が、その後、全国への配置が進み定着化したことから一般財源化され、現在

は、地方交付税措置を講じているところ。 

【地方交付税算定基礎単価】 

 令和６年度 

福祉活動指導員設置事業 

※標準団体の行政規模は人口 1,700,000 人と想定 
２７，０６２千円 

福祉活動専門員設置事業費 

※標準団体の行政規模は人口 100,000 人と想定 
９，６４０千円 

※  福祉活動指導員は、都道府県又は指定都市の区域における民間社会 

福祉活動の推進方策について調査、研究及び企画立案を行うほか広報、 

指導その他の活動に従事する者として、昭和 38 年から平成５年まで国 

庫補助してきたが、平成６年度に一般財源化。 

※  福祉活動専門員は、市区町村の区域における民間社会福祉活動の推 

進方策について調査、企画及び連絡調整を行うとともに広報、指導その 

他の実践活動の推進に従事する者として、昭和 41 年から平成 10 年ま 

で国庫補助してきたが、平成 11 年度に一般財源化。 

 

こうした一般財源化の経緯や全国の社会福祉協議会活動の状況等を踏まえ

ると、多くの社会福祉協議会には、福祉活動専門員等が配置され、地域福祉

推進の活動に取り組んできている。 

近年の地域生活課題の多様化・複雑化、地域の支え合いの必要性の高まり

を背景に、地域における社会資源等の調整役である福祉活動専門員等の活動

は益々重要であり、自治体の実態も踏まえつつ総務省とも調整し、上記のと

おり地方交付税算定基礎単価において一定の措置が図られている。各自治体

におかれては、今回の措置の内容を踏まえ、改めて、その活動状況について

管内社会福祉協議会にも確認していただきながら、福祉活動専門員等の配置

状況を踏まえた、適切な財源確保に努められたい。 

   

３ 災害ボランティアセンターの設置・運営に係る平時からの取組について 

近年、相次いで自然災害が発生し、多くの方々が災害ボランティアとして被災

地に駆けつけ、被災された方々の生活再建に向けた様々な支援活動をしていただ

いている。社会福祉協議会が災害ボランティアセンターの設置・運営に携わるこ

とが多いことや、一部自治体においては、自治体と社会福祉協議会等の間で災害

ボランティアセンターに関する協定を締結しているところもあることから、各自

治体におかれては、災害発生後、速やかに災害ボランティアセンターを円滑に設

置・運営できるよう、平時から防災担当部署や社会福祉協議会と十分連携し、災

害ボランティアセンターの運営体制や関係機関との役割分担について取り決めて
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おくなど環境整備に努められたい。 

また、平時からの準備として、「災害ボランティアセンター等機能強化事業」

により、以下の取組を推進しているので、各自治体及び社会福祉協議会において

は、積極的な取組をお願いしたい。 

① 全国社会福祉協議会において、災害ボランティアセンターの具体的な設置

方法やボランティアの受入方法等、より実践的・実務的な研修を行うととも

に、各都道府県における災害ボランティアセンターに関するノウハウの標準

化を図る。 

② 都道府県（都道府県社会福祉協議会）に市町村指導員を配置する等により、

平時から市町村（市町村社会福祉協議会）への研修等を行う。 

加えて、県内の自治体、社福法人や NPO 法人をはじめとした多様な関係機

関・企業等との関係づくり、市町村域の災害時ケアプラン策定支援等の取組

みにより、災害時における都道府県（都道府県社会福祉協議会）の機能強化

を図る。（補助率 1/2） 

③ 市町村（市町村社会福祉協議会）においては、都道府県（都道府県社会福

祉協議会）に配置する市町村指導員の指導・協力の下で、平時から災害ボラ

ンティアセンターの設置・運営の実地訓練等を行う。（補助率 1/2） 

 

本事業は、上記のように３段階から成る研修等の体制を構築し、それぞれの段

階において事業を実施することで、より効果的な取組になると考えている。特に

大規模災害時、広域をカバーする都道府県（都道府県社会福祉協議会）の役割は

重要であることから、都道府県においては、本事業を活用し、平時からの関係作

りや、管内市町村の環境整備に積極的に取り組んでいただきたい。 

なお、災害ボランティアセンターがボランティア活動と被災自治体の実施する

救助との調整を実施する場合の経費については、「令和２年７月豪雨以降の災害

における災害ボランティアセンターに係る費用について」（令和２年８月 28 日付

け内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（普及啓発・連携担当）、同（被災者

生活再建担当）事務連絡）が発出されているので、ご了知願いたい。 

 

４ 被災者に対する見守り等の支援の推進について 

大規模災害により応急仮設住宅等に入居する被災者の孤立防止対策について、

相談員の巡回による見守りや相談支援等を行うために令和７年度予算案において

も、引き続き、必要な予算を計上した。 

関係自治体においては、被災者の方々の抱える課題が多様化・複雑化している

状況を踏まえ、避難生活においても安心した生活が確保されるよう、本事業の推

進に努めていただきたい。 

被災者に対する見守り・相談支援等については、避難生活を送る場所や時点に

応じて各種事業が実施されているが、被災者それぞれの状況に応じた切れ目のな

い支援が実施できるよう、「被災者への見守り・相談支援に係る事業間の連携に

205



ついて」（令和２年 12 月７日付け当局地域福祉課、福祉基盤課、障害保健福祉部

障害福祉課、老健局認知症施策・地域介護推進課連名通知）を参考に各事業が十

分な連携の下で実施されるようお願いする。一方、平時においては、社会福祉法

に基づく市町村における包括的な支援体制の整備に関する指針」（平成 29 年厚生

労働省告示第 355 号）第七を踏まえ、緊急事態においても早急な対応が可能とな

るよう、自治体の関係部局はもとより、分野横断の支援機関とも積極的なネット

ワークづくりに努められたい。なお、被災により新たに本事業の実施について検

討する場合には、速やかに当局地域福祉課に連絡していただきたい。 

また、東日本大震災の被災地については、「「復興・創生期間」後における東

日本大震災からの復興の基本方針」（令和３年３月９日閣議決定）に基づいて、

引き続き十分な取組をお願いする。 

 

５ 寄り添い型相談支援事業について 

本事業は、生活上の悩みや自殺念慮、ＤＶ被害など、様々な困難に直面する方

を対象に、24 時間 365 日、無料で電話相談に応じるとともに、必要に応じて、面

接相談や同行支援などを行い、具体的な問題解決につなげることを目的としてい

る。 

令和６年度においては、事業実施者として一般社団法人社会的包摂サポートセ

ンターを選定し、「よりそいホットライン」として事業を実施している。令和７

年度予算案においても本事業の実施に必要な予算を引き続き計上しているが、事

業実施者については、改めて選定する予定であるので、ご承知おきいただきたい。 

本事業の相談者の状況をみると、職を有していない者等、生活困窮者自立支援

制度の対象者とも重複する部分があることから、各自治体においては、本事業と

生活困窮者自立支援制度に基づく自立相談支援事業との連携が確保されるよう、

特段のご配慮をいただきたい。 

※ 平成 27 年３月 27 日付け社援地発 0327 第 14 号厚生労働省社会・援護局地

域福祉課長通知「生活困窮者自立支援制度と地域福祉施策との連携について」 

平成 27 年６月３日付け厚生労働省社会・援護局地域福祉課事務連絡「生活

困窮者自立支援制度と寄り添い型相談支援事業との連携の推進について」 

 

    また、同様に、本事業と重層的支援体制整備事業の連携を十分に図っていくこ

とが重要であることから、重層的支援体制整備事業を実施する自治体において

は、本事業の事業者から課題の解きほぐし等が必要と考えられる者について対応

の依頼があった場合には、関係者間で適切に情報共有し、支援していただきた

い。 

    ※ 令和３年３月 31 日付け社援地発 0331 第９号厚生労働省社会・援護局地域

福祉課長通知「重層的支援体制整備事業と社会福祉協議会及び民生委員・

児童委員等との連携について」 
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６ 地域づくりの推進について 

人口減少に伴う地域社会の担い手不足の加速化や、新型コロナウイルス感染症

の影響下において孤独・孤立問題がより深刻化・顕在化している中、地域におけ

る「絆」や支え合いの重要性が再認識されている。 

このような現状を踏まえ、生活困窮者支援等のための地域づくり事業では、課

題を抱える者の早期発見、気軽に安心して通える居場所の確保、課題を複合化・

複雑化させないための予防的対処、地域資源を最大限活用した連携の仕組みづく

り等に資する市町村等の取組を推進することとしているので、積極的な活用をお

願いする。 

また、重層的支援体制整備事業（以下「重層事業」という。）の生活困窮分野

における地域づくり事業として、本事業を位置付けているところでもあり、活用

をお願いする。（重層事業の詳細については、第４「地域共生社会の実現に向け

た地域づくりの推進について」を参照すること） 
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第 14 地方改善事業等について（地域福祉課） 

※ 当該事業（隣保館・生活館）については、地方自治体によっては福祉部局ではなく
人権擁護部局が所管しているため、確実に担当部局に情報共有をお願いします。        

また、当該事業を実施する上で密接に関係する「生活困窮者自立支援制度」や「重
層的支援体制整備事業」などの情報についても併せて情報提供願います。 

 

１ 地方改善事業の実施について 

 

（１）地方改善事業の実施について 

ア 隣保館の運営について 

隣保館は、「隣保館の設置及び運営について」（平成 14 年 8 月 29 日付厚生

労働省発社援第 0829002 号厚生労働省事務次官通知）に基づき、地域社会全体

の中で、福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点となる開かれたコミュニティ

ーセンターとして各種の事業を行っている。 

隣保館の運営に当たっては、多様化する住民ニーズに的確に対応することが

できるよう、各自治体においては、引き続き本事業への積極的な取組について

御留意願いたい。また、他施設との統合・運営体制等の見直しを行うこととな

った場合においても、隣保館がこれまで担ってきた役割や機能が損なわれるな

どの支障が生ずることがないよう御配慮願いたい。 

（ア）隣保館の公平中立な運営について 

隣保館は「公の施設」であり、その運営に当たっては常に公平性・中立性

を確保する必要があることから、各自治体においては、地域住民などから特

定の団体に対し、恒常的・独占的に利用されているなどの批判が生ずること

のないよう、引き続き御留意願いたい。なお、管内の隣保館において、その

ような疑義が生じた場合には、速やかに館の利用実態を確認の上、必要に応

じて是正を図られたい。 

（イ）職員の資質向上について 

隣保館職員に対する研修の実施に当たっては、人権課題に関する内容はも

とより、地域共生や生活困窮者自立支援制度などの福祉関連諸制度、介護保

険制度、年金制度などの社会保障制度の最近の動向を内容とした研修を行う

など、創意工夫をこらした研修の実施に努め、地域福祉の一翼を担うために

も、人権啓発のみならず、地域住民の様々な福祉課題に対応しうる隣保館職

員としての資質の向上が図られるよう努められたい。 

また、全国隣保館連絡協議会が主催し、全国隣保館長研修会は隔年、全国

隣保館職員ブロック研修会は毎年開催しており、関係自治体より職員の参加

をいただいているところであるが、現場のニーズを反映した研修内容とする

ためにも、当該研修会への企画段階からの参画について協力をお願いする。 
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※ 本研修会については、国において開催していたが、昭和 52 年より全国   

隣保館連絡協議会の主催に変更。 

 

 

イ 隣保館の耐震化対策等の促進について 

隣保館の多くは、昭和 30 年から 50 年代に建設されているため、現行の耐震

基準に適っていないなど、耐震化に課題を抱えている館が多い。このため、近

年の自然災害の頻発化等を踏まえ、平成 30 年度より「防災・減災、国土強靱化

のための３か年緊急対策」（平成 30 年 12 月 14 日閣議決定）に基づき、特に

緊急に実施すべき耐震化整備等を集中的に実施したところであるが、上記の課

題について解消に至っていない。 

このため、令和２年 12 月 11 日に閣議決定された「防災・減災、国土強靱化

のための５か年加速化対策」中の重点的に取り組むべき対策「社会福祉施設等

の耐災害性強化対策」に隣保館の耐震化整備等も盛り込み、隣保館の耐震等の

取組の更なる加速化・深化を図っており、令和６年度補正予算額：4.1 億円を

計上して いるので、御了知いただきたい。 

令和７年度の地方改善施設整備費補助金の執行に当たっては、令和７年度当

初に、できるだけ速やかに内示を行う予定にしているため、各自治体において

は、当補助金の活用等による隣保館の耐震化等の整備について積極的な活用と

ともに、内示後速やかに契約がなされるようお願いする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     また、隣保館の整備に当たっては、少子高齢化等により隣保館を含む公共施

設等の利用需要が変化していくことを踏まえ、安易に建替を行うのではなく、

将来のニーズを考慮するなど長期的な視点をもって、建替、統廃合、長寿命化

などを計画的に行うことにより財政負担の軽減・平準化を図ること。また、持

続可能な地域社会の形成の一助とするため、他施設との複合化や隣保館の集約

化、ハザードマップ等を踏まえたより安全な地域における移転改築を行うこと

により、防災機能の強化、利便性の向上、地域資源の効率化等を図り、将来に

渡って地域に必要とされる隣保館となるよう十分に地域と連携の上整備いただ

【参考】 

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策（令和２年 12 月 11 日閣議決定）（抄） 

第２章 重点的に取り組むべき対策 

１ 激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策 

（１）人命・財産の被害を防止・最小化するための対策 

・ 医療施設の耐災害性強化対策（給水設備整備対策、非常用自家発電設備整備対策、ブロ

ック塀整備改修対策、非常用通信設備整備対策）（厚生労働省） 

・ 社会福祉施設等の耐災害性強化対策（耐震化対策、ブロック塀等対策、水害対策強化対

策、非常用自家発電設備対策）（厚生労働省） 
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きたい。 

 

（２）アイヌ施策の推進について 

平成 31 年４月 26 日に「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するため

の施策の推進に関する法律」（平成 31 年法律第 16 号。以下「アイヌ施策推進法」

という。）が公布され、令和元年５月 24 日に施行された。同法は、アイヌの人々

が民族としての誇りを持って生活することができ、その誇りが尊重される社会の

実現を目指すことを目的としている。 

こうした中、生活館は、アイヌ集落住民及びその周辺地域の住民に対して、生

活上の各種相談事業等を実施することにより、地域住民の生活環境の改善を図る

とともに、周辺地域住民の交流の場として、引き続きその重要な役割を担ってい

く必要がある。生活館の整備費については、令和元年度より、「地方改善施設整

備費補助金」（厚生労働省所管）から、「アイヌ政策推進交付金」（内閣府所管）

に移管されており、関係自治体におかれては、生活館の老朽化に伴う改修等の整

備について、当交付金を積極的に活用いただきたい。 

一方、生活館の運営費（地方改善事業費補助金）については、引き続き厚生労

働省で所管しているので、これらの申請等に当たっては遺漏なきよう願いたい。 

また、国内に居住されているアイヌの人々からの生活相談に対応するため、平

成 28 年度より、電話による相談を行う「生活相談充実事業」を実施しており、令

和７年度予算案においても、当該事業を円滑に実施するための経費を計上してい

る。各自治体におかれては、身近な相談窓口が少ない道外に居住するアイヌの人

々に専用の相談窓口の存在が認知され、必要なときに相談いただけるよう、当事

業に関する周知・広報について、引き続き特段の配慮をいただきたい。 

 

 （３）隣保館・生活館における物価高騰に対する支援について 

 令和６年 12 月６日事務連絡「重点支援地方交付金を活用した婦人保護施設及

び救護施設等の支援について」において、隣保館及び生活館についてもエネルギ

ー価格や、施設整備における資材費の高騰分の支援として当該交付金を活用する

ことが可能とされているので、自治体内の当該交付金担当課と連携の上、必要に

応じて活用の検討をお願いする。 

 

 

（４）関係部局・機関との連携方策について 

ア 社会福祉法に基づく取組との連携 

地域共生社会の実現に向け、平成 30 年４月に改正社会福祉法が施行され、令

和２年６月５日には「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正

する法律」が成立、令和３年４月１日より施行した。これにより、市町村にお

いて、従来の支援体制では対応の難しい複雑化・複合化した課題に対応するた

め、市町村全体として包括的な支援体制を構築する事業として重層的支援体制

整備事業が実施されている。 
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重層的支援体制整備事業の実施に際しては、福祉の向上や人権啓発の住民交

流の拠点となる開かれたコミュニティーセンターとしての役割を果たしてい

る隣保館や生活館との連携を十分に図っていただくことが重要であり、重層的

支援体制整備事業実施計画のガイドラインにおける「地域の支援関係者等」に

隣保館や生活館が含まれているところである。 

具体的には、市町村において、隣保館や生活館が提供する福祉サービス等の

利用が効果的であると判断される者への支援に関して重層的支援会議や支援

会議を開催する場合には、必要に応じて隣保館や生活館に会議への参画を依頼

することが望ましく、また、参加支援事業者が支援を実施する中で隣保館や生

活館による支援を実施することが効果的であると判断した場合は、適切に連携

して支援していただくこと等をお願いする。 

また、社会福祉法では、地域福祉計画の策定に努めることとされているが、

隣保館や生活館が取り組んでいる人権課題解決に向けた取組も地域生活課題の

解決に向けた取組の一つとして考えられるため、計画策定に当たっては、こう

した視点についても留意するよう、併せてご了知願いたい。 

 

イ 生活困窮者自立支援法に基づく取組との連携 

隣保館や生活館においては、地域住民の生活上の相談、人権に関わる相談に

応じ適切な助言指導を行う必要があることから、日頃より市町村の福祉関係や

人権関係等の関係部局、地域包括支援センターや社会福祉協議会などの関係機

関との密接な連携を行うとともに、生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支

援機関との連携や、同法に基づく各種事業の実施に当たり、地域における多様

な社会資源の一つとして隣保館や生活館自体が自立相談支援機関として活動す

るなど、事業の実施主体となりうることにも留意しながら、より積極的な館運

営が行われるようお願いする。 

 

（５）人権課題に関する啓発等の推進について 

ア 民生委員に対する普及・啓発について 

民生委員は、地域における相談援助活動の中心的存在として様々な住民の相

談援助活動を行っているが、人権に関する課題への対応については、部落差別

解消推進法及びアイヌ施策推進法の関係法令、隣保館や生活館の活動状況も十

分踏まえて行う必要がある。 

このため、民生委員の研修会などの機会を捉え、人権課題に関する理解を深

めていただくよう御配慮願いたい。 

（参考）「アイヌ政策推進会議作業部会「北海道外のアイヌの生活実態調査」を踏まえ

た全国的見地からの施策の展開について」（平成 24 年 6 月 1 日）抄 

・ 北海道外のアイヌの人々の相談に適切に対応するため、人権に関わる相談につ

いては、人権擁護員等の相談窓口を通じて、適切に対応していくことが求められ

るとともに、民生委員等、生活相談に応ずる者にアイヌに関する研修の充実を図

るべきである。 
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イ 関係者に対する啓発等の推進 

人権課題に関する国民の差別意識は解消に向けて進んでいるものの、一部で

は依然として存在しており、近年では、インターネットの悪用による人権侵害

事案も多く発生している。ついては、その差別の解消を図る上で啓発及び研修

の実施は重要であることから、管内の行政関係職員をはじめ保健福祉に携わる

関係者等に対し、積極的な啓発・研修を通じ人権課題に関する理解が深められ

るよう、部落差別解消推進法やアイヌ施策推進法の関係法令も踏まえ、特段の

配慮を願いたい。 

また、過去に就職差別につながるおそれのある身元調査事案が発生したが、

これは調査を依頼した関係者の人権問題に対する認識が十分でなかったことに

よるところが大きいと考えられる。 

このようなことが二度と起きないようにするためにも、関係者などに対する

啓発・研修は、漠然と行うのではなく、具体的な事例を挙げるなど効果的なも

のとなるよう努めるとともに、関係事業者団体に対して、職員の採用選考に当

たっては、応募者の適性と能力を基準として行うよう機会を捉えて指導・啓発

を行っていただきたい。 

 

（６）他法における状況について 

ア 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律について 

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号）」

が平成 28 年 4 月 1 日より施行されている。当該法律では、第 7 条において、行

政機関等における障害を理由とする差別の禁止を掲げており、また、第 10 条に

おいて、第 7 条に規定する事項に関し、地方公共団体の職員が適切に対応する

ために必要な要領を定めるよう努めることとされている。これを踏まえ、設置

主体が市町村である隣保館や生活館においても、当該法律に則した対応に留意

いただくとともに、改めて関係機関と情報共有いただくよう努めていただきた

い。 

○内閣府 HP（障害を理由とする差別の解消の推進） 

https://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai.html 

 

イ 部落差別の解消の推進に関する法律について 

「部落差別の解消の推進に関する法律」（平成 28 年法律第 109 号）が成立

し、平成 28 年 12 月 16 日より施行されている。 

設置主体が市町村である隣保館や生活館においても、当該法律に基づく取組

について法務省のホームページや関係機関の情報を確認する等十分留意いただ

くとともに、隣保館や生活館の活動において、同法の趣旨を周知いただくよう

努めていただきたい。 

○法務省 HP（同和問題に関する正しい理解を） 

http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken04_00127.html 
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ウ 本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する

法律について 

「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関 

する法律」（平成 28 年法律第 68 号）が、平成 28 年 6 月 3 日より施行されてい

る。 

設置主体が市町村である隣保館や生活館においても、当該法律に基づく取組

について法務省のホームページや関係機関の情報を確認する等十分留意いただ

くとともに、隣保館や生活館の活動において、同法の趣旨を周知いただくよう

努めていただきたい。 

○法務省 HP（ヘイトスピーチに焦点を当てた啓発活動） 

http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken04_00108.html 
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第 15 消費生活協同組合の指導・監督について（消費生活協同組合業務室） 
※ 消費生活協同組合（消費生活協同組合連合会を含む。以下「生協」という。）

については、都道府県によっては福祉部局ではなく生活安全・消費者行政担当部

局等が所管しているため、確実に担当部局に情報共有をお願いします。 

 

１ 生協行政の基本的考え方について 

消費生活協同組合法（昭和 23 年法律第 200 号。以下「生協法」という。）は、国民

の自発的な生活協同組織の発達を図り、もって国民生活の安定と生活文化の向上を期

することを目的としている。 
生協は、 

・一定の地域又は職域による人と人との結合（相互扶助組織）であること 

・組合員の生活の文化的経済的改善向上を図ることのみを目的とすること 

・任意に加入し脱退することができること 

・組合員の議決権・選挙権は平等であること 

・剰余金の割戻しは主として利用分量により行うこと 

・出資額に応じた割戻しは限度が定められていること 

・政治的に中立であること 

を要件として、利用（消費）者である組合員自身が出資し、意思決定や運営に参画す  

ることにより、宅配や店舗での商品供給や共済、医療、福祉といった事業を行ってい       

る。 

また、相互扶助の理念に基づき、地域の高齢者の見守り活動、子育て支援、災害発

生時における被災者支援活動など、地域のコミュニティづくりのための社会貢献活動

に取り組んでいる。 

生協法は、生協が行う社会貢献活動を促進するため、事業で生じた剰余金の一部活

用や、一定の要件の下、組合員外の事業の利用を認めている。 

今後、少子高齢化が進展し、人口減少が見込まれる中で、生協は、地域社会を支え

る重要な担い手として、今まで以上に事業や社会貢献活動に積極的に取り組んでいく

ことが期待される。 

生協の指導・監督に当たっては、このような生協の基本的性格及び事業や社会貢献

活動の実施状況等、生協についての理解を十分に深めた上で行うことが肝要である。 

各都道府県におかれては、所管する生協の運営状況を十分に把握していただき、消

費者行政といった観点に留まることなく、運営実態に即した助言・指導をお願いする。 

 

 

２ 適正な運営管理及び事業の健全な運営について 

 

（１）生協への指導検査・監督の適切な実施について 
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近年の国における指導検査の結果を見ると、以下のとおり、生協法等の関係法令

や定款等に従った運営がなされていないなど、生協の運営管理が適正に行われてい

ない事項が認められるところである。 

 

① 内部管理態勢に関すること 

・総（代）会招集通知において、生協法及び消費生活協同組合法施行規則（昭和

23年大蔵省令、法務庁令、厚生省令、農林省令第１号。以下「施行規則」という。）

に規定する必要な事項が記載されていない 

・理事会は理事の協議と意見の交換により、その知識と経験を結集することが

目的であるため、書面による理事会への出席及び議決権の行使は認められて

いないにもかかわらず、書面による出席のみで開催されている 

・理事の利益相反取引に関して、理事会における取引の事実の開示及び承認並

びに取引後の報告が行われていない 

・特別の利害関係がある理事が当該事業者との契約に係る議案の議決に加わっ

ている 

・監事監査にあたり、会計監査のみが行われ業務監査が行われていない 

・定款に基づき策定が必要となる規程が整備されていない 

・法定期限内に登記手続きが行われていない 

・長期間にわたり生協の事業を利用しない等のいわゆる睡眠組合員について除

名等の手続きが行われていない 

② 組合事業に関すること 

・員外利用許可申請が必要な案件にも関わらず行われていない 

③ 会計に関すること 

・決算関係書類において、会計慣行を斟酌していない記載や記載誤り等の不備

がある 

   ④ 利用者保護等管理態勢に関すること 

・個人情報の管理を委託する事業者に対し、委託契約で盛り込んだ内容にかか

る実施状況の調査が行われていない 

 

このため、貴管内生協において同様の状況が認められた場合には、適正な運営を

確保するために十分な指導検査や助言をお願いする。 

特に、基本的な事項や多数の事項に渡って課題を抱える生協や財務状況が悪化し

ている生協に対しては、組合員が不利益を被ることのないよう、 

・先ず重要な課題に焦点を当て、メリハリのある指導を行うこと 

・問題の本質的な改善のために生協側と必要な改善の方向性に関する認識を共

有することにつながるよう、双方向の議論により深度ある原因分析を行い、原

因の解明に努めること 

・問題点については的確に指摘するとともに、改善・向上につながる適切な取組

は評価することも含め、改善・向上に向けたベクトル（改善・向上に向かって

215



いるか、その取組はスピード感を持って行われているか等）を十分見極めるこ

と 

・指摘事項に対する対話・議論を進めるに当たっては、具体的かつ論理的に根拠

を示すとともに、改善を検討すべき点が明確になるよう、具体的に示すこと 

・生協側が主体的・能動的な改善に向けた取組を行うことができるよう、的確な

検証、役員その他の管理者との対話、双方向の議論等を通じて、検証結果に対

する真の理解（納得感）を得るよう努めること 

が必要である。 

また、検査時のみの指導によらず、必要に応じて継続的な指導・助言をお願いす

る。 

なお、不祥事案が確認された場合には、早急に所管行政庁へ当該状況等を報告す

るよう指導するとともに、不祥事案が発生した原因を明らかにし、必要に応じ法的

措置や、再発防止策の策定とその着実な実施を徹底していただくよう、適切な指導

をお願いする。 

※ 本年度、購買事業を行う生協において、下請け事業者に対して下請代金を減額

し、公正取引委員会より勧告がなされた事例があったことにも留意すること。 

 

 

（２）政治的中立の確保について 

   生協の政治的中立の確保については、生協法第２条第２項において、「組合は、

これを特定の政党のために利用してはならない」と規定されている。同項の趣旨は、

生協は、組合員の生活の文化的経済的改善向上を図ることのみを目的とする協同組

織であり、役職員や組合員が個人として政治活動の自由を有することは言うまでも

ないが、政治問題に組織として関わることは、生協に対する誤解や偏見を生み、生

協の健全な運営と発展に対する阻害要因となるおそれが強いことにある。 

各都道府県におかれては、所管生協の政治的中立の確保が徹底されるよう、厳正

な指導をお願いする。 

○ 「消費生活協同組合の運営指導上の留意事項について（通知）」（昭和 62 年６月 30 日付厚生省社

会局生活課長通知） 

 

（３）休眠生協への対応について 

一部の都道府県においては、休眠となっている生協を多く抱えたままの状況とな

っている。所管行政庁として適切に状況を把握いただくとともに、必要な措置等に

ついて検討いただきたい。なお、都道府県としての対応方針に判断がつきかねる場

合などは厚生労働省に照会されたい。 

 

３ 地域共生社会の実現に向けた生協の取組について 

厚生労働省においては、平成29 年及び令和２年社会福祉法改正等により、地域住
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民や地域の多様な主体が、地域のさまざまな課題を我が事として捉え、相互に連携

を図ることで住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創ることを目指し

た地域共生社会の実現に向けた取組の強化を図っている。 

令和３年４月には、施行規則を改正し、地域課題の解決に取り組む組織に対し、

所管行政庁より員外利用許可を得た上で物品を供給できるよう改正したところであ

り、許可を得た生協が社会福祉協議会等と連携し地域で物品を供給する事例や、こども

食堂へ物品を供給する事例等もあるものと承知している。 

本年度、厚生労働省においては、 

①  令和６年９月、社会・援護局が開催した「地域共生社会の在り方検討会議」に

おいて、地域共生社会の実現に向けた地域における有力な活動主体のひとつと

して生協関係者を招へいし、生協における全国的な取組状況や各地における様

々な取組事例についてヒアリング（※１）を実施 

② 令和６年 12 月、当室より「生協による地域課題の解決及び地域福祉に資する

取組事例（第三弾）」を公表（※２） 

するなど、生協の取組等について積極的に周知してきたところである。 

また、令和７（2025）年は、国連が定めた「国際協同組合年（International Year of 

Cooperatives. IYC）」（※３）でもある。 

各都道府県におかれては、生協が自発的な意思に基づく相互扶助組織であることを

前提に、国内外の情勢を踏まえて、これらの取組事例も参考としつつ、庁内関係部局

はもとより、管内生協、管内市町村及び地域福祉に取り組む諸団体との情報共有や連

携を深めていただくなど、自治体等と連携した地域社会における取組が一層層充実す

るよう、積極的な取組をお願いしたい。 

※１ 地域共生社会の在り方検討会議資料（厚生労働省ＨＰ） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_40780.html 

※２ 生協による地域課題の解決及び地域福祉に資する取組事例（第三弾）（厚生労働省ＨＰ） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/seikyou/index.html 

※３ 2025 国際協同組合年全国実行委員会（日本協同組合連携機構（JCA）ＨＰ） 

https://www.japan.coop/iyc2025/ 

      国連が、協同組合を振興促進し、持続可能な開発目標の実施と社会・経済開発全体に対する協

同組合の貢献に対する認知を高める方法として設定するもの。「国際協同組合年」を活用する

ことで地域共生社会の推進に向けた取組への貢献を支援することを求めるもの。 

 

４ 災害時の取扱いについて 

（１）員外利用に係る取扱いについて 

近年、大規模な地震や豪雨などの自然災害が多発する中、各地の生協においては、

自治体との協定に基づいて発災直後から生活支援物資を供給するなど、迅速な支援

活動に取り組んでいる。令和６年１月１日に発生した「令和６年能登半島地震」に

おいても、被災地の生協の支援のために職員を派遣し、組合員の安否確認や被災し
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た地域住民に対する生活支援物資の提供等を行ったところである。 

なお、生協法では、特に災害時における物品供給について、次のとおり、員外利

用を認めている。 

① 震災、風水害その他の災害が発生し、又は発生するおそれがあるときその他

の緊急時において、一時的に生活に必要な物品の供給が不足する地域で当該物

品を供給する場合（行政庁の許可不要、利用分量の限度なし）（生協法第 12 条

第３項第２号） 

②  震災、風水害その他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合におい

て、一時的に生活に必要な物品の供給が不足する地域以外（※）で避難者に対

し、必要と認められる期間物品を供給する場合(行政庁の許可必要、利用分量

20／100)（施行規則第 11 条第１号ホ） 

※ 上記②については、大規模な災害で都道府県を越えた広域的な避難を行った

場合等を想定 

被災者の生活となりわいをしっかりと支えていくためにも、当該規定について御

了知の上、行政と生協が連携して取り組んでいただくようお願いする。 

 

 （２）共済事業実施生協に対する「緊急特別取扱い措置」について 

発災時、災害救助法が適用された場合、共済事業実施生協に対して事務連絡を  

発出し、災害救助法が適用された自治体に対し、被災された共済契約者に対する、

①共済金の支払、共済掛金の払込猶予等に関する措置、②業務停止等における対応

に関する措置等の「緊急特別取扱い措置」を依頼しているところである。本事務連

絡については、災害救助法が適用された都道府県に共有しているので、管内の共済

事業実施生協に対する取扱いの参考としていただくようお願いする。 

 

５ その他連絡事項 

（１）生命保険料控除の拡充について 

令和７年度税制改正において、子育て世帯は、安全・快適な住宅の確保や、こど

もを扶養する者に万が一のことがあった際のリスクへの備えなど、様々なニーズを

抱えており、子育て支援を進めるためには、生命保険料控除制度においても、こう

したニーズを踏まえた措置を講じていく必要があることから、所得税法上の一般生

命保険料について、居住者が年齢 23 歳未満の扶養親族を有する場合には、令和８年

分における当該控除の最高限度額を６万円（現行４万円）とすること等とされたの

で、御了知願いたい。 

（注）一般生命保険料控除、介護医療保険料控除及び個人年金保険料控除の合計適

用限度額は 12 万円とする（現行と同じ。）。 

 

（２）改正刑法の施行に伴う消費生活協同組合法等の改正について 

自由刑の単一化の議論に伴い、「懲役」及び「禁錮（禁こ）」を廃止し、これに
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代えて「拘禁刑」を創設する刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第 67 号）

及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（令

和４年法律第 68 号）が令和４年６月 17 日に公布され、令和７年６月１日に施行さ

れる。 

施行に伴い、生協法の「懲役」及び「禁錮（禁こ）」を「拘禁刑」と改正するこ

ととされており、施行に当たっては、消費生活協同組合模範定款例の取扱い（解釈

通知）等の通知を改正することとしているので、御了知願いたい。 

 

（３）監督指針等の改正について（統合的リスク管理態勢に係る規定の整備等） 

今般、特に高度なリスク管理が望ましいと考えられる長期共済を実施している生協

を対象に統合的リスク管理（ＥＲＭ）を導入するため、「『共済事業向けの総合的な監

督指針』の一部改正及び『共済事業実施組合に係る検査マニュアル』の改正について」

（令和６年３月 29 日社援発 0329 第 87 号各都道府県知事宛厚生労働省社会・援護局長

通知）を発出し、統合的リスク管理態勢に係る規定を整備するほか、その他の事項も

あわせて見直しを行ったところである。 

ＥＲＭの導入については、特にその一部分であるリスク認識の部分については、   

長期共済を実施している生協に限らず短期共済を実施している生協においても重要で

あることから、その積極的な導入について、引き続き管内の生協に対して必要な指導

・助言をお願いする。 

 

 （４）デジタル社会の実現に向けた取組について 

   デジタル社会の実現に向けた取組については、これまでも当室より通知を発出し、

オンラインによる検査の実施やインターネット等を活用した総（代）会の開催等に

かかる基本的考え方等についてお示ししたところであるが、今般、これらのデジタ

ル化の動きを踏まえ、金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律施行

令の一部を改正する政令（政令第 350 号）及び金融商品の販売等に係る勧誘方針の

公表の方法に関する内閣府令（令和６年内閣府令第 102 号）が令和６年 12 月 15 日

から施行されたことに伴い、金融商品販売業者等の掲げる勧誘方針の掲示方法につ

いて、原則としてインターネットを用いた勧誘方針の公表が義務化されるなど、   

その運用の変更及び留意点について、「デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見

直しに係る共済契約を行う組合の掲げる勧誘方針の掲示方法の変更について」（令

和６年 12 月 12 日社援協発 1212 第２号厚生労働省社会・援護局地域福祉課消費生

活協同組合業務室長通知）において各都道府県消費生活協同組合主管部（局）長宛

に通知したところである。 

各都道府県におかれては、管内の生協に対し、周知徹底を図るとともに、適切な

指導を行い、改正省令等の円滑な施行について特段の御配慮をお願いする。 

 

（５）消費生活協同組合（連合会）実態調査について 
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令和６年度消費生活協同組合（連合会）実態調査の結果については、令和７年３月

に政府統計の総合窓口において公表（※）することを目途として集計を進めているの

で、御了知願いたい。なお、令和７年度においても、厚生労働省が委託した民間事業者

から生協へ直接調査票を配布する予定であるが、調査を行うに当たっては、各都道府

県において、所管生協の活動状況等を把握いただいた上で当室に情報提供いただいて

いるところであり、本年度と同様に御協力をお願いする。 

※ 消費生活協同組合（連合会）実態調査  https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/98-1.html 

 

（６）令和７年度消費生活協同組合行政担当者全国会議の開催について 

生協の健全な運営の確保、育成等の観点から、各都道府県の担当者を対象とする

全国会議を毎年開催している。 

詳細については追って連絡するので、御了知願いたい。 
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－ 1 － 

 

 

令和７年度予算（案）の概要 
社会・援護局(社会） 

 

    令和７年度 予算(案)額 
 

    令和６年度 当初予算額 
 

    差 引 

２兆９,４６５億円 
 

２兆９,６４１億円 
 

▲１７６億円 
 

 
《令和６年度補正予算額       ４８０億円》 

 

※ こども・子育て関連事業のうち社会・援護局（社会）計上分を含む。 

※ 令和７年度予算（案）額においては、退職手当共済事業給付費補助金について、こども家庭庁に

移管した分を除く。 

※ 復興特別会計分、デジタル庁計上分を含む。 

 

《主要事項》 

Ⅰ 地域共生社会の実現に向けた地域づくり ･････････････････････ ２ 

１ 相談支援、参加支援、地域づくりの一体的実施による重層的支援体制の整備促進  

２ 生活困窮者自立支援、ひきこもり支援、自殺総合対策の推進等 

３ 困難な問題を抱える女性への支援の推進 

４ 成年後見制度の利用促進・権利擁護支援の推進 

  Ⅱ 生活保護制度の適正な実施 ･････････････････････････････････ ８ 

    １ 生活保護に係る国庫負担 

２ 生活保護の適正実施の推進  

３ 都道府県等における指導・監査体制の確保 

  Ⅲ 福祉・介護人材確保対策等の推進 ･･･････････････････････････ 12 

    １ 福祉・介護人材確保対策の推進 

２ 外国人介護人材の受入環境の整備等 

３ 社会福祉法人や社会福祉施設等に対する支援 

  Ⅳ 災害時における福祉支援 ･･･････････････････････････････････ 17 

    １ 災害時における見守り･相談支援等の推進 

    ２ 被災地（福島県）における福祉・介護人材確保対策 

    ３ 災害時における福祉支援体制の整備促進 
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－ 2 － 

Ⅰ 地域共生社会の実現に向けた地域づくり 
 

１ 相談支援、参加支援、地域づくりの一体的実施による重層的支援体制の整備促進  
 

（１）重層的支援体制整備事業の促進【拡充】   ７１８億円※（５４３億円※） 

                《令和６年度補正予算 １．５億円》 

             ※こども・子育て関連事業のうち社会・援護局（社会）計上分を含む 

 

市町村において、地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対応する包括的な支援

体制を整備するため、①対象者の属性を問わない相談支援、②多様な参加支援、③地

域づくりに向けた支援を一体的に行う重層的支援体制整備事業の実施を促進する。 

また、「生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律」（令和６年法律第 21 号）

において、重層的支援体制整備事業においても住まいの支援が明確化されたことを踏

まえ、既存事業では対応が難しい狭間のニーズがある者（世帯）に対して入居継続支

援を行う。 

 
 

（参考）令和６年度補正予算 
 

 ○ 重層的支援体制整備事業における住まい支援の強化       １．５億円 

   改正生活困窮者自立支援法の施行を見据え、重層的支援体制整備事業における

居住継続支援体制の整備を促進する。 

 

 

（２）包括的な支援体制の整備に向けた支援      ９．４億円（１２億円） 

《令和６年度補正予算 ０．５億円》 

包括的な支援体制の整備を促進するため、市町村による重層的支援体制整備事業へ

の移行準備や都道府県による市町村への後方支援（都道府県内連携会議の開催や人材

養成研修の実施等）への支援を行う。また、重層的支援体制整備事業を実施していな

い市町村も含め、包括的な支援体制整備に従事する者等の人材養成を行う。 

 
 

（参考）令和６年度補正予算 
 

 ○ 重層的支援体制構築に向けた都道府県後方支援事業       ５１百万円 

   市町村における包括的な支援体制の整備を進めるため、都道府県による実態調

査やヒアリング等の実施、アドバイザー派遣等の取組を促進する。 
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２ 生活困窮者自立支援、ひきこもり支援、自殺総合対策の推進 等  

 

（１）生活困窮者自立支援・ひきこもり支援の推進等 ７６０億円※（６５７億円※） 

《令和６年度補正予算 ８０億円》 

※こども・子育て関連事業のうち社会・援護局（社会）計上分を含む 

 

① 生活困窮者の住まい支援や就労支援・家計改善支援の強化【拡充】 

改正生活困窮者自立支援法に基づき、住まいに関する相談対応から入居後までの、

切れ目のない住まい支援の強化を図る。また、就労準備支援事業・家計改善支援事

業の全国的な実施の推進など、生活困窮者に対する支援体制の更なる強化を図る。 

 
 

＜主な改善内容＞ 
 

○ 住まいに係る相談機能等の充実 

福祉事務所設置自治体で、住まいに係る相談支援から入居時・入居中・退居時

の支援まで、切れ目のない支援を行えるよう、生活困窮者の相談窓口である自立

相談支援機関への「住まい相談支援員」の配置などによる体制整備を図る。 
 

○ 住居確保給付金における転居費用の支給 

住居確保給付金において、家賃が低廉な住宅への転居費用を支援する。 
 

○ 居住支援事業の強化 

一時生活支援事業を「居住支援事業」に改称し、シェルター事業と地域居住支

援事業のいずれかの実施を努力義務とする。 
 

○ 家計改善支援事業の補助率引上げ（補助率を１／２→２／３） 

  家計改善支援事業と、就労準備支援事業、自立相談支援事業を一体的に行う体

制を確保することを原則として、家計改善支援事業の補助率を一律２／３に引き

上げる。 
 

○ 就労準備支援事業・家計改善支援事業への過疎地域加算の導入 

  就労準備支援事業・家計改善支援事業について、過疎地域における支援コス

トの大きさに着目して、過疎地域加算を新たに設ける。 
 

○ 生活困窮者向け事業と被保護者向け事業の一体的実施 

被保護者向けの就労準備支援事業・家計改善支援事業・地域居住支援事業を未

実施の場合など、福祉事務所が認めた被保護者が生活困窮者向けの各事業を利用

できるようにすることで、両制度での一体的な支援を進める。 
 

○ その他の生活困窮者自立支援の更なる推進・強化 

・ 令和６年度に設計する研修カリキュラムに基づき、現任者向け（ステップア

ップ）研修を新たに実施する。 

・ 福祉事務所未設置町村における一次的な相談対応を推進する。 
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（参考）令和６年度補正予算 
 

○ 生活困窮者自立支援の機能強化事業               ４６億円 

各自治体の自立相談支援機関等において、改正生活困窮者自立支援法の施行を

見据えた居住支援体制の整備、ＮＰＯ法人等と連携した緊急対応の強化、特例貸

付借受人へのフォローアップ支援体制の強化等を行う。 
 

○ 生活困窮者等支援民間団体活動助成事業            ５．２億円 

生活困窮者及びひきこもりの状態にある者等に対して、電話・ＳＮＳ相談、住

まいの確保等の支援、居場所づくり、生活上の支援などの支援活動を実施する民

間団体の先進的な取組への助成を行う。 
 

○ 就労準備支援事業・家計改善支援事業の未実施自治体への導入支援事業      

１．２億円 

就労準備支援事業・家計改善支援事業が未実施の市等において、都道府県が主

体となって両事業を時限で実施することにより、事業の空白区をなくすととも

に、未実施自治体における広域実施に向けた環境整備を行う。 
 

○ 生活困窮者総合型就労支援モデル構築のための調査研究事業   １．０億円 

生活困窮者の個別のニーズに合わせた、より効果的・効率的な就労支援を行う

ため、自立相談支援事業による就労支援・就労準備支援事業・認定就労訓練事業

を一体的に実施し、一貫した就労支援を行うスキームの構築を図る。 
 

○ 都道府県による研修企画チーム・中間支援組織の立ち上げ等支援事業      

３８百万円 

都道府県において、研修の実施に向けた体制整備を行うとともに、支援員の質

の向上やノウハウの共有などを行うネットワークづくりとして、中間支援組織の

立ち上げを促進する。 
 

○ 生活福祉資金業務システム等改修事業             ５．１億円 

生活福祉資金貸付事務のオンライン化に向けて、システムの設計・構築のため

の要件整理を実施する。また、既存の債権管理システムについて、基盤更新を行

う。 
 

○ 生活困窮者自立支援統計システムの改修            １．０億円 

改正生活困窮者自立支援法の施行に伴い、住まいの相談体制を拡充することに

伴って必要となる、住まいに係る相談記録・支援状況の入力や統計情報を作成す

るためのシステム改修を実施する。 

                                  

                                  等 
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② ひきこもり地域支援センター等の整備の促進、支援者支援の強化【拡充】 

１６億円（１６億円）  

ひきこもり状態にある方やその家族への支援を充実するため、市区町村での相談支

援体制の構築に必要な準備費用に対し補助を行うなど、市区町村でのひきこもり地域

支援センター等の設置を促進する。 

また、都道府県ひきこもり地域支援センターにおいて、ひきこもり支援推進事業を

実施してない管内市区町村に対するサポートを強化することにより、市区町村におけ

る支援体制の構築を推進する。 

 

 

（２）地域自殺対策強化交付金等による自殺対策の推進【拡充】 

４０億円（３９億円） 

《令和６年度補正予算  ２０億円》 

「第４次自殺総合対策大綱」や「こどもの自殺対策緊急強化プラン」を踏まえ、こ

ども・若者への対策を含め、地域の実情に応じた継続的な自殺対策や民間団体への支

援を通じた全国的な自殺防止対策、「こども・若者の自殺危機対応チーム」による支

援を推進する。 

 
 

（参考）令和６年度補正予算 
 

 ○ 地域における自殺対策の強化                  ２０億円 

   「こども・若者の自殺危機対応チーム」の立ち上げ等への支援や、地域におけ

るＳＮＳ等を活用した自殺に関する悩みに対する相談体制の強化等の支援、社会

的に孤立し不安を抱えている人に対する電話やＳＮＳ等を活用した自殺防止等に

係る民間団体の取組支援を行う。 
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３ 困難な問題を抱える女性への支援の推進 

５１億円（５２億円） 

《令和６年度補正予算  ２．０億円》 

 
（１）困難な問題を抱える女性への切れ目のない支援の推進【新規】 

官民協働等により、早期発見から地域での自立・定着まで切れ目なく継続的に支援す

る新たな事業を実施し、潜在化している多様な支援ニーズに対応できる支援体制を構築

する。 

 
 

（参考）令和６年度補正予算 
 

 ○ 官民協働等女性支援加速化事業                ２．０億円 

   公的機関と民間団体等が密接に連携し、アウトリーチからの相談対応や、居場

所の確保、地域での自立・定着などを行う事業をモデル的に実施する。 

 

（２）女性相談支援センター（一時保護所）や女性自立支援施設における支援の 

実施【拡充】 

女性相談支援センターにおいて一時保護等を実施するとともに、女性自立支援施設に

おいて、中長期的に自立に向けた生活支援を行うことにより、困難な問題を抱える女性

の心身の健康の回復を図る。また、女性自立支援施設における就職支援等の充実及び支

援の質の向上に向けた取組を推進する。 

 

（３）女性支援を担う者の育成・支援の強化【拡充】 

    複雑化・多様化する相談に対応する女性相談支援員等の負担軽減と支援の質向上のた

め、有識者や女性支援職員ＯＢ等が知識や経験を生かして困難事例等に対するスーパー

バイズを実施するとともに、女性支援機関や民間団体、都道府県担当者など関係者全て

に研修の機会を設けるよう研修体系の見直し等を行い、女性支援を担う者の育成及び支

援の強化を図る。 
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４ 成年後見制度の利用促進・権利擁護支援の推進 
 

（１）権利擁護支援の地域連携ネットワークづくりの推進等 

９．４億円（１０億円） 

都道府県において、市町村の体制整備等を支援するため、司法専門職や家庭裁判所

等との定例的な協議の場を設けるとともに、市民後見人や福祉・司法の関係者を対象

にした意思決定支援研修を実施することに加え、新たに法人後見の取組に民間事業者

等の参画を促す取組を実施する。 

また、市町村において、中核機関の整備を進めるとともに、相談対応時の関係機関

の役割調整等に加え、後見人の苦情対応等に係る関係機関間の連携の構築を行うな

ど、中核機関のコーディネート機能を強化することにより、権利擁護支援の地域連携

ネットワークの機能強化を図る。 

 

（２）新たな権利擁護支援策構築に向けたモデル事業等の実施 

０．８億円（１．２億円） 

《令和６年度補正予算 ４．２億円》 

成年後見制度の見直しの検討に対応して、同制度以外の権利擁護支援策の検討を進

めるため、身寄りのない高齢者等の生活上の課題への対応を含めた持続可能な権利擁

護支援モデル事業の実践事例を通じた分析・検討を深め、取組の効果や制度化・事業

化に向けて解消すべき課題の検証等を進める。 

 
 

（参考）令和６年度補正予算 
 

 ○ 身寄りのない高齢者等が抱える生活上の課題に対応するためのモデル事業              

４．２億円 

   身寄りのない高齢者等の相談を受け止め、地域の社会資源を組み合わせた包括

的支援のマネジメント等を行うコーディネーターを配置した窓口の整備を図る取

組や、十分な資力がないなど民間事業者による支援を受けられない人等を対象と

した総合的な支援パッケージを提供する取組を試行的に実施する。 

 

 

（３）成年後見制度の担い手の確保や制度の利用に係る費用の助成 

地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）の内数＜老健局にて計上＞ 

地 域 支 援 事 業 交 付 金 の 内 数＜老健局にて計上＞ 

地域生活支援事業費等補助金の内数＜障害保健福祉部にて計上＞ 

市民後見人や法人後見といった成年後見制度の担い手の育成を推進するとともに、

低所得の高齢者・障害者に対する成年後見制度の申立費用や報酬の助成等を推進す

る。  
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Ⅱ 生活保護制度の適正な実施 
 

１ 生活保護に係る国庫負担 

 

（１）保護費負担金         ２兆７，８０８億円（２兆７，９２７億円） 

生活保護を必要とする者に対して適切に保護を実施するため、生活保護制度に係る国

庫負担に要する経費を確保する。 

 

※ 生活扶助基準について、一般低所得世帯の消費実態や社会経済情勢等を総合的

に勘案して見直しを行う。 

具体的には、令和７～８年度については、以下の臨時的・特例的な対応を行う

こととし、令和７年 10 月から実施する。 

・令和４年の社会保障審議会生活保護基準部会の検証結果による額に月額 1,500

円／人を加算 

・加算後もなお従前の基準額から減額となる世帯は従前の基準額を保障 

 

（２）保護施設事務費負担金             ３５２億円（３３１億円） 

保護施設等の運営に必要な経費を負担する。 

 

 
 

（参考）関連予算 
 

 ○ 救護施設等個別支援計画作成等研修事業             ５百万円 

   救護施設等について、入所者ごとの個別支援計画の作成が令和６年10月より義

務化されたことを受け、救護施設等個別支援計画作成等研修を実施し、適切な個

別支援計画の作成等を通じた支援の質の向上を図る。 
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２ 生活保護の適正実施の推進           １９７億円（１９２億円） 

《令和６年度補正予算  １４１億円》 

（１）生活保護の適正実施 

生活保護の適正な運営を確保するため、レセプトを活用した医療扶助の適正化や、

収入資産調査の強化等による事務の適正化を実施する自治体への支援などを行う。 

また、被保護者の健康の保持・増進を図るため、被保護者に係る健診情報やレセプ

ト情報等のデータに基づいた生活習慣病の発症・重症化予防等の取組を推進する。 

 
 

＜主な改善内容＞ 
 

○ 都道府県によるデータ分析等を通じた市町村への支援【新規】 

今般の生活保護法改正において、令和７年度から、都道府県が広域的な観点か

らデータ分析や取組目標の設定・評価を行うとともに、市町村（福祉事務所）に

対し、必要な助言等の支援を行う仕組みが創設されたことを踏まえ、都道府県に

おいて、データ分析に係る体制整備や市町村に対するアドバイザー派遣など、新

たな仕組みの実効性を確保・向上させるための取組を推進する。 

 
 

（参考）令和６年度補正予算 
 

 ○ 頻回受診等の未改善者等に対する健康管理支援モデル事業    ６．２億円 

   都道府県によるデータ分析等の結果を踏まえ、頻回受診等の未改善者への支援

手法の確立等を図る観点から、個々のニーズを把握した上で、その抱える課題の

解決に向けた支援プランを作成し、多様な関係機関の連携の下で、個別的かつ集

中的な支援を行う取組をモデル的に実施する。 

 

 

（２）被保護者の自立支援の推進等 

被保護者が地域で自立した生活を送ることができるよう、就労・社会参加、健康づ

くり、日常生活習慣の改善等に向けた支援を充実するとともに、入居支援や見守りな

どの居住支援を行う事業を創設するなど、多様な観点から自立支援の取組を強化する。 

  
 

＜主な改善内容＞ 
 

○ 被保護者地域居住支援事業の創設【新規】 

今般の生活保護法改正において、被保護者地域居住支援事業を創設し、被保護

者に対して入居支援や訪問による見守りなどの居住支援を行い、地域における自

立した生活に向けた支援を強化する。 
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（参考）令和６年度補正予算 
 

 ○ 被保護者就労準備支援等加速化事業               １７億円 

   被保護者就労準備支援事業、被保護者家計改善支援事業及び被保護者地域居住

支援事業の法定化を受け、これらの事業の未実施自治体に対し、早期・着実な事

業実施に向けた重点的な支援を行う。 
 

 ○ 被保護者に対する金銭管理支援                 １３億円 

   依存症を抱えるなど金銭管理に課題がある被保護者に対し、本人の希望を前提

に、生活費の適正な管理を支援することにより、生活の安定や自立につなげる。 
 

 ○ 災害時情報共有システム改修事業               ５０百万円 

   災害発生時において、保護施設等の被害状況などを国・自治体がリアルタイム

に共有し、被災施設等への迅速・適切な支援が可能となるよう、「災害時情報共

有システム」の対象施設に保護施設等を追加する。 
 

○ 貧困ビジネス対策事業                   ４．２億円 

   いわゆる「貧困ビジネス」への対策として、都道府県等において、無料低額宿

泊所（無届を含む）の実態等に関する情報収集や管内担当職員への情報共有を強

化し、不適切な事例に迅速に対応可能な体制を構築する。また、福祉事務所（ケ

ースワーカー）による不適切な物件・事例に関する情報収集や、こうした事案に

おける被保護者への転居支援の取組を強化する。 
 

○ 生活保護業務のデジタル化調査研究事業            ９４百万円 

   被保護者就労準備支援事業の法定化など令和７年度以降の実施が予定される制

度見直し等に関する自治体の基幹システムへの反映について、令和６年度中にシ

ステムの標準仕様に関わる内容の検討を行う必要が生じるため調査研究を行い標

準仕様書の改定を行う。 
 

 ○ 生活保護業務関係システム改修事業               ２０億円 

   生活保護の制度見直し等に対応するため、自治体の生活保護基幹システムの改

修に要する費用について補助を行うとともに、国の生活保護業務データシステム

を改修する。 
 

○ 医療扶助のオンライン資格確認導入に係る医療機関・指定薬局への補助  

７５億円 

医療機関等に対し、医療扶助のオンライン資格確認の導入に向けたレセプトコ

ンピューターシステム等に係る改修費用等を助成することにより、オンライン資

格確認の更なる普及促進を図る。 
 

○ 被保護者の保健指導情報とのデータ連携            １．９億円 

被保護者の保健指導情報を集積・収集できるようにするため、特定健診等デー

タ収集システム等の機能拡張を図るために必要なシステムの改修等を行う。 
 

○ 医療扶助等におけるＤＸ推進調査研究事業           １．５億円 

医療ＤＸや介護ＤＸの取組を踏まえ、医療扶助・介護扶助への影響や今後の在

り方等について調査研究を行う。 
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３ 都道府県等における指導・監査体制の確保     １８億円（１８億円） 

 

都道府県及び指定都市本庁に生活保護指導職員を配置し、管内福祉事務所に対する指

導、監査及び査察指導を適切に実施する体制を確保し、適正な保護の実施を推進する。 

なお、「国の行政機関の機構・定員に関する方針」（平成 26 年 7 月 25 日閣議決定、

令和 6 年 6 月 28 日一部変更）を踏まえ、計画的な見直しを行う。 
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Ⅲ 福祉・介護人材確保対策等の推進 
 

１ 福祉・介護人材確保対策の推進 
 

（１）地域医療介護総合確保基金による総合的・計画的な介護人材確保の推進 

地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）の内数＜老健局にて計上＞ 

地域の実情に応じた総合的・計画的な介護人材確保対策を推進するため、多様な世

代を対象とした介護の職場体験などの「参入促進」、新人職員の定着に向けたエルダ

ー・メンター養成研修などの「労働環境・処遇の改善」、介護人材キャリアアップ研

修支援などの「資質の向上」を図るための多様な取組を支援する。 

 
（２）介護のしごと魅力発信等事業         ４．０億円（４．４億円） 

(都道府県実施分：地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）の内数＜老健局にて計上＞) 

介護の仕事のイメージアップ、理解促進を図るため、民間事業者によるネット広告等

を用いた情報発信や介護の体験・参加型イベントの開催、介護職自らが主体となる情報

発信などの支援を行う。 

また、各都道府県において地域の実情に応じた情報発信等の取組を行う場合の支援を

行う。 

 
 

（参考）令和６年度補正予算 
 

 ○ 介護福祉士修学資金等貸付事業                 ４１億円 

   介護福祉士資格の取得を目指す者等が安心して修学できる環境を整備するた

め、都道府県が養成施設入学者に対して行う修学資金の貸付を確実に行うことが

できるよう、事業継続に必要となる貸付原資の積み増しを行い、本事業の安定的

な運営を確保する。 
 

 ○ 山脈型キャリアモデル普及促進モデル事業           ５０百万円 

   介護職員のキャリアパスをマネジメントだけではなく、看取りケア等の特定の

スキルを極めることや、地域住民に対する介護の知識や技術の指導を行うことな

ど、複数の選択肢を示し、自身のキャリアを選べるようにするキャリアモデル

（いわゆる「山脈型キャリアモデル」）の普及・浸透を目指し、導入を検討して

いる事業所に対して民間事業者による支援を行い、効果・課題把握等を行う。 
 

 ○ 介護未経験者マッチング機能強化モデル事業          ７８百万円 

   介護分野への多様な人材層の参入促進を図るため、民間事業者の介護未経験者

等を対象としたマッチング機能等を活用するモデル事業を実施し、これまでの介

護に関わりのなかった層が有償ボランティアとして未経験者でも行うことのでき

る様々な周辺業務を行うこと等により、地域住民と介護現場への接点を増加させ

ることで、介護人材のすそ野を更に広げるとともに、介護現場と地域のつながり

の強化を図る。 
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○ 潜在介護福祉士等就職支援モデル事業             ２２百万円 

福祉人材センターの強みを生かし、事業所訪問等を通じた事業所の状況把握を

行うとともに離職した介護福祉士等に対するのきめ細かな再就職支援等を行う。 

 

（３) 社会福祉事業従事者の養成・研修等      ４．０億円（４．０億円） 

《令和６年度補正予算  ３．５億円》 

福祉分野の従事者が社会福祉の理論や技術を学ぶことができるよう、日本社会事業

大学の運営を支援し、複雑化した社会問題に対応できる地域で指導的な役割を担う者

の養成を進める。 

 
 

（参考）令和６年度補正予算 
 

○ 日本社会事業大学施設整備・環境整備事業            ３.５億円 

長期的な施設利用のために必要となる改修工事の実施及び大学教育のデジタル

化推進のための環境整備を行う。 

 

 

２ 外国人介護人材の受入環境の整備等 

 

（１）外国人介護人材の受入環境の整備【拡充】    ５．９億円（５．６億円） 

《令和６年度補正予算  ４．２億円》 

（一部事業分：地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）の内数＜老健局にて計上＞） 

外国人介護人材が国内の介護現場で円滑に就労・定着できるよう、日本での就労を

検討する外国人に対する日本の介護に関する情報発信、介護の技能水準を評価するた

めの試験等の実施、日本語学習の支援や介護技能の向上のための研修や介護・生活に

関する相談支援等の実施、介護福祉士資格取得に向けた学習支援等による受入環境の

整備を推進する。 

 
 

＜主な改善内容＞ 
  

○ 外国人介護人材に対する巡回訪問・相談窓口の体制拡充 

訪問系サービスの従事に係る事業所要件の確認も含めた巡回訪問や相談窓口の

体制強化を図る。 
 

○ 日本から帰国した外国人介護労働者のネットワークの構築（外国人介護人材の

帰国後に係るキャリアの見える化） 

日本で就労経験のある帰国者（外国人介護労働者）を対象にした交流会の開

催、帰国後の外国人の情報把握、帰国後介護に近い分野で活躍している外国人に

よる SNS 等での情報発信などを通じて、海外からの人材獲得を図る。 
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（参考）令和６年度補正予算 
 

 ○ 外国人介護人材獲得強化事業                 ２．７億円 

   海外現地での働きかけを強化するため、都道府県と連携し、海外現地で人材確

保の取組を行う事業所・介護福祉士養成施設・日本語学校等への支援及び特定技

能試験（介護技能評価試験・介護日本語評価試験）の試験会場等の拡充を行う。 
 

 ○ 外国人介護人材定着促進事業                 １．４億円 

   介護現場における円滑な就労・定着を促進するため、都道府県と連携し、翻訳

ツールの導入・活用を図る事業所等への支援を行うほか、外国人向けの資格取得

支援講座を実施する地域の職能団体等に対し、スーパーバイズ等の支援を行う。 
 

 ○ 外国人介護人材巡回訪問システム改修事業            １０百万円 

   外国人介護人材の受入事業者への巡回訪問を行う実施機関の体制強化を図るた

め、訪問系サービスの従事に係る事業所要件の確認等を円滑に実施できるよう、

巡回訪問に係るシステム改修を行う。 

 

（２）経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく外国人介護福祉士候補者の受入支援 

２．４億円（２．５億円） 

（一部事業分：地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）の内数＜老健局にて計上＞） 

経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき、インドネシア、フィリピン、ベトナムから入国

する外国人介護福祉士候補者を円滑かつ適切に受け入れるため、介護導入研修や受入

施設の巡回訪問、日本語や介護の学習支援等を実施する。 

 

３ 社会福祉法人や社会福祉施設等に対する支援 

 

（１）小規模法人のネットワーク化による取組の支援【拡充】 

   ３．５億円（３．５億円） 

《令和６年度補正予算 １．０億円》 

小規模な社会福祉法人においても、「地域における公益的な取組」を行う責務を果た

すことができるよう、複数の社会福祉法人等が参画するネットワークを構築し、地域貢

献事業の試行やＩＣＴ化を支援するとともに、社会福祉連携推進法人の設立を支援する。 

 
 

（参考）令和６年度補正予算 
 

 ○ 社会福祉法人の連携・協働支援事業              １．０億円 

   地方公共団体に対し、区域内の福祉課題解決を目的として社会福祉法人等が参

加する関係者会議の開催を支援するほか、社会福祉法人に対し、社会福祉連携推

進法人の立ち上げに向けた設立準備会や合同研修会の開催、先駆的な社会福祉連

携推進業務の企画立案・実施について支援する。 
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（２）社会福祉施設職員等退職手当共済制度の円滑な実施に係る支援  

８６億円※（２８３億円） 

※ 児童福祉に関係する施設・事業分（２０６億円）はこども家庭庁において計上 

《令和６年度補正予算 ６８億円》 

 

社会福祉法人が経営する社会福祉施設等の職員のための退職手当共済制度を安定的

に運営させることにより、社会福祉施設等に従事する職員の処遇の確保を図る。 

 
 

（参考）令和６年度補正予算 
 

 ○ 社会福祉施設職員等退職共済事業給付事業            ６８億円 

   ICTシステムの活用により今後見込まれる退職手当の支給の早期化等に対応す

るために必要な給付費の一部を補助する。 

 

（３）独立行政法人福祉医療機構の福祉貸付事業等     ５３億円（４９億円） 

《令和６年度補正予算 １２億円》 

社会福祉法人や医療法人等に対して、社会福祉施設や病院等の設置・整備又は経営

に必要な資金について「長期・固定・低利」で貸付けを行うために必要な事務経費を

補助すること等により、社会福祉の増進並びに医療の普及及び向上を図る取組を支援

する。 

 

＜参考：財政投融資資金計画案＞ 
 

① 貸付枠の確保 

資金交付額      ２，３０９億円 

       福祉貸付       １，１９０億円 

      医療貸付       １，１１９億円 
 

② 貸付条件の主な改善 

・保育関連施設及び放課後児童クラブの整備に係る優遇措置の拡充並びに児童福祉

分野等に係る融資制度の創設 

 
 

（参考）令和６年度補正予算 
 

 ○ 独立行政法人福祉医療機構におけるコロナ融資償還の相談受入等体制の強化 

            １２億円 

   新型コロナウイルス対応支援資金の貸付先である中小規模の医療機関及び福祉

関係施設等が元金の償還開始により廃止等に追い込まれることのないよう、福祉

医療機構において体制を整備し、丁寧な返済相談等を実施する。 
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（４）隣保館の耐震化整備等の推進            ４．４億円（４．４億円） 

《令和６年度補正予算 ４．１億円》 

「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づき、耐震化に課題を

抱えている隣保館の整備等を行う。 

 
 

（参考）令和６年度補正予算 
 

 ○ 隣保館の耐災害性強化                    ４．１億円 

「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を踏まえ、隣保館の耐

災害性強化対策（耐震化整備、ブロック塀改修整備）の更なる促進を図る。 
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Ⅳ 災害時における福祉支援 
 

１ 災害時における見守り･相談支援等の推進 

 

（１）東日本大震災の被災者に対する見守り・相談支援等の推進 

      復興庁所管「被災者支援総合交付金」  ７７億円（９３億円）の内数 

東日本大震災により仮設住宅等に入居する被災者が、安心して日常生活を営むこと

ができるよう、相談員の巡回による見守りや相談支援等を行い、孤立防止や地域コ  

ミュニティの構築を支援する。 

 

（２）被災者に対する見守り・相談支援等の推進       ８．２億円（８．２億円） 

《令和６年度補正予算 １８億円》 

仮設住宅等に入居する被災者が、安心して日常生活を営むことができるよう、相談

員の巡回による見守りや相談支援等を行い、孤立防止や地域コミュニティの構築を支

援する。 

 
 

（参考）令和６年度補正予算 
 

 ○ 被災者見守り・相談支援事業                  １８億円 

   令和６年能登半島地震においては、多くの被災者が応急仮設住宅へ入居するな

ど、被災前とは大きく異なる環境に置かれていることから、被災者の方々が安心

して日常生活を営むことができるよう、能登地域等において「被災者見守り・相

談支援事業」を実施する。 

 

 
 

（参考）令和６年度補正予算 
 

○ 地域福祉推進支援臨時特例交付金                ９８億円 

令和６年能登半島地震において、高齢化や、半島という地理的制約など、地域

コミュニティの再生に向けた大きな課題を抱える能登地域の実情・特徴等を踏ま

え、令和６年３月に創設した地域福祉推進支援臨時特例交付金により、被災世帯

の家財等・住宅再建に対する支援のための給付と、地域の実情にあわせた福祉ニ

ーズの高い被災者の支援を進める。 
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－ 18 － 

２ 被災地（福島県）における福祉・介護人材確保対策 

 １．４億円（１．５億円） 

福島県相双地域等における福祉・介護人材の確保を図るため、当該地域の就労希望

者に対する就職準備金等の貸付や応援職員の確保に対する支援等を実施する。 

 

３ 災害時における福祉支援体制の整備推進 

４．１億円（４．１億円） 

（１）災害福祉支援ネットワーク構築の推進【拡充】 

災害時における避難所等での要配慮者支援のための「災害福祉支援ネットワーク」

の構築や「災害派遣福祉チーム（DWAT）」の災害時対応能力の一層の向上を図るた

め、都道府県における災害福祉支援コーディネーターの配置や、DWATが災害時におい

て迅速な初動対応を行うために必要なロジスティック面での対応、都道府県における

研修や訓練の実施を支援する。 

 

（２）災害ボランティア活動への支援の推進    

災害時に社会福祉協議会による災害ボランティアセンターを迅速かつ適切に設置・

運営できるよう、国、都道府県、市町村の各段階で平時からの実践的な研修や実地に

よる訓練を推進する。 

また、災害時の都道府県社会福祉協議会における調整機能の充実を図るため、平時

から行われる地域の多様な団体等との関係づくりなどを支援する。 
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Ⅰ 地域共生社会の実現に向けた地域づくり ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １

Ⅱ 生活保護制度の適正実施 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７

Ⅲ 福祉・介護人材確保対策等の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１

Ⅳ 災害時における福祉支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３９

（参考）令和６年度補正予算 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４４

令和７年度予算（案）の概要【参考資料】

社会・援護局（社会）
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Ⅰ 地域共生社会の実現に向けた
地域づくり
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３ 実 施 主 体 等

○ 介護、障害、子ども・子育て、生活困窮の各法に基づく地域づくり事業を一体的に行うことによ
り、地域住民が地域社会に参加する機会を確保するための支援、地域生活課題の発生防止又は解決
にかかる体制の整備等を行う。

２ 事 業 の 概 要 （ 以 下 の 全 て の 取 組 を 実 施 ）

１ 事 業 の 目 的

重層的支援体制整備事業

令和７年度当初予算案 【包括的相談支援事業】 496億円（374億円）
【地域づくり事業】 167億円（116億円）
【多機関協働事業等】 56億円（ 53億円）

○ 地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応するためには、市町村が、創意工夫をもって、属性を問わない包括的な支援体制を構築するこ
とが必要。

○ 社会福祉法に基づき、令和３年度から重層的支援体制整備事業を実施し、相談・地域づくり関連事業等に係る交付金を一括化。実施市町村の増
加や、令和６年４月に成立した「生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律」（令和６年法律第21号）に基づく住まい支援の強化を見込みつ
つ、各市町村で包括的な支援体制の構築を進める。

○ 介護、障害、子ども・子育て、生活困窮の各法に基づく相談支援事業を一体的に行うことにより、
対象者の属性を問わず、包括的に相談を受け止める。

包 括 的 相 談 支 援 事 業

利用者支援事業子ども地域包括支援センターの運営介護

自立相談支援事業困窮障害者相談支援事業障害

地 域 づ く り 事 業

地域子育て支援拠点事業子ども一般介護予防事業及び生活支援体制整備事業介護

生活困窮者支援等のための地域づくり事業困窮地域活動支援センター事業障害

○ 単独の相談支援機関では対応が難しい者へのアセスメントや支援プラン作成、重層的支援会議の
開催による関係機関の役割分担・支援の方向性の共有等を行う。（多機関協働事業）

○ 制度の狭間にいる者、支援が届いていない者、関係機関等からの情報をもとに把握した者等への
継続的な訪問支援等を行う。（アウトリーチ等を通じた継続的支援事業）

○ 社会とのつながりが希薄化している者に対し、本人のニーズを踏まえた社会資源とのマッチング
や支援メニューの開拓等を行う。（参加支援事業）

多 機 関 協 働 事 業 等

市町村

・多機関協働事業等について、
国1/2、都道府県1/4、市町村1/4

・包括的相談支援事業及び地域づく
り事業については、各法に基づく
補助率・負担額を維持

実 施 主 体

負 担 割 合

実 施 市 町 村 数

社会・援護局地域福祉課
地域共生社会推進室

（内線2289）

・令和３年度： 42
・令和４年度：134
・令和５年度：189
・令和６年度：346
・令和７年度：473（予定）

※（）内は前年度当初予算額
※ 令和６年度補正予算額：2億円
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令和６年４月に成立した「生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律」（令和６年法律第21号）において、社会福祉法
第106条の４が改正され、重層的支援体制整備事業において、「地域生活課題を抱える住民の居住の安定の確保のために必要な
支援を行うよう努める」とされたことを踏まえ、既存事業では対応が難しい狭間のニーズがある者（世帯）に対して、参加支
援事業及びアウトリーチ等を通じた継続的支援事業を活用した入居継続支援を行う。

１ 事業の目的

重層的支援体制整備事業における住まい支援の強化
社会・援護局地域福祉課地域共生社会推進室（内線2289）

令和７年度当初予算案 56億円の内数（－） ※（）内は前年度当初予算額

○ 入居後の継続的な支援を行うため、参加支援事業及びアウトリーチ等を通じた継続的支援事業において、地域を巻き込ん
だ切れ目のない支援を行うことができる体制整備を図る。

２ 事業の概要

実施主体：市町村 補助率：国１／２、都道府県１／４、市町村１／４

３ 実施主体等

○ 生活困窮者の自立相談支援機関等において、相談者の属性・世代等に関わらず、包括的に相談を受け付ける。包括的相談支援事業０
＜住まいの課題を含めた複合的な課題を抱える者に対する支援体制のイメージ＞

住まいの課題を含めた複合的な課題があり、単独の支援関係機関では対応が難しいと判断された場合

○ 多機関協働事業者を中心に、自立相談支援機関が行ったアセスメントをもとに、重層的支援会議を開催し、居住支援法人等
の支援関係機関の役割分担や、支援の目標・方向性を整理したプランを作成。
○ 支援関係者がチーム一体となり、プランに基づく支援が円滑に進むよう、必要な支援を実施。

多機関協働事業１

入居後支援が必要であるが、既存事業では対応が難しいと判断された場合

○ 同事業の実施者により、入居後の見守り支援、利用者と地域の社会資源・支援メニューとのマッチング（社会参加に向けた支
援）、 本人とのつながりの形成に向けた支援等を行う。

参加支援事業、
アウトリーチ等を通じた
継続的支援事業（※）

２

（※）入居継続支援員の配置やその活動に要する費用を要求
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３ 実 施 主 体 等

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

１ 事 業 の 目 的

重層的支援体制整備事業への移行準備事業

令和７年度当初予算案 ８.1億円（10億円）※（）内は前年度当初予算額

○ 重層的支援体制整備事業の実施を希望する市町村が円滑に移行できるよう、各相談支援機関等との連携体制の構築をはじめ、多機関
協働、アウトリーチ等を通じた継続的支援、参加支援の本格実施に向けた準備及び試行的取組等を行う。

○ 今後、重層的支援体制整備事業の実施を希望する市町村において、重層的支援体制整備事業に円滑に移行するための準備に必要な取
組を行う。具体的には、介護、障害、子ども・子育て、生活困窮分野をはじめとする庁内関係部局、庁外の民間団体等との連携体制の
構築、重層的支援体制整備事業への移行に向けた計画の作成、多機関協働等の取組を行う。

（主な取組内容）
○ 介護、障害、子ども・子育て、生活困窮分野をはじめとする庁内連携体制の構築及び重層的支援体制整備事業への移行計画の作成
○ 多機関協働による包括的支援体制構築の取組
○ アウトリーチ等を通じた継続的支援の取組
○ 参加支援の取組
○ その他重層的支援体制整備事業への移行に必要な取組

実施主体：市町村
負担割合：国３／４、市町村１／４
令和５年度実施市町村数：279、令和６年度実施市町村数：201

4

社会・援護局地域福祉課
地域共生社会推進室

（内線2289）
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３ 実 施 主 体 等

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

１ 事 業 の 目 的

重層的支援体制構築に向けた都道府県後方支援事業

令和７年度当初予算案 1.0億円（1.5億円）

○ 地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応するため、市町村において包括的な支援体制の構築を進めているところであるが、
個々の市町村からは、他の市町村の取組状況の把握や研修等を通じた市町村間の交流促進等のニーズがある。こうした市町村の多様な
ニーズに丁寧に対応していくため、各都道府県が行う各市町村の包括的な支援体制整備の後方支援の取組に対して必要な支援を行う。

○ 市町村の包括的な支援体制を整備するため、各都道府県が行う後方支援の取組に対して必要な支援を行う。

（後方支援の取組例）
・市町村の庁内連携促進のための支援や都道府県内連携会議の開催
・市町村間の情報共有の場づくり・ネットワーク構築
・重層的支援体制整備事業への移行促進に向けた取組を支援するための人材養成研修の実施
・地域共生社会の実現に向けた気運醸成のためのセミナー等の開催
・都道府県内における法律等の専門家派遣 等

実施主体：都道府県
負担割合：国３／４、都道府県１／４
令和５年度実施都道府県数：44、令和６年度実施都道府県数：45

5

社会・援護局地域福祉課
地域共生社会推進室

（内線2289）

※（）内は前年度当初予算額
※ 令和６年度補正予算額：0.5億円
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３ 実 施 主 体 等

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

１ 事 業 の 目 的

重層的支援体制構築推進人材養成事業

令和７年度当初予算案 22百万円（30百万円）※（）内は前年度当初予算額

○ 重層的支援体制整備事業を実施する市町村において、支援体制を構築するためには、新たな事業に従事する人材が行う支援の質を高
めていくことが重要であるため、重層的支援体制整備事業の従事者や担当の市町村職員、市町村への支援を行う都道府県職員を対象に
した人材養成研修等を実施する。

○ 一方、包括的支援体制の整備は全ての市町村の努力義務になっている中で、重層的支援体制整備事業を現在実施していない市町村に
おいても、庁内外の連携体制構築に向けたプロセスを踏む必要がある。このため、令和６年度からは、重層的支援体制整備事業を実施
していない市町村や、移行準備中の市町村も受講対象に含めた、ブロック別の研修を導入している。

（全国研修）
○ 重層的支援体制整備事業を実施する市町村の多機関協働事業、参加支援、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業の従事者を対象に、

各事業に従事するために必要な専門性を習得するための研修を実施する。
また、重層的支援体制整備事業を実施する市町村の職員及び当該市町村が所在する都道府県の職員を対象に、重層的支援体制整備

事業により包括的な支援体制を構築するために必要な知識やその手法等を習得するための研修を実施する。

（ブロック別研修）
○ 重層的支援体制整備事業を実施する市町村の職員（初任者）に加え、当該事業を実施していない市町村や移行準備中の市町村の職員

も受講対象に含め、包括的支援体制の整備に向けてどのようなプロセスを践むべきか、ノウハウや知識を学ぶための研修を実施する。

（都道府県向け研修）
○ 市町村を支援する都道府県のサポートのため、市町村の包括的な支援体制の整備を進めていく上で必要なノウハウの提供、民間企業

との連携に向けたサポート、各都道府県が取り組む市町村への後方支援の取組やそのノウハウの共有、広域的に活用できる社会資源の
整理、都道府県情報交換会の開催などを実施する。

実施主体：国
補助率 ：－（委託費）
令和６年度事業実績：全国の重層的支援体制整備事業実施自治体等に対し、研修を実施。

6

社会・援護局地域福祉課
地域共生社会推進室

（内線2289）
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１ 事 業 の 目 的

住まいに係る相談機能の充実（自立相談支援事業）
社会・援護局地域福祉課

生活困窮者自立支援室
（内線2874）

令和７年度当初予算案 760億円の内数（657億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

３ 実 施 主 体 等

住まいの相談

プランの策定
抱えている課題の背景、

要因を把握し、幅広い視点
で住まい支援を中心とした
項目を盛りこむ

①住宅の斡旋
②家賃支援
（住居確保給付金等）
③居住支援
（入居支援・入居中生活支
援 等）

• 家族・同居人との関係が悪化
しており、同居が困難。

• 保証人がいなくて入居・転居
できない。

• 家賃・維持費等の居住費負担
が重い。

• 住まいの構造・設備等に問題
があり、早急な転居が必要。

• 家賃滞納により立ち退きを求
められている。

等

モニタリング

その他、適切な支
援や関係機関へと

つなげる

２ 事 業 の 概 要

• 福祉部門と住宅部門が連携し、住まいに課題があ
る者の相談を包括的に受け止め、相談内容や相談
者の状況に応じて適切な支援関係機関につなぐ

【体制】
自立相談支援機関に住まい相談支援員（仮称）を
配置

福祉と住宅をつなぐ人材、マネジメントの
中心的役割 

【主な役割】
① 住まいを中心とした相談支援（居住支援法人等と

の連携窓口）
② アセスメント・プランの策定・フォローアップ
③ 地域の居住支援ニーズの把握、必要な地域資源の

開拓（生活困窮者の受入れに理解のある大家や不
動産業者の開拓）

④ 地域の関係者に対する支援

福祉事務所設置自治体

居住支援協議会（住宅セーフティネット法）

• 市町村の住宅･福祉部局･居住支援法人、不動
産関係団体、福祉関係団体等で構成

【役割】
地域づくりや住宅ストックの確保等

住まいに課題を抱える
生活困窮者等

改正生活困窮者自立支援法（※）を踏まえ、各市町村等において、住まいに関する総合的な相談対応や、入居前から
入居後までの一貫した支援を行うことができる体制整備を推進する。
※ 令和６年４月24日公布、令和７年４月１日施行

自立相談支援機関に
住まい相談支援員（仮
称）を配置し、支援等
を行う場合の加算を創
設する（拡充）

※既存事業も活用連携※

３ 事 業 の イ メ ー ジ

○実施主体：都道府県・市

・区等（福祉事務所設置自

治体９０７自治体）

○負担割合：国 ３／４

都道府県･市･区等１／４

生活困窮者自立支援法に
よる支援が必要な場合

上記以外

7

困窮負担金

※ 居住支援協議会未設置の自治体においては、
その他会議体との連携等を新たに構築 7246



１ 事 業 の 目 的

住居確保給付金における転居費用の支給
社会・援護局地域福祉課

生活困窮者自立支援室
（内線2874）

改正生活困窮者自立支援法（※）を踏まえ、住居確保給付金を拡充し、家賃が低廉な住宅への転居費用を支援する。
※ 令和６年４月24日公布、令和７年４月１日施行

○実施主体：都道府県・市・区等（福祉事務所設置自治体９０７自治体）○負担割合：国３／４、都道府県・市・区等１／４

３ 実 施 主 体 等

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

①離職・廃業後２年以内の者

②自己の責めによらず収入が減少し、離職・廃業と同程
度の状況にある者

支 給 対 象 者

一定の収入要件、資産要件、求職活動要件あり

支 給 要 件

家賃額（住宅扶助額を上限）

支 給 額

現行（家賃相当分） 拡充後

＜家賃相当分＞現行（①、②）のまま

＜転居費用分＞著しく収入が減少し、家計改善のために

低廉な家賃の住宅への転居が必要と認められる者

支 給 対 象 者

＜家賃相当分＞現行のまま

＜転居費用分＞収入、資産要件は同じ。求職活動要件は

求めない。

支 給 要 件

＜家賃相当分＞現行のまま

＜転居費用分＞転居のための初期費用（礼金等）、

引っ越し代等（上限あり）

支 給 額

8

困窮負担金令和７年度当初予算案 760億円の内数（657億円の内数）※（）内は前年度当初予算額
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１ 事 業 の 目 的

居住支援事業の強化
社会・援護局地域福祉課

生活困窮者自立支援室
（内線2874）

改正生活困窮者自立支援法等（※１）において、居住支援事業（一時生活支援事業から改称）について、地域の実情に応じて必要な支援の実施が努
力義務化された。また、一定の要件に該当する生活保護受給者（「特定被保護者」（※２））も生活困窮者向けの地域居住支援事業の対象として実施
できるようになった。これらを踏まえ、事業の全国的な実施を促すために必要な経費を要求する。
※１ 令和６年４月24日公布、令和７年４月１日施行
※２ 将来的に保護を必要としなくなることが相当程度見込まれる者その他厚生労働省令で定める被保護者

３ 実 施 主 体 等

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

〇実施主体：都道府県・市・区等（福祉事務所設置自治体９０７自治体） 〇負担割合：国 ２／３ 都道府県・市・区等 １／３
〇実施自治体数（令和５年度）：シェルター事業366 地域居住支援事業55

地域居住支援事業
・入居支援 ・見守り支援（※） ・環境整備

（※）期間の柔軟化（延長も可とする）

シェルター事業
〈当面の日常生活支援〉

（現行）

（改正後）

住居に不安を抱えた
生活困窮者

ホームレス

不安定居住者

路上、河川敷等

友人知人宅、
ネットカフェ
立ち退き、滞納等

ホームレス

不安定居住者

路上、河川敷等

友人知人宅、
ネットカフェ
立ち退き、滞納等

住居に不安を抱えた
生活困窮者
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地域居住支援事業
・入居支援 ・見守り支援（※） ・環境整備

（※）期間は最長１年

シェルター事業
〈当面の日常生活支援〉

一時生活支援事業（任意事業）

居住支援事業（必要な支援の実施を努力義務化）

9
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〇実施主体：都道府県・市・区等（福祉事務所設置自治体907自治体） 〇負担割合：国２／３、都道府県・市・区等１／３

〇実施自治体数（令和５年度）：就労準備支援事業：731自治体 家計改善支援事業：756自治体 地域居住支援事業：55自治体

＜参考＞生活保護受給者向け事業 実施自治体数（令和５年度）･･･就労準備支援事業：357自治体 家計改善支援事業：98自治体 地域居住支援事業：35自治体
※ うち、両制度の事業をいずれも実施している自治体数 ･･･就労準備支援事業：357自治体 家計改善支援事業：98自治体 地域居住支援事業：17自治体

３ 実 施 主 体 等

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

○ 生活困窮者自立支援法・生活保護法の改正（※１）において、制度間の切れ目のない継続的な支援を行うことを
目的に、生活困窮者向けの就労準備支援事業・家計改善支援事業・地域居住支援事業を、これまで対象外だった生活
保護受給者のうち、一定の要件に該当する者（「特定被保護者」（※２））も対象として実施できるようにした。
※１ 令和６年４月24日公布、令和７年４月１日施行
※２ 将来的に保護を必要としなくなることが相当程度見込まれる者その他厚生労働省令で定める被保護者

○ 当該改正を着実に施行し、両制度間の一体的な事業実施を推進し、生活保護受給者及び生活困窮者の自立支援を
強化する。

１ 事 業 の 目 的

生活困窮者向け事業と生活保護受給者向け事業の一体的実施
（就労準備支援事業・家計改善支援事業・地域居住支援事業）

社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室

（内線2879）

○対象事業 ：就労準備支援事業、家計改善支援事業、地域居住支援事業
○実施方法 ：生活困窮者と生活保護受給者に対して一体的に事業を実施する場合、特定被保護者を支援実績加算の対象にする（拡充）。

（就労準備支援事業・家計改善支援事業）

10

困窮補助金令和７年度当初予算案 760億円の内数（657億円の内数）※（）内は前年度当初予算額
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３ 実 施 主 体 等

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

家計改善支援事業の補助率引上げ
社会・援護局地域福祉課

生活困窮者自立支援室
（内線2879）

実施主体：都道府県・市・区等（福祉事務所設置自治体907自治体） 負担割合：国 ２／３ 都道府県・市・区等 １／３

○就労準備支援事業・家計改善支援事業の全国的な実施をさらに推進するために、生活困窮者自立支援法を改正し
（※）、両事業と自立相談支援事業を一体的に行う体制を確保するとともに、家計改善支援事業の国庫補助率を
２分の１から３分の２に引き上げたところ。
※ 令和６年４月24日公布、令和７年４月１日施行

○当該改正を着実に施行し、家計改善支援事業の取組を促進することにより、生活困窮者の自立支援を強化する。

１ 事 業 の 目 的

○生活困窮者自立支援制度における「家計改善支援事業」の全国的な実施を推進する観点から、補助率を１／２から
２／３に引き上げる。

【現行の補助体系】

○家計改善支援事業を単独で実施する場合

→補助率１／２（令和５年度実績：101自治体）

○自立相談支援事業及び就労準備支援事業
と一体的に実施する場合

→補助率２／３（令和５年度実績：638自治体）

【制度見直し後の補助体系】

○家計改善支援事業及び就労準備支援事業を行う
に当たっては、両事業と自立相談支援事業を一
体的に行う体制を確保し、効果的かつ効率的に
行うことを原則とする。

→ 一体的な実施が原則となるため、補助率を一律
２／３とする。

11
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２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

○ 就労準備支援事業及び家計改善支援事業において、過疎地域における支援一件あたりのコストの大きさに着目して

新たに加算を設けることにより小規模自治体を支援し、取組を促進する。

１ 事 業 の 目 的

就労準備支援事業・家計改善支援事業の過疎地域加算の導入 
社会・援護局地域福祉課

生活困窮者自立支援室
（内線2879）

就労準備支援事業及び家計改善支援事業において、一定の人口密度未満の自治体について、基本基準額に一定の額を加算
する。（過疎地域加算）

過疎地域とみなされる区域を有する市町村過疎市町村（市町村全域が過疎地域）

基本基準額に、当該区域の人口の属する人口区分
の基本基準額×0.5を加算

基本基準額に、基本基準額×0.5を加算

※加算の内容は、自立相談支援事業の過疎地域加算を踏襲

〇実施主体：都道府県・市・区等（福祉事務所設置自治体907自治体） 〇負担割合：国２／３、都道府県・市・区等１／３

〇実施自治体数（令和５年度）：就労準備支援事業：731自治体 家計改善支援事業：756自治体

３ 実 施 主 体 等

12

【都道府県】
ア 算定基準 ･･･ 管轄地域全体の人口密度が50人/k㎡以下となる道府県
イ 加算額の算定方法 ･･･ 当該道府県の基本基準額（都道府県広域加算額を含む）に、基本基準額×0.3を加算

【市町村】
ア 算定基準 ･･･ 人口密度（過疎地域とみなされる区域を有する市町村については、当該区域の人口密度）が50人/k㎡以下
イ 加算額の算定方法

困窮補助金令和７年度当初予算案 760億円の内数（657億円の内数）※（）内は前年度当初予算額
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１ 事 業 の 目 的

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

生活困窮者自立支援制度 現任者向け人材養成（ステップアップ）研修の実施

３ 実 施 主 体 等

社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室

（内線2290）

実施主体：国（委託費）

令和７年度当初予算案 16 百万円（ ー 億円）※（）内は前年度当初予算額

○ 生活困窮者自立支援制度における人材養成研修は、現在、初任者向けの研修のみ実施されているが、令和６年度

に新たに設計する研修のカリキュラムに基づき、現任者向け（ステップアップ）研修を全国６ブロック（①北海

道・東北、②関東、③東海・北陸、④近畿、⑤中国・四国、⑥九州・沖縄）で実施し、高度な専門人材の育成を目

指す。

〇 ステップアップ研修を全国６ブロックで実施する。
【カリキュラム・イメージ】集合型で実施

※カリキュラムについては令和６年度末に確定
※企画協力都道府県を輪番で決め、会場手配協力・企画助言を行う。

13

・困窮制度の理念の確認と振り返り
・支援における地域づくりの視点を深める
・後輩相談員や部下に対するスーパーバイズを掘り下げる
・支援員や自身のメンタルヘルスについて

共通課程１日目

・就労（準備）支援事業
（被保護者に係る就労支援員・被保護者就労準備支援事業支援員も参加可）

任意事業１

・家計改善支援事業（被保護参加可）
（被保護者に係る被保護者家計改善支援事業支援員も参加可）

任意事業２２日目

・一時生活支援事業（被保護者における支援員も参加可）任意事業３

・子どもの学習・生活支援事業（保護関連支援員参加可）
（被保護者に係る子どもの進路選択支援事業支援員・被保護者に係る支援員も参加可）

任意事業４3日目

252



〇実施主体：福祉事務所を未設置の町村：885自治体 〇負担割合：国３／４、福祉事務所未設置町村１／４

〇実施自治体数（令和５年度）：54自治体 ※ その他、重層的支援体制整備事業において、39自治体が実施

３ 実 施 主 体 等

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

○ 自立相談支援事業を実施することとなっていない福祉事務所未設置町村において、相談窓口へのアクセスを容易に

する観点から、一次的な相談窓口の設置等の窓口機能の充実を推進する。

（注）合わせて、基本基準額について、自立相談支援事業の基本基準額を踏まえた額に見直しを図る。

１ 事 業 の 目 的

福祉事務所未設置町村における一次相談の推進
社会・援護局地域福祉課

生活困窮者自立支援室
（内線2879）

○実施方法 ：福祉事務所未設置町村は、生活困窮者及び生活困窮者の家族その他の関係者からの相談に応じ、
① 必要な情報の提供及び助言、② 都道府県との連絡調整、③ 生活困窮者自立相談支援事業の利用の勧奨、
④ その他必要な援助等の業務を行うことにより、生活困窮者に身近な行政機関における支援体制の構築を図る。

1414

○基本基準額 ：5,000千円 ※ 自立相談支援事業における人口5.5万人未満の自治体の基本基準額を踏襲。
※ 基本基準額を超過している自治体で特に手厚い取組を実施する場合は、その内容が合理的と認められる範囲で個別に協議。

令和７年度当初予算案 760億円の内数（657億円の内数）※（）内は前年度当初予算額
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２ 事 業 概 要 ・ ス キ ー ム ・ 実 施 主 体 等

１ 事 業 の 目 的

ひきこもり支援推進事業 社会・援護局地域福祉課（内線2219）

令和７年度当初予算案 16億円（16億円）※（）内は前年度当初予算額

○ 本事業では、令和４年度以降、都道府県・指定都市域での取組のみならず、住民に身近な基礎自治体である市区町村においてひきこもり

支援に特化した相談窓口の設置や居場所づくり、関係者間のネットワーク構築、当事者会・家族会の開催など、ひきこもり支援体制の構築

を進めている。

○ 内閣府の調査（令和5年3月）の公表では、ひきこもり状態の方が50人に一人（推計）であることが明らかになり、新たな支援ニーズの

掘り起こしが進むことで相談件数の増加が見込まれる。

○ こうした中、各自治体に対して「ひきこもり相談窓口を明確化」するなど依頼しているが、地域の実情によりひきこもり支援推進事業以

外で実施している市区町村もあり、ひきこもり支援体制の地域偏在の解消とともに、今年度の策定を目指す「ひきこもり支援ハンドブッ

ク」に沿ったひきこもり支援ができる体制の整備を進めていく。

【拡充内容】
都道府県ひきこもり地域支援センターにおいて、本事業を実施していない市区町村に対する後方支援を拡充し、定期的な巡回、相談の

状況把握、支援のフォローアップ、市区町村職員との同行訪問及びケース対応などに取り組む伴走型支援に必要な専門職員を配置する。

都道府県
ひきこもり地域支援センター

市区町村への支援強化として、
訪問支援員を配置

・市区町村との同行訪問によるアウトリーチ機能
・事例検討会の開催
・市区町村等への定期的な巡回訪問の実施等を設定する

１人当たり 3,000千円
１自治体当たり３人まで

定期的に
市区町村を
巡回することを
位置づけ

ひきこもり支援推進事業以外
による相談窓口の実施 全ての自治体に対して、ひきこもり

相談窓口を明確化を依頼
(明確化自治体数)
1,487／1,741自治体 （85.4%）

※令和５年度末時点速報値

B町A市

市区町村への
後方支援

市区町村訪問支援加算（新設）

課題：専門職員の人材確保が困難
事務負担の増など

15

困窮補助金
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１ 事 業 の 目 的

地域自殺対策強化交付金による自殺対策の推進
社会・援護局総務課
自殺対策推進室（内線2279）

令和７年度当初予算案 32億円（31億円）※（）内は前年度当初予算額

※令和６年度補正予算額 20億円

○ 我が国の自殺者数は、21,837人（令和５年）となっており、依然として高い水準で推移している深刻な状況にある。
○ 自殺対策基本法に基づき、地域における自殺の実態及び特性に即した自殺対策等を支援するために、交付金を交付することとしている。
○ 地域の特性に応じた継続的な対策を後押しし、「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」を目指す。

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

交付金の交付により、地域の実情に応じた実践的な取組を行う地方自治体
や広く全国に事業を展開する民間団体の取組を支援する。

【事業内容】
＜①地域自殺対策強化事業（地方自治体向け） 交付率： 1/2,2/3,10/10＞

○ 対面、電話、SNS相談の実施
・自殺予防関連の相談会の開催
・電話・SNSを活用した相談体制等の強化（拡充）

○ 人材養成の支援
・各種相談員の養成
・ゲートキーパーの養成

○ 適切な情報の発信
・支援情報や自殺相談窓口等に関する情報の周知

○ 自殺未遂者や自死遺族への支援
・自殺未遂者への継続的支援や自死遺族団体に対する活動支援

○ こども・若者の自殺危機対応チームによる支援の実施 等

＜②自殺防止対策事業（民間団体向け） 交付率： 10/10＞
・電話・SNSを活用した相談体制等の強化（拡充）
・自殺念慮者やハイリスク者に対するアウトリーチ支援
・ゲートキーパーになった者に対する支援 等

３ 実 施 主 体 等

資金の流れ

国 都道府県

民間団体

市町村

交付申請に
より交付

公募により
選定・交付

こども・若者の
自殺危機対応チーム
による支援の実施

電話・SNSを活用した
相談体制等の強化

○ 実施主体：都道府県・市町村、民間団体

○ 交付率：1/2,2/3,10/10（都道府県・市町村）

：10/10（民間団体）

交付
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こども・若者の自殺危機対応チーム事業の更なる推進
社会・援護局総務課
自殺対策推進室（内線2279）

○ 令和５年（2023年）の小中高生の自殺者数は、513人となり、過去最多であった前年（514人）と同水準で推移しており、自殺予防等への取組につい
て強化していく必要がある。特に、自殺未遂歴や自傷行為歴等のあるハイリスク者への危機介入の強化が必要である。

○ 「こどもの自殺対策緊急強化プラン」（令和５年６月２日とりまとめ）や「自殺総合対策大綱」（令和４年10月14日閣議決定）においても、こどもの自殺
危機に対応していくチームとして、学校、地域の支援者等が連携し自殺対策にあたることができる仕組みの構築について盛り込まれている。また、本
プランにおいては、チームの全国への設置を目指すことになっている。

○ こうした状況を踏まえ、こどもの自殺対策の強化の観点から、「こども・若者の自殺危機対応チーム」の設置によるこどもや若者の困難事案への的
確な対応に向け、より一層取組を推進する必要がある。

３ 実 施 主 体 等

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

多職種の専門家で構成される「こども・若者の自殺危機対応チーム」を設置し、市町村等では自殺未遂歴や自傷行為の経験等があるこども・若者へ
の対応が困難な場合に、助言等を行う事業を実施する。

【こども・若者の自殺危機対応チーム】（事務局：地域自殺対策推進センター等）
○ 支援対象者：次のこども・若者のうち、市町村等での対応困難な場合に対応チームによる支援を必要とする者

①自殺未遂歴がある、②自傷行為の経験がある、③自殺をほのめかす言動があり、自殺の可能性が否定できない 等

○ 構成：精神科医、心理士、精神保健福祉士、弁護士、ＮＰＯ法人 等 ※ケースや地域の実情・課題により必要な人員とする

○ 内容：地域の関係機関からの支援要請を受けて、以下を実施。
①チーム会議の開催：支援方針・助言等の検討
②支援の実施 ：支援方針に基づく地域の関係機関への指導・助言、現地調査
③支援の終了 ：地域の関係機関への引継

○ 都道府県・指定都市への取組支援：
厚生労働大臣指定調査研究等法人「いのち支える自殺対策推進センター」が、当該事業を実施する都道府県・指定都市に係る情報を整理し、本

事業に取り組む都道府県・指定都市への支援を行う。

○ 実施主体：都道府県・指定都市、厚生労働大臣指定調査研究等法人「いのち支える自殺対策推進センター」
○ 交付率：10/10

（38億円の内訳）
地域自殺対策強化交付金 32億円
調査研究等業務交付金 6.0億円

１ 事 業 の 目 的

令和７年度当初予算案 38億円の内数（37億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

※令和６年度補正予算額 20億円の内数
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１ 事 業 の 目 的

自殺対策に関する調査研究等の推進

令和７年度当初予算案 6.0億円（6.0億円）※（）内は前年度当初予算額

○ 自殺対策基本法（平成18年法律第85号）の趣旨にのっとり、調査研究等の推進により、自殺対策の一層の充実を図ることを目的として、令和元年

９月12日に施行された「自殺対策の総合的かつ効果的な実施に資するための調査研究及びその成果の活用等の推進に関する法律」（令和元年法

律第32号）に基づき、指定調査研究等法人として「一般社団法人いのち支える自殺対策推進センター」を指定し、国が調査研究等業務に要する費用

を交付するもの。

２ 事 業 の 概 要

○ 実施主体：厚生労働大臣指定調査研究等法人「いのち支える自殺対策推進センター」
○ 交付率：10/10

【自殺の実態等の調査研究・検証の実施とその成果の活用】

○ 自殺対策を総合的に推進するため、社会学、経済学、応用統計学等の学際的

な調査研究や、多様なデータ等を活用した自殺対策の検討等の調査研究を行う。

○ 都道府県・市町村等が地域の状況に応じた実効性のある自殺対策を推進でき

るよう、地域毎の自殺の実態や政策ニーズの把握と分析等、総合的な政策の企

画立案・関連施策の連携につながる調査研究を推進する。

【調査研究・検証を行う者に対する助成】

○ 革新的自殺研究を推進するため、必要な助言、評価等を行う体制を構築して、

調査研究等を行う者に対して助成を行う。（革新的自殺研究推進プログラム）

【先進的な取組に関する情報の収集、整理、提供】

○ 我が国の自殺対策の情報発信、海外の自殺対策の先進事例の収集等、国際

連携に取り組む。

３ 実 施 主 体 等

【地域の状況に応じた自殺対策の策定及び実施】

○ 各都道府県・指定都市の地域自殺対策推進センター等の担当者や自殺対策関

係者に対し、指導助言を行う。

○ 国と地方の連携を図るため、連絡会議を開催するとともに、必要に応じて、市町

村との意見交換や指導を行うためのブロック会議を開催する。

【地方公共団体等の関係職員に対する研修】

○ 地方公共団体の職員、自殺対策に係る活動を行う民間団体の職員、その他の

関係者に対する研修を行う。

○ 自殺未遂者の再度の自殺を防止するため、医療従事者を対象にした研修を行

う。

【自傷・自殺未遂レジストリの運用】

○ 自傷・自殺未遂レジストリを運用し、自殺未遂者の実態把握や調査分析を行う。

社会・援護局総務課
自殺対策推進室（内線4261）
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官民協働等女性支援事業 ※若年被害女性等支援事業等を再編

○ 様々な困難な問題を抱えた女性について、公的機関と民間団体が密接に連携し、アウトリーチからの相談対応や、居場所の確保、地域
での自立・定着など、入口から出口まで切れ目のない支援を推進する。

（１）アウトリーチ支援・ＳＮＳ相談支援
困難な問題を抱えた女性について、夜間見回り等による声掛けによる相談支援や、出張相談窓口における相談支援、ＳＮＳを活用した相談支援等を実施。

（２）居場所の確保
一時的に安心・安全な居場所での支援が必要と判断された際に、居場所の提供や食事の提供など日常生活の支援を行うとともに、相談支援を実施。

（３）自立支援
継続的な支援が必要と判断される者や、居場所支援が長期化する者に対し、居住地や就業、教育に関する情報提供や助言など必要な自立に向けた支援を実施。

（４）ステップハウス
（３）の実施に際し、一時的な避難場所ではなく、自立に向け、生活再建や生活習慣の改善等の生活支援を受けながら一定期間居住できる場所を確保。

（５）アフターケア
（３）または（４）を実施した者に対して、電話相談、家庭訪問、職場訪問等を通じて地域生活を定着させるための継続的な支援を実施。

（６）関係機関連携会議
行政機関、民間団体、医療機関等で構成する会議を設置し、支援内容に関する協議等を行い、相互に情報共有を図る。

（７）支援体制強化（ＩＣＴ導入支援）
（１）～（５）の実施に際し、ＩＣＴを活用した支援の導入や情報管理等を実施。

⑥ 関係機関連携会議の設置等【必須】（関係機関と民間団体の連絡・調整）

＜事業イメージ＞ ➀ アウトリーチ支援・ＳＮＳ相談【必須】（夜間見回り・声掛け・ICTを活用したアウトリーチ）➀ アウトリーチ支援・ＳＮＳ相談【必須】（夜間見回り・声掛け・ICTを活用したアウトリーチ）

民間団体等

＜実施主体＞

都道府県・市町村・特別区

事業の一部（⑥を除く）
を委託等可能

国 補
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令和７年度当初予算案 困難な問題を抱える女性支援推進等事業 24億円の内数（26億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

実施主体 ：都道府県・市町村（特別区含む）
補助率 ：国１/２、都道府県・市町村（特別区含む） 1/２

＜事業実績＞令和４年度：３自治体（６団体）
令和５年度：５自治体（９団体）
令和６年度：13自治体（28団体）

※①及び⑥については、当該事業による補助を受けずに実施している場合であっても「必須」の
条件を満たすものとして取り扱うこととする。
※①～⑥の事業の実施に際しては、実施主体の策定する計画（都道府県基本計画または市町村基

本計画）に基づき行うものとする。

② 居場所の確保（一時的な「安全・安心な居場所」の提供、相談・見守り支援）② 居場所の確保（一時的な「安全・安心な居場所」の提供、相談・見守り支援）

③ 自立支援（就労支援、学校や家族との調整、医療機関との連携による支援など自立に向けた支援）③ 自立支援（就労支援、学校や家族との調整、医療機関との連携による支援など自立に向けた支援）

⑤ アフターケア（地域生活を定着させるための継続的な支援）⑤ アフターケア（地域生活を定着させるための継続的な支援）

④ ステップハウス（自立に向け生活習慣の改善等の生活支援を受けながら一定期間居住できる場所）④ ステップハウス（自立に向け生活習慣の改善等の生活支援を受けながら一定期間居住できる場所）

⑦ 支援体制強化（ＩＣＴ導入支援）⑦ 支援体制強化（ＩＣＴ導入支援）

社会・援護局総務課
女性支援室（内線4584）

１ 事 業 の 目 的

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

３ 実 施 主 体 等

令和6年度補正予算において別途予算措置：2.0億円
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女性支援機関におけるスーパービジョン整備事業

①女性相談支援員向けスーパービジョン整備費（女性相談支援員活動強化事業の拡充）

都道府県または市町村において、女性相談支援員が抱える困難事例等に対して、有識者や職員OB等が知識や経験に基づいた助言を行う。

②女性相談支援センター・女性自立支援施設職員向けスーパービジョン整備事業（困難女性支援活動・DV対策機能強化事業の拡充）

女性相談支援センターや女性自立支援施設を設置する都道府県（女性相談支援センターを設置している指定都市を含む）において、支援
員が抱える困難事例等に対して、有識者や職員OB等が知識や経験に基づいた助言を行う。

令和７年度当初予算案 困難な問題を抱える女性支援推進等事業 24億円の内数（26億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

社会・援護局総務課
女性支援室（内線4584）

○ 女性をめぐる課題が、生活困窮や性暴力・性犯罪被害、家庭関係破綻など複雑化、多様化、複合化している中で、精神疾患を抱える女
性への支援や共同親権（民法改正）に関する相談対応など、女性支援機関（女性相談支援員、女性相談支援センター、女性自立支援施
設）の支援員は、専門的かつ新しい知識と技術を常に習得し、日々の支援に当たることが求められている。

○ また、特に女性相談支援員が一人しか配置されていない自治体においては、職責の重さや相談支援の難しさなどを感じたときにバーン
アウトしそうな気持ちになるといった調査結果が報告されている（令和５年度厚生労働省調査研究事業費補助金「困難な問題を抱える女
性への支援の在り方等に関する調査研究事業」）。

○ このため、女性相談支援員をはじめとする各女性支援機関においてスーパービジョン体制の整備を行い、有識者や職員OB等が知識や経
験を生かし、支援員が抱える困難事例等に対する助言を行う等、女性支援機関の支援員の質の向上を図るとともに、業務における心理的
負担を軽減し、その役割を果たすことができる職場環境の整備を推進する。

①【実施主体】都道府県・市町村（特別区含む）

【補助率】国 1/2（都道府県 ・市町村（特別区含む）1/2）

②【実施主体】都道府県・女性相談支援センターを設置している指定都市

【補助率】国 1/2（都道府県・指定都市 1/2）

※ スーパーバイザーによる助言は、集合方式やオンライン等により、複数の
市町村の女性相談支援員または同一都道府県内の女性相談支援センター及び
女性自立支援施設を対象に一体的に実施することも可能とする。 スーパーバイザー

Ａ市

Ｂ市

Ａ市

Ｂ市スーパーバイザー

１ 事 業 の 目 的

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

３ 実 施 主 体 等
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事務費

女性保護事業費負担金・女性自立支援事業費補助金
令和７年度当初予算案 27億円（26億円） ※（）内は前年度当初予算額

○ 女性相談支援センターが、ＤＶ被害者やストーカー被害者、人身取引被害者、家族関係の破綻や生活の困窮等、社会生活を営むうえで
困難な問題を抱える女性を対象に一時保護を実施する場合に必要となる費用（女性保護事業費負担金）や、女性自立支援施設において、
支援対象者の自立に向けて、中長期的に心身の健康の回復を図りつつ、生活を支援する際に必要となる費用（女性自立支援事業費補助
金）として、都道府県等が支弁した経費に対し、国が負担・補助を行うもの。

＜女性保護事業費負担金＞ 定員20名、地域区分20/100の場合のイメージ

事務費
事業費

各種取組等に応じた加算

・支援員加算
・夜間警備体制強化加算
・入所者処遇特別加算
・心理療法担当職員加算

・学習支援費加算
・同伴児童対応支援員雇上費加算
・一時保護委託費
・人身取引被害者等対応支援加算 等

施設事務費

１施設あたり年額
60,720千円

＜女性自立支援事業費補助金＞ 定員20名、地域区分20/100の場合のイメージ

・一般生活費
・期末一時扶助費
・被服費加算
・妊産婦加算
・母子加算
・人身取引被害者医療費
・就職活動支援費
・資格取得加算
・就職支度費
・第三者評価受審費

・一般生活費
・期末一時扶助費
・被服費加算
・同伴児童学習支援事業
・同伴児童通学支援事業
・入学支度資金 等

・補習費

困難な問題を抱える女性分 同伴児童分
各種取組等に応じた加算

・支援員加算
・夜間警備体制強化加算
・入所者処遇特別加算
・心理療法担当職員加算
・学習支援費加算

・同伴児童対応支援員雇上費加算
・人身取引被害者対応支援加算
・施設機能強化推進費
・精神科医雇上費
・民間施設給与等改善費

・民間団体支援専門員加算
・連携強化のための心理療法担当職員 等

女性保護事業費負担金 ：（実施主体）都道府県・女性相談支援センターを設置している指定都市
（補助率） 国 5/10、都道府県・指定都市 5/10

女性自立支援事業費補助金：（実施主体）都道府県
（補助率） 国 5/10、都道府県 5/10

女性保護事業費負担金（旧 婦人保護事業費負担金) ：昭和31年度創設
女性自立支援事業費補助金（旧 婦人保護事業費補助金)：昭和22年度創設

事業費

施設事務費

１施設あたり年額
60,720千円

・一般生活費
・期末一時扶助費
・被服費加算
・妊産婦加算
・母子加算

・一般生活費
・期末一時扶助費
・被服費加算
・同伴児童学習支援事業
・同伴児童通学支援事業 等

同伴児童分困難な問題を抱える女性分

社会・援護局総務課女性支援室（内線4586）

就職支援等の充実

１ 事 業 の 目 的

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

３ 実 施 主 体 等

乳児同伴1名の場合の
１世帯あたり月額

151,580円
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○ 国の研修体系について、法の基本理念（関係機関・民間団体の協働）を踏まえ、女性支援機関や民間団体、都道府県担当者など関係者全てに研
修の機会を設けるとともに、心理職員の専門性向上のための研修を追加する等の見直し等を行い、女性支援を担う者の育成及び支援の強化を図る。

22

女性支援を担う者の人材育成の強化 社会・援護局総務課
女性支援室（内線4586）

令和７年度当初予算案 27百万円の内数（1.1百万円の内数）※（）内は前年度当初予算額

１ 事 業 の 目 的

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

【実施主体】 国

※上記のほか、時事トピックスに関する研修は適時実施。全国フォーラム（官民関係機関による意見交換やネットワークの構築）、全国女性相談支援員研究協議
会（各都道府県が持ち回りで国と共催）も毎年実施予定。

都道府県国

都道府県
※国（委託事業者）もブロック毎に実施【新規】

国（国立保健医療科学院）国（委託事業者）【新規】実施者

支援職員・
都道府県研修担当者研修

①管理職実践研修
②心理職員専門実践研修

管理職研修研修カテゴリー

センター職員、女性相談支援員、施設職員、民間
団体職員、都道府県研修担当者

①機関の長（センター長、統括女性相談支援員
等、施設長、民間団体責任者）
②心理職員（センター及び施設の心理支援員、
心理療法担当職員）

機関の長（センター長、統括女性相談支援員等、
施設長、民間団体責任者、都道府県担当課長・
係長）

対象者

・女性支援の重要性や役割、目的・理念等を理
解し、地域の特性を活かした具体的な支援技術
を身につける。
・支援者同士の関係作り

①機関の長向け
各機関の長が、演習を通して実践的な支援、
スーパーバイズのための技術を習得する。
②心理職員向け
専門的かつ実践的な支援を行うための知識や
技術の習得を行う。

・女性支援の重要性や役割、目的・理念等を理
解し、組織における支援のあり方やマネジメント
等を学ぶ。
・支援機関同士の関係作り

研修目的

・共通研修（調査研究事業によるカリキュラムに
基づく研修）
・分科会

①多様なケースを想定したケースワーク、関係
機関との連携やスーパービジョン等の演習
②心理支援に係る技法等についての座学と演
習

・共通研修（制度の目的・理念、全体像の理解、
最近のトピックス等）
・分科会

研修内容

1～2日①3日 ②2日1～2日日程等

※引き続き都道府県が単独で実施する研修費用は補助金により助成

※令和７年度の研修イメージ

３ 実 施 主 体 等
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○ 第二期基本計画に盛り込まれたＫＰＩの着実な達成に向け、中核機関の整備状況が十分でない市町村の体制整備を後押しするため、全ての都道府県
において、司法専門職や家庭裁判所等と定例的な協議の場を設けるなど市町村支援機能の強化を図る。

○ 市町村においては、全ての市町村において中核機関の整備を進め、中核機関の立ち上げ後は、権利擁護支援の地域連携ネットワークを持続可能な形
で運営できるよう、中核機関における調整体制や後見人の苦情対応等にかかる関係機関間連携の構築など中核機関のコーディネート機能の更なる強化
を図る。

１ 事 業 の 目 的

都道府県・市町村・中核機関の権利擁護支援体制の強化
（成年後見制度利用促進体制整備推進事業）

社会・援護局地域福祉課
成年後見制度利用促進室（内線2228）

〈実施主体〉 市町村（委託可）

〈基 準 額〉 1,000千円/取組〈補 助 率〉1/2
〈実 績〉 287市町村（令和5年度）

管内市町村の体制整備等の取組を進めるための支援策の検討等を行う都道府県単位の「協議会」を設置するなど市町村支援機能の強化を行う都道府県に補助
を行う。（協議会の設置：令和6年4月1日現在 37都道府県）

中核機関未整備

市町村

中核機関整備済中核機関整備済
市町村

中核機関コーディネート機能強化事業
中核機関(※)立ち上げ支援事業

都道府県による市町村支援機能強化事業

市
町
村

都
道
府
県

（市町村支援機能強化の取組）

１:【必須】 ①法律専門職や家庭裁判所等と定例的な協議の実施
②市町村・中核機関等の職員向け研修の実施

【加算】 ①体制整備アドバイザーの配置・派遣
②相談窓口の設置と権利擁護支援総合アドバイザーの配置等

２:法人後見の取組に民間事業者等の参画を促す取組

〈実施主体〉都道府県（委託可）

〈基 準 額〉１：1,000千円/必須取組、4,000千円/加算取組 (最大10,000千円)
２：10,000千円

〈補 助 率〉1/2

〈実 績〉 41都道府県（令和5年度）

〈実施主体〉市町村（委託可）

〈基 準 額〉 600千円
〈補 助 率〉 1/2 
〈実 績〉 39市町村（令和5年度）

中核機関の調整機能や受任者調整等のほか、後見
人等に関する苦情対応など対応困難事案の支援円滑
化を図るための関係機関間の連携強化を行うなど既
設の中核機関の機能強化を行う市町村に補助を行う。

(コーディネート機能強化の取組)
① 調整体制の強化
② 受任者調整の仕組み化、

対応困難事案の支援円滑化
③ 広域連携の実施都道府県

中核機関の立ち上げに向けた検討会の
実施等を行う市町村に補助を行う。

体制整備支援や職員研修の実施、支援困難事案等への支援

－ 事業の実施・関係性のイメージ －

市町村
支援機能強化

中核機関
整備

コーディネート
機能強化

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム 、 実 施 主 体 等

困窮補助金

新

※「中核機関」とは、協議会（関係機関・団体が連携
体制を強化し、自発的な協力を進める合議体）の運営
等を行う地域連携ネットワークの中核的な機関や体制

（中核機関の整備：令和6年4月1日現在 1,187市区町村）

令和７年度当初予算案 7.0億円（7.8億円）※（）内は前年度当初予算額
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○ 認知症高齢者の増加等に伴い、今後更に増大及び多様化する権利擁護支援ニーズに対応するためには、中核機関による支援のみならず福祉・行
政・法律専門職など地域連携ネットワークの多様な主体による支援についても、その機能を高めることが重要である。

○ このため、第二期基本計画に盛り込まれたKPIの着実な達成に向け、全ての都道府県において意思決定支援研修の実施に取り組むとともに、本人の
状況に応じた効果的な支援を進めるため、成年後見制度と日常生活自立支援事業、生活保護制度など関連諸制度との連携強化に取り組む。併せて、オンライン
を活用した効果的な支援の実施を進める。

１ 事 業 の 目 的

地域連携ネットワーク関係者の権利擁護支援の機能強化
（互助・福祉・司法における権利擁護支援の機能強化事業）

社会・援護局地域福祉課
成年後見制度利用促進室（内線2228）

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム 、 実 施 主 体 等

＜実施主体＞都道府県、指定都市（委託可）
＜基 準 額＞ 5,000千円
＜補 助 率＞ 1/2
＜実 績＞ 13自治体（令和5年度）

・ 判断能力が不十分な本人の置かれた状況に応じた適切な支援を受けられる
よう、日常生活自立支援事業から成年後見制度等への適切な移行を進める取
組など、成年後見制度と既存の権利擁護支援策や自立に向けた他の支援策等
との連携強化に取り組む。

・ 中山間地、離島などの市町村において、司法専門職等の地域偏在により支
援が受けにくい状況等を解消するため、互助・福祉・司法における相談支援
等の場面において、オンラインの活用を図る。

○ 都道府県による意思決定支援研修等推進事業

＜実施主体〉都道府県、市町村（委託可）
＜基 準 額＞ ①意思決定支援研修の実施 1,000千円

②その他、権利擁護支援の強化を図る研修の実施 300千円
＜補 助 率＞ 1/2 ＜実 績＞ 84自治体（令和5年度）

○ 成年後見制度と権利擁護支援策等の連携強化事業

厚生労働省

都道府県等

専門職団体

都道府県社協

委託や講師依頼

市民後見人・
親族後見人等

意思決定支援
研修の実施

市町村・中核機関職員
福祉・司法の関係者

支援チームの編成と
支援環境の調整

本人への説明 本人を交えた
ミーティング

・ 都道府県等において、厚生労働省が養成した講師等を活用し、地域連携
ネットワークの関係者を対象にした意思決定支援研修を実施する。

・ 市町村等において、地域の実情に応じて、地域連携ネットワークの関係者
を対象にした権利擁護支援の強化を図る研修を実施する。

○ 互助・福祉・司法の効果的な支援を図るオンライン活用事業

＜実施主体＞都道府県、市町村（委託可）
＜基 準 額＞ 300千円
＜補 助 率＞ 1/2 
＜実 績＞ 41自治体（令和5年度）

オンラインによる
相談等を実施

成年後見制度

日常生活自
立支援事業

生活保護
制度

その他の
権利擁護
支援策

法律専門職 権利擁護支援チーム制度間の移行調整等を行う連携コーディネータの配置等

対
応
力
ア
ッ
プ

困窮補助金
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令和７年度当初予算案 0.9億円（0.8億円）※（）内は前年度当初予算額

263



○ 第二期成年後見制度利用促進基本計画に基づき、成年後見制度（民法）の見直しの検討に対応して、同制度以外の権利擁護支援策の検討
を進めるため、令和４年度から実施している「持続可能な権利擁護支援モデル事業」の実践事例を通じた課題の検証等を行う。

○ 具体的には、新たな権利擁護支援策の構築に向けて、より多くの自治体において各種の取組の実践事例を通じた分析・検討を深め、取
組の効果や制度化・事業化に向けて解消すべき課題の検証等を進める。

１ 事 業 の 目 的

見守り・預金の引き出しの立ち
合いなど本人の意思決定の支援

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム 、 実 施 主 体 等

新たな権利擁護支援策構築に向けた「持続可能な権利擁護支援モデル事業」の実施

【実施主体】 都道府県・市町村（委託可） 【基準額】 １自治体あたり 5,000千円／取組 【補助率】 3/4

●３つのテーマに関して、多様な主体の参画を得ながら、利益相反関係等の課題の整理を含め、既存の関係性や手法に限定しない持続可能な権利擁護支援の仕組みづくりを検討する。

[1]

[2]

取組例のイメージ
取組例のイメージ

都道府県社協

都道府県

市町村社協 NPO法人
家族会・
当事者団体

金融機関等
民間事業者

日常生活自立支援事業

社福法人

委託、補助

取組例のイメージ

専門職などによる研修実施、専門相談、監査等
のフォローアップ体制

島しょ部・山間部など担い手
が確保できない地域等に限
定した実施を想定

委託、補助

市町村

日常的金銭管理サービス
○介護保険サービス事業者
○障害福祉サービス事業者
○信用金庫、生活協同組合
○金融機関や生命保険、

損害保険の子会社 等

意思決定サポーター
による社会生活上の
意思決定支援

○市民後見養成研修修了者
○当事者団体の方 等

本人

監督・支援団体
○成年後見・権利擁護・金銭管理に精

通した専門職の団体
○社会福祉協議会などの福祉関係団体

日常的な金銭管理のサポート

監督・後方支援 監督・後方支援

都道府県社協

都道府県

基金等のしくみ

委託、補助

民間企業 地域住民 市町村社協 受任法人

○分配ルールの公表
○ルールに基づいた分配
○受領団体の公表

◎権利擁護支援

地域の権利擁護
支援活動の広報寄付、遺贈等

権利擁護支援について社会課題の共有・
参画方法の提示・支援の柔軟性確保

個人や一般的な法人後見では難しい事案
を受任できる組織体制を整備
＜支援員＞
○支援困難事案に対応できる専門職
○地域の市町村社会福祉協議会
○社会福祉法人 等

都道府県 都道府県社協等
委託、補助

専門職団体 警察

精神保健福祉
のアドバイザー

市町村
相談・依頼

支援困難な状態が終了した際には、
一般的な法人後見や市民後見人等に移行

法人後見
けん制しあう関係

令和７年度当初予算案 0.6億円（1.0億円）※（）内は前年度当初予算額

日常生活自立支援事業の取組に民間事業者等の参画を促す取組
身寄りのない人等に対する市町村が関与した新たな

生活支援（金銭管理等）・意思決定支援に関する取組
[１]寄付等による多様な主体の参画を促す取組
[２]支援困難事案に都道府県等が関与する取組

１ ２ ３

社会・援護局地域福祉課
成年後見制度利用促進室（内線2228）

一定の研修後に、委託を受けて事業に参画しサービスを提供
本人

※令和６年度補正予算額 ４.２億円

〈実 績〉 12自治体（令和5年度）

困窮補助金
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○ 身寄りのない高齢者等の生活上の課題に向き合い、安心して歳を重ねることができる社会をつくっていくため、市町村において、①身寄
りのない高齢者等の生活上の課題に関する包括的な相談・調整窓口の整備を行うとともに、②主に十分な資力がないなど、民間による支援
を受けられない方を対象に総合的な支援パッケージを提供する取組を試行的に実施し、課題の検証等を行う。

１ 事 業 の 目 的

身寄りのない高齢者等が抱える生活上の課題に対応するためのモデル事業の実施
（生活困窮者就労準備支援事業費等補助金：「持続可能な権利擁護支援モデル事業」）

誰もが安心して歳を重ねることができる「幸齢社会」づくりの実現

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム 、 実 施 主 体 等

【実施主体】 市町村（委託可） 【基準額】 １自治体あたり 5,000千円／取組 【補助率】 3/4
１．包括的な相談・調整窓口の整備

見守り

生活支援 財産管理 残置物処分

死後対応法律相談

権利擁護

終活支援入居支援

－ 単身高齢者等包括支援プラットフォーム －

支援プラン
の交付

身寄りのない高齢者等の相談を受け止め、公的支援や民間事業者等が提供
するサービスなど地域の社会資源を組み合わせた包括的支援のマネジメントや各
種支援・契約の履行状況の確認等を行うコーディネーターを配置した相談・調
整窓口を整備。

相談

【高齢者等】 【コーディネーター】

包括的支援

契約支援

履行報告等

つながり支援

２．総合的な支援パッケージを提供する取組

十分な資力がないなど民間による支援を受けられない方や社会資源が乏しい地
域で生活する方が支援の狭間に落ちることのないよう、身寄りのない高齢者等を対
象に、意思決定支援を確保しながら、日常生活支援に加えて、入院・入所時の
身元保証を代替する支援や死後の事務支援を併せて提供する取組を実施。

身
寄
り
の
な
い
高
齢
者
等

社
会
福
祉
協
議
会
等

市
町
村

日常生活支援に加えて、身元保証を代替する支援や死
後の事務支援をパッケージで提供

補
助
、
委

託

実施報告
家賃債務保証など

《業務内容》
意思決定支援を確保しながら以下の業務

を実施
・地域の社会資源を組み合わせた『包括的

な支援プラン』の作成。
・プランに基づく支援のアレンジメントや

各種契約支援、履行状況確認
・様々な分野の活動や人と人とのつなぎ合

わせなど地域づくりのコーディネート
など

本人に寄り添った意思決定の支援
身元保証を代替する支援

（例）入院・入所時の手続支援／緊急連絡先の指定の受託・
緊急時の対応等

日常生活支援
（例）介護保険サービス等の手続代行／公共料金の支払代行／

生活費の管理・送金／印鑑・証書・重要書類の保管等

死後の事務支援
（例）病院等の費用の精算代行/遺体の確認・引き取り/居室の原状

回復/残存家財・遺品の処分/葬儀・納骨・法要の支援

令和７年度当初予算案 0.6億円の内数（1.0億円）※（）内は前年度当初予算額

※令和６年度補正予算額 ４.２億円
※ 「持続可能な権利擁護支援モデル事業」における「身寄りのない人等に対する市町村が関与した新たな生活支援（金銭管理等）・意思決定支援に関する取組」の取組例
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Ⅱ 生活保護制度の適正な実施
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施行時期 ： 令和７年10月～

財政影響額： ＋５０億円程度 （令和７年度は＋２０億円程度）

Ⅱ 令和９年度以降の生活扶助基準の検討

○ 生活扶助基準については、一般低所得世帯の消費実態や社会経済情勢等を総合的に勘案して、
必要に応じ改定を行っており、今回の見直しの対象期間においても、この考え方を基本とする。

○ 前回の令和５～６年度の臨時的・特例的な対応の措置時（令和４年末）から一定期間が経過し、
その間も物価・賃金などが上昇基調にあることを背景として消費が緩やかに増加していることも
考慮し、社会経済情勢等を総合的に勘案して、当面２年間（令和７～８年度）の臨時的・特例的
な措置を実施。

① 令和４年の生活保護基準部会の検証結果に基づく令和元年当時の消費実態の水準に一人当
たり月額1,500円を特例的に加算
※ ただし、入院患者・介護施設入所者については、食費・光熱費等が現物給付されている状況等を踏まえ、

現行の一人当たり月額1,000円の加算額を維持

② ①の措置をしても従前の基準額から減額となる世帯については、従前の基準額を保障

Ⅰ 足下の社会経済情勢等を踏まえた当面の対応（令和７～８年度の２年間）

○ 令和９年度以降の生活扶助基準については、今後の社会経済情勢等の動向を見極めつつ、一般
低所得世帯の消費実態との均衡を図る観点から必要な対応を行うため、令和９年度予算の編成過
程において改めて検討。

その際、年齢階級・世帯人員・級地別の分析が可能な５年に一度の生活保護基準部会での定期
検証について、１年前倒しでの実施を図り、その検証結果を適切に反映することとする。

令和７年度生活扶助基準の見直しの内容
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１ 事 業 の 目 的

救護施設等個別支援計画作成等研修費
社会・援護局保護課保護事業室

（内線２８３３）

令和７年度当初予算案 ５百万円（ － ）※（）内は前年度当初予算額

○ 地域移行の推進機能の強化及び福祉事務所との適切な連携を図る観点から、救護施設等入所者への支援が計画的
に進められるよう、個別支援計画の作成が令和６年10月より制度化する。

○ 昨年度の委託事業で個別支援計画作成のマニュアルを作成し、そのマニュアルは公表されているところであるが、
マニュアルの閲覧のみでは、個別支援計画作成の制度化の趣旨を伝えることは難しい。

個別支援計画作成は、施設の機能や目的に応じて福祉事務所のケースワーカーを始めとする関係機関とも連携し
つつ、計画的な支援に取り組む環境を整える必要があるとして制度化した。この取組を進めることで救護施設等入
所者の地域移行を進めるものである。

本研修を国が実施することで、救護施設等入所者の地域移行の重要性を伝えるとともに、地域移行に当たって、
支援員の個別支援計画の作成等を通じた支援の質の向上を目指すものである。

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

○ 全国の救護施設等の計画作成担当者等への研修
○ 研修カリキュラム等については、昨年度の委託事業での実績を踏まえ、検討

・アセスメントの方法、支援目標や個別支援計画の立て方等
・個別支援計画を作成するための留意すべき視点、記載方法等
・ホームレス、刑余者、精神障害者等対象者に応じた支援の技能・知識
・モニタリング、個別支援計画変更等の手法
・地域の社会資源の活用 等

○ 実施主体：国（委託費）

救護施設等

支援の質
の向上

29

個別支援
計画とは
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社会・援護局保護課保護事業室（内線2829）
都道府県によるデータ分析等を通じた市町村への支援

令和７年度当初予算案 4.3億円（ － ）※（）内は前年度当初予算額

３ 実 施 主 体 等２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

○ 市町村における医療扶助や被保護者健康管理支援事業の適切な実施に向け、データによる課題分析・事業評価などPDCAサイクルを用いた効果的な運
営を進めていくことが重要である。

○ そのため、令和６年４月の生活保護法改正により、都道府県が広域的な観点からデータ分析を行い、市町村（福祉事務所）に対し、都道府県が取組
目標の設定・評価や助言等の支援を行う仕組みが創設された。

○ こうした都道府県の分析については、データ分析ツールを配布するなど、一定の標準化・効率化を図ることとしているが、新たな仕組みをより実効
性あるものとする観点から、ツールによる分析結果を踏まえた上で、被保護者の生活状況や医療提供体制等の地域の実情を勘案した更なる詳細な地域
分析（外部委託を含む）や医療に係る専門的知見を確保するための体制整備のほか、医療扶助の適正な運用及び健康管理支援事業の好事例等を提供す
るための研修の実施といった都道府県による市町村支援の取組に係る財政的支援を行い、地域全体を通じた医療扶助の適正かつ効果的な実施を促進す
る。

１ 事 業 の 目 的

都道府県によるデータ分析等を通じた市町村支援事業

【実施主体】 都道府県

【補助率】 ３／４

○ データ分析ツールによる分析結果を踏まえた更なる詳細分析の
実施や、医療に係る専門的知見を確保するための体制整備、好
事例の提供を含めた市町村向けの研修実施等の取組に対して財
政支援を行う。

＜都道府県による支援の例＞

・データ分析ツールには搭載されていない地域データの収集・分
析費用や学識経験者等の助言を得る （外部機関への委託可）
等の調査研究

・市町村向けに実施する会議等の開催費用（好事例の横展開、
データ分析に基づく課題と対応方針の共有等）

・課題を抱える自治体への個別支援費用（アドバイザー（専門職）
派遣、医療扶助適正実施や健康管理支援事業等の取組に係る
CWへの教育研修等）

①都道府県による広域的取組

②都道府県による市町村への支援

市町村による更なる取組実施

・データ分析ツールによる分析結果を踏まえた上で、地域
の実情を勘案した更なる詳細な地域分析（委託可）

・優先的課題と目標の設定
・関係団体との連携体制
・進捗状況の把握や取組結果の評価

・①に基づく情報の提供
・研修会（先行的取組の横展開）、アドバイザー派遣
・職員（CW）研修 等

・健康管理支援の効果的・効率的実施
・医療扶助の適正実施

b市
f市

e市c市
d市

a市

②市町村への支援（情報提供、研修会等）

Ａ県 ①広域的取組（データ分析等）

市町村による更なる取組実施

事業イメージ

（アドバイザー
派遣等）

困窮補助金
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Ⅲ 福祉・介護人材確保対策等の
推進
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１ 事 業 の 目 的

介護のしごと魅力発信等事業
令和７年度当初予算案 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 4.0億円（4.4億円）

社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

（内線2849）

○ 介護人材の確保にあたっては、人材の裾野の拡大を進めて多様な人材の参入促進を図ることが必要であることから、平成30年度以降、
介護の仕事のイメージや社会的評価の向上、理解の促進を図るため、介護の仕事の魅力発信に関する取組を実施してきた。

○ 厚労省においては、発信力がある事業者による全国的なイベントやマスメディア、ネット広告などの企画・発信を行いつつ、最前線で
ある現場の視点から、介護職など自らが主体となり、自らの声で仕事の魅力・やりがい・誇りを発信するコンテンツの企画・制作等を行
い、発信力のある事業者と連携して広く発信することで、事業効果の最大化を図る。

○ 都道府県においては、地域医療介護総合確保基金を活用し、地域の社会資源や人口構成等の実情に応じた介護の仕事の魅力発信や、求
職者に対する支援施策等の周知を行うことにより、多様な人材の参入促進・定着を図る。

２ 事 業 ス キ ー ム ・ 実 施 主 体 等

民間事業者

広く全国に向けた取組
地域の実情に応じた取組

各種事業間の連携を図るための取組
・国、都道府県、民間事業者、職能団体、事業者団体等と

の連携を図る「事業間連携会議」等の実施

民間事業者

・地域のテレビ、ラジオ、新聞、コミュニティ
ペーパー等による情報発信

・トークイベントや就職相談会、見学会等の開催
・学校等における講習会の実施
・就職相談等の支援施策の周知 等

厚生労働省

都道府県
基金を活用した
補助・委託

民間事業者

直接実施

・社会的影響の大きい全国的なイベントとコラボした発信
・マスメディアを活用した発信 等

・検索エンジン等のポータルサイトを活用した情報の発信
・魅力発信事業全体のポータルサイトの作成・運用 等

ネット広告を活用した取組

都道府県実施分：地域医療介護総合確保基金97億円の内数（97億円の内数） ※（ ）内は前年度当初予算額

参加情報発信

介護事業者・
社会福祉法人等

介護職発信の取組

・介護職など自らが主体
となり企画し、しごと
の魅力・やりがい・誇
りを発信するコンテン
ツを制作 等

॥
থ
ॸ
থ
ॶ
઀
୹

生活困窮者就労準備支
援事業費補助金

実施主体：民間事業者

補助率：１０／１０

参加
情報発信

地域医療介護総合確保基金

実施主体：都道府県

補助率：国2/3
交付金の交付

連
携

公募で選定
・補助
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２ 事 業 の ス キ ー ム ・ 実 施 主 体 等

１ 事 業 の 目 的 ・ 概 要

外国人介護人材受入環境整備事業

令和７年度当初予算案 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 ５.９億円（５.6億円）※（）内は前年度当初予算額

○ 在留資格「特定技能」の活用促進等により、今後増加が見込まれる外国人介護人材が国内の介護現場において円滑に就労・定着できるよう、
以下のような取組を通じて、その受入環境の整備を推進する。
① 介護分野における特定技能１号外国人の送出しを行う国において、介護の技能水準を評価するための試験等を実施
② 介護の日本語学習を自律的に行うための環境整備の推進に対する支援
③ 受入促進のための情報発信や介護に関する相談支援等による定着支援

国

民間団体（公募により選定）試験実施機関

介護技能評価試験等実施事業

・特定技能１号外国人の送出し国に
おいて介護技能評価試験等を実施

介護の日本語学習支援等事業

・介護の日本語学習を支援するため
のWEBコンテンツの開発・運用等
を実施

外国人介護人材受入・定着支援等事業

・受入促進のための情報発信等
・介護業務の悩み等に関する相談支援
等を実施

外国人介護人材が安心して日本の介護現場で就労・定着できる環境を整備
【補助率】定額補助 【実施主体】試験実施機関、民間団体等

社会・援護局福祉基盤課
（内線）2894
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【事業内容】
○ 経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく外国人介護福祉士候補者等について、その円滑かつ適正な受入れのため、介護導入研修を行うとともに、受入施

設に対する巡回指導・相談、受入施設の研修担当者に対する説明会等を行う。
○ 外国人介護福祉士候補者の国家試験合格に向け、インドネシア、フィリピン及びベトナムの候補者を対象とした集合研修、通信添削指導及び資格

を取得できずに帰国した者の母国での再チャレンジ支援等を行う。
〇 外国人介護福祉士候補者の受入施設が実施する日本語や介護の学習及びその学習環境の整備に対する支援等を行う。

EPA介護福祉士候補者への支援事業について

外国人介護福祉士就労研修導入・指導事業
○主な事業内容
・候補者の就労前の「介護導入研修」の実施
・候補者等の受入施設を巡回訪問して研修状況の把握や必要な指導の実施
・候補者等や受入施設からの就労・研修に係る相談・助言 など

○実施主体
公益社団法人国際厚生事業団

外国人介護福祉士候補者学習支援事業
○主な事業内容
・就労・研修に必要な日本語や介護福祉士として必要な専門知識・技術、日本の社会保障制度等を学ぶ「集合研修」の実施
・介護分野の専門知識に関する通信添削指導
・資格を取得できず帰国した者の母国での再チャレンジ支援 など

○実施主体
民間団体（公募による選定）

令和７年度当初予算案 2.4億円の内数（2.5億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業（障害者施設等の外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業）
○主な事業内容
（候補者の学習支援）

・日本語講師や養成校教員等の受入施設への派遣に要する経費
・日本語学校の授業料や通学等に要する経費
・民間業者が実施する模擬試験や介護技術講習会等への参加に要する経費
・喀痰吸引等研修の受講に要する経費

（研修担当者への支援）
・受入施設の研修担当者の活動に要する経費

○実施主体
都道府県

社会・援護局福祉基盤課（内線）2894
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外国人介護人材に対する相談窓口・巡回訪問の体制拡充
外国人介護人材受入促進のための情報発信の拡充

○ 外国人介護人材が国内の介護現場において円滑に就労・定着できるよう、これまでも外国人介護人材の介護業務の悩み等に関する相談支援の実施、EPA介護福祉
士候補者や特定技能外国人の受入施設への巡回訪問等を実施している。また、日本の介護現場において就労を希望する外国人介護人材の受入れを促進するため、
海外で日本の介護をＰＲすること等により、外国人介護人材の確保に向けた取組を行っている。

○ 「外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会中間まとめ」において、国が行う取り組みとして、「巡回訪問等実施機関について、必要な体制強化を進めなが
ら、提出された書類に基づいて、受入事業者への巡回訪問等を行う」とされていることを等を踏まえ、訪問系サービスの従事に係る事業所要件の確認も含めた相
談窓口や巡回訪問の体制強化を行う。また、日本の介護現場に新たに来てもらうための対策として、日本から帰国した外国人介護労働者のネットワーク化を通じ
た外国人介護人材の帰国後に係るキャリアの見える化を図る。

１ 事 業 の 目 的

２ 事 業 の 概 要

社会・援護局福祉基盤課
（内線）2894

令和７年度当初予算案 外国人介護人材受入・定着支援等事業 5.9億円の内数（5.6億円の内数）

外国人介護福祉士就労研修導入・指導事業 0.9億円（0.9億円) ※（）内は前年度当初予算額

◆ 実施主体：民間団体 ◆ 補 助 率 ：定額

３ 実 施 主 体 等

○ 外国人介護人材が国内の介護現場において円滑に就労・定着できるようにすることを目的として

以下の取り組みに加え、太字部分の取組を実施。

１．情報発信（ WEBやSNS を含む）

➢介護分野の特定技能外国人の送り出し国や介護の就労希望者等に対し、日本の介護に関する情報等を広く発信する。

２．【拡充】日本から帰国した外国人介護労働者のネットワークの構築（外国人介護人材の帰国後に係るキャリアの見える化）

➢日本で就労経験のある帰国者（外国人介護労働者）を対象にした交流会の開催、帰国後の外国人の情報把握、帰国後介護に近い分野で活躍している外国人による

SNS等での情報発信などを通じて、海外からの人材獲得を図る。

３．相談支援の実施

➢外国人介護人材の介護業務の悩み等に関する相談支援を実施するため、電話・メール・SNS等により、適切に助言及び情報提供等ができる体制を整備。

必要に応じて対面による支援を実施。

【拡充】訪問系サービスの従事に係る事業所要件の確認も含めた相談窓口の体制を強化するため、相談窓口を担当する職員を増員する。

４．巡回訪問等の実施

➢EPA介護福祉士候補者及び特定技能外国人の受入施設への巡回訪問等を実施し、当該外国人の雇用に関する状況や介護サービスの提供状況、

当該外国人への支援の状況等の受入実態を把握するとともに、必要に応じて当該外国人や受入施設職員等へ助言を行う。

【拡充】訪問系サービスの従事に係る事業所要件の確認も含めた巡回訪問の体制を強化するため、巡回訪問を担当する職員を増員する。

５．その他の相談支援等

➢協議会等の開催支援、開催の周知、協議会等の入会、協議会等構成員名簿の作成・管理、協議会会員向けの情報発信等の業務支援を行う。

「Japan Care Worker Guide」の運営 海外向けのオンラインセミナーの開催

◆主な対象経費：オンラインセミナー開催に向けた海外での事前準備・調整に係る費用、相談窓口・巡回訪問に係る人件費 など
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① 社会福祉連携推進法人の立ち上げに向けた支援（１回限り、1,500千円）【単価拡充】

→ 円滑に法人の設立を行うための設立準備会や合同研修会を行う。

２．法人間連
携プラット

フォーム設置
運営事業

メニュー

○ 小規模な社会福祉法人においても「地域における公益的な取組」を行う責務を果たすため、複数の社会福祉法人等が参画するネット
ワークを構築し、ネットワーク参画法人のそれぞれの強みを活かした地域貢献のための協働事業を試行するとともに、協働事業に十分
な人員体制を確保するため、合同研修や人事交流等の、福祉・介護人材の確保・定着に向けた取組を推進する。

○ また、希望するネットワークは、参画法人の事務処理部門の集約・共同化やＩＣＴ技術の導入を行うことにより、参画法人の事務の
効率化を図るとともに、より強固な連携・協働を行うことが可能となる「社会福祉連携推進法人」に移行することを見据えた基盤作り
（※）も可能。

（※）令和4年度に創設した事業メニュー「社会福祉連携推進法人設立支援事業」の単価を拡充し、法人の連携・協働化の支援を推進する。

１ 事 業 の 目 的

小規模法人のネットワーク化による協働推進事業
社会・援護局福祉基盤課

（内線2871）

令和７年度当初予算案 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 3.5億円 （3.5億円） ※（）内は前年度当初予算額

○ 社会福祉法人の地域の福祉ニーズへの対応力の強化や、経営基盤の強化のため、社会福祉連携推進法人の設立を推進するとともに、
その設立に至らない小規模法人についても、引き続き連携による機能強化や基盤作りが重要であるため、これを推進する。

○ 実施主体：都道府県・指定都市・中核市・一般市（特別区含む）

○ 補助率：定額補助

都道府県
指定都市
中核市
一般市

【社会福祉法人Ｃ】

【社会福祉法人Ａ】【社会福祉法人Ｂ】

小規模法人ネットワーク

【学校法人Ｄ】

補助
(社協等

への委託

も可)

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

② 各法人の強みを活かした地域貢献のための協働事業
→ 地域課題の解決を図るための取組を立ち上げ、試行する。

③ 福祉・介護人材の確保・定着に向けた連携の推進
→ 合同研修会や人事交流等を通じ、人材の確保・定着を図る。

④ 参画法人の事務処理部門の集約・共同化の推進（１回限り、3,200千円）

１．社会福祉
連携推進法人
設立支援事業

⑤ ＩＣＴ技術導入支援（１回限り、2,000千円）
→ プラットフォームの取組を効果的・効率的に行うため、ＩＣＴ技術を導入する。

（年間4,000千円、

原則２か年）
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３ 実 施 主 体 等

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

１ 事 業 の 目 的

社会福祉施設職員等退職手当共済事業給付費補助金
社会・援護局福祉基盤課（内線2866）

令和７年度当初予算案 86億円（283億円）児童福祉に関係する施設・事業相当分（２０6億円）はこども家庭庁において計上。

※（）内は前年度当初予算額

○ 社会福祉施設職員等退職手当共済法（昭和36年法律第155号）に基づき、社会福祉法人が経営する社会福祉施設
及び特定社会福祉事業等に従事する職員が退職した場合の当該職員に対する退職手当金の支給を行うもの。

※ 社会福祉施設職員等退職手当共済法（昭和36年法律第155号）（抄）
（国の補助）

第18条 国は、毎年度、予算の範囲内において、機構に対し、被共済職員のうち社会福祉施設等職員であるもの及び特定介護
保険施設等職員であるもの（次に掲げるものに限る。（略））に係る退職手当金の支給に要する費用の額として政令で
定めるところにより算定した額の3分の1以内を補助することができる。

〇 加入対象となる施設・事業
社会福祉法人が経営する

① 社会福祉施設等（保育所等）
② 特定介護保険施設等（特養、障害者支援施設等）
③ 申出施設等（介護老人保健施設等）

〇 財政方式：賦課方式

〇実施主体：独立行政法人福祉医療機構

令和６年度令和５年度令和４年度令和３年度

28,271,52427,377,59026,371,51726,454,481予 算 額

（単位：千円）〇参考：予算額の推移
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３ 実 施 主 体 等

令和６年度令和５年度令和４年度令和３年度

当初予算額当初予算額補正後予算額補正追加額当初予算額補正後予算額補正追加額当初予算額

864,1071,004,649960,916196,900764,0161,646,434564,5201,081,914一般勘定

684,280684,3012,732,9112,001,055731,856638,460―638,460共済勘定

1,548,3871,688,9503,693,8272,197,9551,495,8722,284,894564,5201,720,374合 計

２ 事 業 の 概 要

１ 事 業 の 目 的

独立行政法人福祉医療機構運営費
社会・援護局福祉基盤課（内線2866）

令和７年度当初予算案

独立行政法人福祉医療機構一般勘定運営費交付金 13.3 億円（8.6億円）※（）内は前年度当初予算額

うち新型コロナウイルス感染症対策関連経費（債権管理事務費等）： 11.9 億円

独立行政法人福祉医療機構共済勘定運営費交付金 6.8 億円（6.8億円）※（）内は前年度当初予算額

〇独立行政法人福祉医療機構の事業の運営に要する経費（業務経費等の事務費、人件費）に充てるために交付するもの。
〇令和７年度要求にあたっての課題は以下のとおり。

一般勘定運営費交付金については、新型コロナウイルス対応支援資金（令和５年９月末に新規申込受付終了）の既
往貸付の債権管理等に要する業務経費の確保。

〇 次の事業に必要な運営費を交付する。
①一般勘定：福祉医療貸付事業、福祉医療経営指導事業、社会福祉振興助成事業、福祉保健医療情報サービス事業
②共済勘定：社会福祉施設職員等退職手当共済事業

〇実施主体：独立行政法人福祉医療機構

（単位：千円）〇参考：予算額の推移
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Ⅳ 災害時における福祉支援
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１ 事 業 の 目 的

被災地における福祉・介護人材確保事業（復興）

令和７年度予算案 1.4億円（1.5億円）※（ ）内は前年度当初予算額

社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

（内線2849）

○ 東日本大震災により特に甚大な被害を受け、福祉・介護人材の確保が著しく困難になっている福島県相双地域等で従事する介護人材を広域的に確保
するため、当該地域の介護施設等への就労希望者に対する研修受講費や就職準備金（赴任するための交通費や引っ越し費用等）の貸与等の支援を実施。

２ 事 業 ス キ ー ム ・ 実 施 主 体 等

研修受講費等の貸与

（４）支援金 20万円を上限

※介護施設等に５年以上勤務経験があり、かつ介護福祉士若しくは介護支援専門員の資

格を有する者などが、相双地域の施設等で６ヶ月以上就労した場合に支給

【内容】

（１）学費（研修受講費） 15万円を上限（実費の範囲内）

※2年間従事した場合は全額返済免除

（２）就職準備金 ・30万円＋①＋② （1年間従事した場合全額返済免除）

・50万円＋①＋② （2年間従事した場合全額返済免除）

①世帯赴任加算

・ 家族と赴任する場合･･･ 12.5万円＋（世帯員数－１）×5万円

・ 単身赴任の場合 ･･･ 20万円

②自動車輸送費用等加算（新規購入の場合は登録手続代行費用）

・ 20万円を上限（実費の範囲内）

（３）教材費・住居費（通学費） 12万円を上限（実費の範囲内）・3.6万円（月額上限）

※介護福祉士等養成校卒業後1年以内に相双地域の介護施設等に就労し、以後一定期間

継続して介護業務に従事した場合は全額返還免除

（４）支援金 20万円を上限

※介護施設等に５年以上勤務経験があり、かつ介護福祉士若しくは介護支援専門員の資

格を有する者などが、相双地域の施設等で６ヶ月以上就労した場合に支給

住まいの確保支援

事業の広報

現地の住宅情報の提供 等

【貸付等対象者】
（１）相双地域等の介護施設等で就労を希望する福島県外の者
（２）避難解除区域の介護施設等で就労を希望する県内から避難解除区域への帰還者
（３）相双地域から福島県内外の養成施設に入学する者
（４）相双地域の介護施設等において６か月以上就労した中堅介護職員

相双地域等の介護施設等

①貸付申請

人材の斡旋を依頼

⑥福島県が適当と認める
団体が示した施設で就労

②斡旋依頼に基づき、
現地で従事する施設
を提示

③奨学金の貸与

⑤現地の住宅情報を
紹介

相双地域への就職希望者

介護職員
初任者研修

現任研修

④研修受講等

無資格者 有資格者

（研修等修了後） ※有資格者は現地で
働きながら受講も可

相双地域等の住居

実施主体：福島県が適当と認める団体 補助率：10/10

入門研修

出向者に対する支援
避難解除区域の介護施設への応援出向者に対する地域・実務経験等に応じた給与
差、指導手当、赴任や通勤に係る経費などの支援

避難解除区域の介護施設への経験豊
かな介護人材の出向を促す支援

養成施設
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○ 災害時において、要配慮者から求められる福祉的ニーズに対応するため、各都道府県においては、平時から必要な支援体制を確保す

るための「災害福祉支援ネットワーク」の構築や、災害時に避難所等で避難生活をおくる要配慮者に対して支援を行う「DWAT（災害

派遣福祉チーム）」の配置を進めており、令和５年度には全ての都道府県が配置された。

○ 令和６年能登半島地震においては、すべての都道府県から多くのDWATが被災地へ派遣され、避難所や1.5次避難所における被災者

からの相談支援などの福祉的な支援を通じて、被災者の生活を支えてきたが、DWATについては、派遣実績が少なく初動対応できる

チームが限られていることや宿泊先等の拠点の確保が困難であったことから、被災状況等を把握し、初動から対応できる自力執行能力

のあるチームの育成を進めていくことが必要である。

○ 令和７年度においても、災害時の福祉的支援を実施できる体制づくりに向けた取組をさらに強化し、推進していく。

１ 事 業 の 目 的

災害福祉支援ネットワーク構築推進等事業 社会・援護局福祉基盤課
（内線2843、2864）

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム ・ 実 施 主 体 等

【令和７年度の主な取組】

・「災害対応力向上事業」を実施し、災害福祉支援

コーディネーターの配置を進める。

・「連携体制充実事業」により、初動対応チームの

派遣に必要な消耗品やレンタカー代等のロジス

ティックを支援する。

・「基本事業」により、初動対応や在宅避難者等へ

の支援を想定した都道府県の自主的な研修や訓練

の実施、マニュアルの作成等研修を実施するため

に必要な講師謝金や会場借上等の費用を補助する。

令和７年度予算案 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 2.9億円（2.0億円）※（）内は前年度当初予算額
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災害福祉支援ネットワーク中央センター事業 社会・援護局福祉基盤課
（内線2843、2864）

＜令和７年度の主な取組＞

➀ 平時の対応として、災害時における初動対応や在宅避難者等への支援におい

て必要な対応を検討し、都道府県の自主的な研修や訓練等の実施に必要な研修素

材の作成やプログラムの開発等を行うために必要な謝金や会場借料等を計上する。

② 災害時の対応として、長期間の派遣調整対応を想定し、被災地での活動、都

道府県や支援団体間の調整に係る臨時職員の雇い上げ費用を上乗せし、支援体制

を強化する。

実施主体：国（民間事業者へ委託）２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム ・ 実 施 主 体 等

国

公募
により
選定

民
間
団
体

都
道
府
県

＜平時の対応＞
・DWAT派遣の手順等の
構築、整理

・災害対応に関する研修
の実施 等

＜災害時の対応＞
・DWATの活動状況の把握
及び都道府県間の調整

委託

○ 災害時において、要配慮者から求められる福祉的ニーズに対応するため、各都道府県においては、平時から必要な支援体制を確保す

るための「災害福祉支援ネットワーク」の構築や、災害時に避難所等で避難生活をおくる要配慮者に対して支援を行う「DWAT（災害

派遣福祉チーム）」の配置を進めており、令和５年度には全ての都道府県が配置し、令和６年能登半島地震において派遣された。

○ 令和4年度から、平時は広域的な派遣体制の構築やDWATチーム員を養成する全国研修、災害時は都道府県間のDWATの派遣調整等

を一体的に行う「災害福祉支援ネットワーク中央センター」を設置し、都道府県において中核的な担い手となる人材の育成等を実施。

○ DWATについては、派遣実績が少なく初動対応できるチームが限られていることや宿泊先等の拠点の確保が困難であったことから、

被災状況等を把握し、初動から対応できる自力執行能力のあるチームの育成や長期間の派遣調整応を想定した応援・受援体制の構築、

民間団体等との連携を推進していく。

１ 事 業 の 目 的

令和７年度予算案 １8百万円（17百万円）※（）内は前年度当初予算額

42281



１ 事 業 の 目 的

被災者見守り・相談支援等事業

被災者は災害救助法に基づく応急仮設住宅に入居するなど、被災前とは大きく異なった環境に置かれることとなる。このような被災者が、それぞれ

の環境の中で安心した日常生活を営むことができるよう、孤立防止等のための見守り支援や、日常生活上の相談を行ったうえで被災者を各専門相
談機関へつなぐ等の支援を行う。
（令和６年度時点で事業を実施している災害：令和２年７月豪雨、令和４年８月３日からの大雨、令和４年度台風第15号、令和５年奥能登地震、令和５年７月14日か
らの大雨災害、令和６年能登半島地震、令和６年７月25日からの大雨）

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

社会・援護局地域福祉課（内線2219）

令和７年度当初予算案 ８億円（８億円）※（）内は前年度当初予算額

43282



（参考）令和６年度補正予算

44283



施策名：重層的支援体制整備事業における住まい支援の強化

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

令和６年４月に成立した「「生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律」（令和６年法律第21号）により、

重層的支援体制整備事業において、「地域生活課題を抱える住民の居住の安定の確保のために必要な支援を

行うよう努める」とされたことを踏まえ、同事業による居住継続支援体制の整備を促進する。

市町村において、世帯全体の課題が住まいや困窮だけではなく、複合化・複雑化しており、自立相談支援機関単独での対応が困難な者への居住継続支

援を行う観点から、重層的支援体制整備事業のうち、参加支援事業やアウトリーチ等を通じた継続的支援事業を活用し、地域を巻き込んだ切れ目のない

支援を行うことができる体制を整備するため、整備に必要な取組に対する補助を行う。

地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される上での各般の課

題（地域生活課題）の解決が図られる。

○ 実施主体 ： 市町村 （委託可）

○ 補助率 ： 定額補助

○ 事業内容

・ 以下のいずれも満たす者にあっては、重層的支援体制整備事業のうち、参加支援事業やアウトリーチ等を通じ

た継続的支援事業を活用し、入居後の見守り支援、地域の社会資源・支援メニューとのマッチング、地域と本人

とのつながりの形成に向けた支援等を行うことで、入居した住宅への定着、貸主の不安の解消等を図る必要が

ある。

・ こうした住まい支援を行う体制を整備するため、支援を行う者（居住継続支援員）等に対する研修、支援対象者

と地域とを円滑につなげるための社会資源の把握や関係者間のネットワークづくり等を行う。

国
（交付要綱の作成等）

補助

市町村

民間団体等

委託等可

社会・援護局地域福祉課
地域共生社会推進室

（内線2289）

世帯全体の課題が住まいや困窮だけではなく、複合化・複雑化しており、自立相談支援機関単独での対応が困難な者①

入居後支援が必要であるが、既存の社会資源では対応が難しい者②

【○ 居住支援を含む生活困窮者等の支援体制の整備及びＮＰＯ法人との連携強化等】

ⅢⅡⅠ

○

令和６年度補正予算額 1.5億円

45284



施策名：重層的支援体制構築に向けた都道府県後方支援事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

地域共生社会の実現に向け、市町村における包括的な支援体制（「包括的相談支援」、「参加支援」、

「地域づくり」の３つの要素から構成される、地域生活課題の解決に資する支援が包括的にされる体制）

の整備を進めるため、都道府県による同体制の整備に資する取組を促進する。

市町村における包括的な支援体制の整備を促進するため、都道府県が行う、同体制の整備の検討に必要な実態調査やヒアリング等の実施、同体制の

整備方針を検討／支援する人材養成研修の実施、アドバイザー派遣等を通じた技術的助言及び支援等に要する費用への補助を行う。

包括的な支援体制の整備が促進されることで、地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動

に参加する機会が確保される上での各般の課題（地域生活課題）の解決が図られる。

○ 実施主体 ： 都道府県 （委託可）

○ 補助率 ： ３／４

○ 事業内容 ： 次の①～⑥に掲げる取組のうち、地域の実情に応じて必要な取組を実施する。

国
（交付要綱の作成等）

補助

都道府県

民間団体等

委託等可

社会・援護局地域福祉課
地域共生社会推進室

（内線2289）

管内市町村の庁内庁外連携促進のための支援や、都道府県庁内庁外連携会議の開催①

包括的な支援体制の整備の検討に必要な実態調査やヒアリング等の実施
（（※）地域福祉（支援）計画や重層的支援体制整備事業実施計画に係る経費は補助対象外。）

②

包括的な支援体制の整備方針を検討／支援する人材養成研修③

包括的な支援体制の整備に係るアドバイザー派遣等、市町村への技術的助言及び支援④

地域共生社会の実現に向けた機運醸成のためのセミナー、シンポジウム、住民説明会の開催等⑤

その他市町村が包括的な支援体制を構築する上での必要な取組⑥

令和６年度補正予算額 51百万円

ⅢⅡⅠ

○
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施策名： 生活困窮者自立支援の機能強化事業

① 施策の目的

生活困窮者の増加に伴う対応や、特例貸付の借受人へのフォローアップ支援の強化、居住
支援の体制整備のため、自治体と民間団体との連携の推進等により生活困窮者自立支援
の機能強化を図る。

物価高に苦しむ地域の困窮者支援の対策を話し合うプラットフォーム

の設置

各自治体の生活困窮者自立支援機関等において、NPO法人等との連携の強化、緊急小
口資金等の特例貸付の借受人へのフォローアップ支援の強化、居住支援の体制整備を行
う。

１．NPO法人等と連携した緊急対応の強化

① 支援策の多様化を目的としたNPO法人や社会福祉法人等との連携強化

② 利用者及び活動経費が増加する地域のNPO法人等に対する支援

（１団体50万円上限（広域的な活動を実施する団体については100万円））

２．特例貸付借受人へのフォローアップ支援体制の強化

① 特例貸付の借受人等への生活再建に向けた相談支援体制の強化

（自立相談支援員や家計改善支援員の加配など）

② 関係機関と連携した債務整理支援の強化

③ 相談支援員等が支援に注力できる環境整備を目的とした事務職員の雇用などによる
事務処理体制の強化

３．居住支援体制の整備

自治体における住まい相談及び居住支援の実施に係る取組（ニーズ把握、関係者間調
整・ネットワーク構築、社会資源開発、周知広報等）

４．その他自治体の創意工夫による自立相談支援等の強化に資する取組

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

生活に困窮する者等に対する自立支援を促進する。

③ 施策の概要 ④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、
補助率）等

事業実施主体

都道府県・市・区等
（福祉事務所設置自治体）

補助の流れ

厚生労働省

自立相談支援機関等

国庫補助

補助率

都道府県・市・区等

国 ３／４
福祉事務所設置自治体 １／４

社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室

（内線2879）

※生活困窮者就労準備支援事業
費等補助金として実施予定

② 対策の柱との関係

【○ 居住支援を含む生活困窮者等の支援体制の整備及びＮＰＯ法人との連携強化等】

令和６年度補正予算額 46億円

ⅢⅡⅠ

○

47286



施策名：生活困窮者等支援民間団体活動助成事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

生活困窮者やひきこもり状態にある者等に対する支援を行う民間支援団体の活動を推進する。

生活困窮者やひきこもり状態にある者等に対して、電話・ＳＮＳ相談、住まいの確保等の支援、居場所づくり、生活上の支援など
の支援活動を実施する民間団体の先進的な取組への助成を行う。

生活に困窮する方々に対する各種支援策が、地域の実情に応じて柔軟かつ機動的に実施される。

（１）助成先
生活困窮者やひきこもり状態にある者等への支援を行うＮＰＯ等民間団体（社会福祉法人、特定非

営利活動法人、公益社団法人、一般社団法人、公益財団法人等）

（２）助成対象事業
生活困窮者及びひきこもり状態にある者等に対して、電話・ＳＮＳ相談、住まいの確保等の支援、就

労に向けた支援、食料の支援、子どもの学習支援、地域活動等での就労体験の提供、居場所づくり、
その他生活上の支援を行う事業

（３）実施方法
福祉医療機構が実施する社会福祉振興助成事業への補助について、国が助成を行う。

（４）助成額
① 全国的又は４以上の都道府県にまたがる支援活動を行う団体 上限2,000万円
② ２以上の都道府県にまたがる支援活動を行う団体 上限900万円

③ 同一都道府県内での支援活動を行う団体 上限700万円

国

（独）福祉医療機構
（公募要綱策定・計画書評価）

補助(10/10)

応募 助成

NPO等民間団体

社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室

（内線2879）

② 対策の柱との関係

【○ 居住支援を含む生活困窮者等の支援体制の整備及びＮＰＯ法人との連携強化等】

令和６年度補正予算額 5.2億円

ⅢⅡⅠ

○

48287



施策名：就労準備支援事業・家計改善支援事業の未実施自治体への導入支援事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

就労準備支援事業・家計改善支援事業の全国的な実施に向けて、現在事業を実施していない市
等の生活困窮者に対して、都道府県が主体となって、就労準備支援事業及び家計改善支援事業
を時限的に実施し、事業の空白区をなくし、全国的な事業実施を目指す。

就労準備支援事業又は家計改善支援事業が未実施の市等の生活困窮者に対して、都道府県が実施主体となり広域的な支援を実施する。

未実施自治体が実施することにより、全国で支援が行われることとなり、生活困窮者の
早期の経済的自立や社会生活自立が図られる。

都道府県による未実施自治体での就労準備支援事業･家計改善支援事業の広域的実施

○ 就労準備支援事業又は家計改善支援事業が未実施の市等の生活困窮者に対して、都道府県が実施主体となり広域的な支援を実施する。

・都道府県による広域的な就労準備支援事業又は家計改善支援事業として、専門の支援員を配置し、事業未実施の市等の支援対象者への訪問支援や、

企業等とのマッチング支援、合同相談会の開催、周知・広報等の支援を実施する。

→本事業を実施した自治体に対しては、以下の既存メニューや「自治体コンサルティング事業」を活用し、事業実施のための支援を行う。

（取組内容）

・ＯＪＴ形式での事業実施のノウハウ共有。
・自治体間及び自治体と地域の社会資源との間のネットワーク構築の支援。

（取組内容）

○ 【都道府県による事業未実施自治体に対する立ち上げ支援】 都道府県が事業未実施自治体を参加させ、ＯＪＴ形式でのノウハウの共有や、関係者間の
ネットワーク構築などを通じて、事業の立ち上げに向けた環境整備を進める。

国

（実施主体）

都道府県

【補助率等】
（補助率１０／１０）

社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室

（内線2876）

② 対策の柱との関係

【○ 居住支援を含む生活困窮者等の支援体制の整備及びＮＰＯ法人との連携強化等】

令和６年度補正予算額 1.2億円

ⅢⅡⅠ

○

49288



施策名：生活困窮者総合型就労支援モデル構築のための調査研究事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

生活困窮者の個別のニーズに合わせた、より効果的・効率的な就労支援を行うため、自立相談支
援事業による就労支援・就労準備支援事業・認定就労訓練事業を一体的に実施し、一貫した就労支
援を行うスキームの構築を図る。

就労支援に関する３事業（自立相談支援事業による就労支援・就労準備支援事業・認定就労訓練事業）を一体的に行う「総合型就労支援
事業」を試行実施し、これまでモデル的に実施していた企業支援や定着支援も組み込むことにより、一貫した就労支援を行い、その効果を検
証する。

就労支援の効率的・効果的な取り組みが行われることにより、生活困窮者の早期の経
済的自立や社会生活自立が図られる。

社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室

（内線2290）

② 対策の柱との関係

【実施主体】 国（委託費）

国

調査・研究事業者

モデル実施事業者

【○ 居住支援を含む生活困窮者等の支援体制の整備及びＮＰＯ法人との連携強化等】

令和６年度補正予算額 1.0億円

ⅢⅡⅠ

○

50289



施策名：都道府県による研修企画チーム・中間支援組織の立ち上げ等支援事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

生活困窮者に対する支援が増加・高度化してきている中、支援員の質の向上やノウハウの共有
などネットワークを広げるとともに、就労準備支援事業等の広域実施に向けたネットワークづくりも
同時に行い、効率的な事業実施を目指す。

研修企画チーム・中間支援組織の立ち上げに必要な支援を行い、日常的に支援者同士の情報共有を目的とした会合や研修を実施でき
る体制を構築する。こうしたネットワークを活用し、就労準備支援事業等の広域実施に向けた取り組みも同時に行う。

支援者への支援を早期に実施することにより、生活困窮者の早期の経済的
自立や社会生活自立が図られる。

【事業内容】

国

補助（１／２）

都道府県 民間事業者

委託可能

（１）都道府県研修企画チーム・中間支援組織の立ち上げ支援

○ 都道府県研修企画チーム（都道府県研修実施要件）と支援者を支える中間支援

組織の立ち上げ支援を実施する。

立ち上げに際しての準備会や、各地域独自の発想により支援者を繋ぐ会議や会

合を企画し、交流を図るとともに、地域ごとに行っているノウハウの共有や事例発

表等、支援員へのメンタルケアや資質向上のための研修会や意見交換等を実施

する体制を構築する。

（２）就労準備支援事業等の広域実施に向けた市域を越えたネットワークづくり

○ 就労準備支援事業等を単独で実施できない自治体に向け、広域実施の取り組

みを促進すべく自治体同士の意見交換や実施に向けたコーディネートを行う。

【○ 居住支援を含む生活困窮者等の支援体制の整備及びＮＰＯ法人との連携強化等】

令和６年度補正予算額 38百万円

社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室

（内線2290）

ⅢⅡⅠ

○

51290



施策名：生活福祉資金業務システム等改修事業

① 施策の目的

ア 生活福祉資金貸付事務のオンライン化について、社協における実証事業の実施に向
けて、申請～貸付決定までの手続きについて、システムの設計・構築のための要件整理
を実施する。【国（委託費）】

イ 既存の債権管理システムについて、新たなシステムとのデータ連携等、オンライン化を
見据えた基盤更新を行う。【補助金】

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

社会福祉協議会における生活福祉資金貸付事務のデジタル化を加速化する。

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

ア 生活福祉資金貸付事務について、これまで行われてきたシステム要件の前提となる
業務フローの標準化等の検討内容を踏まえ、オンライン化に向けたシステム要件整理
を行うとともに、実証事業の実施に向けて全社協・都道府県社協・市町村社協等の関
係者との具体的な調整等を進める。
○ システム要件整理

・ 借入の相談から貸付審査・決定、貸付期間中の支援までをオンライン化するた
めに、各社協で構築するシステムの要件を整理する。

○ 実証事業の実施に向けた調整
・ 実証事業の実施に向けて、各社協と実証実施への参加調整等を行うとともに、

実施方法やスケジュールを調整する。

イ 全社協の「貸付審査生活福祉資金業務システム」について基盤等の更新等を行う。
・ 「貸付審査生活福祉資金業務システム」について、基盤の更新を行う。

【事業内容】

【事業実施主体】ア：国（委託事業） イ：補助金（全国社会福祉協議会、都道府県（補助率：１０／１０））

【デジタル化に向けた流れ（案）】

Step1

・ 全社協においてハブとなる
システムの設計・構築

・ 市町村社協・都道府県社協に
おいて実証事業を実施

・ 都道府県社協・市町村社協にお
ける事務フロー等の標準化

・ システム構成の検討、要件整理

Step2

Step3
マイナンバーの活用により、申請時の
添付書類の省略や、社協における申

請内容の確認を効率化

社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室

（内線2879）

② 対策の柱との関係

令和６年度補正予算額 5.1億円

ⅢⅡⅠ

○○

52291



施策名：生活困窮者自立支援統計システム改修

① 施策の目的・概要

③ 施策の概要（改修イメージ等）

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

既存のシステムにおいては、生活困窮者自立相談支援事業及び重層的支援体制整備事
業について、各制度の実施状況の迅速な把握を行っているところ。

法改正に伴い、住まいの相談体制を拡充することに伴って必要となる、住まいに係る相談
記録・支援状況の入力や統計情報を作成するためのシステム改修を実施する。

住まいの相談支援窓口において、業務が効率的かつ円滑に行われるとともに、
制度の実施状況の迅速な把握を行うことができる。

【使用イメージ】

【改修イメージ】

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

厚生労働省

事業者

公募

【事業実施主体】国

【補助の流れ】

② 対策の柱との関係

令和６年度補正予算額 1.0億円 社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室

（内線2290）

ⅢⅡⅠ

○○

53292



① 施策の目的

③ 施策の概要 ④ 施策のスキーム図、実施要件
（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

・小中高生の自殺者数は、近年増加傾向が続き、令和６年においても過去最多の水準で推移している。
・このため、こども・若者の自殺予防等への取組を強化する必要があり、特に自殺未遂歴や自傷行為歴等の
あるハイリスク者への危機介入の強化及び地域におけるSNS等を活用した自殺に関する悩みに対する相談
体制の強化等を行う必要がある。

Ⅰ 地域におけるこども・若者の自殺危機への対応強化
（１）「こども・若者の自殺危機対応チーム」の立ち上げ等への支援

・都道府県・指定都市において、多職種の専門家で
構成されるチームを設置し、市町村等では自殺未遂歴や
自傷行為の経験等があるこども・若者への対応が困難な
場合に、助言等を行う事業の立ち上げ等を支援

（２）地域におけるSNS等を活用した自殺に関する悩みに対する
相談体制の強化等の支援

・都道府県・指定都市が行うSNS等を活用した
相談体制の強化

・地域の支援機関へのつなぎ支援の実施
・自殺念慮者やハイリスク者に対するアウトリーチや
一次保護の実施、居場所の提供

・相談員のなり手不足の解消、資質の向上又は定着、
相談支援の環境整備等への支援

Ⅱ 社会的に孤立し不安を抱えている人に対する電話やSNS等を活用した
自殺防止等に係る民間団体の取組支援

・地域の支援者支援を通じて、関係機関等の実務的な連携を強化するとともに、こども・若者の自殺企図を防止する。
・電話やSNS等を活用した相談体制の更なる強化等を図り、地域における具体的な支援につなげることで、自殺者数の減少に資する。

○ 実施主体：都道府県・指定都市、民間団体

○ 交付率：10/10 、２/３（都道府県・指定都市）

：10/10（民間団体）

国

都道府県
交付申請書の取りまとめ

交
付申請書

提出

補
助
・
委
託

都道府県
（直接実施）

民間団体

指定都市
（直接実施or補助・委託）

補助・
委託

交
付

交
付

【○地域におけるこども・若者等の自殺危機への対応強化、官民協働等による困難な問題を抱える女性への包括的な支援体制の強化】

施策名：地域における自殺対策の強化

社会・援護局総務課
自殺対策推進室

（内線2279）令和６年度補正予算額 20億円

② 対策の柱との関係

ⅢⅡⅠ

○

54293



① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

○ 令和６年４月に施行された困難な問題を抱える女性への支援に関する法律に基づく、民間団体と

の協働等による包括的な支援体制の構築の加速化を図り、潜在化している多様な女性支援ニーズに

対応する。

○ 様々な困難な問題を抱えた女性について、公的機関と民間団体等が密接に連携し、アウトリーチからの相談対応や、居場所の確保、地域での自

立・定着など、入口から出口まで切れ目のない支援を行う事業をモデル的に実施する。

○ 各自治体が策定した基本計画に基づく民間団体との協働等による女性支援の推進が図られる。

○ ＩＣＴ化を推進することにより、相談支援の効率化や生産性の向上、 職員の業務負担の軽減が図られる。

【補助実施主体】 都道府県、市町村（特別区含む） 【補助率】国１/２、都道府県・市町村（特別区含む）１／２

【補助の流れ】

➀ アウトリーチ支援➀ アウトリーチ支援
・ＳＮＳ相談＜必須＞

夜間見回り・ICTを活用したアウト
リーチ等

※様々な被害女性を含む。

・悪質ホスト被害者
・ＪＫビジネス被害者
・家出少女・ＡＶ出演強要 等

② 居場所の確保

一時的な安全・安心な居場所の提供

③ 自立支援

就労支援、学校や家族との調整、
医療機関との連携による支援等

⑤ アフターケア

地域生活を定着させるための
継続的な支援

④ ステップハウス

自立に向け生活習慣の改善等の生活支援
を受けながら一定期間居住できる場所

困難な問題を抱える女性困難な問題を抱える女性

【事業概要】

女性相談支援センター・女性自立支援施設・女性相談支援員・関係機関による支援

補助（１／２）

国 都道府県・市町村（特別区を含む） 民間団体等

⑥ 関係機関連携会議
＜必須＞

相互連携

民間団体等による支援民間団体等による支援

⑦ ＩＣＴ導入支援

自治体及び民間団体におけるＩＣＴを活
用した支援の導入や情報管理等を実施

ⅢⅡⅠ

○○

【○地域におけるこども・若者等の自殺危機への対応強化、官民協働等による困難な問題を抱える女性への包括的な支援体制の強化】

施策名：官民協働等女性支援加速化事業

社会・援護局総務課
女性支援室
（内線4584）令和６年度補正予算額 2.0億円

55294



施策名：持続可能な権利擁護支援モデル事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

身寄りのない高齢者等の生活上の課題に向き合い、安心して歳を重ねることができる社会をつくってい

くため、市町村においてモデル事業を実施し、課題の検証等を行う。

身寄りのない高齢者等の相談を受け止め、地域の社会資源を組み合わせた包括的マネジメント等を行うコーディネーターを配置した窓口の整備を図る

取組や、十分な資力がないなど民間事業者による支援を受けられない人等を対象とした総合的な支援パッケージを提供する取組の試行的な実施を通じ

て課題を整理し、身寄りのない高齢者等への必要な支援の在り方について検討を進める。

身寄りのない高齢者等の生活上の課題に対応した支援が行われることにより、高齢期において

も地域で安心して暮らせるようにする。

【実施主体】市町村（委託等可）

【基準額】１自治体あたり5,000千円／取組

【補助率】３／４

【取組内容】

１．包括的な相談・調整窓口の整備

身寄りのない高齢者等の相談を受け止め、地域の社会資源を組み合わせた包括的マネジメント等を行う

コーディネーターを配置した窓口の整備を図る取組

２．総合的な支援パッケージを提供する取組

十分な資力がないなど民間事業者による支援を受けられない人等を対象に、意思決定支援を確保しながら、

日常生活支援に加えて、入院・入所時の身元保証を代替する支援や死後の事務支援を合わせて提供する取組

国
（交付要綱の作成等）

補助

市町村

民間団体等

委託等可

令和６年度補正予算額 4.2億円
社会・援護局地域福祉課

成年後見制度利用促進室
（内線2228）

ⅢⅡⅠ

○

56295



① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

○令和７年４月から施行される都道府県によるデータ分析等を通じた市町村支援の枠組みも踏まえ、被保護者のうち、

頻回受診や多剤・重複投与等の課題を抱え、福祉事務所において指導を行ってもなお改善が困難な者等に対する

健康管理等に係る支援を強化することを目的とする。

○被保護者のうち、頻回受診や多剤・重複投与等の課題を抱え、福祉事務所において指導を行ってもなお改善が困難な者等に対し、多様な関係機関の連携の下、

個々のニーズに応じた個別的な支援プランの作成、社会的居場所へのつなぎ等の支援をモデル的に実施する。

○被保護者のうち、頻回受診や多剤・重複投与等の課題を抱える者の状態像の改善 等

【実施主体】 福祉事務所設置自治体（都道府県が広域的に実施することも可）
【補助率】 ３／４

○ 福祉事務所において、頻回受診者等に対し訪問等による指導が行われているが、複合的な課題を抱える等、
現状の指導では改善の難しい未改善者も一定数存在する。

○ こうした未改善者について、多様な関係機関の連携の下、個々のニーズに応じた個別的な支援プランを作成
し、次のような支援を集中的に行う事業についてモデル的に実施する。

① 未改善者等の生活・健康状態を把握し、本人同意の下、その改善に向けた目標設定・ニーズに応じた支援プランを作成

② 専門職による定期的な訪問指導・生活状況確認、関係機関との連絡調整

③ 本人の希望を踏まえ、当事者同士の交流の場の設定、既存の社会資源（社協が行うサロンや認知症カフェ、介護予防のため
の通いの場など）の紹介、参加調整等の支援 等

【○居住支援を含む生活困窮者等の支援体制の整備及びＮＰＯ法人との連携強化等】

施策名：頻回受診等の未改善者等に対する健康管理支援モデル事業

社会・援護局保護課
保護事業室
（内線2829）令和６年度補正予算額 6.2億円

ⅢⅡⅠ

○

57296



施策名：被保護者就労準備支援等加速化事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

• これまで予算事業として実施してきた被保護者就労準備支援事業等について、令和６年法改正にお

いてより幅広い自治体での実施を促す観点から法定化されたことを受け、未実施自治体における早

期・着実な事業実施に向けた重点的な支援を実施するもの。

• 被保護者就労準備支援事業等の未実施自治体において、試行的に一連の業務を実施し、事業を円滑に実施するための課題整理・対応策検討を行

うことができるよう支援。その際、地域の実情を踏まえ、令和６年法改正で創設された「一体実施」（被保護者が生活困窮者向けの事業に参加）の導

入も含め、課題整理・対応策検討を実施。

未実施自治体に対する重点的支援の実施、また、一体実施の導入など地域の実情に合った事業

の展開を通じて、被保護者支援の強化・拡充が可能となる。

○ 被保護者就労準備支援事業・被保護者家計改善支援事業・被保護者地域居住支援事業の未実施自治体が法施行後、円滑に各事業（一体実施を
含む。）を実施できるよう、令和６年度中に事業実施の立ち上げを支援。 【補助率２／３】

・被保護者就労準備支援事業

就労意欲が低い者や基本的な生活習慣に課題を有する者など就労に向けた課題をより多く抱える被保護者に対し、就労支援にあわせて、就労
意欲の喚起や一般就労に従事する準備としての日常生活習慣の改善を計画的かつ一貫して行う

・被保護者家計支援事業
家計に関する課題を抱える世帯や大学等への進学を検討している高校生等のいる被保護世帯に対し、家計に関する支援を行う

・被保護者地域居住支援事業
居住の安定を図るための支援が必要な被保護者に対し、入居支援や訪問による見守り、必要な情報の提供及び助言等を行う

ⅢⅡⅠ

○

令和６年度補正予算額 17億円
社会・援護局保護課

保護事業室
（内線2833）

58297



施策名：被保護者に対する金銭管理支援

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

• 依存症を抱えるなど金銭管理能力に課題がある被保護者に対し、本人の希望を前提に、生活費の適

正な管理に関する支援を行うことにより、被保護者の生活の安定や自立につなげる。

• 依存症を抱えるなど金銭管理能力に課題がある被保護者に対し、本人の希望を前提に、預貯金の払い戻しや公共料金の支払い代行といった日常生

活費の管理支援を行うとともに、日常生活を安定させるための支援や教育支援を行うことにより金銭管理への意識を促し、自立に向けた意欲や能力

の向上を図る。

金銭管理能力に課題がある被保護者に支援を行うことで、生活費が計画的に使われることになり、

被保護者の生活の安定や自立につながる。

○支援対象者
・アルコールやギャンブル依存などにより、生活費を管理できずに生活に支障が生じる(おそれがある)者 ・公共料金や家賃などの滞納（を招くおそれ）がある者 等

○支援のイメージ
・日常生活費の管理支援 （例：預金通帳等の貴重品預かり、公共料金や家賃等の支払い支援（援助）、生活費の払出や預入の助言）
・日常生活を安定させるための支援 （例：依存症支援機関の情報提供及び利用支援、突然の支出に備えるための貯蓄支援）
・自分で管理を行っていくための手続き支援 （例：銀行口座開設のための身分証明証の取得、銀行振替などの手続き支援）
・教育支援 （例：お金の使い方や、物やサービスの値段に関心を持ってもらうための金銭管理教育）

○補助率 10/10

令和６年度補正予算額 13億円
社会・援護局保護課

保護事業室
（内線2833）

ⅢⅡⅠ

○

59298



施策名：災害時情報共有システム改修事業（保護施設等の追加）

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

• 災害発生時における保護施設等の被害状況などを国・自治体がリアルタイムに共有し、被災施設等

への迅速・適切な支援が可能となるよう、被災状況等を共有するシステムを整備。

• 災害発生時における社会福祉施設等の被害状況などを国・自治体がリアルタイムに把握・共有し、被災施設への迅速・適切な支援（停電施設への電

源車の手配等）を行うことを可能とするため、（独）福祉医療機構において「災害時情報共有システム」を構築・運用しているところ。

• 今般、当該システムの対象施設に「保護施設等」を追加することとし、福祉医療機構に対して必要となる経費の補助を行う。

被災した保護施設等への迅速な支援、自治体の事務負担軽減及び災害対応業務の重点化・効率

化、国と地方公共団体等が一体的に災害対応を進める環境整備が可能となる。

システムで取扱う主な災害情報

・人的被害の有無
・建物被害の有無
・建物被害の状況
・ライフライン(電気・水道)の状況
・物資(食料・飲料水等)の状況
・支援の要否
・避難又は開所の有無 など

（独）福祉医療機構

WAMNET
災害時情報共有

システム ①基本情報
の入力③被災情報等

の閲覧

②被災情報等
の入力

④被災施設等への支援

国
地方公共団体 保護施設等

平時

災害時

交付先：独立行政法人福祉医療機構
補助率：定額

令和６年度補正予算額 50百万円
社会・援護局保護課

保護事業室
（内線2833）

ⅢⅡⅠ

○

60299



① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

• いわゆる「貧困ビジネス」について、情報収集・共有や不適切事例への対処等に関する対策を強化し、

被害の未然防止を図る。

• いわゆる「貧困ビジネス」への対策強化に向け、自治体における以下の取組に対する補助事業を創設する。

①都道府県等による無料低額宿泊所（無届を含む）に関する情報収集の強化や、管内担当職員等に情報共有を図る取組（研修会等）

②福祉事務所による要保護者の自立を阻害する物件・施設に関する情報収集の強化や、被保護者に対する転居支援等の実施

貧困ビジネスへの対応を強化することで、被保護者の最低生活の保障と自立の助長を図ることが

可能となる。

１．無料低額宿泊所に関する情報収集・共有の強化 【補助率10/10】
都道府県等（無料低額宿泊所所管課）における以下の取組を支援。

・無料低額宿泊所（無届を含む）に関する実態や不適切な事例等について、情報収集・整理の取組を強化。
・得られた情報を元に、不適切な事例への対処方法を含め、管内福祉事務所や「地域居住支援事業」を行う者等に対する研修等を開催するなど、情報共有を強化。

近隣都道府県間においても積極的に情報共有を行い、広域的な不適切事案にも対処。

２．被保護者に対する助言・支援の強化 【補助率10/10】
福祉事務所における以下の取組を支援。

・ケースワーカーによる被保護者訪問等を通じた、自立を阻害する不適切な物件・事例に関する情報収集・整理や、居住支援法人など関係機関との情報共有を強化。
・現に不適切物件に入居している被保護者に対する転居支援を実施。

【○ 居住支援を含む生活困窮者等の支援体制の整備及びＮＰＯ法人との連携強化等】

施策名：貧困ビジネス対策事業

社会・援護局保護課
保護事業室
（内線2833）

令和６年度補正予算額 4.2億円

ⅢⅡⅠ

○

61300



施策名：

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

• 「デジタル・ガバメント実行計画」（令和2年12月25日閣議決定）により、生活保護業務プロセス及び基

幹事務システムの標準化に取り組むこととされたことを踏まえ、令和7年以降の制度見直しなど基幹

事務システムの標準仕様の改訂に向けた調査研究を行い、更なる業務負担の軽減を図る方策を検

討する。

生活保護業務プロセス及び基幹事務システムの標準化について、調査研究を行い更なる業務負

担軽減を図る方策を検討し、業務効率化の推進を図る。

自治体・
ベンダー

厚生労働省民間団体

調査研究
の委託

業務フローや
システム仕様の聴取
効率化方法の周知等

標準仕様の改訂
提案等

【実施主体】 国（委託事業） （10/10）

生活保護業務のデジタル化調査研究事業 令和６年度補正予算額 94百万円
社会・援護局保護課

（内線2655）

ⅢⅡⅠ

○○

62

• 被保護者就労準備支援事業の法定化など令和7年以降の実施が予定される制度見直し等に関する自治体の基幹システムへの反映について、令和

６年度中にシステムの標準仕様に関わる内容の検討を行う必要が生じるため、調査研究を行い標準仕様書の改訂を行う。

301



施策名：

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

• 生活保護の制度見直し（進学・就職準備給付金）及び被保護者調査の調査項目変更等に対応した生

活保護業務関係システムの改修を行い、制度の安定的かつ効率的な運用を図る。

• 生活保護の制度見直し等に対応するため、自治体の生活保護基幹システムの改修に要する費用について補助を行うとともに、国の生活保護業務

データシステムを改修する。

生活保護の制度見直し等に対応して地方自治体及び国の生活保護業務関係システムの改修を行

うことにより、生活保護世帯の自立支援などの効率的な実施や生活保護の適正な実施に資するこ

とを期待している。

生活保護業務関係システム改修事業

１．自治体への補助（補助率1/2）
○ 各福祉事務所の生活保護基幹システムの改修に係る費用等への補助
※ 生活保護の制度見直し等に合わせて必要となる各福祉事務所の生活保護基幹

システム等の改修に必要な費用等への補助
（進学・就職準備給付金の副本改修・「中間サーバー」との連携及び被保護者

調査の調査項目変更に必要な費用等への補助）

【実施主体】都道府県、市、福祉事務所を設置する町村

２．国の生活保護業務データシステムの改修
○ 国が保有する生活保護業務データシステムについて必要な改修を実施

※ 生活保護の制度見直し等に合わせて、国が保有する生活保護業務データシス
テムを改修

【実施主体】国

被保護世帯

保護の決定
・実施業務等

令和６年度補正予算額 20億円
社会・援護局保護課

（内線2996）

ⅢⅡⅠ

○○

63302



① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

○医療扶助のオンライン資格確認は、本年３月から運用が開始されたところであるが、現状、医療機関等においては、全体

の約１／３の導入に留まっていることなどから、医療扶助のオンライン資格確認の更なる普及促進を図ることを目的とする。

○医療機関等に対し、医療扶助のオンライン資格確認の導入に向けたレセプトコンピューターシステム等に係る改修費用等を助成することにより、オンライン資格確

認の更なる普及促進を図る。

○被保護者の医療機関等への受診の際の利便性の向上

○福祉事務所における医療券発行事務に係るコスト低減、医療機関等における資格確認事務の円滑化

○オンライン資格確認の実績ログを活用した頻回受診対策の強化 等

【○公費負担医療制度等のオンラインによる資格確認の取組】

施策名：医療扶助のオンライン資格確認導入に係る指定医療機関・指定薬局への補助

社会・援護局保護課
保護事業室
（内線2829）令和６年度補正予算額 75億円

ⅢⅡⅠ

○○

64303



施策名：被保護者の保健指導情報とのデータ連携

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

○生活保護法の一部改正により、令和７年４月から、都道府県が、医療扶助の実施状況等に関するデータ分析

や取組目標の設定・評価を行うとともに、市町村に対し、必要な助言等の支援を行う枠組みが施行されることを

踏まえ、被保護者の保健指導情報について、NDBを通じて集積・収集・分析ができるようにすることを通じて、実

際の被保護者の健康管理支援に有効に活用していくことを目的とする。

○被保護者の保健指導情報を集積・収集できるようにするため、特定健診等データ収集システム等の機能拡張を図るために必要なシステムの改修等を行う。

○被保護者の保健指導情報の把握・分析による生活習慣病予防、重症化予防の取組の強化 等

令和６年度補正予算額 1.9億円
社会・援護局保護課

保護事業室
（内線2829）

ⅢⅡⅠ

○○

65304



施策名：医療扶助等におけるDX推進調査研究事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

○令和６年３月から医療扶助のオンライン資格確認が導入されたところであるが、更なる医療扶助の運用の効

率化等を図る観点から、オンライン資格確認の基盤も有効に活用し、DXの推進等を図るための調査研究を行

うことを目的とする。

○オンライン資格確認の利活用状況の把握や、オンライン資格確認システムの改善・介護券の電子化等医療・介護DXを踏まえたシステムの在り方に関する調査研

究を行う。

○被保護者が医療機関等を受診する際の利便性の向上

○オンライン資格確認の普及・改善を通じた福祉事務所や医療機関等における事務処理の効率化 等

１．オンライン資格確認の基盤を活用した医療ＤＸの推進への対応

○ 医療扶助の医療DX等の推進への新たな対応として、オンライン資格確認システムの改善、電子カルテや介護

情報基盤への介護券の連携への実現方式における課題検討などを行う。

２．オンライン資格確認の導入推進及び周知広報

○ 福祉事務所等に対し、オンライン資格確認等の一層の普及、利活用の促進を図るための周知広報等を実施。

【実施主体】 国（委託費）

令和６年度補正予算額 1.5億円
社会・援護局保護課

保護事業室
（内線2829）

ⅢⅡⅠ

○○

66305



① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

介護人材については、要介護者等の急速な増加が見込まれる中、複雑化・多様化する介護ニーズに対応できる高い専門性を
有する介護人材の確保・育成が重要。 

貸付希望件数の増加等に伴い、介護福祉士修学資金等貸付金貸付原資の不足が見込まれる自治体に対して必要な貸付原
資の積み増しを行い安定的な事業の継続を支援することで、介護人材の参入を更に促進する。 

介護人材を着実に確保していくため介護福祉士修学資金等貸付事業により介護福祉士養成施設に通う学生に対して修学資金の貸付等を実

施し、福祉・介護人材の育成及び確保並びに定着を支援することを目的とする。 

令和６年度内に見込まれる修学資金貸付として必要な貸付原資を積み増し、安定的な事業継続を支援す

ることで、更なる介護人材の確保を推進。 

ⅢⅡⅠ

○○

【○介護人材の確保、育成及び定着に向けた取組支援】

施策名：介護福祉士修学資金等貸付事業

社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

（内線2845）令和６年度補正予算額 41億円

67306



① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件
（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

○ 介護職員の意欲、能力、ライフステージ等に応じたキャリアパスを構築し、定着促進や資質向上に
つなげる観点から、マネジメントだけではなく、看取りケア等の特定のスキルを極めることや、地域住
民に対し介護の知識や技術の指導を行うことなど、多様なキャリアの選択肢を示し、自身のキャリアを
選べるようにしていくことが重要。

○ この複数の到達点を持つキャリアモデル（いわゆる「山脈型キャリアモデル」）の介護現場への普
及・浸透を目指し、職員の意向、事業所の目指すビジョン等を踏まえた個々のキャリアパスを構築する
取組をモデル的に実施し、その支援・取組の横展開を通じ、人材の離職防止・定着促進を図る。

１．キャリアパス構築モデル実施（実施イメージ）
○ モデル構築（職員の意向等を踏まえたプラン作成・事業所の目指すべき方向の見える化）
① 現状の洗い出し（職員配置・研修計画・受講状況、これまでの職員の意向）
② 現在の職員の意向把握
③ 事業所（法人）のビジョンの設定
④ 事業所（法人）のビジョン、職員意向を踏まえたキャリアパス構築検討
⑤ 職員個々の目的地に沿ったの必要な研修等のプランニング

○ モデル構築支援、モニタリング、課題分析等
⑥ ①～⑤の状況に応じ、有識者の派遣・アドバイス、実践状況のモニタリング、効果・課題把握分析、普及方法

の検討。

２．モデル実施状況を踏まえた研修等を通じた普及
・ 各モデル実施事業所における検討・実施過程を踏まえ、事業者がこうしたキャリアモデルを導入できるよう、効

果、課題、取組手法等を整理した事例集を作成する。この事例集も活用し、関係団体や都道府県等自治体も巻
き込んだ研修やシンポジウム等を行い、全国への横展開を目指す。

本事業によって、複数の到達点を持つキャリアモデルの構築・横展開が進むことで、人材の離職防止・
定着促進が図られるとともに、働きやすい職場環境の整備にもつながり、介護人材確保の推進が図られ
る。

民間事業者（シンクタンク等）

定額

厚労省

民間事業者

【事業実施主体】

【資金の流れ】

【補助率】

補助
（定額）

＜山脈型キャリアモデル＞

【○介護人材の確保、育成及び定着に向けた取組支援】

施策名：山脈型キャリアモデル普及促進モデル事業

社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

（内線2849）
令和６年度補正予算額 50百万円

ⅢⅡⅠ

○○

68307



① 施策の目的

③ 施策の概要

② 対策の柱との関係

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

○ 介護分野への多様な人材層の参入促進を図るため、地域の実情に応じ、主に未経験者を対象としたマッチ
ング機能を強化するモデル（例：民間事業者のマッチング機能を活用し、未経験者でも行うことのできる介護現
場の周辺業務等を効率的に短期・短時間で実施できる仕組み等）事業を実施。

○ このモデル事業の支援・横展開を通じ、これまで介護に関わりのなかった層の介護現場への接点を増加さ
せ、介護人材のすそ野を更に広げるとともに、介護現場と地域のつながりの強化を図る。

地方自治体が、地域の実情に応じ、主に未経験者を対象としたマッチング機能を強化するモデル構築への支援
をし、その経過・成果を横展開する。

１．介護未経験者マッチング機能強化モデルの構築

○ 地域の介護事業者等と連携し、介護未経験者でも行うことのできる介護現場の周辺業務などを切り出した上
で、民間事業者のマッチング機能等を活用し、効率的に短期・短時間の業務と未経験者のマッチングを実施。

○ WEBやアプリ等の活用で、マッチングコストを下げつつ、介護事業者の状況等の見える化も促進。未経験者
の介護現場での業務への心理的ハードルを下げる。

○ 未経験者が介護現場との接点を持つことで、職場体験や、入職のきっかけに繋げるととともに、介護現場と
地域のつながりを育むモデルの構築を図る。

２．上記モデルを構築するうえでの検討・実施・取組の普及体制の構築
都道府県、市町村、業界団体、民間事業者などが連携して、モデル事業の実施・評価等を検討する体制を構

築。また、実施過程を踏まえ、課題・効果・取組手法をとりまとめ、管内事業所が導入に資するよう周知・普及の
取組を行う。

本事業によるモデル構築、横展開によって、多様な介護未経験者の介護現場への接点が増
加し、入職につながりやすい手法が普及され、介護人材のすそ野が拡大されるとともに、介護
現場における業務負担軽減が図られ、介護人材確保の推進が図られる。

④ 施策のスキーム図、実施要件
（対象、補助率等）等

都道府県、市町村

定額

厚労省
都道府県、

市町村

【事業実施主体】

【資金の流れ】

【補助率】

補助

（定額）

【○介護人材の確保、育成及び定着に向けた取組支援】

施策名：介護未経験者マッチング機能強化モデル事業

社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

（内線2849）令和６年度補正予算額 78百万円

ⅢⅡⅠ

○○

69308



① 施策の目的 ② 対策の柱との関係

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

〇 都道府県福祉人材センターは、無料職業紹介、職員の確保に関する事業所への相談支援や
福祉の仕事に関する啓発活動など、福祉人材確保に関する取組を行っており、民間職業紹介事
業者等が担うことのできない事業の実績・事業手法を有している。

〇 ハローワークや都道府県等を介した公的人材紹介を充実させることが重要。

○ 離職した介護福祉士等はセンターに届け出ることが努力義務とされていることから、その強み

を活かし、届け出た後の求職者等が他産業に流れずに、介護・福祉業界に再入職等するよう、

積極的にアプローチする体制強化を図る。

③ 施策の概要

○ きめ細かなマッチングの強化による定着促進

福祉人材センターの強みを活かし、事業所訪問等を通

じて、求人票には表すことができない事業所の状況を把

握するとともに、離職した介護福祉士等はセンターに届け

出ることが努力義務とされていることから、当該制度を活

用して届出等が行われた求職者に対して、アプローチ（電

話や訪問・オンライン）を行い、対面等により、 本人の離

職時等の状況を把握したうえで、求職者の性格等を考慮

したきめ細かなマッチングを行う。

事業所の状況を把握したきめ細かな人材紹介により、介護・福祉人材の確保・定着促進が図られる。

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

【介護事業所等】

補助

福祉人材

センター
訪問等

〔離職した介護福祉士等〕

届出

データ
ベース

【就職支援】

厚生労働省

都道府県
委託

（事業所の状況把握）

届出

訪問等
再入職

ⅢⅡⅠ

○○

【○介護人材の確保、育成及び定着に向けた取組支援】

施策名：潜在介護福祉士等就職支援モデル事業

社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

（内線2275）
令和６年度補正予算額 22百万円

70309



・海外現地における外国人介護人材確保促進事業（地方自治体への補助事業）【海外現地での外国人介護人材確保の取組に対する支援】
都道府県と連携して以下のような外国人介護人材確保の取組を行う事業所・介護福祉士養成施設・日本語学校等に対して、その費用を補助する。

ア 送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集
外国人介護人材の確保の取組を効果的に行うため、送り出し国の学校、送り出し機関、政治情勢、生活・文化・風習等の事前調査等を実施する。

イ 海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化
外国人介護人材を円滑に確保することを目的に、海外現地の学校・送り出し機関等との関係構築・連携強化を図るための訪問活動等を行うとともに、必要となる宣材ツー

ルの作成等を行う。

ウ 海外現地での説明会開催等の採用・広報活動
更なる外国人介護人材の確保を促進するため、海外の日本語学校等での説明会の開催や現地での求人募集、日本の介護に関するＰＲ、介護施設・介護福祉士養成施

設・日本語学校等の情報提供などの広報活動、これらの取組を実施するための宣材ツールの作成等を行う。

・介護技能評価試験等実施事業（民間団体等への補助）
介護技能評価試験等の受験者の増加が見込まれる地域を検討し、モデル的に重点試験地域を選定のうえ、試験を実施し、今後、日本の介護分野へ特定技能の在留資格

を活用して就労を希望する外国人介護人材を効率的に確保できる試験体制の検討を行う。

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

外国人介護人材を確保する観点から、海外現地での働きかけを強化し、都道府県と連携して、海外現地の学校との連携を強化する
など、現地での人材確保に資する取組を行う事業所・介護福祉士養成施設・日本語学校等に対して支援を行うとともに、新たに日本の
介護分野へ特定技能の在留資格を活用して就労を希望する外国人介護人材の増加に対応するため、介護技能評価試験等の重点試
験地域を選定のうえ、試験を実施し、効率的な試験体制の検討を行うことで、外国人介護人材の受入促進を図る。

海外現地の送り出し機関等との関係構築・連携強化や、現地説明会による採用・広報活動など、海外展開に積極的

に取り組む介護事業者の支援及び介護技能評価試験等の重点試験地域を選定のうえ、試験を実施し、効率的な試験

体制の検討を行うことにより、国民が必要な介護サービスを安心して受けられるよう、その担い手となる外国人介護人

材を確保する。

・外国人介護人材獲得強化事業（地方自治体への補助事業）【海外現地での外国人介護人材確保の取組に対する支援】
【補助率】 国2/3、県1/3
【補助金の流れ】 厚生労働省 都道府県

○外国人介護人材受入事業所
○介護福祉士養成施設
○日本語学校 等

補助 補助

・介護技能評価試験等実施事業（民間団体等への補助）
【補助率】 定額
【補助金の流れ】 厚生労働省 民間団体

補助

ⅢⅡⅠ

○○

【○介護人材の確保、育成及び定着に向けた取組支援】

施策名：外国人介護人材獲得強化事業

社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

（内線2894）
令和６年度補正予算額 2.7億円

71310



・外国人介護人材の活躍に資するICT導入等促進事業（地方自治体への補助事業）【外国人介護人材が介護現場で働きやすくするための環境整備】
外国人職員と日本人職員の意思疎通の円滑化、外国人の日本語学習の支援、外国人の記録作業の負担軽減をし、外国人介護人材の介護現場における円滑な就労・定

着を促進する目的で、都道府県と連携して以下のア・イのいずれかの取組を行う外国人介護人材受入事業所等に対して、その費用を補助する。 
ア 外国人介護人材の活躍に資するツール等の導入支援及び活用促進 

外国人介護人材が介護現場で円滑に就労・定着できるよう、外国人介護人材の活躍に資するツール等（携帯型翻訳機、多言語対応の介護記録ソフトウェア、
e- ラーニングシステムなど）を導入するとともに、導入されたツール等が有効活用されるための研修、勉強会、関連規程の整備などの環境整備を行う。 

イ その他外国人介護人材が介護現場で働きやすくするための必要な取組

・介護の日本語学習支援等事業（民間団体等への補助）
各地域において介護福祉士国家試験対策向けの講座の開催する動きがある中、本事業により、地域の職能団体をはじめとした外国人介護人材の資格取得支援機関に

対するスーパーバイズなど、地域の資格取得支援機関の支援力を向上させるために必要な取組を行うことで、国家試験対策講座に係る受講体制の均てん化を図る。
※支援メニューの例

・外国人介護人材の資格取得支援講座の開催未実施の地域の資格取得支援機関への支援
・各地域の資格取得支援機関との情報提供体制の構築

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

外国人介護人材の介護現場における円滑な就労・定着を促進する観点から、外国人職員と日本人職員の意思疎通の円滑化、外国
人の日本語学習の支援、外国人の記録作業の負担軽減をするため、受入事業所等に対して、外国人介護人材の活躍に資するツール
等の導入、導入されたツール等が有効活用されるための環境整備に係る経費を助成する。

また、在留資格｢特定技能｣の受入促進等により今後増加が見込まれる外国人介護人材の資格取得支援ニーズへの対応を強化す
るため、民間団体が有する資格取得支援のノウハウを地域の資格取得支援機関へ横展開を行うことで、外国人介護人材に対する資格
取得支援の強化を図る。

外国人介護人材受入事業所におけるツール等の導入等を推進することで、外国人職員と日本人職員の円滑なコ

ミュニケーションや、外国人介護人材の業務負担の軽減等を行い、また、国家試験対策講座に係る受講体制の均て

ん化を図ることで、外国人介護人材の介護現場における円滑な就労・定着を実現する。

・外国人介護人材の活躍に資するICT導入等促進事業（地方自治体への補助事業）【外国人介護人材が介護現場で働きやすくするための環境整備】
【補助率】 国1/2、県1/4、受入事業所等1/4
【補助金の流れ】

厚生労働省 都道府県 ○外国人介護人材受入事業所 等

補助 補助

・介護の日本語学習支援等事業（民間団体等への補助）
【補助率】 定額
【補助金の流れ】 厚生労働省 民間団体

補助

【○介護人材の確保、育成及び定着に向けた取組支援】

施策名：外国人介護人材定着促進事業

社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

（内線2894）
令和６年度補正予算額 1.4億円

ⅢⅡⅠ

○○

72311



① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

○ 「外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会中間まとめ」において、国が行う取り組みとして、
「巡回訪問等実施機関について、必要な体制強化を進めながら、提出された書類に基づいて、受入事
業者への巡回訪問等を行う」とされていること等を踏まえ、新たに対象となる訪問系の介護事業所等へ
の巡回訪問の円滑な実施に備え、巡回訪問システムの改修を行う。

【訪問系サービスの従事に係る事業所要件の確認も含めた巡回体制の体制強化のためのシステム改修】

○ これまでも、EPA介護福祉士候補者、特定技能外国人の受入施設に対し、巡回訪問を実施し、当該外国人の雇用に関する状況や介護サービス
の提供状況、当該外国人の受入実態を把握するとともに、必要に応じて当該外国人や受入施設職員等へ助言を行ってきた。

○ 「外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会中間まとめ」を踏まえ、訪問系サービスの従事に係る事業所要件の確認も含めた巡回訪問の
体制強化に伴うシステム改修が必要。

○ 訪問系の介護事業所等への巡回訪問を円滑に実施できるよう、巡回訪問に係るシステム改修を実施する。

巡回訪問システムを改修することで、訪問介護事業所等への巡回訪問の円滑な実施を実現し、

外国人介護人材の介護現場における円滑な受入・定着を実現する。

【補 助 率】 定額

【補助金・委託費の流れ】 厚生労働省 民間団体
補助（技能実習・特定技能）

委託（EPA）

ⅢⅡⅠ

○

【○介護人材の確保、育成及び定着に向けた取組支援】

施策名：外国人介護人材巡回訪問システム改修事業

社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

（内線2894）令和６年度補正予算額 10百万円

73312



① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

社会福祉法人の地域の福祉ニーズへの対応力の強化や、経営基盤の強化のため、社会福祉連携推進法人の

設立や法人間連携を促進する必要がある。本事業では、法人間連携のきっかけづくりに資する取組を支援すると

ともに、社会福祉連携推進法人の設立支援を強化することにより、社会福祉法人の連携・協働を一層促進する。

（１）区域内の福祉課題解決を目的とした関係者会議の開催（１カ所あたり1,000千円）

地方公共団体が主体となり、区域内の福祉課題解決を目的として社会福祉法人等が参加する関係者会議を開催する経費を補助する。

（２）社会福祉連携推進法人の設立支援の強化

①社会福祉連携推進法人の立ち上げに向けた支援（１回限り、上限1,500千円）

円滑に法人の設立を行うための設立準備会や合同研修会を行う。

②先駆的な社会福祉連携推進業務の企画立案・実施（1回限り、上限1,000千円）

社会福祉連携推進法人に期待される取組であって、先駆的な取組と経営効率化の取組を行う場合に補助する。

社会福祉法人の連携・協働を一層促進することにより、地域の福祉ニーズへの対応力を強化し、

誰も取り残さない社会の実現に取り組む。

（期待される効果）

スムーズな連携

効果的な業務実施

社会福祉連携推進法人

（２）補助

都道府県・指定都市・中核市・一般市厚労省

区域内の福祉課題解決のための関
係者会議の開催

・法人間のつながり構築

・各法人の専門分野や強み、経営
上の課題を共有

行政

都道府県・指定都市・中核市・一般市・町村 法人間連携へ

【社会福祉法人Ｂ】

【学校法人Ｄ】【営利法人Ｃ】

【社会福祉法人Ａ】

先駆的な社会福祉連携推

進業の企画立案・実施

・具体的な業務の検討

・新たな取組の実践 等

○ 補助スキーム：国→都道府県・指定都市・中核市・一般市・町村（定額補助）

（１）補助

初度設備の整備
・パソコン、デスク、

Web会議システム 等

ⅢⅡⅠ

○

【○介護・障害福祉における介護テクノロジーの導入、協働化等の支援】

施策名：社会福祉法人の連携・協働支援事業

社会・援護局福祉基盤課
（内線2871）令和６年度補正予算額 1.0億円

74313



施策名：防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策等（社会福祉施設等）

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（令和２年１２月１１日閣議決定）等を踏まえ、社会
福祉施設等の利用者等の安全を守るため、防災・減災対策に関する施設整備を行う。

社会福祉施設等の防災・減災対策を推進するため、耐震化にともなう改修・大規模修繕等のほか、非常用自家発電設備の整備、水
害対策に伴う改修等、倒壊の危険性のあるブロック塀等の改修等の対策を講じる。

社会福祉施設等の耐震化整備等を支援し、防災・減災、国土強靱化を推進する。

【○能登地域等に対する復旧・復興の支援、医療施設等の耐災害性強化等】

75

心神喪失者等医療観察
法指定入院医療機関

隣保館高齢者施設等障害者支援施設等

独立行政法人国立病院
機構等

市町村
都道府県
市区町村

都道府県
政令指定都市
中核市

実施
主体

国 １０／１０国１／２、政令指定都市・
中核市１／２
又は
国１／２、府県１／４、市
町村１／４

定額
国１／２、都道府県・市町
村１／４、事業者１／４

国１／２、都道府県・政令
指定都市・中核市１／４、
設置者１／４

補助
率

①耐震化整備①耐震化整備
②ブロック塀等改修整備

①耐震化整備
②非常用自家発電設備
整備
③ブロック塀等改修整備
④水害対策強化

①耐震化整備
②非常用自家発電設備
整備
③ブロック塀等改修整備
④水害対策強化

補助
対象
となる
改修

老健局高齢者支援課（内線3928）
社会・援護局地域福祉課（内線2857）

障害保健福祉部障害福祉課（内線3035）
障害保健福祉部精神・障害保健課（内線3095）

令和６年度補正予算額 145億円

ⅢⅡⅠ

○

75314



【事業実施要件】
本事業は、災害救助法に基づく応急仮設住宅が供与されてい

ること又は供与される見込みであることを実施の要件とする。

① 施策の目的

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

災害救助法に基づく応急仮設住宅に入居した被災者は、被災前とは大きく異なった環境に置かれることと

なるため、安心した日常生活を営むことができるよう、応急仮設住宅の供与期間中、孤立防止等のための

見守り支援や、日常生活上の相談を行うとともに、関係支援機関へつなぐ等の支援を行うことを目的とする。

被災者が被災前とは異なった環境で安心した日常生活を営むことができるようになる。

③ 施策の概要

生活支援相談員が仮設住宅入居者等（※）に対して個別訪問等を行い、見守りや日常生活上の相談支援を行った上で、被災者を各専門相談機関へつ

なぐ等を行う。 （※）応急仮設住宅の供給期間中は、在宅であっても災害を要因として孤立するおそれのある者も支援対象とする。

ⅢⅡⅠ

○

【○能登地域等に対する復旧・復興の支援、医療施設等の耐災害性強化等】

施策名：被災者見守り・相談支援等事業
令和６年度補正予算額 18億円

社会・援護局地域福祉課
（内線2219）

76315



施策名：能登半島地震において住宅に被害を被った被災者世帯への支援
（地域福祉推進支援臨時特例交付金）

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

能登半島地震において住宅に被害を被った被災者世帯の復旧・復興を支援する。

高齢化や、半島という地理的制約など、地域コミュニティの再生に向けた大きな課題を抱える能登地域の実情・特徴等を踏まえ、令和６年３月に
創設した地域福祉推進支援臨時特例交付金により、被災世帯の家財等・住宅再建に対する支援のための給付と、地域の実情にあわせた福祉
ニーズの高い被災者の支援を進める。

能登半島地震において住宅に被害を被った被災者世帯への支援を進める。

国

石川県

補助(４/５)

応募 助成

NPO等
民間団体

社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室

（内線2879）

➣ 被災世帯の家財等・住宅再建に対する支援のための給付

【支援対象】能登地域６市町おいて、①家財等（自家用車含む）の滅失、②住宅半壊以上の被災をした、
・ 高齢者・障害者のいる世帯
・ 資金の借入や返済が容易でないと見込まれる世帯（以下の類型に該当する世帯）

【支援内容】家財等支援 ： 最大100万円（定額50万円＋自動車分定額50万円）
住宅再建支援 ： 最大200万円（賃借の場合：最大100万円）

※ 実費を勘案（簡便・迅速な手続とするため契約額で判断）

【実施主体】石川県

➣ 地域の実情にあわせた福祉ニーズの高い被災者の支援
※ 被災者の生活再建に向けた訪問・個別継続的な伴走支援など

※ 費用負担：国 ４／５ 県 １／５

ⅰ住民税非課税世帯・住民税均等割のみ課税世帯（含む災害減免により住民税が全額免
除になる者がいる世帯）、ⅱ能登半島地震の影響を受けて家計が急変しⅰの世帯と同様の
事情にあると認められる世帯（家計急変世帯）、ⅲ児童扶養手当の受給世帯、ⅳ能登半島
地震の影響を受けて離職・廃業した者がいる世帯、ⅴ一定のローン残高がある世帯、ⅵそ
の他の類似の事情があると認められた世帯

被災世帯

給付

家財等・住宅
再建給付金

被災者支援

住宅再建（最大）自動車家財

200万円
建設･購入

補修
50万円

50万
円

全壊
大規模半壊
中規模半壊

半壊 100万円賃借

【○能登地域等に対する復旧・復興の支援、医療施設等の耐災害性強化等】

令和６年度補正予算額 98億円

ⅢⅡⅠ

○

77316




